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山中理司様

東京国税局長 美並義』
’

令和2年2月10日に請求されました行政文書の開示について、行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成11年法律第42号）第9条第1項の規定に基づき、下記のとおり、開示することとしましたので通知し

ます。

記

行政文書の名称 令和元年7月局長事務引継書

不開示とした部分

とその理由
別紙のとおり

この決定に不服がある場合は、行政不服審査法の規定により、この決定があったことを知った日の翌日から起算して3か

月以内に、国税庁長官に対して審査請求をすることができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して3

か月以内であっても、決定の日の翌日から起算して1年を経過した場合には審査請求をすることができなくなります｡)。

また、この決定の取消しを求める訴訟を提訴する場合は､行政事件訴訟法の規定により、 この決定があったことを知った

日の翌日から起算して6か月以内に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となります｡)、処分の取消

しの訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内であっても、決定

の日の翌日から1年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくなります｡)。

●開示の実施の方法等（裏面の説明事項をお読みください｡）

1 開示の実施の方法等

下表に記載した開示の実施の方法の中から、希望する方法を選択してください。

行政文書の全体につい

て開示の実施を受けた

場合の基本額

行政文書の

種類・数量等

開示実施手数料の額

（算定基準）

開示実施

手数料
開示の実施の方法

100枚までごとにつき

100円
①閲覧 無料200円

A3判文書

3枚

（3ページ）

A4判文書

172枚

(293ページ）

②複写機により白黒で複

写したものの交付
1ページにつき10円 2,960円 2,660円

③スキャナにより電子化

しCD-Rに複写したもの

の交付(PDFファイル）

CD-R1枚につき100円に、

文書1ページごとに10

円を加えた額

2,760円3,060円

注） 納付する開示実施手数料は、基本額（複数の開示の方法を選択した場合はそれぞれの合算額）から開示請求

手数料の額を控除した金額となります（当該基本額が開示請求手数料の額までの場合は無料となります｡)。

また、スキャナにより電子化したものの交付を希望される場合には、事前に情報公開窓口へ連絡してください。

窓口において開示を実施することができる日時、場所2

時
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場 所

東京国税局総務課（情報公開窓口）

東京国税局総務課（情報公開窓口）

3 写しの送付を希望する場合の準備日数、送付に要する費用（見込額）

日数｢行滋書の開示の実施雄等申出書｣が提出された日から｣週間繕でに雑予定 送付料580円

※ 送付料については、郵便切手等を御使用ください。 (CD-Rの場合140円）

(注） 窓口における開示の実施の際には、本通知書を御持参ください。
また、当日都合がつかない場合は、事前に情報公開窓口へ連絡願います。

裏面も御覧ください。



＜説明事項＞

1 「開示の実施の方法等」について

開示の実施の方法等については、この通知書を受け取った日から30日以内に、同封した「行政文書の開示の実施方

法等申出書」に所要の開示実施手数料を納付して、申出を行ってください。

開示の実施の方法は、 「1開示の実施の方法等」に記載されている方法から自由に選択できます。必要な部分のみの

開示を受けること （例えば、 100ページある文書について冒頭の10ページのみ閲覧する等）や部分ごとに異なる方法

を選択すること（冒頭の10ページは「写しの交付」を受け、残りは閲覧する等）もできます。一旦、閲覧をした上で、

後に必要な部分の写しの交付を受けることもできます（ただし、その場合は、最初に閲覧をした日から30日以内に、
別途「行政文書の更なる開示の申出書」を提出していただく必要があります｡)。

窓口における開示の実施を選択される場合は、 「2窓口において開示を実施することができる日時、場所」に記載さ

れている日時から､御希望の日時を選択してください｡記載された日時に都合がよいものがない場合は､お手数ですが、
この通知書を送付した情報公開窓口まで御連絡ください｡空垂一盟丞Q臺迩Q準値室丘_｡必臺丞塑_n主立ｰ＠重昌一[丘政
文書の開示の実施方法等申出書」は開示を受ける希望日の7日前には、当方に届くように御提出願います。
また、写しの送付を希望される場合は、 「行政文書の開示の実施方法等申出書」にその旨を記載してください。

なお、この場合は、開示実施手数料のほかに、送付に要する費用（郵便切手等）が必要になります。

2開示実施手数料の算定について

（1）手数料額の計算方法

開示実施手数料は、選択された開示の実施の方法に応じて、定められた算定方法に従って基本額（複数の実施の方
法を選択した場合はそれぞれの合算額)を計算し、その額が300円までは無料､300円を超える場合は当該額から300
円を差し引いた額となります。

（例）情報公開窓口において開示請求書を提出した場合

150ページある行政文書を閲覧する場合：

100枚までごとにつき100円→基本額200円→手数料は無料

150ページある行政文書の写しの交付を受ける場合：

1ページにつき10円→基本額1,500円→手数料は1,200円

150ページある行政文書のうち100ページを閲覧し、 20ページについて写しの交付を受ける場合（残りの30ページ

蕊 廟菫
（3）手数料の納付

開示実施手数料は、提出される「行政文書の開示の実施方法等申出書」に相当額の収入印紙を貼って納付してくだ
さい。

なお、直接、開示請求先の情報公開窓口において「行政文書の開示の実施方法等申出書」を提出される場合には、

現金によることもできます。

3審査請求等

決定について不服がある場合は、行政不服審査法の規定により、この決定があったことを知った日の翌日から起算し

て3か月以内に国税庁長官に対して、審査請求をすることができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から

起算して3か月以内であっても､決定の日の翌日から起算して1年を経過した場合には審査請求をすることができなく

なります｡)。

また､この決定の取消しを求める訴訟を提起する場合は､行政事件訴訟法の規定により、この決定があったことを知っ

た日の翌日から起算して6か月以内に、国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。 ） 、

処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、決定があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内

であっても、決定の日の翌日から起算して1年を経過した場合には処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。 ） 。

4開示の実施について

情報公開窓口における開示の実施を選択され、その旨「行政文書の開示の実施方法等申出書」により申し出られた場

合は、開示を受ける当日、情報公開窓口に来られる際に、必ず本通知書を御持参ください。



別紙

不開示とした部分とその理由

○令和元年7月局長事務引継書（重要事項）

根拠条文不開示部分ページ数 不開示理由

当該部分には、調査事務に係る取組状況

や方針等に係る事項が具体的に記載されて

おり、 これを公にすることにより、税務調

査等に係る手の内を明らかにすることにな

り、税務調査等への対策を講じることを可

能とするなど、租税の賦課に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがあ

るため。

「調査パフォーマンスの向上

策（個人課税部門)」の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

3ページ

「調査パフォーマンスの向上

策（資産課税部門)」の一部

5ページ

「調査パフォーマンスの向上

策（法人課税部門)」の一部

7ページ

1lページ 「調査全体（特別調査・一般調

査）の一部

12ページ 「継続1管理事案（特別調査・

一般調査） 」の一部

「『継続1管理事案』に対する

今後の取組方針」の一部

13ページ

14ページ 「継続2管理事案（特別調査・

一般調査） 」の一部

15ページ 「署の特性及び調査の効果面

に重きを置いた人員配置」の一

部

16ページ 「国際化事案（特別・一般） 」

の一部
菩舞:司麺f零，

〕
；４－
熱
龍

藻
llページ

／

i !
「消費税の適正課税の確保」の

一部
I

－ジ 「事業所得者等を中心とした

高額無申告事案」の一部

箔對ページ 「相続税実地調査事績く統括

官＞」の一部
I

23ページ 「相続税実地調査事績く特官

＞」の一部

24ページ 「国際化への取組く海外資産

関連事案（相続税）の調査事績

＞」の一部 ．

25ページ 「無申告への取組く相続税無

申告事案の調査事績＞」の一部

29ページ 「平成30事務年度の調査事務

等の取組状況」の一部

30ページ 「重点管理対象法人の的確な

管理・調査」の一部

「消費税の適正課税の確保」の

一部

31ページ

32ページ ｜ 「国際化への対応｣の一部
33ページ 「稼働無申告法人への対応」の

一部



一

ページ数 不開示部分 根拠条文 不開示理由

35ページ

37,39,41,

43,45,47,

49, 51ペ

ジー

｢調査件数のシミュレーショ

ン（3年後）について」 ；の項目
6

部分以外の全部

全部

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分には、法人等に係る管理方法や

当局の分析内容が具体的に記載されてお

り、これを公にすることにより、税務調査

等に係る手の内を明らかにすることにな

り、税務調査等への対策を講じることを可

能とするなど、租税の賦課に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にするおそれ
C ●

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがあ

るため。

54ページ ｢長期事案の整理展開状況（各

事務年度4月末現在）

り

」の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分は、滞納整理に関する国税当局

の着眼点や手法が記載されており、これを

公にすることにより、国税当局が行う滞納

処分の手法や滞納者についての情報を，どの

程度把握しているかといった事項を明らか

にすることになり、国税の徴収を免れるた
めの財産の隠匿や滞納処分への対策を講じ
ることを可能にするなど、租税の徴収に係

る事務に関し、正確な事実の把握を困難に

するおそれ又は違法若しくはその発見を困

難にするおそれがあるため。

79ページ ｢還付申告法人に対する接触

状況及び還付保留未解除状況

(東京局分)」の一部

● ■

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分には､法人等に係る管理方法や

当局の分析内容が具体的に記載されてお

り、これを公にすることにより、税務調査

等に係る手の内を明らかにすることにな

り、税務調査等への対策を講じることを可

能とするなど、租税の賦課に係る事務に関

し､正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがあ

るため｡ ：

80， 81ペ

全ジ

82ページ

｡ ｡ 9

全部

｢来事務年度以降の対応方針」

の一部

●

●

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分には、調査事務に係る取組状況

や方針等に係る事項が具体的に記載されて

おり、これを公にすることにより、税務調

査等に係る手の内を明らかにすることにな

り、税務調査等への対策を講じることを可

能とするなど、租税の賦課に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがあ

るため。

86ページ ｢シェアリングエコノミー等

､新分野の経済活動の種類及び

取組状況」の一部

法第5条

第2号イ

第6号

当該部分には、特定の法人等の名称又は

事業に関する情報が記載されており、公に

することにより当該法人の権利、競争上の

地位その他正当な利益を害する恐れがある

ため
q 昏

◎ ．

また、当該部分には、具体的な資料情報

に関する事務が記載されており、これを公

にすることにより、今後正確な事実の把握

をするための調査ができなくなるなど、税

務行政の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるため。



別紙

不開示とした部分とその理由h

○令和元年7月局長事務引継書（事務運営の概要等総務部）
1 1

根拠条文ページ数 不開示部分 不開示理由

法第5条

第1号

16ページ 〔参考2〕表題及び表の一部 当該部分は、特定の個人の氏名又は所属支

部名が記載されており、特定の個人を識別す

ることができるため。

〔参考3〕税理士会役員選挙

(会長・副会長）の状況

法第5条

第2号イ

当該部分は、税理士会の組織や事業に関す

る情報が記載されており、 これを公にするこ

とにより、税理士会の権利、競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあるため

16ページ



別紙

不開示とした部分とその理由

○令和元年7月局長事務引継書（事務運営の概要等課税第一部）

根拠条文ヘージ数
。

不開示部分 不開示理由
’ 1 . ’

3 「基幹・関連・連携事案合

計」の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分には、調査事務に係る取組状況

や当局の分析内容が具体的に記載されてお

り、 これを公にすることにより、税務調査

等に係る手の内を明らかにすることにな

り、税務調査等への対策を講じることを可

能とするなど〈租税の賦課に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがあ

るため。

9， 13／､ミ

ージ

2:(1)｢資料情報収集の充実等」

の一部 一
法第5条

第6号

当該部分には、具体的な資料情報の収集

に関する事項が記載されており、これを公

にすることにより、今後正確な事実関係を

把握するための調査ができなくなるなど、

税務行政の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるため。

14ページ

3 「基幹・関連・連携事案合

計」の一部 ．

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分には､調査事務に係る取組状況

や当局の分析内容が具体的に記載されてお

り、これを公にすることにより､:税務調査

等に係る手の内を明らかにすることにな

り、税務調査等への対策を講じることを可

能とするなど、租税の賦課に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがあ

るため。

19ページ

Ｆ

Ｄ
Ｌ
和

亀

当該部分には、重要事案の選定基準に関

する事項が記載されており＜これを公にす

ることにより､‘税務調査等に係る手の内を

明らかにすることになり、税務調査等への

対策を講じることを可能とするなど、租税

の賦課に係る事務に関し、正確な事実の把

握を困難にするおそれ又は違法若しくは不

当な行為を容易にし、若しくはその発見を

困難にするおそれがあるため。

条
イ
５
号
第
６
法
第

1 「基本的な考え方」の一部21ページ

当該部分には、調査事務に係る取組状況

や当局の分析内容が具体的に記載されてお

り、これを公にすることにより、税務調査
等に係る手の内を明らかにすることにな
り、税務調査等への対策を講じることを可
能とするなど、租税の賦課に係る事務に関
し、正確な事実の把握を困難にするおそれ
又は違法若しくは不当な行為を容易にし、
若しくはその発見を困難にするおそれがあ

ノ
条
イ
５
号

帯
串
６

法
第

3 「基幹・関連・連携事案合

計」の一部

23ページ

ロ

’

’
、

るため。



ページ数 不開示部分 根拠条文 不開示理由

1(4) 「プロジェクト事案への

取組状況」の一部

25ページ 条
イ
５
号

持
弟
６

法
第

当該部分は、調査対象者（法人）を選定

する過程における着眼点が具体的に記載さ

れており、 これを公にすることにより、納

税義務者のうち一部の者が着眼点を知って

調査対象となることを予測し、税額計算上

の不正手口の巧妙化を図るなど、租税の賦

課に係る事務に関し、正確な事実の把握を

困難にするおそれ又は違法若しくは不当な

行為を容易にし、若しくはその発見を困難

にするおそれがあるため。

32ペ－ジ 2(1) 「最先端分野への取組」

の一部 ．

法第5条

第6号 驚の載
り
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具灘撫灌W頚蕊罐
ることにより、税務調査等に係る手の内を

明らかにすることになり、税務調査等への

対策を講じることを可能とするなど、租税
の賦課に係る事務に関し、正確な事実の把

握を困難にするおそれ又は違法若しくは不

当な行為を容易にし、若しくはその発見を

困難にするおそれがあるため。 ；

2(3) 「デジタルフオレンジッ

クの活用」の一部

32ページ 条
イ
５
号
第
６
法
第

今'<i'

凸。
▲0ｰ凸

33ページ 1(3) 「基幹・関連・連携事案

合計」の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

，当該部分には、調査事務に係る取組状況

や当局の分析内容が具体的に記載されてお

り、 これを公にすることにより、税務調査

等に係る手の内を明らかにすることにな

り、税務調査等への対策を講じることを可

能とするなど、租税の賦課に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、
若しくはその発見を困難にするおそれがあ
るため。

I



別紙

不開示とした部分とその理由

○令和元年7月局長事務引継書（事務運営の概要等課税第二部）
’

根拠条文 不開示理由不開示部分ページ数

当該部分には、具体的な資料情報の収集に

関する事項が記載されており、これを公にす

ることにより、今後正確な事実関係を把握す

るための調査ができ鞍くなるなど、税務行政
の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるた

め。

法第5条

第6号

2(1) 「大規模広域管理事案の

管理等」の一部

1ページ

一

当該部分には、調査事務に係る取組状況や

当局の分析内容が具体的に記載されており、

'これを公にすることにより、税務調査等に係

る手の内を明らかにすることになり、税務調

査等への対策を講じることを可能とするな

ど、租税の賦課に係る事務に関し、正確な事

実の把握を困難にするおそれ又は違法若しく

は不当な行為を容易にし、若しくはその発見

を困難にするおそれがあるため。

3(2) 「基幹・関連・連携事案

合計」の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

2ページ

I

１
Ｊ

b f

当該部分は、調査対象者（法人）を選定す

る過程における着眼点が具体的に記載されて

おり、これを公にすることにより、納税義務

者のうち一部の者が着眼点を知って調査対象

となることを予測し、税額計算上の不正手口

の巧妙化を図るなど、租税の賦課に係る事務

に関し、正確な事実の把握を困難にするおそ

れ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがある

ため。

1 「基本的な考え方」及び2

「令和元事務年度の事務運

営」の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

3ページ

当該部分には、調査事務に係る取組状況や

当局の分析内容が具体的に記載されており、

これを公にすることにより、税務調査等に係

る手の内を明らかにすることになり、税務調

査等への対策を講じることを可能とするな

ど、租税の賦課に係る事務に関し、正確な事

実の把握を困難にするおそれ又は違法若しく

は不当な行為を容易にし《,若しくはその発見

を困難にするおそれがあるため。

4(3) 「基幹・関連？連携事案

合計」の一部 ”

条
イ
５
号
第
６
法
第

7ページ

5(3) 「基幹・関連・連携事案

合計」の一部

9ページ

6(3) 「基幹・関連・連携事案

合計」の一部

11ページ

当該部分はく調査対象者（法人）を選定す

る過程における着眼点が具体的に記載されて

おり、 これを公にすることにより、納税義務

者のうち一部の者が着眼点を知って調査対象

となることを予測し、税額計算上の不正手口

の巧妙化を図るなど、租税の賦課に係る事務

に関し、正確な事実の把握を困難にするおそ

れ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、

若しくはその発見を困難にするおそれがある

ため。

法第5条

第6号イ

参考（消費）－2 「事務運営

の推移等（間接諸税関係） 」

の一部

28ページ

！

｜ ’
’



根拠条文ページ数 不開示部分 不開示理由

参考（酒）－4 「東京国税局

管内の清酒の課税移出数量の

推移(平成20年度～30年度)」

の一部

条
イ
５
号
第
２
法
第

34ページ 当該部分には、特定の法人等の名称が記載

されており、公にすることにより当該法人の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害す

るおそれがあるため。

参考（酒）－5 「東京国税局

管内の果実酒の課税移出数量

の推移（平成20年度～30年

度） 」の－部

35ページ
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別紙

不開示とした部分とその理由

○令和元年7月局長事務引継書（事務運営の概要等徴収部）

ページ数 不開示部分 根拠条文 不開示理由
’

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分は、滞納整理に係る国税当局の着

眼点、手法又は方針に関する事項が具体的に

記載されており、これを公にすることにより、

国税当局が行う滞納処分の手法や滞納者につ

いての情報をどの程度把握しているかといっ

た事項などを明らかにすることになり、国税

の徴収を免れるための財産の隠匿や滞納処分

への対策を講じることを可能にするなど、租

税の徴収に係る事務に関し、正確な事実の把

握を困難にするおそれ又は違法若しくはその

発見を困難にするおそれがあるため。

〔参考〕徴収部－3 「滞納整

理事務処理体制（局署の機能

分担） 」の一部

9ページ

〔参考〕特整 1 「令和元事

務年度特別整理部門の事務

処理体制」の一部

14ハミージ

〆



別紙

不開示とした部分とその理由

○令和元年7月局長事務引継書（事務運営の概要等調査部）
I ﾛ

不開示部分 根拠条文 不開示理由ページ数等

3ページ 〔参考4〕調査第一部所掌業

種等○「特別国税調査官」

の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分には、各グループの所掌業種等が

具体的に記載されており、これを公にするこ

とにより、一部の納税者に税務調査の対象と

される予見可能性を与え、税務調査等への対

策を講じることを可能とするなど、租税の賦

課に係る事務に関し、正確な事実の把握を困

難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為

を容易にし、若しくはその発見を困難にする

おそれがあるため。

3(1)｢平成30事務年度の調査

事績」の一部

条
イ●
５
号
第
６
法
第

4ページ 当該部分には､各部署における所管調査件

数等が具体的に記載されており、 これを公に

することにより、一部の納税者に税務調査の

対象とされる予見可能性を与え、税務調査等

への対策を講じることを可能とするなど、租

税の賦課に係る事務に関し、正確な事実の把

握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当

な行為を容易にし、若しくはその発見を困難

にするおそれがあるため。

また、当該部分は、調査対象者（法人）を

選定する過程における着眼点が具体的に記載

されているため、これを公にすることにより、

納税義務者のうち一部の者が着眼点を知って

調査対象となることを予測し、税額計算上の

不正手口の巧妙化を図るなど､租税の賦課に

係る事務に関し、正確な事実の把握を困難に

するおそれ又は違法若しくは不当な行為を容

易にし、若しくはその発見を困難にするおそ

れがあるため。

， . ｜ ， 。

､ ﾛ

7枚目

裏面

Ⅱ○「事務運営の基本的な

考え方｣.の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分は、調査対象者（法人).を選定す

る過程における着眼点が具体的に記載されて

いるため、 これを公にすることにより、納税

義務者のうち一部の者が着眼点を知って調査

対象となることを予測し、税額計算上の不正

手口の巧妙化を図るなど、租税の賦課に係る

事務に関し、正確な事実の把握を困難にする

おそれ又は違法若しくは不当な行為を容易に

し、若しくはその発見を困難にするおそれが

あるため。

’
1 ,

8枚目

表面

Ⅱ○｢協力的手法の活用（コ

ーポレートガバナンスの充

実） 」の一部



不開示理由

当該部分は、調査対象者（法人）を選定す

る過程における着眼点、調査の取組方針に関

する事項又は資料情報の収集に関する事項等

が具体的に記載されており、これを公にする

ことにより、納税義務者のうち一部の者が着

眼点を知って調査対象となることを予測し、

税額計算上の不正手口の巧妙化を図るなど、

租税の賦課に係る事務に関し、正確な事実の

把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不

当な行為を容易にし、若しくはその発見を困

難にするおそれがあるため。

不開示部分ページ数等 根拠条文

8枚目

裏面

Ⅱ○「データ活用に係る取

組」の一部

法第5条

第6号イ

9枚目

表面

Ⅱ○「国際課税分野の体制

整備」の一部 一

条
イ
５
号
第
６
法
第

当該部分には、調査体制及び調査手法に関

する事項が具体的に記載されており、 これを

公にすることにより、税務調査等に係る手の

内を明らかにすることになり、税務調査等へ

の対策を講じることを可能とするなど、租税

の賦課に係る事務に関し、正確な事実の把握

を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な

行為を容易にし、若しくはその発見を困難に

するおそれがあるため｡
！＝ーー‘戸画
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当該部分には、課税上の問題に関

が具体的に記載されており、これを

ことにより、税務調査等に係る手の

かにすることになり、税務調査等へ

講じることを可能とするなど、租税

係る事務に関し、正確な事実の把握

するおそれ又は違法若しくは不当な行為を容

易にし、若しくはその発見を困難にするおそ

れがあるため。

9枚目

裏面

Ⅱ○「海外取引調査の充実

（税制改正要望） 」の一部

条
イ
５
号
第
６
法
第



別紙

不開示とした部分とその理由

○令和元年7月局長事務引継書（事務運営の概要等査察部）

ページ数 根拠条文不開示部分 不開示理由

、、℃

2／､ミー･ﾝ／ 1(3) 「査察調査の手順」の一

部

法第5条

第4号

当該部分には、犯則調査の具体的手法が記

載されており、 これを公にすることにより、

犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑

の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支

障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認

めることにつき相当の理由がある情報である

ため。

I

2 「令和元年度の日程等」の

一部 、

4ページ 法第5条

第1号

当該部分には、特定の個人に関する情報が

記載されており、他の情報と照合することに

より、特定の個人を識別することができるた

め。

ｰ三
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○調査パフォーマンスの向上策 (課税第一部。課税第二部）

口”# :“;項目W峰蕊安､駐:：､ ：

:承畏騨…漫錘…鍵穏珪韓……･･盤…

冒聚:題 ’平Iゞ成:30 』事務f年j度;Ⅷの& :§取〆組i状況一と 取ｾ蕊組ざ方‘¥雲針
品 一…贈晶串 盃 一 ． . 鍔■■ ■ ■■宝｡

○継1聿案に係る運営方針等を規定した指示文書を新たに発遣(H31｡2)

・ 署別に、定呈的な「管理件数の目安」を提示

・ Z統括官の事務負担軽減等を図るため、事案管理補助者を新たに指名

・ 4～6月の一定期間で集中的に管理・選定事務を実施等

○H30｡7新設の「特別調査事案担当者」 (17=34名）に、継1調査を指示

○各種会議や署巡回時に、継1事案に関する課題・問題意識等を説明・指導

☆今事務年度の調査事績（1件当たりの所得・税額、菫加賦課割合）は、

直近2年間に比較して良好であるが、全国（特に都市局）に比べて低調

＞左の「指示文書」に基づいた事務運営を推進【新規】

・ 署別に提示した「管理件数の目安」に墓づき事案管理し、的確に調査を実施

・ 継1調査担当者として、特官も従事（年数件程度） 等

＞継1事案に係る調査体制を強化【拡充】

． 特別調査部門設置署（13署）を－部見直し

． 「特別調査事案担当者」設置善を増設（17署34名‐21署42名）

継続1管理事案

に対する調査の充実
1

個

｜’
箸の特性に応じた

メリハリをつけた

調査資源の投下

＞増員署・減員署について、調査事續等を墓に、引き続き効果検証を実施【継続】

>－増員署について､機動宮8名を通年で:｢調査支援担当者」として運用【新捌
人 2

品司

ｻﾞ ﾖ

国際化・富裕層

への取組

鱸憲欝

妄
妄

世続】

3

課 【継続】
＞

○毎月調査事績等の指標(レーダ÷チャート）を作成し､自署の立ち位置、

:改善を要する事項・対応策他署の良好な取組事例等を各署に展開" 茎

○各署に対し、 『事案進行検討会｣の開催隻問応答記録書の確実な作成､ ≦

■審理担当菅の早期参画によ百一指示』？
○[マネジメントブック（調査担当統括官） 」を新たに作成(H3164)し、 若二

蚤 ﾆﾆﾆ ・

&銃距等の調茸ﾏ壬ジﾒﾝﾄを支援 ”
☆調査事務の充実を図るため､署統括官等の調査マネジメントの強化を推進

§ 二 ： ：二
： ：

蕊職金事務焦度の取組釜引き続き推進
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【継続】
調査マネジメント

の強化
果靜;溌溌#蕊議

を検討【新規】

4税‘；

’

立
口6

＞「スキルアツプリーダー」をブロック署（6署22名）に配置【継続】

＞巡回指導等により、若手職員への個別実地指導、新任統括官への指導・助言等を推進【継続】
5 人材育成

漁織一 ：ヌ 〃 ” k
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○蕊先端分野に対する調査体制の充実

I
坐

識

門
|

■差' #&シ王アリジグエヨユミニ等新分野に係る事案について、 関係部署と連携協調し、
単

1
1

経済社会の変化

への対応

箪騨漁 〆
Iを墓(ご情技官等が実地調査を実施

6
I

蕊

困難度の高い事案等に対応、【継続】

☆■ｼｪｱﾘﾝグｴｺﾉﾐｰ篝新…野の経満活動に対する噂が鑿指導等による税務コンブライアンスの向上

…

．墜鍵鍵
串 = r』ー猛

凡例「平成30事務年度の取組状況と課題｣欄の｢○｣は30事務年度の取組状況を示し、「☆｣は課題を示す。
_Q－
J

に戴沁"，篇需。
○

○増員署の調査（換算）人員の不足に対し、機動官による調査

☆' '調査効率の回復・向上（限られた人的資源の効率的配分）
； ・ I : : ． . ･ ･ ： ． ．

配分

支援を実施

凝議

○関連個人・法人をより－体的に捉えた管理・調査企画体制の構築に向け、

新たに、上位富裕層特官（6署）のうち3署に法人・資産系統職員存配置

☆国際化・富裕層への一層の取組

○「スキルアップリーダー」 （再任用職員： 6署22名）による巡回指導等

・ ブロック別に取組テーマを設定し、取組内容の充実を図る

・ 若手職員への個別実地指導（同行指導、現況調査、質問応答記録書等）

・ 新任統括官への指導・助言（マネジメント、調査選定等）

☆若手職員の調査能力の向上等を図るため、人材育成への取組を推進



(課税第一部・課税第二部）○調査パフォーマンスの向上策
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調査資源の投下
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○調査事績が良好かつ実

☆調査効率の回復・向上
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圭
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○従来の著ごとに調査優先度の高い事案を調査する方法から、エリア内で

調査優先度の高い事案を調査する試行を甲府署・鰍沢署エリアで実施

b同エリアの調査事績は4指標とも前年同時期を大きく上回る良好な結果
篭

☆外部接触事務室を有効に活用していくためには試行の拡大が必要

外部事務

エリア一体的運営

の実施：

甲府署、鰍沢署については継続して試行を実施【継続】 ‘
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○特官部門、統括官部門とも前年同時期と比べて要更正割合及び菫加賦課

割合は向上

○一方、特官部門は1件当たりの増差課税価格・追徴税額、統括官部門は

1件当たりの追徴税額が前年同時期を下回る結果
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○署幹部のマネジメントを強化するため、人事異動予告後の7月上旬及び

9月に副署長事務打合せ会を開催

○自署の立ち位置を把握できるよう、調査事績の還元に併せて署ごとの

レーダーチャートを還元

☆署幹部が自署の立ち位置を理解し調査事務運営を行っていくことが必要
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(課税第一部・課税第二部）
○調査パフォーマンスの向上策
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個人課税部門における

調査事務の取組状況
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○調査全体（特別調査・一般調査）

; §取組方針

確定申告事務等の内部事務の効率化等により、人事異動期前後や確定申告期前後の調査事務量を最大限確保。
局から毎月提供する調査事績等を踏まえ、事案進行検討会の開催、審理担当の早期参画などを徹底し、確実に重加算税を賦課。

|毎分析§評価
〔増差所得・増差税額〕
○ 1件当たりの増差所得（13,320千円）及び1件当たりの増差
税額（1,829千円）は、 ともに直近2年に比べ良好。
また、増差所得の「中央値」 （6,094千円）も、直近2年に比
べ良好であり、調査事績全体の底上げが図られている。
＞今後の見込みの指標として、 3月末現在の概況連絡せん等
の提出件数（503件）は、昨年同時期（410件）に比べ良好
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13,320千円
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斧10．000

○都県別に見ると、 1件当たりの増差所得・税額に偏りが見ら
れる（東京・神奈川は高額、千葉。山梨は低額)。
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〔重加賦課割合〕
○重加賦課割合（9.7％)は、直近2年に比べ良好であり、全
国平均(H30.6末: 10. 1%)に近付いている。

＞今後の見込みの指標として、 H31.3末現在の重加賦課見込

件数（1 ,249件）は、前年同時期（･1 ,024件）に比べて良好
＞良好な主要因は、
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が図られたこと
28事務年度 29事務年度

－1件当たり増差所得 ※グラフは各年3月末現在

に今後の方向性
〔管理・選定及び調査マネジメントの強化〕

＞的確な管理。選定事務を実施するため、 2統括が担当者（事案管理補助者）を指名し、 2統括以外の者（他統括官、上席等）も管理。選定事務に従事。 【新規】
＞スキルアップリーダー・局実専官の署巡回による選定事務のフオローアップ。 【新規】

＞局提供の「マネジメントブック （調査担当統括官)｣ (H31.4新規作成）に基づき、統括官等の調査マネジメントを支援。 【新規】

〔客観的なエビデンスに基づく事務運営の推進〕

〉署別の地域性や過去の調査事續等を多角的に検証｡分析し､更なる調査の重点化’ ｜を検討｡ 【新規】
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○継続1管理事案（特別調査・一般調査）

取組方針

管理事案について、適切な洗い替えを実施し、管理すべき事案を確実に抽出。

管理対象とした事案については、継続的な資料情報の収集・蓄積を実施するなど納税者管理を強化し、調査優先度の高い事案を選定。

》
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〔増差所得・増差税額〕
○ 1件当たりの増差所得（19, 150千円）及び増差税額
（3,409千円）は、 ともに直近2年に比べ良好。

また、増差所得の「中央値」も、直近2年に比べ高額。
（9,344千円） となっており、調査事績全体の底上げが図られて
いる。

〉良好な主要因は､今期､｜ お
り、増差所得を押し上げているものと評価。

19

〃

ノ

ノ

ノ

ノ

a6W

斧

ノ

ノ

15．000 ノ

12‘ 734千円 13， 106千円,ﾉノ
(参考' ’ （参考2)’

ー一一一

ｰ

函

串i弾

辞

10．000

’
。 ＃

409千日

乾鍛

＃鱗微％
ヂ円
垂

識：

；
I

5,000 10:ｮ雷

3,787千円
〔重加賦課割合〕
○重加賦課割合(30.0%)
＞良好な羊専閃は．今期ゞ砺鐸雪困UE-

3

岬
一
》
一
》
》

群
舞

直近2年に比べ 好ハ

鱗
1,797千円

■
■

■

0 ，

28事務年度 ’9事務年度 ‘0事務年度 ｜======－－…=…__=；
－1件当たり増差所得匡三コ1件当たり増差税額 繍繍“韓鱗重加割合

尋

※グラフ及び計表は各年3月末現在

鰯藩溌

一
“
垂

蕊
識i

篭
龍巽蕊
:‘〃総
産:霊;

王室
: ::‘ '卿"識 1

職獄
忌 三J亨
喰央鍾

〃7鉱
『： :,,,,『 :襖,.Ii,'' 4,, 《,

:!::＃:沃厩：
:,,, ， : ’ ':'

．義 : : : : ！;．j

31"‘f窪i:::: 露
蕊識溌騨諜

＃
鬼
哩
浄

必
潔

浬
睡
神

も
昇
塘
可

口
↓
細
↑
》
口
Ｊ
弓
Ⅷ
一
一
一
Ⅷ
弓
Ｊ
一
三
三
Ｆ
三

口
口

一

三

Ⅷ

三

三

｝

口

一

心

一

一

嘩

擁

詔

叩

州

／
〆

／／

H30．3

H31．3

処理済件数

3月分
件

89

130

件
６

7

1件当たり

増差所得

千円

28．505

35，576

／
H30.3

H31．3

処理済件数

3月分
件

363

420

件
９１

26

1件当たり

増差所得

千円

9,331

13．975

蕊灘蕊識

＃
蕊蕊蕊

今後の方向性

(【参考】のとおり）

※事務年度当初から、署長会議をはじめとする各種会議や

署巡回時に､ ｜
－’ことも良好な要因のひとつと思料。



〔参考〕

○ 「継続1管理事案」に対する今後の取組方針
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〆 、＃断売1管理事案に係る運営方針等を規定した指示文言を新たに発遣(H31.2)

署別に､管理件数の目安を新たに提示 ； ： ＞特宮が継続1管理事案の調査に従事（年数件程度）

管理担当者(事案管理を補助する者）を新たに指名 曲 ： ＞署での着手が困難な事案は､ ｢要支援事案｣として管理し､機動官 リ
4月～6月の一定期間で集中的に管理･選定事務を実施 ； ； 等による調査支援を検討
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局から示した管理件数の目安等に基づき適切な洗い替えを実施し､管理すべき事案を確実に抽出

管理対象とした事案については､継続的な資料情報の収集･蓄積を実施するなど､納税者管理を強化し､適時適切に調査を実施

署の規模や継続1管理事案の状況などを踏まえ､特別調査部門（広域対象署を含む｡）及び特別調査事案担当者設置署を見直し

○
○
○

ノ
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○継続2管理事案（特別調査・一般調査）

’ 鍵取組方針

局が示した目安に基づき調査件数を計画するとともに、的確に進行管理を実施。

納税者の質的区分に応じて、効果的・効率的に接触を図る。

分析義評価
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20.000 〔増差所得・増差税額〕

○ 1件当たりの増差所得（17,207千円）は、直近2年に比べ良好。

＞ 1件当たりの増差所得が良好な主要因は、 1億円超の大型事案

の増加（35件→48件）により増差所得を押し上げているものと思
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〔重加賦課割合〕

○重加賦課割合（1. 1％）は、直近2年に比べて微増（横ばい)。

＞賦課割合を改善するため､ ’
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〔的確な調査及び管理。選定〕

＞局が示した目安に基づき調査件数を計画するとともに、的確に進行管理を実施。 【継続】

＞管理事務については､継続的に’ Iこよる濃淡を付けた管理を
行い、効果的・効率的に接触を図る。 【継続】

＞新たなCRS情報を含む各種資料情報を効果的に活用し、調杳選定事務を的確に実施。 【拡充】
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○署の特性及び調査の効果面に重きを置いた人員配置

〆 、』

＞ ｜具体的な取組内容’ に対し、資源の再配分を行い、調査パフォーマンスの向上を図る。

‐
増員署の調査人員（換算人員）が不足している署があったことから、署機動官による調査支援（調査支援件数： 85

件）を実施(H30. 10～)。 ．
、 ノ

(千円） ‘--------------, '-------~~~~~~‐

’ 139億円 ’ ’ 147億円 ｜
l=一一=－ 一一=--.－－．_P L-----=－－ロローーローU

12561千円 12，523千円

冠､顎]師I屋W
’ ’

’ 201億円 ’ ’ 248億円 ｜
L一一一一一一一一一一一－－1 L＝－－－.‐‐_ー＝＝ー＝－－1

12，841千円

分析・評価
~‐‐‐‐‐~.ｰｰ‐--‐‐~ｰ~~~-~~~~~~~~~1

1 点線内の数値は、増差 ｜
｜ 所得の総額を示す。
L--一一一一一一一一一=一一一一一画一一一一一一一一一一』

10，310千円

鑿鍵驚誠;‘

費1.946
〔年間計画件数〕

○増員署における年間計画件数（3,598件）は、前年（3,357件）に

比べ241件増加。
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〔処理件数・増差所得〕

○増員署における調査処理件数（3, 132件）は、前年（2,960件）に

比べ172件増加。
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燕→ 5％
ｰ

0－1

4－
z戸央遁

10

■■■ー夢■■ー－ー

項央値
‘9忽

子円

一f冒守＝ 餌～･ 朧 …

5.000

鍵
釦 一U■■■ ﾛ唾

○増員署における増差所得の総額（395億円）は、前年（340億円）

に比べ55億円増加。

＞増員署について、機動官よる調査支援（再配分）を実施（10月

以降、延べ33名85件） した結果、 3月末で68件処理。

機動官による調査支援の状況は、 1件当たり増差所得16，066千

円、重加賦課割合19． 1％と調査事續は良好

※グラフは各年3月末現在
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計画 （1 . 213件）→（1 383件）
件数

H29 H30

(2’ 144件）→（2.215件）

H30

（4,903件）→（4.581件）

'鍵…謬…重加賦課割合－1件当たり

増差所得（30事務）

f…1件当たり

増差所得（29事務）

今後の方向性

増員署・減員署については、来事務年度、引き続き効果検証を実施。 【継続】

増員署について、署機動官（48署48名）の内8名を通年で「調査支援担当者」として運用。 【新規】
妄
妄
妄 【新規】



○国際化事案（特別・一般）

前事務年度に引き続き、調査必要度の高い国際課税事案について、積極的に選定・調査を実施。
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○消費税の適正課税の確保

: : 取組方針

を積極的に実施。

。
、期

今
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二
．

消費税固有の非違に着目した選定・調査の実施。

■J,分析9評価

(千円） 〔消費税の調査事績’ ｜〕
1 ，200 -"-r…．"………"………… … …､"……… ” …"…""," .…".．"………,,,.,’,’..‘.,’""…-.__.………

〔消費税の調査における固有の非違割合〕 1 ,080千円
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(無申告者を除く）割合(5.0%)

は、直近2年に比べ上昇。

※グラフ及び計表は各年3月末現在

今後の方向性

に対する調査〕ｰ■
○

〔軽減税率導入に伴う調査事務運営〕

○消費税軽減税率制度導入後の調査事務運営について、庁からの指示等を踏まえ検討。 【新規】
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○事業所得者等を中心とした高額無申告事案
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分析｡評価 錘

〔調査件数・増差所得・増差税額〕

○調査件数（451件）は、増加傾向。

○ 1件当たり増差所得（24,452千円）及び1件当たり増差税

額（2,861千円）は、全国に比べ高水準。

＞中央値も高額であり、全体として、高額な無申告事案の

選定・調査が実施出来ているものと評価

〔重加賦課割合〕

○重加賦課割合（12.9％）は、直近2年に比べ良好。

＞一般的に’ が､■■■■
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資産課税部門における

調査事務の取組状況
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○ネ目続税実地調査事績く署計＞
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○相続税実地調査事績＜統括官＞

取組方針 侭

調査パフオーマンス向上（4つの指標①要更正割合、②重加賦課割合､③1件当たり増差課税価格、④追徴税額の向上）のため、次の取組を実施。
・ 調査通知前の準備調査の念査の徹底 一
馳

■

■

篭

’ 角出室分折り劇評価

。 要更正割合（86.5％：前年79.5％） 、 1件当たり増差課税価格（27,613

千円：前年：25,995千円） 、重加賦課害ll合(13.6%:前年9.2%)は前年よ

り良好だが、 1件当たり追徴税額（4,730千円：前年5,002千円）は前年を

下回った。

＞ 「取組方針」に記載の4つの項目を徹底した効果と思料。
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本事務年度の取組について継続して実施するとともに､｜ I調査を実施。
【拡充】

また、事案差し替え時に安易に低階級事案を選択することで1件当たりの追徴税額は低下することから、署の調査事案の差し替え等も把握する
など局のグリップを強化。 【新規】
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○相続税実地調査事績く特官＞
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高階級事案■■■■■■■■■■■■■■■■■について､積極的に調査を行うとともに､調査バﾌｵｰﾏﾝｽの向上（4つの指標①要更正割合、
②重加賦課割合、③1件当たり増差課税価格、④1件当たり追徴税額の向上）を図る。
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他の都市局との比較した結果､■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■

※グラフ及び計表は各年3月末現在

薮年間重

妻計画妻

誌件数毒

f(件）

蕊
唾
襄
数

１
着
性

龍
託
驚
↑
お
↑
壷

ｊ

・

蕊
愚
件

認
◆
躯
典
◆
験
◆
照

◆

く

Ⅱ

雲着壬登

雲割合議

６

４

Ⅷ

釦雲(％）

: I識一． ~ ".…

燕亜霧認

#件数i＃! ；

(件）

溌
荊
雛
泌
〆
側
一

要更正

割:合

(％)

C C L C ｳ ■ Q rc r ﾔ ｡ ■ ①十 七 ■寺
6 r

O C ﾔ

1件当たり

i増差課税

価

■ G C

額

の

(千円)三

･ ﾆ ﾆ含

訓佛当た眺

孝追徴税額了

(千円）

§重加

賦課

割合

(％)

28事務
906 715 78．9 599 66．1 79．1 20，100 6,652 5.5

29事務
1．179 941 79．8 772 65．5 78．8 22，714 7,947 6.2

30事務
1.122 874 77．9 736 65．6 83．7 20,221 6,510 8.0

前年対比
▲57 ▲67 ▲1．9 .▲36 0.1 4.9 ▲2，492 ▲1，437 1.8

へ
一 里

ﾛ画一一一 銅一
ダ ” 厘
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1件当たり増差課税価格.追徴税額向上の観点から､■■■■■■■■■■■■■■■■■【新規】



○国際化への取組《海外資産関連事案（相続税）の調査事績》

灘薦取組方針

海外資産関連事案への積極的な取組及び調査パフオーマンス（特に要更正割合､重加賦課割合）向上のため、次の取組を実施。

■

＃蝿：分析園評価
I

完了件数（408件：前年348件)、要更正割合（82.8％：前年76．4％）

及び重加賦課割合（98％：前年6．0％）は前年より良好。

しかしながら、過去2年と比較し、 1件当たりの海外資産に係る増差

課税価格（3,094千円：前年7，545千円）が大幅に低下。
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※グラフ及び計表は各年3月末現在

：:今後の方向性

国際官に対し、海外非違に着目した事案選定の徹底及び追加支援要請を見込んだ柔軟な事務計画を指示。 【新規】

事務運営指針に調査着手後でも新たに国際支援要請が可能である旨、規定を追加。 【新規】 ‐

’

【新規】

署職員に対する各種研修に海外資産関連事案の調査に関する項目を追加し、意識の醸成を図る。 【新規】
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○無申告への取組《相続税無申告事案の調査事績》

取組方針

無申告事案の調査パフォーマンス向上のため、次の取組を実施。

・ 照会文書の送付、回答確認を徹底

・ 統括官等による準備調査内容の念査を徹底

隣溌冷榊評価IJ｣ 1

‐｡.一.＝,･･･埠.ﾛ･凸宰Ob-C･0000?､“ﾛg凸““D陣

100．0 ， 要更正割合（90.9％：前年722％） 、 1件当たり増差課税価格

（91 ,076千円：前年： 72,725千円） 、 1件当たり追徴税額（9,087千円：

前年8,076千円） 、重加賦課割合（20.5％：前年122％）いずれも前年よ

り良好。

‘ 本事務年度上期に調査し非課税処理となった事案（25件）を分析した

ところ､ ｜ ｜
岸案が多数。なお、分析結果を署に還元。
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※グラフ及び計表は各年3月末現在

’三今後の方向性IEI:
|【継続】’本事務年度の取組を継続するとともに、要更正割合の一層の向上のため、

【新規】

【新規】
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法人課税部門における

調査事務の取組状況
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○平成30事務年度の調査事務等の取組状況

取組方針 ’堅

的確な納税者管理に基づき、大口。悪質重点の調査を基本としつつ､｜
人的資源等をバランスよく配分するとともに、調査必要度が高い法人の的確な選定、事案に応じた適切な調査体制の編成、進行管理の徹底｜
果的・効率的な調査事務運営に努める。
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○重点管理対象法人の的確な管理・調査

3=#!取組方針§ J 1＊

鴛皇が鰻……割二調…"電ぃ篝人にっ‘……陸……え調壹…篝…劇管瓊I
宵臺瀧人に痔["譽艤擁…

資料等の検討などあらゆる機会を

， 実地調査に当たっては、優先的

このため､ ｜ －－－－ ‐ 計画的。継続的な資料情報の収集。蓄積に努める。
当たっては、優先的に事務量を確保し ノ

|i 分析識評価
1 重点管理対象法人の的確な管理

管理法人数は21 ，807件と年々減少しており、重点管理対象法
人の純化が図られている。

2重点管理対象法人の的確な調査

実地調査の状況（重点管理対象法人合計・各年3月末現在）
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○消費税の適正課税の確保

！取組方針

消費税の不正還付等を未然に防止するため、還付保留した上で、 「消費税還付保留解除チェック表」を活用して、還付申告の態様及び還付税額の階層
に応じた接触によ
消菩税調杳の秀消菩税調杳の

存躍日日す為、って確実に還ｲ型
叉|今γ告‐

や｜なお、消費税調査に当
るなどして、効果的かつ効率的な調査を実施する。

に当’ |を活用すま､’たってI

蕊
翻
壗
灘 1＃分析q評価

1 消費税還付審査の充実
還付申告件数は年々増加傾向にあるとともに、税率引上げに伴い、
還付審査事務量の更なる増加が見込まれる。
2消費税調査の充実

実地調査等の状況（同時重点計・各年3月末現在）

（千円）
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220

．(注） 非違1件当たり重加

21.0 対象税額の中央値は、

消費税不正事案を基に

20.0 算出している。

｢非違1件当たり追徴本税額」及び「非違1件当たり重加対象税

の｢調並びに｢中央値｣いずれも5年平置鰻誰難事
篭’

ｰ

續全体の底上げが図られている。

しかしながら、 「固有非違割合」については、前年より下回って
おり、職員の知識と意識の向上を図ることが必要。

28事務年度 29事務年度 30事務年度

’今後の方向性

、
、
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1

○国際化への対応

取組方針

海外取引法人については、申告書法人事業概況説明書のほか、情報誌、インターネット等の各種資料情報に基づき、実態把握に努めるとともに、把
握した海外取引に関する情報については、 KSKシステムへの入力を確実に行う。

海外取引法人の調査に当たっては、国際課税固有非違のほか、海外取引がある重点管理対象法人などの海外不正が想定される事案や非居住者等に対し
支払いのある事案等に積極的に取り組む。

このため、各種資料情報や国際的調査手段を積極的に活用するほか、TP･TH等の国際課税固有非違が想定される専門性の高い事案に対しては、調
査支援等によって、国際官等の調査ノウハウを積極的に活用して、深度ある調査を実施する。

分析l《#評価

海外取引法人に対する調査の状況（同時重点計。各年3月末現在）
（千円）
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7.000 22.0

蕊…1件当たり増差
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21 ．0

比

(6,129）
6.000

3,688

…海外に係る1件
20.0 当たり増差所得

20‘8

5,000

20.1

4,000 19.0-海外に係る

更修正割合

18．0

（注） 増差所得の中央値は、

'1， 漣|漉難鑿
に算出している。

16.0 括弧書きの金額は、
1件当たり増差所得金

額を示している。
'5．0

８

3000

てし轌蘇竃修正割合'が20.8%と前年及び5年平均藍匪
よって、 「海外に係る1件当たり増差所得金額」や「1件当たり追
徴本税額（3税)」も前年及び5年平均を上回っており、おおむね
順調に推移している。

更なる海外取引法人全体の調査事績の底上げを図るため、国際
セクションの同行支援に代わる関与が必要。

2. 000 16.6
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’後
《
ブ の方向性

調査経験の浅い職員に対する海外取引法人の調査支援及び人材育成のため、来事務年度から3署に国際SAを配置し、海外取引法人に対する調査能
力の底上げを図る。 【新規】

署の一般部門の相談等に対応するため、署国際官に理論支援日数を付与する。 【新規】
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○稼働無申告法人への対応

取組方針詮三

稼働無申告法人は、申告納税制度の下、申告義務を履行しておらず、国民の公平感を著しく損なうものであることから、適切に事務量を見積もり、計
画的な実態把握・調査に取り組む。

徴収部門など他部課（部門） との連携及び地方税当局との連絡・協調によって、資料情報を収集・蓄積するなどして、効率的な事業実態の把握に努め
るとともに、把握した実態については、 KSKシステムの業態コードを確実に入力し、管理の充実を図る°
調査に当たっては、法人税のみならず消費税や源泉所得税の観点からも積極的に調査対象に選定し、課税関係が生じる可能性が高いものから優先的に調査
を実施するなど、調査必要度が高い法人に対して、計画的かつ重点的に取り組む。

’
1

1
|:;篝義分析鴬評価

1 無申告法人の的確な管理
盤申告法人の管理・実地調査の状況（同時調査。各年3月末現在）

無申告法人の内容を解明

6％と前年及び5年平均を大きく（千円）
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平成30年12月19日

局長説明資料

法人課税課

調査件数のシミュレーション（3年後）について

1 問題意識

2 シミュレーション方法

3 シミュレーション結果（別添「調査件数(3年後シミュレーション)」）
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…闇総溌篭識靜…

騨蕊額癖鶴蕊鱗潔：
鑿徴収パフォニマン又の向上

…

蕊鍵鍵議驚鍵

臨場により現況確認を行い､滞納者個々の実情を十分把握した上でき処
理方針を決定 ：:ざ; ､ …雫 "" . ~""7･ ' ､'!.､ ､ "- : ! i-瀧灘

…ー

持続的かつ着実な滞納の整理促進篝蕊
長期滞納の構成割合の増加への対応…

箪

I
所掌事案全体の進捗状況管理（着手しなくていい事案はない）

: : し l : i : 鷺§ ＃ :…" ; ; ≦ : ≦ ;
事案の継続管理（単年度で処理が終わらない）

蕊
十手卜f f

鰯窪謹簿搦蕊劇謹蝿識#鐡鋤騨罐醗騨 霞藍嬢謹瀞醗騨雑辮辮》溌

癖…ゴ行…軒｡；缶 ■甲qザ輔騨噸

瀞
篝 鵜蕊

徴収事務の特性を踏まえた総体的進行管理を実施 "､ :l;W"""

:①滞納事案全件の進捗状況管理一処理プﾛｾｽ指標による管理
②､滞納整理状況等の継続管理=9 PDCAサイクルによる管理

蕊蕊溌蕊 麓

蕊

鍵灘
灘

…
1 :『滞納の未然防止鷺

識

－53－



長期事案の整理展開状況（各事務年度4月末現在）

｜ ステップ↑ ：溌蕊篭蕊溌灘驚蕊溌篭職
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ロステツプ2回ステップ3回ステップ4図完結･停止ロステッブ1
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328件 10‘ 148件 12,920件 17.017件 6.945件
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撚蕊蕊灘蝋蕊蕊灘
f‘』茨賀〕ハ?＞尚F,③?wF蒲黄強×r蝿f馨心呼測群￥世W,心心fx璽駕、f”､蝿f,fW 蕊蕊

…

函首
５

期

麗溌

4月末

, 麟織蕊 I ’ 1.076件 11.252件 ’3.482件 16,681件 6.619件

（注）実質展開率の（ ）書は期首とのポイント差､［ ］害は前月とのポイント差を示す。

(分析・評価）

ステップ1 1 は期首から41ポイント減少し07%､実質展開率(ステップ4
及び完結・停止等）は期首から13.9ポイント増加し、着実にステツプアツプ

着実な事案展開について前事務年度から継続的に取り組んだ結果､実質展開率は50．6％とな

り、前年より3．2ポイント増加

○長期事案の整理状況（各事務年度4月末現在）
(単位:人、％､ポイント）

整理済滞納

停止事務年度 ｜ 整理対象合計F匝琿 苔訴整理割合 ｜ 期末残高
(96.9） （106.2） （100.4）

3，266 2，238 5,504

(95.6） [+0.8］ (95.0）
人員30

45,842 12．0 40，338

[+0.8］
人員29

47，945 3,372 2，108 5,480 11．4 42，465

（注） （ ）書は前年対比、 ［ ］書は前月とのポイント差を示す。

(分析・評価）

処理・停止の合計は5，504人、前年対比は100.4%

整理割合は前年から0．6ポイント増加と順調に推移し、これまでのステップアップの結果が

整理状況に表れているものと評価

○長期事案の整理展開の取組方針（令和元事務年度）

長期事案の整理展開に当たっては、処理方針を見極めた上で、一件一件着実に展開を図ること

に重点を置いて取り組むとともに、最終処理を見据えた処理プロセスを指標とし、中期的視野に

立ち、完結・停止に向け計画的な整理展開を図る

【具体的な取組例】

①ステップ1の事案について、臨場による適任者との接触を基本とした着実な整理展開

②ステップ2又はステップ．3の事案について、長期化要因を把握した上で一件一件着実に

展開を図り、ステップ4に向け処理方針に沿った早期処理

③ステップ4の事案について、猶予事案の確実な履行監視、充足差押え事案の早期換価及

び停止相当事案の計画的処理等による完結・停止に向けた人員整理

なお、停止相当事案については、停止処理見込期間別に所在調査等の進捗状況の管理を

的確に実施

④長期事案の整理展開状況及び準長期事案の件数を見据えた集中整理等の施策の実施
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2税務行政の将来像の実現に向けた取組
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｢税務行政の将来像」の実現に向けた取組
“罐》癖》》辮群》》鐸駒鱗癖罪鶴野 需癖溌癖群公密騨轌睡銭窮錘》密封鐸錐醗 ‐F蕊 …回 … 浄蝉撹謎…β…L ;‐辱可…F誌ﾆ…型…賀…箔躁聿… ¥… 唖唱二E…

〔概要〕

○税務行政を取り巻く経済・社会の環境が大きく変化する中、引き続き、職場環境の整備。改善を図りつつ、適正・公平な課税・徴収

を実現するには、更なる内部事務の効率化によって、職員の事務負担を軽減するとともに、外部（調査･徴収）事務菫を適切に確保し、

的確な調査・徴収を実施することを通じて、国税庁全体の組織の力を維持・向上させる必要がある｡

○そのため、 「税務行政の将来像」の実現に向けた三位一体の取組として、 「内部事務のセンター化の試行等｣、 「データ活用・国税情報

システムの高度化」及び「添付＝類も含めたe-Taxの普及に向けた取組」を国税庁全体で実施する。

瀦謹蕊識騨騨嬢識溌蕊鍵溌薙蕊蕊鍵鍵鍵蕊

’
評

…

溌葱識蕊鍵蕊#蕊蕊蕊騨蕊鍵蕊

蕊蕊翰§灘蕊簾難藤鶏蕊１
Ｊ

’
○
へ
－

鬮議嬢灘溌識窪蕊蔦蟻鱗議 鱗
鰯譲騨蕊§

…

…認 …
…

蕊蕊蕊蕊溌蕊蕊

躍

篭 篝
灘乎

／ 、

I、

霧

内部事務のセンター化の試行等

＞内部事務処理センター

＞課税部コールセンター

データ活用・国税情報システムの高度化

＞データ活用による事務の高度化

＞データ分析による効果的・効果的な事務運営

＞ ，|胄報システムの高度化に向けたインフラ整備

添付書類も含めたe-Taxの普及

＞添付書類も含めたe-Tax利用や

自宅等からのe-Tax利用等の勧奨



中長期的課題に関する検討体制（令和元事務年度） 【案】
群

～議鍵議驚蕊蕊隷

… 鱗蕊

蕊 難灘鰯難鳶灘溌蕊鴬

… 灘 蕊…ﾖ 韓凸託沖4

【責任者】局長

【事務局】総務課

【構成員】総務部長情報システム監理官、課税第一部長課税第二部長、徴収部長調査第一部長査察部長、総務部次長（定例部長会に準ずる）
【開催時期】不定期（定例部長会に準ずる）
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【責任者】総務部長

【事務局】企画課、事務管理第一課、課税総括課 gC鷺

【構成員】 '|胄報システム監理官、総務部次長、課税第一部(筆頭)次長課税第二部次長、徴収部(筆頭)次長中長期的課題検討部会構成員
【準構成員】東京派遣監督評価官室長

【開催時期】年4回程度（庁主催会議前に必要に応じて開催）
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【責任者】企画課長、事務管理第一課長、課税総括課長

【事務局】企画課、事務管理第一課、課税総括課

【構成員】総務課長、国税広報広聴室長、税理士監理官、人事第一課長、人事第二課長、会計課長、営繕監理官、企画課長、事務管理第一課長、

課税総括課長、個人課税課長、資産課税課長、課一料三課長、法人課税課長、消費税課長、酒税課長、管理運営課長、徴収課長、

調査管理課長、広域情報管理課長、調査開発課長、査察管理課長、企画調整官

【開催時期】中長期的課題検討PT前に必要に応じて開催

｜
’

…
【責任者j企画課課長補佐
【事務局】企画課、課税総括課

【構成員】関係課専門官等

【開催時期】毎週月曜日

I
…蕊蕊篝蕊蕊蕊蕊蕊議蕊蕊蕊篝蕊蕊蕊蕊蕊蕊

！ 【責任者】事務管理第一課課長補佐

【聿務局】企画課、事務管理第一課

【構成員】関係課課長補佐、専門官等

【開催時期】月1回

……

：

緊蕊轆講騨鰯

【責任者】企画課課長補佐．

【事務局】企画課

【構成員】関係課課長補佐、専門官等

【開催時期】年7回程度

…
|ヂｰﾀ分析ﾁｰﾑ.高度分析ﾁｰﾑ I…

iテｰﾀ分析ﾁｰﾑ’
…

|美一夕分析ﾁｰﾑ ：
ノ

※ PT、部会及びWGの出席者については、議題に応じて責任者と協議する。



中長期的課題検討PTの開催状況（平成30事務年度）

§砺
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溌
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… 蝿

識 篝燕一¥無口

①東京上野センター

＞令和元事務年度から6署拡大（東京上野、浅草、小石川、本郷、本所、向島）を検討

平成30年8月22日②甲府センター
‐ ＞令和元事務年度から山梨県下4署の債権管理事務のうち、簿害の移動を要しない事務を集約

③データ活用

＞関係各課からデータ活用案件の提出を受けて、 8月末にヒアリングを実施；
繍
睡
繍
逼
唖
繍
錘
琿
轆
嘩
溌

①東京上野センター

> KSKシステムの改ｲ|多状況を踏まえ、令和元事務年度から4署拡大（東京上野、浅草、小石川、本郷）を決定

②令和3事務年度に新たに設置するセンター

＞千葉西センター（千葉西・千葉東)、武蔵府中センター（武蔵府中・日野)、横浜南センター（横浜南・横浜中）

※千葉西センターには、臨時的にインボイスセンターを設置（消費税課）

③データ活用

＞ これまでの取組状況及びデータ活用推進第一次中期計画を説明

平成30年11月13日

ｌ
ｍ
Ｃ
ｌ

①センター化（庁試行）

＞職員伝達及び長官談話の内容を説明

②東京上野センター

＞令和元事務年度から法人課税事務を拡大

③データ活用

＞ これまでの取組状況及び庁指示（データ活用の推進について）を説明

①東京上野センター

＞令和2事務年度から6署拡大（東京上野、浅草、小石川、本郷、本所、向島）を検討

②甲府センター

＞令和2事務年度から対象事務拡大（フルスペック）を検討

③課税部コールセンター

> GSセンターと課税部コールセンターの一体運営の方向性を検討

④データ活用

＞ これまでの取組状況及び活用事例を説明

平成31年3月13日



GSセンター化に向けたロードマツプ(令和元年6月現在版）
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税務署事務処理センター: ･ ･: ！

【東京上野署】〔2署〕約250㎡

(東京上野･浅草）

1 .

%§ 〔6署〕約840㎡
〔2署〕約500㎡
(法人コールのみ6署）

〔4署〕約840㎡・ ゞ｡］j惑驚 ／ (東京上野･浅草･小石川
(東京上野･浅草･小石川;本郷)／--旦本郷｡本所.向島)

〔6署〈対象署拡大等を検討)〕約840㎡
<東京上野j浅草、小石川厭本郷'本所?「

く確保済＞

東京上野

千葉西

横浜南

武蔵府中

甲 府

冷和3年獅月完成予定

税務署事務処理ｾﾝﾀｰ| りい;＝‘漁蕊鑿謹〆:
【干葉西署】〔2署(千葉西§千葉東)〕約2,400m”

＆

(内､インボイスの処理地として約800㎡を使用矛ヌ

工事開始

（増築）
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冷和3年9月完成予定;蕊蕊

・ : ： “ "=: II"; 霊 目 :ﾆﾆﾆﾆﾆ目::：税務署事務処理ｾﾝﾀｰ:謎l登［ :温¥I ";転毒
【横浜南署】〔2署(横浜南積浜中)〕:約500:㎡

工事開始

（増築） Ｇ
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【武蔵府中署】i〔2署(武蔵府中唱野

’
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工事開始

（改修）

令和3年3月

完成予定

……4識…軒舞…出窓弱

説務豊奎務処理竺竺二%、
(債権管理事務） ／ （対象事務拡大予定)

/

【甲府署】 〔4署(甲府，山梨･大月鰍沢):〕約280㎡
: ＝ . 』
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【渋谷署】 〔1署(超大規模署)〕約800㎡ : :蓬蕊:； f議態灘 ： 都: : ､卓:; ；藷:蕊蓑簔農､:"

く要望中＞

1
警察庁中野庁舎跡地

（約2,700㎡）

ｳ

●
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ノ
ノ

段
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階

税務署事務処理センター

【千葉西署】 〔千葉県下14署〕

※情報センターに併設約150㎡

税務署事務処理センター． 『 ｰ 、 。

【武蔵府中署】 [R1事務年度以降､全署に順次拡大〕
( 九段地方合同庁舎

（約1 ,400㎡）浬咄浄宰

ー

税務署事務処理センター

【荻窪署】〔全署〕約300㎡【荻窪署】 〔全署〕約 四谷署移転後跡地

（約1 , 100㎡）’
誤
財
朝

税務署事務処理センター

【浅草署】〔千葉県下14署一順次拡大し､R1事務年度中に全署拡大〕約230㎡
※書面提出件数等の

減少傾向等を検証の

上､民借等も検討

］

情報センター

【千葉西署】 〔全署〕約150㎡

資料センター ？■ハJ1■繊幽二 ？〃
内)】 〔全署〕約900㎡／【千葉西署】【単独庁舎(練馬東署管内)】〔全署〕約1.050m騨騨蕊露騨 』
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GSセンター化に向けた検討課題
《》蛙翫癖謡域銘鐇詳向癖騨等鴬騨》癖壹群憩》》蹟

唖…………一面b■弾 嘩串 …藩…黄毒…二幕…恭雰……鍔二幕溢暮毎二蕊…麹評語卦

1令和2事務年度の試行

＞ 円滑な試行拡大のため、東京上野センター6箸拡大及び甲府センターの対象事務拡大について、早期に職員周知する必要がある。

なお、確定申告期は、大量の申告髻等を処理する必要があるため、事務処理フローを含めた検討が必要となる。

2令和3事務年度(GSセンター第1段階）の試行

＞ 令和3事務年度に新たに設置するセンター（千葉西・武蔵府中・横浜南）については、近隣2署を集約する予定であるところ､

平成31年度税制改正（各種書類の添付省略）に伴い、今後、溥書量の減少が見込まれることから、各センターに2署以上の集約が
可能か検討する必要がある。

＞ 、新たに設置するセンター（千葉西・武蔵府中・横浜南）の執務室については、令和2事務年度中の完成を見込んでいたところ、

平成30事務年度末において、完成時期の延期が判明したことから、センター開始時期を再検討する必要がある。

蕊蕊蕊灘 §
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…
灘 …

令和3月11月

令和3年3月

令和3年9月
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令和3月12月以降

令和3年7月

令和3年10月以降

武蔵府中・日野

横浜南・横浜中

月
月
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年
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３

３
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日
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矛

《
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、千葉西センターにインボイスセンターを臨時的に設置することとしていたことから、インボイスセンター

の設置場所についても再検討する必要がある。

3令和8事務年度(GSセンター第2段階）までの拡大スケジュール

＞ 令和8事務年度の全署拡大までは、電子利用率の増加とともに対象署を順次拡大するとしているところ、具体的な拡大スケジュ
ールを検討する必要がある。

なお､84署を集約するためには､約9,500niの事務室が必要であると試算しているところ、現在要望中の薑察庁中野庁舎跡地(約

2,700ni)、九段地方合同庁舎（約1,400ni)、四谷署移転後跡地（約1,100ni)が取得可能となった場合においても事務室に不足が
生じることから、民借等を視野に入れた検討が必要となる。

＞ 課税部コールセンターについては、事務系統別の運用開始となるが、データ中心の事務処理へ移行するとともに、事務系統横断

的な繁閑調整を推進し、データ中心の事務処理への移行状況及び取得要望の結果を踏まえ、 GSセンターのより効果的な運営方法
を検討する必要がある。
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蕊識識灘蕊~三主管課要件に基づき､デｰﾀ分析ﾁｰﾑ主導で分析を進める。
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； 簔織瀞‐原則として､各課主導で分析を進めることとし､デニタ分析ﾁｰﾑは､分析
…過程における鬘問等に積極的に対応する。
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事務運営に寄与する
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i-主務課要件に墓つき､ pPA專担者ﾁﾆ酬順次作成する（局、GSセンター）
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局：平成3○事務年度に実施予定■ゴア隊､(7ぼﾗか

=:GSセンター試行署』(2署）からヒアリング号吾:GSセンター試行署(2署）からヒアリング実
●
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便討申舞あり）

施｡要望案件のうち実現
蒲"可否や侭先度などを検討。 ■
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(1) ICT研{|多（予定含む）

。E×cel (入門、初級） 、E×celVBA(入門、初級、中級）

･AccessVBA(初級、中級）

･B|ツール（初級、中級） 、BAツール（入門、初級、中級）

・最新データ活用（概論）

・統計データ分析研{|参（庁主催） 、総務省統計研||多（本科、基本）

･RPAツール（初級、中級）

§

F

f

卜

１
つ
心
Ｉ

(2) 外部講師による講話

【第1回】 8月8日開催

【第2回】 9月12日開催

【第3回】 10月31日開催

【第4回】 12月4日開催

【第5回】 5月16日開催

題
題
題
題
題

菫
我
菫
我
菫
我
菫
我
菫
我

一
三
口
’
三
口
一
三
口
一
三
口
一
三
口

ｒ
ｌ
ｒ
ｌ
ｒ
ｌ
ｒ
ｌ
ｒ
ｌ

統計学利用の心構え－その必要性と可能性」

犯罪予測のアルゴリズムとその活用について」

データ活用について－オランダ国税・関税庁の事例」

B|ツールTableauの活用について～事例紹介～」

データアナリティクス適用の進め方」（ (3) 分析ツール等のデモンストレーション局内幹部等を対象として、SPSS、Tableau、

を21回開催

RPAなどのデモンストレーション

鱗

篝
Q



AT■弓

譲品も

Ⅱ今後の取組（具体的な進め方) J ■ § ■ ■ ■ざ
＞ 「データ活用」とは、意識するものではなく、通常事務の中で自然に活用できてい
るような環境にする工夫が必要。

蝉や幸

錨

灘
』癖内』
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篝
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…

【目標1】データの可視化により、必要な状況把握を日常的に行うことができる状
況の倉l出（平成31年4～9月の試行を検討）

取組 : BIツール(Tableauなど）を簡易に利用できる環境を構築
②定常的に確認すべき状況などをTableauダッシュボード等を
使ってパソコン画面に表示

効果 ：①表示されたグラフ等を複数の者が見ることにより、新たな気付きが
生まれ、課題に発展する可能性がある。

②データ活用を前提とした仕事の仕方への、全体の意識醸成を推進

『ーー'ー一ー一~ーーーーーー一』一‘一ーーーーー!＝一一一ーー一'ー一'ーー一一一一一一一一ー一一--一一ー一一一一一ー一ーーー一'一‘一一ー'~‐一ーーー一一一一ー一一一・＝ー一一--一'一'~＝一ーーーーーー一一ーー1

1 ※課題として把握したものの大半は、 B|ツールを使い自ら分析を行うが、内容 ｜

によって高度な分析が必要なものは、データ分析チームに分析作業を依頼
｜ ※Tableauダッシュボードは、データ分析チームの主務課交流者が作成 ’
’一一一一,＝--..--.,口--‘＝-----‐ ‘-----,--‘＝--,---一一－----,＝－－－－－－－－』＝－－－－－－－－----------－－－ ．．． ．．．－‘－，＝－－－，－－－－．．－－---------－－－1

【目標2】課題発見やデータ活用意識、統計スキル等の醸成
取組 ：①外部講師による講演会の開催

② 「データ活用サイト」を構築し活用

●分析・統計・問題認知力などを対象としたスキルアップビデオを

コンテンツとして「データ活用サイト」上に公開

●データ活用に有益な各種'胄報を「データ活用| nfo(仮称）」
として「データ活用サイト」上に公開
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添付書類も含めたe－耐xの普及に向けた取組

【基本的な考え方】

内部事務の効率化、国税情報システムの高度化及びICT･データの一層の活用などの施策を推し進め、課税．徴収事務の高度化を

図るためには、申告.納付手続のデジタル化･ペーパーレス化の実現が不可欠であることから、弓|き続き利用率の向上を図るとともに、

今後のデジタル活用による事務の高度化・効率化効果を最大限得られるよう、添付書類も含めたe-1Exの普及を推進する。

【重点対象者】

1税理士に対する取組(9,400税理士、33万法人）

①関与先法人のe-Tax利用が－部にとどまっている税理士※（代理送信割合85%未満）に対する勧奨

※以下、 「法人税一部利用税理士」という。

今添付書類も含めた全ての書類を送信するよう勧奨。併せて、関与先法人全ての利用を勧奨（以下②、③共通）

②センター化対象署の法人(e-Tax未利用）に関与している法人税一部利用税理士に対する勧奨

③大法人の電子申告義務化対象法人(e-Tax未利用）に関与している法人税一部利用税理士に対する勧奨

④法人税一部利用税理士（代理送信割合85%以上）に対する勧奨

-> e-Taxの利用状況が良い税理士に対して添付書類も含めた全ての書類を送信するよう勧奨

z大法人の電子申告義務化対象法人に対する取組(2,OOO法人）

①設立・増資による新規義務化対象法人に対する利用勧奨

②H30事務年度の勧奨において次回申告からe-TaXを利用すると回答したものの、未利用となっている法人等に対する利用勧奨

3 1D．パスワードの未取得者及び既取得者に対する取組(245万人）

①未取得者及び既取得者に対するダイレクトメールによる取得勧奨又は利用勧奨

②臨場による大規模法人の従業員等に対する取得勧奨又は各種説明会等により来署した納税者に対する取得勧奨

4データ弓l継ぎ未実施団体等に対する取組(138団体）

・ データ弓|継ぎ未実施団体に対する導入に向けた環境整備の働き掛け・協議及び実施済団体に対する継続実施・本格実施の支援

、 3カ年で実施団体100%とする

S e-Tax又は光ディスク等による支払調書の提出義務化の対象者に対する取組(7,ZOO義務者)

・ 令和3年1月1日以降の提出義務化基準枚数の弓|下げによる新規義務化対象者に対する利用勧奨

１
つ
「
Ｉ



e-Taxの普及状況における東京局の立ち位置
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3消費税の軽減税率制度実施等への対応
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消費税軽減税率制度実施等への対応

(1) これまでの軽減税率制度の周知・広報の状況

イ説明会開催件数

○

口アンケートの回収枚数

ハ事業者団体に対する協力要請の状況 (令和元年5月末）

一

二税理士会との連携等の状況 (令和元年5月末）

-71-

事業者数

平成28年4月～

平成30年6月

件数 人数

平成30年7月～

平成31年4月

件数 人数

合計

件数 人数

全国

8,519,297-

うち食品
取扱事業者

905.115

16.282 505,668 25.829 915.030 39.241 1.355.221

東京

2,160,831

うち食品
取扱事業者

204,475

3.192 105.497 4,585 181.796 7,777 287.293

令和元年5月

件数 人数

542 13，751

平成29事務年度

参加者 回収枚数 回収割合

平成30年7月～平成31年4月

参加者 回収枚数 回収割合

全国 318.730 85，777 26.91％ 915.030 379,707 41.50%

東京 68.619 14．751 21.49% 181.796
1

73.756 40.57％

令和元年5月

参加者 回収枚数

13.751 5.709

団体数

①

接触済

団体数

②

説明会

開催

団体数

③

説明会

開催

団体割合

④（③/①）

説明会

開催件数

説明会

参加人数

資料配付

団体数

⑤

資料配付

団体割合

⑥（⑤/①）

商工会．

商工会議所
176 176 159 90.3％ 339 9.169 151 85.8％

農業・漁業

協同組合
131 114 50 38.1％ 82 2.792 71 54.2％

生活衛生

同業組合
502 275 71 14.1% 75 2.029 121 24.1%

銀行。

信用金庫
65 60 40 61.5％ 81 3.237 45 69.2％

商店街 115 96 61 53.0％ 94 2.881 67 58.3％

その他

協同組合等
261 141 38 14.6％ 34 421 71 27.2％

署独自

開拓団体
634 562 229 36. 1％ 308 15．403 328 51.7%

合計 1，884 1．424 648 34.4％ l､013 35.932 854 45.3％

平成29事務年度

件数 人数

平成30年7月～
令和元年5月

件数 人数

合計

件数 人数
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(2) 令和元事務年度における軽減税率制度の周知・広報

イ地方紙等を活用した事業者向け広報

ロ局・署職員向けの研修の実施

ハ税理士関与のない飲食料品取扱事業者（法人)'に対する局主催説明会の開催

令和2年2月～3月に開催予定

（参考）平成30事務年度の開催状況

《実施期間： 2月末～3月中旬、実施件数：全22件》

(3) 適格請求書発行事業者の登録申請に係る集中処理体制の構築

・ 令和3年10月1日から適格請求書発行事業者の登録申請書の受付が開始（提出期限は

令和5年3月31日)。

※登録申請の周知・広報は、令和2年10月頃(受付開始の1年前）から実施する予定。

・ 東京局における登録申請書の提出見込件数は約200万件。

・ 令和3事務年度に集中処理体制（職員4名、非常勤職員74名）を千葉西署の敷地内に

新設されるGSセンターの建物内に設置。

－72－

媒
P

Z
一

入 実施時期 備 考

新聞記事下広告

(半5段・4日）
4月中旬～9月中旬

神奈川新聞・千葉日報．

山梨日日新聞

" ①

ラジオ広告（20秒）

(1日3回）
5月、 8月～9月

TBSラジオ・TOKYOFM

J-WAVE

駅のデジタルサイネージ 8月～9月 JR・東京メトロの駅内

対象者 内 容

消費税課主催研修

(7月22日、 23日）

署コア

要員

消費税の軽減税率制度・適格請求書等保存方式

の概要･最近の相談事例・申告書の書き方･区分経

理及び特例計算を説明するに当たっての留意事項

LANトレーニング 全職員
軽減税率制度の概要

消費税の適格請求書等保存方式

発送事業者数 返
一

民 数 通知数 参加者数
発送事業者数に対する

参加者数割合

10,172 865 9,307 724 7， 1%



軽減税率制度の実施からインボイス制度の導入までのスケジュール

づ
・

○
○

〔
）
（
〕

］3年10F謂月言

王1()仁 芝1丁旬7三α)I-IE

ｌ
「
四
Ｉ

令和5年

3月31日

令和5年

10月1日

年
頃
２
月
口
Ｏ
禾
１

Ａ
祠 令和3年

10月1日

令和元年

10月1日

軽減税率

制度実施

登録申請の周

知・広報開始

登録申請書

提出期限

インボイス

制度導入



ウ

I

4消費税調査の課題
「

I

I

~、

／
ｒ
Ｉ

一・ 75－



＝

費肖
、
勺
カ
ィ 税 査 課 題調 の

ｌ
『
「
Ｉ

＝

ー～

－

ノ

東京国税局

〆

～



消費税還付申告件数及び還付税額の推移(署所管分のみ） ヨ
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・平成26年4月以降消費税率が5％から8％(1．6倍)に引上げられたのに伴い､東京局では還付申告
件数は1 ．3倍に､還付税額は2.5倍に増加。 （参考：納付は､申告件数1.01倍､申告税額1.76倍）

・全国でも同様の傾向。東京は､還付申告税額の50%超を占める。
、
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来事務年度以降の対応方針 蕊
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1ｼｪｱﾘﾝゲｴｺﾉﾐｰ等新分野の経済活動の種類及び取組状況

経済活動の種類 主なブﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰ等: (注） 主な決済手段

金融機関

決済代行

電子マネー

金融機関

決済代行

電子マネー

プリマ､オークション、レンタル

サービス､ﾈｯﾄショップ
シェア×モノ

ざ

民泊､農地シェア､駐車場

シェア､会議室シェア
シェア×空間

シェアリング

T~lノミー

カーシェア､サイクルシェア、

ライドシェア

１
，
つ
Ｉ

シェア×移動

家事代行､介護､育児、

知識､料理

金融機関

決済代行

金融機関

決済代行
シェア×スキル

金融機関

仮想通貨

金融機関

仮想通貨
暗号資産（仮想通貨）取弓’

ネット広告関連 金融機関金融機関
竜、

金融機関

決済代行
デジタルコンテンツ配信
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事務運営の概要等

総務部総務課

1 東京国税局の管轄区域及び税務署設置数

（1） 管轄区域

東京国税局の管轄区域は、千葉県(5,158㎡)、東京都(2,191㎡)、神奈川県(2,416㎡)、

山梨県（4,465㎡）の1都3県となっている｡．

（2）税務署設置数

東京国税局管内には、 84署（全国524署）の税務署が設置され、その内訳は、千葉県14

署、東京都48署、神奈川県18署、山梨県4署となっている。

〔参考〕 東京国税局管内税務署別管轄区域

、
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坤奈川県内
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2機構・定員関係

（1）機構関係

令和元年度の局署の機構は、別紙1 「東京国税局の機構図」及び別紙2 「税務署の機構

図（横浜中署の例)」のとおりである。

なお、令和元度の局署のポスト数（6級以上格付可能ポスト数）は4,362となっている。

〔参考〕ポスト数の状況

〔参考〕ポスト数の状況（再任用短時間勤務職員用）

(2) 定員関係

令和元年度の局署の定員は15,990人(局3,893人、署12,097人)となっている。

〔参考〕定員の状況

(内訳）①事務職定員 ②行（二）等職員定員

※定員細則には、上記のほか、カジノ管理委員会に拠出する定員3が含まれる。

－2－

平成30年度 令和元年度 増減

局 1,579 1,588 ＋9

署 2,768 2,774 ＋6

合計 4,347 4,362 ＋15

平成30年度 令和元年度 増減

局 22 23 ＋1

署 1l 11 ±0

合計 33 34 ＋1

平成30年度 令和元年度 増減

局 3,880 3,893 ＋13

署 12，067 12,097 +30

合計 15,947 15,990 ＋43

平成30年度 令和元年度 増減

局 3,839 3,854 ＋15

署 11,994 12,026 ＋32

合計 15,833 15,880 ＋47

平成30年度 令和元年度 増減

41 39 ▲2

73 71 ▲2

114 110 ▲4
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管 理 運 営 課

納 税 管 理 官

徴 収 課

機 勤 課

国税訟務官室

【 44】

【 1 】

【 9】

【 29】

【 1 】
【 15】

【 10】

【 47】

【 17】

【 13】

【 33】

【 178】

【 28】

【 22】

【 23】

【 207】

令和元年度定員

事務職 行(二） 計
情報システム監理官

3854人
【1】

12026人 12097人

【679】 【678】

【 38】

【 1 】

【 19】

【 1 】

【 19】

【 33】

【 21】

【 6】

【 46】

【 34】

【 23】

【 10】

【252】

課税第一部長

【518】
【 42】

【 2】

【 125】

【 30】

【 65】【265】

【 93】

【 8】

【 4o】

【 23】

【 109】
課税第二部長

【274】

１
１
１
１

６
５
６
０

１
１
１

Ｋ
Ｋ
ｌ
ｆ

【323】

【48】

【 48】

【 11】

【 31 】

【 76】

【 17】

【 3.854 】

【184】

特別整理総括第一課

特別整理総括第二課

特別国税徴収官
特別機動国税徴収官

特別整理第1～10部門

【 31】

【44】

【 74】

【 30】

【 141 】

【506】

【321】

調 査 管 理 課

広域情報管理課

調 査 部 門

調 査 審 ・理 課

調 査 開 発 課

１
１
１
Ｊ
１

７
０
６
９
５

２
５
５
３

１
１
１
１
１【178】

調査第一部長
調 査 総 括 課

特別国税調査官

国 際 調 査 課

特別国税調査官(外国法人）

外国法人調査第1～3部門

国際情報第一課

国際情報第二課

特別国税調査官(移転価格）

国際情報第1～3部門

【 52】

【 179】

【659】 【232】
【 84】

【 5】

【 43】

【 17】

【 60】

【 10】

【 28】

【248】

調査第二部長
調 査 総 括 課

調査第1 ～ 16部門

【 22】

【 180】

【204】 【203】

調査第三部長
調 査 総 括 課

O

調査第21 ～36部門

【 22】

【 176】

【200】 【199】

調 査 総 括 課

調査第41 ～56部門－－－－に二二
【 22】

【 175】

【199】
査 察 管 理 課

査察総括第一課

査 察 広 域 課

資 料 情 報 課

査 察 開 発 課

査 察 国 際 課

特別国税査察官

査察第1 ～ 17部門

【 19】

【 26】

【 21 】

【 17】

【 23】

【 19】

【 16】

【 198】

察部長

~ ヨE曇
【564】

税務署 察総括第二課

察 審 理 課

察第21 ～36部門

【 19】

【 27】

【 176】
【84署:12,026人】

(注） 【 】内の数は、定員を示す（会計課の行(二)職員18人、厚生課の医療職21人を除く。)。
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調査第四部長 次 長



別紙2税務署の機構図（横浜中署の例）

総 務 課 【8】|霊露雲痴羅恵麦雲あ蔓符扇璽王E關子蕊霧

税務広報広聴官 【2】|正羅砺爾薔E爾霊霧言辰扇ﾐ爾霊雨
特別国税徴収官(管理運営担当） 【2】層蕊蕊霧礪壹壽－－‐

(広域運営）

(広域運営）

一
一

管理運営第1～4部門 【25】

【66】

納 税 専 門 官 【5】 (広域運営）

(－部広域）特別国税徴収官(徴収担当） 【'1】は口･処理困難事案の滞納整理

徴収第 1 ． 2 部門【12】医羅亙鞆砺毒弓一

特別国税調査官(総合調査担当） 【7】匡藪覆百同ﾗ忍雲棄房羅一
特別国税調査官(開発調査担当） 【5】廣砺開堯雨悪葹震蓉壽砺萌爾蚕

(広域運営）

(広域運営）

多額の資産又は所得を有すると認められる個人に係る所得税･消費税

(個人の調査等
特別国税調査官(所得税等担当） 【14】 (広域運営）

一
一
一

１
１
１
１

６
３
１
３

ｒ
Ｌ
２
ｒ
Ｌ
Ｐ
１

１

門
門
官
当

部
部
導
棚

４

一
指
職

１第
２

個

税
第
帳
叡弓

税
記
軒

課
課

術

人
人
別
技報

個
個
特
情

(広域運営）

(広域運営）

(広域運営）

(広域運営）

邑l署長 国際税務専門官(個人課税担当） 【4】 海外取引者等(個人)の所得税･消費税の調査･調査技法開発

【270】 【74】

審理専門官(個人課税担当） 【3】|審理事務

資産課税第， 、 2部門【,0】屍霊蘓扇写蘓毒雨壽両再認霜毒雨萱

国際税務専門官(資産課税担当） 【2】 海外資産関連事案の調査･海外資産に係る資料情報源の開発･資料収集 (広域運営）

審理専門官(資産課税担当） 【2】|蕊軍霧●

評価 専 門 官 【5】|雨諏砺写莪E馬羅諏雲一

個人課税第5部門(資料情報担当） 【6】|窪更壹需に關謁雲斎一一一

特別国税鯛査官(源泉所得税担当） 【4】|天羅砺悪厩霧署E馬願癩痂調蚕壽

法人課税第 1 部門 【7】|悪天雨需E馬認姦天蚕E彌騒霊

(広域運営）

(広域運営）

(広域運営）

(広域運営）

議人課税第'部門 【6】|蕊駕窯霧雰悪耶濡藺羅霊屏害彌彌 ’
【50】

法人課税第3部門 【7】|源泉所得税の相談指導調査

園際税卿棺(源泉所得税担当 【4】|蚕震爾霄E馬頭泉実理調香彌扇壽涌E厩貢洞両(…営）
審理専門官(法人課税担当） 【'】|認雲霧一一一利

審理専門官(源泉所得税担当） 【'】|霄蕊霧 一 1

酒淵指 導 官 【'3】|函あ需霜認露雨蚕冤認酒頚雨E閏子霊霧一(広域運當）

特別国税調査官(法人税等担当) ['0]|言隠羅工匠厩悪天語癩諏う調査 司

法人課税第4～10部門 【48]|"語癩羅X澪E雨蕊Z調一一

績報技術専門富(法人課税担当) 【2】|鰯榊愚鋤郷零に縦人…鯛……綾| (広域運営’
国際税務専門官(法人課税担当） 【6】|海外取引法人の法人税･消費税等に係る調査･調査技法開発 ‘ (広域運営）

【67】

(注） 【 】内の数は、定員を示す（総務課の行(二)職員3人を除く｡)。
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令和元年度定員

事務職 行(二） 計
270 3 273



3会議等

（1）部次長クラス

(2) 署三役

イ署長

－5－

会議名 開催日等 概 要 出席者

定例部長会議 原則毎週月曜日 局として共有すべき

課題や問題などを局

幹部が自由に意見交

換する場として､各部

の事務運営に資する

役割を果たしている。

局長､各部長､総務部

次長、総務課長

部次長会議 原則毎月第1月曜日 定例部長会議の拡大

会議

局長､各部次長､酒類

監理官、国際監理官、

鑑定官室長､監督評価

官室長、首席監察官、

税大東研所長､総務課

長､人事第一課長､会

計課長､税務相談室長

会議名 開催日等
I

概 要 出席者

全管税務署長･副

署長会議

年度当初7月開催

(令和元年7月26日

（金）開催予定）

事務年度当初におい

て､事務運営及び重点

事項を説明し局署の

意思統一を図る。

署長、副署長

局長､各部長､各次長、

総務課長ほか

全管税務署長会

議

年2回開催

(12月、 6月）

各時期における重点

事項等の説明等を行

い､局署の意思統一を

図る ◎

署長

局長､各部長､各次長、

総務課長ほか

ブロック別税務

署長会議

例年10月

(平成30事務年度は

4ブロック別に開

催）

各署の実情や署長の

経験を踏まえて､今後

の事務運営の在り方

等を局幹部と意見交

換する場として､少人

数制で開催

署長

局長､各部長､総務課

長､人事第一課長ほか

全管税務署長事

務打合せ会

年2回開催

(3月、 6月）

令和元年度定期人事

異動に当たっての留

意事項等について説

明する。

署長

総務部長､特定課課長

ほか



ロ副署長

ハ署総務課長

(3) 国税庁主催会議

国税庁主催の全国国税局長会議､総務部長会議等に係る当局説明資料の作成等に当たり、

各部課（室）の調整を行っている。

〔参考〕令和元事務年度の局長会議及び総務部長会議等の開催予定

※事務打合せ会

・ 総務部長．

・ 総務課長。

･令和元年7月中旬開催予定（電話会議）

･令和元年7月中旬開催予定（電話会議）

－6－

会議名 開催日等 概 要 出席者

全管総務担当副

署長事務打合せ

会

年1回開催

(令和元年7月29

日 （金）開催予定）

税理士関係事務の基本

方針を示し、局署の意

思統一を図る。

総務担当副署長

総務部長（挨拶）

税理士監理官ほか

会議名 開催日等 概 要 出席者

全管税務署総務

課長会議

年1回開催

(令和元年8月27

日 （火）開催予定）

総務部各課等の事務

運営の基本方針や当

面の諸問題等に関し

ての重要事項を示

し、局署の意思統一

を図る。

署総務課長

局長(訓示)、総務部長､

各課官房課長ほか

会議名 期 間

局長会議 ･令和元年8月1日 （木） ・2日 （金）

旬
旬
中
上
月
月
１
６
年
年
２
２
和
和
令
令

総努吾 ]言三（次 草
句三）会議 令和元年11月15日 （金）

総務音 ]弓三会議 令和元年2月28日 （金）



4長官視察（平成30事務年度実績）

5行政文書等の管理の徹底

（1）行政文書等の管理の徹底

国税の職場は、納税者の極めて重要な個人情報等を日常的に取り扱っており、万が一納

税者情報の外部流出や紛失が発生した場合には、当該納税者に不測の損害を与えるだけで

なく、国税当局全体の信頼を著しく損なうことになる。

したがって、税務行政に対する信頼を確保するため、行政文書等（外部記録媒体に記録

された電子情報等の電磁的記録を含む｡）の管理の徹底を､職員一人一人に改めて認識させ

るとともに、事務処理誤りによる流出や紛失を防ぐため、事務処理手順の遵守と管理者に

よる事後のチェックを一層徹底する。 。

（2） 共有フォルダにおける行政文書の体系的管理

共有フォルダ内の行政文書については、内閣府が策定した「行政文書の電子的な管理に

ついての基本的な方針」に従い、体系的・効率的に管理する。

（3） 情報委員会・情報管理部会の運営

情報委員会は、国税情報システムの高度活用を図り、事務処理の合理化・効率化を推進

するとともに、情報を効果的・効率的に管理するため、高度情報化及び情報管理に関する

運営方針を決定する。

－7－

視察日 視 察 内 容 案内者等

平成30年

10月17日(水）
横浜中署

【横浜中署】

署：署長、副署長、総務課長

平成30年

10月23日(火）

東京局

渋谷署

納税コールセンター

【東京局】

局長、各部長､総務部各次長、総

務課長

【渋谷署】

局：企画課長、企画課課長補佐

署：署長、副署長、総務課長

【納税コールセンター】

局：徴収部機動課長

平成30年

11月7日(水）
千葉東署

【千葉西署】

署：署長、副署長、総務課長

平成31年

2月20日(水）

確定申告合同会場

(新宿）

豊島署

【新宿署・四谷署・中野署】

署：各署長、副署長（新宿)、総務

課長（新宿）

【豊島署】

署：署長、副署長、総務課長

平成31年

2月24日（日）

確定申告合同会場

(築地合同会場）

【京橋署】

局：課税第一部長、個人課税課長

署：署長、副署長



また、行政文書の紛失など不適切事案が発生した場合には、発生した原因を分析し、そ

の再発防止策を協議の上、局署に周知徹底する。

なお、署においては、情報管理部会を定期人事異動後早期に開催し、情報管理に関する

問題が発生した場合の対応方法及びその未然防止策について意思統一を図ることとしてい

る。

職員の組織する団体に関する事務

職員の組織する団体（以下｢職員団体｣という。 ）に関する事務として、交渉及び要請等へ

の対応がある。

当局における職員団体としては、東京国税労働組合（以下「国税東京」 という。 ）及び全

国税労働組合東京地方連合会（以下「全国税東京地連」 という。 ）が人事院に登録されてい

る。

(1) 交渉

イ国税東京及び全国税東京地連との交渉

6

当局と国税東京及び全国税東京地連との交渉は、年4回（9月、 11月、 2月、 5月）

実施している。

(ｲ） 出席者

(ﾛ） 交渉議題

予備交渉であらかじめ定めた事項

〔参考：局長交渉実施状況〕

ロ国税東京局支部及び全国税東京国税局支部との交渉

当局と国税東京局支部及び全国税東京国税局支部との交渉は、年2回（11月、 6月）

実施することとしているが、平成24事務年度以降においては、国税東京局支部のみ実施

している。

－8－

当局側（9名） 局長、総務部長、総務部次長（会計、厚生関係担当） 、総務課長、

人事第一課長、人事第二課長、考査課長、会計課長、厚生課長

職員団体側 委員長以下役員の範囲内

第1回 第2回 第3回 第4回

28 28．9．28(水） 28．11． 30(水） 29．2． 7（火） 29．5．30(火）

29 29． 9．27(水） 29. 11.29(水） 30．2． 7（水） 30． 5．30(水）

30 30． 9．26(水） 30. 11.28(水） 31． 2．5（火） 01． 5．29(水）



(ｲ） 出席者

(ﾛ） 交渉議題

予備交渉であらかじめ定めた事項

〔参考：局支部交渉実施状況〕

(2) 要請等

イ総務課長対応

国税東京の青年部､行(二)委員会、女性委員会及び全国税東京地連からの要請（女性

部等）に総務課長が対応している（年間計7回)。

ロ課長補佐対応

国税東京各地本代表者及び全国税各支部等からの要請に課長補佐（総務2係担当）が

対応しているほか、職員団体からの申入れ、意見要望等については、随時、窓口で対応

している。

7人権啓発に関する事務

「人権教育・啓発に関する基本計画」 （平成14年3月15日閣議決定）において、公務員に対

し同和問題､女性、高齢者、障害者などの各種人権問題について、研修等によって人権教育・

啓発の充実に努めるものと定められている。

特に、我が国固有の人権問題である同和問題については、憲法の保障する基本的人権の侵

害に係る深刻かつ重大な問題であり、職員が同和問題に関する正しい理解と認識を深め、税

務行政の円滑な運営に資することを目的に、 「人権啓発研修」を実施している｡、

8各種団体関係者からの陳情等に関する事務

各種団体関係者からの陳情に関する事務については、随時、局内においては各部課（室）

の渉外事務担当者（団体関係者等の陳情等に対応する担当者)、署においては総務課長と協議

した上で対応している。

－9－

当局側（2名） 総務部長、総務課長

職員団体側 委員長以下役員の範囲内

第1回 第2回

28 28.11.11(金） 29．6．．15(木）

29 29.11.10(金） 30．6．12(火）

30 30.11.9（金） 01.6．11(火）



P

g公務執行妨害に関する事務

納税者等から暴行又は脅迫を受けた場合には、職員の安全の確保を最優先としながら、公

務執行妨害罪に当たる旨の相手方への抗議及び110番通報を迅速に行うなど､日々納税者等と

接している職員が萎縮することなく安心して事務に従事できるよう組織として厳正に対応し

ている。

地方団体関係

国と地方団体との税務行政運営上の協力関係については、国税庁と総務省（|日自治庁） と

の間で基本的な了解事項が取り交わされており、これを受けて局単位では｢地方税務協議会｣、

署単位では「地区税務協議会」で具体的な取扱いを協議しているところであり、今後も協力

関係の一層の推進を図っていく必要がある。

なお、協力関係の一環として、所得税及び法人税関係のデータ提供を昭和47年から実施し

ているところであり、データ提供手続等を定めた協定書を毎年取り交わしている。

〔参考1〕概要図

10

八
哩

〔参考2〕東京都とのトップレベル打合せ会（平成30年11月29日(木)）出席者

【当局】

局長、総務部長、課税第一部長､課税第二部長、徴収部長、調査第一部長、

査察部長、総務課長

【東京都】

主税局長、総務部長、税制部長、税制調査担当部長、調整担当部長、課税部長、資産

税部長、徴収部長､特別滞納整理担当部長、

担当部長く総務部総務課長事務取扱＞
I
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〔参考3〕 トップレベル打合せ会開催の推移

①昭和57～平成14事務年度

1都3県との間で毎年トップレベル打合せ会を開催

②平成15～平成30事務年度（平成15．26事務年度は開催せず）

平成14事務年度の各都県とのトップレベル打合せ会等において、打合せ会の運営の見

直しが協議され、必要に応じて随時開催されることが了解された。

その後、局長級のトップレベル打合せ会については、東京都との開催のみとなってい

るが、他の3県についても、事務レベルにおいて打合せ会を実施している。

関係民間団体関係

概要

関係民間団体は、適正な申告納税制度の実現や税知識の普及を図るための啓発活動に取

り組んでおり、税務行政の円滑な運営にとって大きな役割を果たしていることから、従来

以上に関係民間団体と連携、協調を図っていくこととしている。

なお、関係民間団体の多くは、会員数の減少や高齢化といった組織運営上の問題への対

応が課題となっている。

〔参考1〕各団体の事業内容等

11

(1)

〔参考2〕各団体の組織状況

－11－

団体名 窓口担当課 事業内容

青色申告会 個人課税課
青色申告の普及・育成、小規模事業者対策として

の記帳指導、税制改正要望等

法人会 法人課税課
税知識の普及のための研修・広報活動、税制改正

要望等

間税会 消費税課
消費税等に関する啓蒙活動、税制・執行に関する

意見要望の提言等

酒類業組合 酒税課
酒税の保全に対する協力・組合員の共同利益の増

進等

納税貯蓄組合 管理運営課
租税の自主納付態勢確立の促進、租税教育の推進

等

団 体名 青色申告会 法人会 間税会 酒類業組合 納税貯蓄組合

局 連 ■■■■■■■ －

1 －

1

都県連 4 4 4 4 4

署
、、'

早 位会 84 84 84 117 84



(2) 関係民間団体連絡協議会

平成17事務年度から局レベルの関係民間団体25団体との「意見交換会」を開催し、関係

民間団体相互の連携強化及び税務行政への一層の協力を働き掛けている。

〔参考〕令和元事務年度の開催予定日

・ 令和元年9月27日 （金）

12感謝状関係

部外者に対する感謝状制度については、事務運営指針に基づき、次のとおり局長又は署長

感謝状を贈呈している。

－12－



〔参考〕平成30事務年度における感謝状贈呈等の状況

(注） 平成30年度（平成30年4月から平成31年3月まで）の件数である。

13会計検査院関係

平成30事務年度における会計検査院による実地検査は、局及び24署で行われた。実地検査

-13-

区分 目 的 主な対象者 贈呈時期 贈呈品
贈呈数

(6/13現在）

税
務
功
労
等

国税についての申告・納税・そ

の他納税思想の高揚等に貢献

した者及び税務行政等の推進

に功績のあった者に対して感

謝の意を表し、もって、一層の

納税思想の高揚とその普及充

実を図る°

･関係民間団体及

びの会員等

･広報功績者

･財産評価功績者

e-Taxの一層の

普及に貢献し

た団体

･その他の者

【長官感謝状】
10月

(長官納税表彰で贈呈）

【局長感謝状】

11月

(局長納税表彰式で贈呈）

【署長感謝状】

11月

(署長納税表彰式で贈呈）

感謝状

額縁

長官

1名

局長

13名

署長

688名

福
利
厚
生
等

職員の福利厚生等に功労のあ

った者に対し日頃の感謝の意

を表するとともに､福利厚生等

の一層の協力を依頼する観点

から、感謝状を贈呈する。

･嘱託医等 【局長感謝状】

6月

(各署で贈呈）

【署長感謝状】

6月

（各署で贈呈）

感謝状

額･縁

局長

0名

署長

4名

死
没
感
謝
状

税務行政の運営に多大な寄与

をした者が死亡した場合､その

功績に謝意を表するため感謝

状を贈呈する。

･関係民間団体の

役員

･広報功績者

･財産評価功績者

･租税教育関係者

･税理士会支部長

又は県単位会

以上の役員で

現職の者

原則､告別式まで

に署から贈呈

感謝状

額縁

局長

43名

署長

104名

(注）

調
査
取
締
功
労

国税の調査･取締に関する情報

提供､警備・警護等の各種協力

について円滑な税務行政の推

進に特に功績のあった者に対

して表彰することで､協力関係

の一層の強化を図る。

警視庁、各県警、

各警察署、税関等

11月上旬

(警視庁、各県警

には関係部長か

ら贈呈し､警察署

には警察署の所

轄税務署長から

贈呈）

感謝状

額縁

長官

2団体

局長

21団体

感
謝
の
こ
と
ば

上記の上申基準に満たない者

又は上記の表彰対象者以外の

者に対して､局長又は署長が感

謝の意を表することが相当と

認める場合に贈呈する。

制限なし 随時 賞状(市販）

額縁

局長

19名

､■GeQGQeGc白白G●●の今●●●●●●●●●■●■■■■■■■■■■■■■■■頓

署長

8名



の結果については､毎年11月頃に会計検査院から内閣に決算検査報告として提出される。

なお、局実地検査については、毎年2月に実施されている。

〔参考〕平成30事務年度における局実地検査

14提案関係

（1） 目的

提案は、職員それぞれによる日常の職務及び職場の改善を通じて、次のことを目的とし

て行う。

①税務行政に対する国民の理解と信頼が得られるよう、行政文書電子データ、個人情

報等の厳正な管理及び職務を遂行するに当たっての法令遵守の徹底など適正な事務の管

理を図ること

②職員の職務への積極的な参加意識の醸成、職員の能力向上及び事務の効率化を図り、

より効率的な税務行政を推進するとともに、納税者利便の向上及び職員の働きやすい職

場環境の整備を図ること

（2）提案の募集、審査

提案は、年間を通じて募集し、関係各課で審査を行っている。

なお、前年の12月1日からその年の11月30日までの間に受理したもので優秀な提案につ

いては､翌年の2月10日までに国税庁に進達を行う。その後､国税庁の審査結果をもって、

毎年6月初旬に長官及び局長から表彰を行う。

〔参考〕平成30年度入賞提案（提案提出件数：2,957件）

・ 長官優秀…0件（全国1件)、長官佳作…11件（全国46件）

・ 局長優秀…23件、局長佳作…19件

－14－

実施時期 被 検 査 部

平成31年2月4日 （月）

～2月15日 （金）

通常検査

制度検査

総務部(会計関係)、徴収部(滞納事案処理)、

調査第一～四部（課税処理）

なし

当局側 検査院側

局長等 へ の挨拶

概 況 説 明

局長、総務部長、総務課長

関係部長、次長、総務課長

･租税検査第1課長
･租税統括検査室長
･租税検査第1課副長(2名）

計4名



15災害対策関係

（1） 災害発生時の体制

東日本大震災の発生を受け、 「東京国税局災害対応マニュアル」を整備し、これによる

ほか、以下の体制としている。

また、各署に対しては「東京国税局災害対応マニュアル」を原則としつつ、各署の立地

条件や職員構成など、実情に応じた対応策を講ずるよう指示している。

イ災害発生時の安否確認方法

庁一括契約の「安否確認システム」を利用して安否確認を行う。

ロ災害発生時に局・署庁舎に参集する要員

災害発生時に局、署庁舎に参集する職員として、 「参集要員」 （役職指定）及び「参集

補助要員」 （局、署庁舎の近隣に居住している者を指定）を指定している。

ハ非常用備蓄品

庁の一括調達で、参集要員の1週間分、全職員の3日分を目途に配備されている。

二防災訓練（局庁舎)

局庁舎では、年2回、防災訓練を実施している。

（2）財務省庁舎使用不能時の代替庁舎への移転対応

「財務省業務継続計画」では、首都直下地震発生時に財務省庁舎の全部又は一部が使用

不能となる場合を想定し、省（庁）対策本部の運営に係る非常時優先業務等を実施するた

めの代替庁舎として東京国税局庁舎が指定されている。

当局では、代替庁舎として省（庁）対策本部の受入れ時の体制について整備している。

また、政府緊急災害対策本部が立川広域防災基地に設置された場合には、財務省の災害

対策本部が立川地方合同庁舎に設置されることとなっており､立川税務署の事務室の一部

を使用することが検討されている。

16税理士会関係

（1）組織の状況及び役員の状況

税理士会は、税理士法により設立が義務付けられている特別法人であり、税理士は、税

理士登録と同時に税理士会の会員となる。

税理士会はl国税局に1の税理士会が原則であるが、特例により、東京局には3の税理

士会、名古屋局には2の税理士会（名古屋会・東海会）がある。

税理士会の正副会長及び理事は、会員による選挙によって選出（任期2年） される。

なお、平成30事務年度に税理士会役員選挙が行われた。

－15－



〔参考1〕税理士登録者・税理士法人届出数（平成31年3月末現在）

左の内訳

所属税理士

税理士 （開業） （法人）
3, 138 1,380 2,586

581 364 157

263 133 . 47

3,982 1,877 2,790

10,442 6,027. 4,887

税理士法人
税理士会 登録者数

開業税理士 社員税理士

２
７
９
８
３

２
３
７
３
０

店
４
１
６
０
，

支
２

本店

1,219

204

98

1,521

3，963

東 京

東京地方

千葉県

東京局計

全国計

23，023

4，914

2，513

30，450

78，028

15,919

3,812

2，070

21,801

56，672

〔参考2〕税理士会の’
ト

｜
’

東京税理士会 ｜
氏 名 ｜支部’

東京地方税理士会 千葉県税理士会
氏 名 ｜支部|｜ 氏 名 ｜支部

税理士会

役職

⑱

’
■

〔参考3〕税理士会役員選挙（会長・副会長）の状況

税理士会名

東京税理士会

東京地方税理士会

I千葉県税理士会

(2) 連絡協調

申告納税制度の適正かつ円滑な運営を図る上で、税務行政に対する税理士の理解を得る

ことが重要であ‘り、そのためには、税理士会及び税理士会支部（以下「税理士会等」 とい

う｡） との連絡協調を推進することが必要不可欠である。

このため、局及び署の幹部は、税理士会等との協議会の開催や税理士会等が開催する研

修会や説明会への講師派遣等を積極的に行い、税理士会等との円滑な関係の構築・維持に

努めている。

また、改正消費税法等への対応やe-Taxの普及・充実、マイナンバー制度、租税教育、書

面添付制度の普及など税務行政上の施策の実施に当たっては、税理士会等との連絡協調を

通じ、税理士及び税理士法人（以下「税理士等」 という｡）の要望を的確に把握し、税理士

－ 16－



等の理解を深めるよう努めている。

〔参考〕令和元事務年度の税理士会との協議会等の開催予定

17税理士等に対する指導監督

税理士業務の適正な運営を確保するため、税理士等に対する指導監督を的確に実施するこ

とが求められており、このため､局署は、以下の項目について重点的に取り組んでいる。

①税理士等による税理士法違反行為の未然防止

②税理士等情報せんの的確な収集・管理及び効果的な活用

③実態確認の計画的かつ的確な実施

④税理士法上の調査の的確な実施

⑤適正かつ迅速な懲戒処分の実施等

⑥懲戒処分等又は行政指導を受けた者に対するフォローアップの実施

なお、税理士等に対する懲戒処分は､例年6月と12月の年2回行っており、東京局におい

ては、令和元年6月に税理士11名の懲戒処分を行い、また、令和元年12月の懲戒処分対象と

して、税理士9名及び税理士法人2社を国税庁長官に進達している。

－．17－

協議会等の名称 税理士会 開催日 開催目的 当局出席者

意見交換会

東京

東京地方

千葉県

令元.8．20

令元.8. 19

令元.8.21

局幹部と税理士会幹部

との顔合せを兼ねた意

見交換

局長 、

総務･課一・課二・徴収各部長、

総務課長、税理士監理官

定例協議会 3会合同 令元.10. 18
局と税理士会との協調

関係の推進

局長 、

関係各部次長、

関係各課長、税理士監理官

新年賀詞交歓会

定期総会

東京

東京地方

千葉県

東京

東京地方

千葉県

令2． 1．8

令2． 1． 10

令2． 1．7

令2．6．17

令2．6．23

令2.6. 16

局幹部と税理士会幹部

との意見交換

局長 、

総務･課一・課二・徴収各部長、

税理士監理官

税務連絡協議会

東京

東京地方

千葉県

令元. 11.25

令元. 12. 10

令元.12.4

署と税理士会支部との

協調関係の推進

総務部長、

関係各課長、税理士監理官、

税理士会の区域内の全署長

綱紀監察協議会

東京

東京地方

千葉県

令
一

フ厄． 12． 16

令元. 10.28

令元.9.10

税理士等による違反行

為の未然防止
税理士監理官



開示請求事務

情報公開法に基づく開示請求

平成30年度における情報公開法に基づく開示請求の件数は、 1,376件であり、前年度

(1,525件）より149件減少した。

開示請求の対象となった主な行政文書は、局においては、判決文、会議・研修等資料、

定期人事異動速報が、署においては、 「転出入対象者一覧表」又は｢抽出法人名簿」が大半

を占めている。

なお、署に開示請求のあった行政文書の開示・不開示の審査については、 「転出入対象者

一覧表」又は「抽出法人名簿」を除き、局主管課において行うこととしている。

〔参考〕開示請求の状況（平成30年4月～平成31年3月末）

18

(1)

(単位：件、％）

（注） 1 局事案とは、国税局で開示・不開示の審査を行う事案をいい、国税局に開示

請求のあった事案及び税務署に開示請求のあった事案のうち、対象文書が署事
案以外の事案をいう。

2署事案とは、国税局からの指示等に基づき、署において開示・不開示の審査

を行うものをいい、転出入対象一覧表及び抽出法人名簿がこれに当たる（転出

入対象一覧表は29年度まで局事案)。

3局事案の内書は、税務署に開示請求のあった事案（署受局事案）の件数を示
す。

行政機関個人情報保護法に基づく開示請求

平成30年度における行政機関個人情報保護法に基づく開示請求の件数は、 12,447件であ

り、前年度（12,573件）より126件減少した。

開示請求の対象となる行政文書は、署においては、所得税確定申告書や各種申請・届出

害が大多数であり、局においては質問応答記録書、滞納処分関係書類等となっている。

なお、署に開示請求のあった行政文書の開示・不開示の審査については、原則署におい

て行うが、調査関係書類、質問応答記録書、滞納処分関係資料等、行政文書の種類が多岐

にわたるなど複雑なものについては、局主管課において行うこととしている。

(2)

-18-

30年度 29年度 対前年比

開示請求件数

局事案

署事案

1,376

内30
300

1,076

1,525

内61
412

1，113

90.2

7268

96.7



〔参考〕開示請求の状況（平成30年4月～平成31年3月末）

(単位：件、％）

(注)1局事案とは、国税局で開示・不開示の審査を行う事案をいい、国税局に開示請

求のあった事案及び税務署に開示請求のあった事案のうち、対象文書が署事案以

外の事案をいう。

2署事案とは、国税局からの指示等に基づき、署において開示・不開示の審査を

行うものをいい、申告書、各種申請・届出書等がこれに当たる。

3局事案の内書は、税務署に開示請求のあった事案の件数を示す。

19個人情報保護事務

個人情報の取扱いについては､｢国税庁の保有する個人情報の適切な管理に関する訓令｣(平

成17年国税庁訓令第3号）に基づき、適切に管理するよう指示している｡

また、マイナンバー（個人番号）を含む特定個人情報については、平成27年10月2日付東

局総総8－633｢特定個人情報等の適切な取扱いのための措置について｣事務運営指針に基づ

き、全職員に対して安全管理措置等に関する研修を実施するなど、適正な取扱いの徹底を図

っている。

20納税者支援調整官事務

（1）納税者支援調整官の職務

納税者支援調整官は､税務一般に関する納税者からの苦情及び困りごと（以下「苦情等」

という｡）について、当該納税者が適正かつ円滑に納税義務を履行するために必要な助言及

び教示並びに調整を行うため､平成13年7月に設置され､東京局においては､現在14名、

局4名（内1名は不適切事案処理担当)、署10名が地域担当署ごとに分担している。

【具体的職務】

イ苦情等の処理、助言及び指導

・ 納税者が適正かつ円滑に納税義務を履行するために必要な助言

・ 不服申立て等の法令等に定める権禾l｣救済手続きの教示

・ 署（担当部署） と納税者との間の調整

ロ苦情等の未然防止等研修講師（接遇研修､苦情対応研修等）

ハ苦情等の分析・検討（発生原因の分析から再発・未然防止策の検討

1
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30年度 29年度 対前年比

開示請求件数

局事案

署事案

12,447

内38 53

12,394

12,573

内54
73

12,500

99.0

72.6

99.2



【納税者支援調整官の派遣署及び地域担当署】

(2)苦情等への迅速な対応等

税務行政に対する納税者等の理解と信頼の確保のためには､寄せられた苦情等について、

納税者等の視点に立って迅速かつ的確に対応することが不可欠である。このため、各職員

が、常日頃から苦情等処理の重要性を十分認識し、的確かつ誠実に対応するとともに、苦

情等の申出を受けた日の翌日から起算して、原則として3日以内（祝日、休日等を除く｡）

に処理することとしている（実績評価目標：苦情等の3日以内処理割合90％)。

なお、署において発生した苦情等については、総務課長・総括統括官等を通じ局主管課

に報告を行うとともに、派遣支援官にも連絡することとしている。

21 緊急対応事案への対応

行政文書の所在不明、事務処理誤り、職員の非行事案など、納税者や税務行政等に大きな

影響を及ぼすおそれのある事件・事故及び苦情等（緊急対応事案）が発生した場合には、局

署の関係部署が一体となって迅速かつ的確に対応できるよう、原則として事案発覚日の当日

中に第一報を局総務課及び主管課にダブルトラックで報告するとともに、必要に応じて警察

当局などの関係行政機関等へ連絡する。

このため、緊急対応事案が発生した際、署長をはじめ署幹部に速やかに報告されるよう、

－20－

派遣署 担 当 署 ●。 署数

千葉東 千葉南、千葉西、館山、木更津、茂原、東金 7

松
一

戸 銚子、市川、船橋、佐原、成田、柏 7

麹 町 神田、 日本橋、京橋、小石川、本郷、豊島、板橋 8

芝 麻布、品川、荏原、大森、雪谷、蒲田、江戸川北、江戸川南 9

新 宿 四谷、中野、杉並、荻窪、練馬東、練馬西 7

東京上野 浅草、本所、向島、王子、淵| |、足立、西新井、葛飾 9

渋 谷 江東西、江東東、 目黒、世田谷、北沢、玉川 7

立 川
八王子、武蔵野、青梅、武蔵府中、町田、 日野、東村山、甲

府、山梨、大月、鰍沢
12

横浜中 鶴見、保土ケ谷、横浜南、神奈川、戸塚、緑、横須賀 8

藤 沢
川崎南、川崎北、川崎西、平塚、鎌倉

木、大和

、
ノ｣､田原、相模原、厚

10



I

職員に対し報告･連絡の重要性について､全体研修等の機会を通じて再認識させるとともに、

事案発生時の署内及び局への連絡体制等を整備する（参考1'､j3参照)。

｝1

》

（

「

し

I
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参考1
緊急対応体制イメージ図

(災害･犯罪関係原因事案及び事務処理関係原因事案）

国税庁

長官･次長

報
告
指 報

告
指

示 示

獺
一
一
鮎

総務課長務課長 主管課長｡官房各主管課長｡官房各課長

関係課長
R告等

報
告
指
示

報
告
指
示

国税局

局長･総務部長

指報
告
指 報

告 示示

協議

総務課長 主管課長･総務部各課長主管課長･総務部各部各課長

報告報告

関係課長
報告等報告等 報告等報告等

指報
告

報
告
指
示示

税務署

署長･副署長署長･副署長

進㈱韮|案㈱鑿il＝
報報
生
ロ
生
ロ

総括統括官(主管部門）
総務課長（注)2

総務課長（注)1

報告

統括官等(関係部門）
連絡

(注)1署総務課長が第1報を局総務課長に連絡する場合を示す。

2署総務課長が第1報を局総務課長以外に連絡する場合を示す。

－22－



参考2

緊急対応体制イメージ図
(非行関係原因事案）

国税庁

長官･次長

1ゞ
報
告
指
示

指
示

人事課長 首席監察官皿
情報共有

情
報
共
有

総務課長･関係課長

指
示

報
告
指報

告 示

国税局

局長･総務部長

指

示

考査課長 派遣首席監察官派遣首席監察官
情報共有情報共有

情
報
情
報
辻
〈
辻
〈 総務課長･関係課長
有有

指報
告

報
告
指
示示

税務署

署長･副署長署長･副署長

報報
生
ロ
生
ロ

総務課長

(注）署から局への報告及び局から庁への報告は､いずれも速やかに行うものとする｡特に､職員逮捕やマ
スコミ報道が見込まれるなど､重大な非行関係原因事案を把握した場合には､直ちに第一報を報告す
るものとする。

－23－



参考3事案類型別報告期限一覧表

(注） 1 標準報告期限（第一報）において、 「翌日まで」とあるのは、事案発覚日（担当者が事案の発生を認識

した日をいう。以下同じ｡）の翌稼働日を報告期限とし、 「3日目まで」とあるのは、事案発覚日から3

日目の稼働日を報告期限とする。例えば､水曜日に発覚した事案については、金曜日が報告期限となる。

上記期限にかかわらず、署から局への報告は原則として事案発覚日の当日中に、また、局から庁への

裁豈は原則として署から報告を受けた当日中（局において発生した事案については原則として事案発覚

日の当日中）に行うよう努めることとする。

2第一報については、文書でも口頭でも可とし、口頭の場合は、その後速やかに文書で報告する。

3納税者や税務行政等に及ぼす影響が極めて大きいと認められる場合など、直ちに対応を要する事案

（例：報道が想定される事案）については、上記の期限にかかわらず速やかに報告するものとする。

4その他、一覧表に該当しない事案についても、早期に報告が必要と判断される事案については適時報

告する。

－24－

報告を要する事案
標準報告期限
(第一報）

現金過不足等

現金領収金額の過不足・亡失 翌日まで

情報漏えい

庁舎外に持ち出した行政文書（公表文書を除き、情報処理機器及び情報記録

媒体を含む。以下同じ｡）等の紛失、置き忘れ、盗難

納税者等から受領した書類（一時的に借用したものを含む｡）の紛失、置き忘

れ、盗難

納税者を取り違えた処分・指導

(例）同姓同名の別人に対する差押え

翌日まで

翌日まで

翌日まで

携 豐蕨恵忌剛

所在不明等

庁舎内での行政文書の所在不明・誤廃棄

※納税者の権利・利益に影響を与えない部内資料に係るものを除く。
3日目まで

事務処理誤り・遅延

同一の納税者に対して事務処理を2回以上誤った事案

不適切な事務処理に起因して、 10人以上と認められる納税者の権利・利益に

影響を与えた事案

(例）地方税当局への閲覧・回付漏れ

同様の事務処理誤りが他局・他署においても発生すると想定される事案(納税

者の権利・利益に影響を与えないものを除く。 ）

(例）システムを利用した事務処理誤り

翌日まで

翌日まで

翌日まで

…語雲
コニ

可H
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事務運営の概要等

総務部国税広報広聴室

所掌事務

(1) 納税意識の向上に関する事務（租税教育・税を考える週間）

(2) 税に関する知識の普及と向上に関する事務(確定申告期広報・税制改正等の周知）

(3) 広聴に関する事務（意見要望・国税モニター）

(4) 報道に関する事務(報道発表・緊急対応）

1

2執行体制

局国税広報広聴室（広報係、報道係）のほか、広域中心署9署に配置した税務広報広

聴官が広域運営により事務を所掌している。

〔参考〕 令和元事務年度広域中心署及び対象署

ヘ

ノ

-1-

広域中心署
人員

官 椎
広域対象署（署数）

千葉東 2 ー 千葉南、千葉西、館山、木更津、茂原（5）

成 田 2 一 銚子、市川、船橋、松戸、佐原､東金、柏（7）

麹 町 2 －

神田、芝、麻布、品川、小石川、本郷、荏原、大森、雪谷
蒲田、豊島、板橋（12）

、

東京上野 2 1
日本橋、京橋、浅草、本所、向島、江東

荒川、足立、西新井、葛飾、江戸川北、
西、江東東、王子、

江戸川南（14）

渋 谷 2 ー

四谷、新宿、 目黒、世田谷、北沢、玉川、中野、杉並、荻窪
練馬東、練馬西(11)

、

立 川 2 1■■■■

八王子､武蔵野、青梅、武蔵府中、町田、 日野、東村山（7）
● 夕

横浜中 2 一

鶴見、保土ケ谷、横浜南、神奈川、戸塚、緑、横須賀（7）

藤 沢

E

9

』

2 1

‘

－

川崎南、川崎北、川崎西、平塚、鎌倉、小田原、相模原、
厚木、大和（9）

甲 府 ー2 山梨、大月、鰍沢（3）

合計9署18名（ほか付職員1名）
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事務運営の概要等

総務部人事第二課

1 服務関係事務

（1）服務規律の遵守

国税組織の秩序を維持し、統一的・能率的な事務運営を図るため、職員全員が関係法令に

定められた勤務時間・各種休暇制度等の服務規律を正しく理解するとともに、これを遵守す

るよう会議・研修を通じて指導している。

イ勤務時間等の厳正な管理

ロ年次休暇等の計画的な取得

ハ特定病気休暇の適切な管理、

（2） あらゆるハラスメントの防止

あらゆるハラスメントは、個人の人権を侵害するほか、職員の職務能率や職場環境に悪影

響を与える重大な問題であることから、その未然防止の徹底を図っている。

イ会議･研修等を通じた職員の意識啓発､研修資料(DVD教材､研修用パワーポイント）

の提供

ロ署幹部に対するハラスメント防止講話の実施

ハ各署にハラスメントに関する相談員及び相談連絡員の設置

二相談窓口を紹介（局署及び外部相談窓口）

ホホットライン相談窓口の設置

（3） ワークライフバランス推進及び第Ⅲ期安心子育て応援プラン．

イ取組等の趣旨

男女を問わず職員全体について、仕事の質と能率性の向上、仕事と生活の調和（ワーク

ライフバランス）を確保できる働き方を実現していくために平成26年12月に「財務省女性

職員活躍とワークライフバランス推進のための取組計画」 （以下「取組計画」 という｡）が

策定された。

また、子育てと仕事の両立しやすい職場環境の醸成を図ることを目的として平成17年

4月から実施された｢国税庁特定事業主行動計画(第1期､第Ⅱ期安心子育て応援プラン)」

の計画期間満了に当たり、更なる子育てと仕事の両立推進に向け、これまでの取組状況や

「取組計画」などを踏まえ、平成27年3月に「国税庁特定事業主行動計画（第Ⅲ期安心

子育て応援プラン)」が策定された。

-1-



ロ 当課における重点的な取組

①東京国税局女性職員活躍・ワークライフバランス推進委員会及び国税庁特定事業主行

動計画推進委員会の開催

②ワークライフバランス推進強化月間（7 ． 8月）の取組

③ゆう活（夏の生活スタイル変革） （7 ． 8月）の実施

④各部署におけるワークライフバランスの取組の促進

⑤ 「子育てに関する休暇等チェックシート兼連絡せん」を活用した両立支援制度の

利用促進

⑥フレックスタイム制の円滑な実施

⑦テレワーク （試行）の拡大・推進

⑧会議・研修における職員の意識醸成

⑨数値目標（育児休業等の取得状況） (単位：人,％）

年度
Ⅲ期目標26 27 28 29 30

区分～

育児休業者数

:取得≦墓率ざ

ワ
合
一
ｎ
．

ワ

白

》

．

》
庁
＃

40 85

24. 1

145

39.9

147

39.4

13%
以上11．9

汐啄且 』

鵠年 司 b

出産休暇･子の養育休暇
合計5日以上取得者数

100%

両休暇
合わせて

5日以上

163 338 348287 309

男 取一? 』得::患率 54．0 85.,2 87J8 93.農1 93:霞3

－－
出産休暇取得者数

::目 E 灘F

取得塞!率

282

93.4

324 356345

98.0

363
性

96.1 98.1 97..3

一一
子の養育休暇取得者数

E1

取得率

229 320 335 350 364

75.8 96．495.0: 95.2
智 蝋猫 雫

97.6

(4) その他

イ超過勤務の上限等に関する事務

ロ交通需要マネジメント試行の取組

ハ公務災害及び通勤災害の認定事務

二再就職規制の届出管理

ホ兼業の承認、兼業の許可及び兼職の承認の事務

_0_
全

(参考）

Ⅱ期目標

10％

以上

95％
以上

95％
以上



研修関係事務

令和元事務年度の職員研修の実施計画

職員研修については、①時勢の変化に適応する能力の向上、②若手職員等経験の浅い職員

の育成、③職務遂行能力の向上及び④法令遵守及び良好な職場環境の醸成を目的として、次

2

(1)

の事項に重点を置いて計画的に実施する。

イ重点事項

（ｲ） 社会経済情勢の変化に対応した研修

（ﾛ) ICTリテラシー向上のための研修

(ﾊ） 若手職員等経験の浅い職員に対する研修

(二） 経験や役割に応じた研修

(ﾎ） 公務員倫理と非行防止に関する研修

(ﾍ） 明るく風通しのよい職場環境に配意した研修

〔参考：職員研修体系の概要図〕

長期研修 専科

本科

［議
一壼扇斎喜一] (専門実務）
虫．国際課税I。Ⅱ‐審理I。Ⅱ、窓口英語I。Ⅱ‐中国語1－韓国語

本校研修

通信研修

［長期研修

地方研修(東研）

短期研修

専攻税法

審理(特別）

人事院研修等

(注） 枠内が、人事第二課の研修計画策定対象となる研修である。

－3－

庁主催研修

、

I
6

局及び署が主催す

(上記研修を除く）

蕊頚 局が主催する研修で､局等に研修対象者を集めて､担当事務に直接関連する専門的な知識と技能の向上を図るための研修を実施

各ブロック幹事署力注催する研修で､事例研究･討議など実務に即した実践的な研

修を実施

雰
D

p

口◇ロ発４・，ロ

獄

＃卯

＝

ロ
呂蕊

部課室､税務署単位及び事務系統単位で

実施する研修

日常の執務を通じ､個々の職員に対して実

施するもの

織
擬
撫
織
灘
澱
鯛
綴
蕊
溌
蝋
燃
鰄
識

蕊議局主 催珊
ﾛ‘ﾛFp rrDp,rpFpTDp.■ ,■

蕊蕊謹鴬謹議鐡鴬鍵蕊
ﾕ■■■■■ 4■｡｡■ﾛ①･4■望■~叩 . F‘.、望ﾛｰ 伊~-~ 回ﾛ 望4 ﾛﾆｭﾛ ｰﾛ･ -.ﾛ ｰ ﾛ ■ d p a~4．少司。 ﾛaCT4 ㎡ ロ ｡且 ロ 『 . 4 454△4△0 0..△00 △‘‘.△△g‘.､心･△･c0 e‘●‘

凋署職場瀞
■, L■ fﾛ ずﾛ ■ ‘q1pさ.d■ ･申ﾛ- ■L■ frp司巳. ｡ ■■ ｡■｡ ｡｡｡ ■』



ロ局主催研修の年間計画日数等（計画）

ハ局署職場研修

局署職場研修については、研修計画に掲載されている研修メニューから、効果的かつ効

率的な研修となるよう、年間計画(1人当たり年間10.0日程度)を策定し､確実に実施する。

なお、平成30事務年度においては、 ICTリテラシー向上やワークライフバランス推進

に対する取組の一環として、その分野の専門家を講師に招き、局職場研修を実施した。

また、経験の浅い職員に対する研修は、調査・徴収能力等の段階的かつ着実な向上を目

的として日常の実務指導(0JT)を基本とし、職員個々の特性、習得度及び研修ニーズを

考慮して計画するが、標準的な日数にとらわれることなく所要日数を確実に事務計画に織

り込んで実施する。

(2) 人事第二課主催研修の企画・実施

イ管理者セミナー

全署長・副署長を対象に、組織の円滑な運営及び管理者としての行動指針を示すため、

局長講話、各種ハラスメント等に関する研修を実施する。

ロ管理者育成研修（階層別）

署の新任副署長、総務課長等の管理者を対象に、各階層に必要とされるマネジメント能

力等の向上を図る研修を実施する。

(3) 障害者への理解を深めるための研修

障害を有する職員と共に働く職場環境を醸成するため、全職員を対象に、障害特性や配慮

事項の習得を目的としたL州トレーニング研修、ハローワーク主催「精神・発達障害者しごと

サポータ養成講座」や視聴覚教材を活用した研修を実施する。

また、障害を有する職員の職場内外の悩み等に対応する「相談員」及び個別的なサポート

を行う 「支援者」を対象に、厚生課主催「メンタルヘルス講話」及び「心のバリアフリー啓

発研修」を実施する。
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3試験関係事務

（1）職員採用試験

令和元年度の職員採用試験は、 「国税専門官採用試験（大学卒業程度)｣、 「税務職員採用試

験（高校卒業程度)｣、 「経験者採用試験」及び「障害者選考試験」を実施する。

なお、昨年度から実施した障害者選考試験において、人事院に対し｢予約が一杯で希望す

る省庁の面接を受けられなかった」などの批判があったことから、今年度は、受験者間の公

平性を担保するため、採用希望者全員を期間内に面接することとされている。

また、国税庁人事課から、採用者に占める女性割合を30％以上にするよう指示されている。

〔参考：試験区分別の採用状況〕 (単位：人）

（注） （ ）書きは、内書きで女性を示す6

イ試験の実施

〔参考：令和元年度の採用試験実施スケジュール（予定)〕

－5－

平成26年度

(H27.4採用）

平成27年度

(H28.4採用）

平成28年度

(H29.4採用）

平成29年度

(H30.4採用）

平成30年度

(H31.4採用）

国鵬棺

東京局

全国

(83）

333

(295）

1,029

(124）
357

(416）

1,154

(86）
277

(262）

1,043

(106)

370

(339）

1，109

(113）

378

(328）

1，158

税務職員

東京局

全国

(70）

218

(245）
696

(69）
209

(245）
703

(67）
228

(272）
797

(59）

211

(282）
784

(84）

215

(300）

765

経験者

東京局

全国

(6)
13

(7)
15

(4)
17

(5)
24

(22）
111

(34）
182

(18）
105

(31）

200

(25）

92

(46）

209

障害者

東京局

全国

(2)

26

(14）
90

1次試験
(筆記）

試験日 合格発表

2次試験

(面接・身体検査）

試験日 合格発表

採用

面接
内定 採用

国税専門官

税務職員

経験者

障害者

6/9

9/1

9/29

9/15

7/2

10/3

10/23

10/17

7/16～19

10/15･ 16

11/3．4

9． 10

10/28~

11/11

8/20

11/12

11/27

11/26

8/20

以降
11/12

以降

【3次試験】

12/7．8

－

10/1

以降
月

中旬

12月

下旬

11/26

2/4/1



ロ募集活動

平成30年度は、①大学、高校、専門学校主催の公務員ガイダンスへの参加、②民間企業

合同説明会への参加、③当局開催の職場説明会を行った。

また、平成28年度からは、大学等で実施する「税を考える週間」等での局署幹部講演時

に、国税の職場紹介及び局で実施する職場セミナーの周知を行っている。

令和元年度も引き続き実施し、受験申込者の増加を図る°

部内研修の研修生選抜試験

本科、国際科及び専攻科の各研修生選抜試験を実施する。

なお、試験日程は、 7月上旬に正式決定する。

〔参考：令和元年度の部内研修生選抜試験スケジュール（予定)〕

(2)

(3)税理士試験

税理士試験は、国税審議会（税理士分科会）から国税庁が委託され、その指示に基づき、

各国税局において実施している（全国12都市14会場)。

当局においては、庁人事課からの予算配賦のもと、試験会場の選定・手配、試験申込の受

付、試験官及び試験補佐官の手配、職員の派遣依頼、試験実施の運営事務を行っている。

－6－

本 科

研修目的

試験日

試験科目

合格発表

･専門官職としてふさわしい知識、技能を習得

･税務の中核者としての視野、識見、判断力等を身に付ける

1次

試験

10/3

筆記（教養）

2次

試験

11/19

筆記（税法)、人物（面接）

翌年3月

国際科

研修目的

試験日

試験科目

合格発表

･国際課税の分野におけるより高度な専門的知識を習得
･調査等に活用できる応用能力の向上

12/5 （午前）

筆記（国際租税法、海外取引調査法、国際取引実務）

翌年3月

専攻科

研修目的

試験日

試験科目

合格発表

･審理等に関するより高度な専門的知識を習得
･調査等に活用できる応用能力の向上

12/5 (午後）

筆記（税法）

翌年3月



〔参考：令和元年度（第69回）のスケジュール等〕

〔参考〕国税審議会税理士分科会委員による視察

令和元年8月6日 （火）に、試験の実施状況確認のため、

教大学会場を視察する予定である。

【前年視察者】

試験本部が設置されている立

委員 山田洋（濁協大学教授）

委員 福田進（(一財） 日本不動産研究所会長）

国税庁人事課長

－7－

試験日 合格発表 試験会場（受験申込者数）

8/6～8/8 12/13

立教大学 ( 11,886人）

東京外国語大学 （ 3,400人）

早稲田大学 ( 1,200人）

(合計16,486人）

P
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事務運営の概要等

総務部考査課

人事評価事務

(1) 人事評価の目的等

人事評価は、職員個々の能力や実績を的確に把握して、任用､給与、分限等の人事

管理の基礎とするほか、職員の自発的な取組による能力・業績の向上を促進させる人

材育成の意義も有しており、更には、評価の過程におけるコミュニケーション等を通

じて組織のパフォーマンスの向上に寄与するものである。

適正かつ公正な人事評価のため、評価者と被評価者との間で認識の共有化及び意思

疎通の緊密化を図るとともに、評価等に必要な事務量を確実に確保の上、評価手続を

適切に実施する。

(2) 評価期間等

人事評価は、能力評価と業績評価の2種類で構成され、いずれも絶対評価で行う。

イ評価期間等

1

ロ評価スケジュール（概要）

※ 9月期及び3月期に「期末・期首面談」を実施する。

-1-

評価期間等 評価内容

能力評価

〔職位別〕

【定期評価（1回)】
10月1日～翌年9月30日
【仮評価】
3月31日、 6月30日

9 J

職員がその職務を遂行するに当
たり発揮した能力の評価

業績評価

〔ポスト別〕

【定期評価(2回)】
10月1日から翌年3月31日
4月1日から9月30日

【仮評価】
6月30日

職員がその職務を遂行するに当
たり挙げた業績の評価

●

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

能力評価

7/10定期

人事異動
二

－雇函
|('0月~9月|)

定期評価

(9月）

匡

~屋
仮評価

(3月）了
二 星

言

圃
一一一

仮評価

(6月）

－
１
ｊ
ｌ

業績評価

．
’ 二

｜ 戸 ’

|(4月～9月 ’

定期評価

(9月）

二

｜ 戸’

’ 10月～3月 ’

定期評価

(3月）

里 星

｜ 戸|－

｜ ’

仮評価

(6月）



〔参考〕特別評価

特別評価は、条件付任用期間（※）中の職員に対し、条件付任用期間を評価期間として、

当該期間において把握した当該職員の職務遂行状況等を踏まえ､能力評価（｢可」又は「不

可｣）により実施する。

※条件付任用期間

・条件付採用期間：採用日から6月間

・条件付昇任期間：昇任日から6月間

2身上申告書事務

毎年、仕事や勤務地についての希望、家庭事情、子育て及び介護の状況等を記入した

身上申告書を指定官職は2月、一般官職は4月に作成・提出させ、身上把握等の人事管

理資料として活用している。

3表彰関係事務

（1） 永年勤務者表彰

イ本年の永年勤務者表彰の対象は、次のとおりである。

※人数については、令和元年5月31日現在の見込人数である。

ロ 曰程等（予定）

（ｲ） 開催日時

令和元年10月23日 （水） 表彰式午後

（ﾛ） 開催場所

メルパルクホール東京（港区芝公園2‐5-20） （平成22年度より使用）

ハ副賞等

大臣表彰受彰者のみ副賞を授与している。

(2) 財務省退職者表彰

勤務年数25年以上の職員で勤務成績良好な者が退職する場合、国税庁に内申の上、

財務大臣からの賞詞及び副賞を授与している。

(3) 退職者局長感謝状

勤務年数満20年以上25年未満で勤務成績良好な者が定年退職する場合、退職者局

長表彰を実施し、感謝状を授与している。

－2－

区分 要件
も

期別 人数

大臣表彰 勤務年数30年 普通科49期、専科19期 644名

長官表彰 勤務年数20年 普通科59期、専科29期 257名



(4) 功績者表彰等（｢国税庁表彰準則」に基づく表彰）

次のとおり、個人及び団体を表彰している。

なお、表彰式については、毎年6月に実施している。

栄典関係事務 ‘

春秋叙勲、褒章、死亡叙位・叙勲及び高齢者叙勲の内申手続を行っている。

4

証票関係事務

職員の身分証明書と権限行使に関する質問検査章等の発出及び管理を行っている。

5

非行の未然防止事務

職員の非行の未然防止のため、主に次の注意喚起等を実施している。

なお、職員の非行に対する適切な対応と非行の根絶に向けて、毎月、関係各課と共に

6

非行事案（疑いのあるものを含む｡）の局長報告を行っている。

(1)会議・研修等での指示

(2)綱紀の厳正な保持の指示文書の発遣（年末・定期人事異動前）

(3)国家公務員倫理法令に関する指示文書の発遣（倫理月間時）

(4)実際の処分事例による注意喚起（四半期ごと）

(5)局WANを活用した考査課情報等による全職員への注意喚起

(6)消費者金融等返済状況の確認（2月・ 8月）

(7)所属部署に対する職員情報の提供

－3－

功績者

表彰

困難な環境を克服し、あるいは旺盛な責任観念に徹して職務を遂行し、
顕著な功績のあったものを、長官・局長・署長が表彰している。

長官
個人

団体
庁に内申

局長
個人

団体

各部長が選考

各部長から推薦された事案を局長が選考

署長
個人

団体
各署長が選考

善行者

表彰

人命救助等、他の職員の模範として推奨に値する善行があった職員．
団体に対して、その内容により長官・局長・署長が表彰している。



フ懲戒処分等事務

職場秩序及び公務能率の維持・向上の観点から、①非違行為に対しての懲戒処分、②

内規に基づく矯正措置等、③適格性の欠如等を理由とした分限処分、④不利益処分に対

する不服申立て（審査請求等）への対処を行っている。

〔参考〕当局における非行事案の措置手順

ｒ
聞
囹
」

－し

’1

監察官の監察結果

8 国家公務員倫理法関係事務

国家公務員倫理法は、国家公務員の職務に関する倫理保持を目的として、平成12年4

月1日に施行された。また、国税庁においては、平成14年8月28日に「国税庁職員の

綱紀の厳正な保持に係る指針について」事務運営指針を定めている。 これらの規程に基

づき、職務執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招きかねない行為の防止を図り、

もって公務に対する国民の信頼を確保するため、次の事務を行っている。

（1） 職員の相談に対する必要な指導・助言、会議・研修においての指示・指導

（2） 利害関係者等と飲食する場合の届出の受理・審査

（3） 事業者等から5千円を超える贈与を受けた場合の贈与等報告書の受理・審査

（4） 講演、執筆等に関して報酬を受領する場合の審査及び承認手続

（5） 倫理月間時における各種施策の実施（局長講話、 LANトレーニング等）

なお、上記(2)については、令和元年6月の倫理法令違反事件を踏まえ、OB税理士と

の私的会合を自粛している（従前はOB税理士と飲食をする場合には届出制で実施して

いた｡)。

また、平成29事務年度から、税理士桜友会主催の会議において、考査課長が国税職員

との適正・健全な関係維持に向けた協力を依頼している。

公益通報者保護法関係事務

内部の職員等からの公益通報に係る事務を行っている。

なお、外部からの公益通報に係る事務は、総務課が担当している。

9

－4－

【 考 査 課 事 案 】

○職務関連以外の非行事案（原則）

交通事故･不良借財･暴力飲酒上の非行･破廉恥行為等

【 監 察 官 室 事 案 】

○職務関連非行事案（原則）

収賄･公金横領･税理士類似行為･守秘義務違反等

処分の検討
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事務運営の概要等

総務部会計課

1 令和元年度予算の執行

令和元年度の当初予算額は､1,506億76百万円であり、そのうち人件費等を除いた155

億64百万円について、 ICT化推進経費、アルバイト賃金及び庁舎整備費等に重点を置

き、予算執行見込額を策定した。

当初執行見込額については、令和元年5月16日に各署に対して予算額を示し、併せて

同日に指示文書を発遣し概要及び留意事項を示したところであり、今後は、署務運営に

支障が生じないよう継続的に予算調整を行っていくこととしている。

なお、確定申告経費予算については、 6月及び11月に国税庁から通知を受け､例年11

月頃、署に対し通知を行っている。

2地球温暖化対策

「財務省実行計画」において、 2013年度（平成25年度）を基準として、温室効果ガス

の排出量を2030年度（令和12年度）までに40%削減することを目標とし、中間目標と

して、 2020年度（令和2年度）までに10％削減を目指すこととされている。

現在の地球温暖化対策の取組を継続することで、令和2年度の中間目標（10％削減）

を達成できる見込であるため、今後も、局署において職員の健康面にも配意しつつ事務

に支障のない範囲で、継続的に地球温暖化対策へ取り組むこととしている。

また、｢財務省実行計画｣で新たに定められた用紙の使用量の削減目標を達成するため、

令和元年度においては、平成28年度比で15％の削減を目標として設定したことから、

引き続き事務に支障のない範囲で、積極的に用紙の使用量削減に取り組むこととしてい

る。

3入札等監視委員会

平成19年11月29日付財務省発遣通達｢財務省入札等監視委員会の設置及び運営につ

いて」に基づき平成20年1月から当局の公共調達に係る契約を監視する第三者機関と

して「財務省第6入札等監視委員会」が設置された。

入札等監視委員会では、原則として年4回の定例会議を開催し、委員（局長が任命）

により抽出された案件について審議されており、定例会議時に委員から出された意見を

その後の契約事務に的確に反映させている。

-1-



〔参考1〕財務省第6入札等監視委員会委員名簿

〔参考2〕平成30事務年度の定例会議開催状況

－2－

役職 氏 名 現 職

委員長 鈴木 豊 青山学院大学名誉教授

委員 山本 清 鎌倉女子大学学術研究所教授

委員 志村 武 関東学院大学法学部教授

区分 開催日 審議対象期間

第1回 平成30年9月10日 平成30年4月～6月契約分

■ ▲

第2回 平成30年12月10日 平成30年7月～9月契約分

第3回 平成31年3月18日 平成30年10月～12月契約分

第4回 令和元年6月28日 平成31年1月～3月契約分



令和元年度予算執行見込額について

〔庁通知額〕 〔単位：百万円、％〕

※1

※2

百万円未満の端数を四捨五入したため、合計額等が一致しないものがある。

括弧内の数値は、構成比率を示す。

－3－

区 分 平成 30年

蘆
’ 対 前 年

’ 増減額 比率

人 件 費

(85.8）

126,483

(86.7）

130,615 4， 132 103.3

超過勤務手当

(25）

3,647

(2.2）

3,361 △286 92. 1

旅 費

(0.7）

1，063

1

(0.8）

1， 137 74 106.9
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〔別表1〕

物件費当初予算執行見込内訳

※百万円未満の端数を四捨五入したため、合計額等が一致しないものがある。

－4－

項 目 30年度 元年度
対前年

増減額 比率

当初予算執行見込の主な内容（増減理由）
〈 ＞は計画額 ・ （ ）は増減額

1基 本 的 経 費

(1)通信費

(2)光熱水料

(3)庁舎維持管理費

(4)文具類購入費

(5)発送代行経費

(6)その他

2 ICT化推進経費

(1)KSK関係経費

(2)局WAN運用経費

(3) e-Tax関係経費

(4) OA関係経費

3アルバイ 卜賃金

局署事務補助経費

4調査・徴収関係経費

(1)土地鑑定評価経費

(2)領収現金集金事務委託

(3)捜査費

(4)差押物件等鑑定料

(5)その他

5職場環境整備経費

(1)一般備品等の整備

(2) レイアウト変更経費

(3)その他

6福利厚生関係経費

(1)健康管理費

(2)独身寮管理委託費

(3)厚生施設整備費

(4)その他

7そ の 他 経費

(1)庁舎移転関係経費

(2)記帳指導関係経費

(3)確申期プレハブ借料等

(4)その他

合 計

5.345

1，731

677

825

761

148

1,203

1，528

1， 189

31

165

144

3，309

3.309

1．413

798

127

134

67

286

230

188

40

3

338

269

28

32

9

402

28

06

37

31

1

2

12.566

5.448

1702

1

651

857

736

154

348

1．382

1，049

1

177

155

3，659

3.659

1．407

813

108

131

65

290

161

107

51

3

363

284

30

35

14

462

44

09

38

71

1

2

12．882

103

９
６
２
２
△
△
32

△25

6

145

△146

A140

△30

12

11

350

350

△6

15

△19

３
２
△
△

4

△69

△81

11

一

25

５
２
３
５

１

60

６
３

１

1

40

316

101．9

98．3

96．2

103．9

96．7

104. 1

1121

90.4

88．2

3．2

107.3

107．6

110．6

110．6

C

99．6
－

1019

85．0

97．8

97.0

101.4

70．0
－

56.9

27.5

00.0

１
１

107．4

105．6

107． 1

109．4

155．6

114．9
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

157. 1

102.8

102.7

117.3

－

102.5

郵便料<1,602>(△25）

電話料<100>(△4）

契約単価の減

市場化テスト<537>(+44）

事務管理センター<166>(+30）

合同庁舎維持管理<67>(△33）

-署一括調達物品く304>(△87）

_電子式複写機用紙<199>(+63）

一局便く209>(+26）

八王子庁舎く118>(皆増）

物品倉庫<58>(+10）

産業廃棄物処理く28>(+16）

_基本経費財源(A102)

･業務処理委託<603>(+80）

封入外部委託<166>(△25）

センター光熱水<156>(+20)

､データエントリー<皆減>(△215）

［

● 寺

e-Taxオペレーター<171>(+13)

デジタルフオレンジック機器<20>(+10）

内部事務補助（資料情報事務） 〈616>(+162）

障害者雇用く148>(皆増）

課税部コールセンター<125>(+40)

内部事務センター<21＞(+17）

署総務課アルバイト<87>(△72）

非常勤職員活用拡大分<皆減>(△48）

調査経費(銀行コピー代)<111＞(+15）

デジタルフオレンジック研修<45>(+36）

備品整備<77>(△77）

・ 令

厚生課計画額

H30･税相R元･神田ほか4署

-軽減税率広告費<35>(皆増）

IDJJ-ド更新<14>(+11)
ー ■



〔別表2〕

営繕費当初予算執行見込内訳
〔単位：百万円、％〕

※百万円未満の端数を四捨五入したため､合計額等が一致しな竺も母心る。

項 目 30年度 元年度
対前 年

増減額 比率

当初予算執行見込内訳の主な内容

〈 ＞は計画額

1震災対策経費

(1)耐震改修

(2)耐震改修設計監理等

｡

2職場環境改善経費

(1)宿舎畳替

(2)庁舎内外部塗装経費

(3)宿舎内外部塗装経費

性)省エネルギー診断経費

(5)特定屋外喫煙所整備費

3庁舎整

(1)基本経費

(2)移転関係工事等

備経費

(3)事務処理センター整備

(4)課税部コールセンター整備

(5)地球温暖化対策（照明LED化）

(6)その他改修工事

4宿舎整備経費

(1)基本経費

(2)その他改修工事

5公共施設等維持管理運営費

PFI維持管理運営費

6そ の 他 経 費

(1)建築物・設備点検費

(2)設計監理料等

(3)不動産購入費

(4)PCB処理費

(5)取壊等経費

(6)国有資産所在市町村交付金

合 計

1.572

1．535

36

40

2

33

1

4

－

1．375

248

898

63
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１
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33
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4

34

2.682

△1． 178

△1． 151

△26

△3

△2

△33

△1

△4

37

△479

△86

△427

一

137

△35

△11

△24

17

17

683

18

22

556

84

3

－

△995

25. 1

25.0

27.8

925

皆減

皆減

皆減

皆減

皆増

65.2

65.3

52.4

皆減

皆減

76.0

55.7

48.5

2

60.7

40.0

03. 11

103. 1

9329

220.0

168.8

皆増

皆増

皆増

100.0

72.9

１
１
１

練馬東く384＞ 【3国3年目】

練馬東く10＞ 【3国3年目】

レイアウト変更：事務管理センター<10>
トイレ洋式化(5箇年計画4年目） ：9署く46＞
食堂厨房改修：中野く3>、板橋く7>、川崎西<9>、

緑く2＞
エレベーター設備補修：練馬東く13＞
外構改修：東村山く17＞

仮庁舎原状回復工事：新宿<92＞
移動式書架：東京上野<27>、京橋く185>、八王子く54>、
新宿く68＞
LAN:東京上野<6>、京橋<7>、荻窪<7>、練馬東<4>、八
王子く6>、神田<10>、新宿<5>

館山<4>、神田く20>、北沢<6>、武蔵野く8＞

消防設備改修：麹町<2＞
蓄電池更新：足立<10>、東京上野く9＞
屋上防水改修：江戸川北く26＞
自動火災報知設備改修：目黒<7>、横浜南く6>、市川く2>、佐
原<2＞

外壁・屋上防水・外部建具・電気設備・機械設備改修：小
田原く161＞

風呂釜・浴槽更新：館山沼寮<2＞

塀改修：館山寮く16＞

局く428>、立川・甲府く129＞

GSセンター設計<11> :千葉西、横浜南

京橋く556＞



超過勤務手当予算について

〔） 庁涌笂

※確定申告期分（庁内示額1,501百万円）については、庁留保されている。

の内三h

－6－
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当初計画 実績
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賃金予算について

○庁通知（予算）額
【単位：戸万円】

○当初計画（実績）の内訳
【単位：百万円】
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事務運営の概要等

総務部営繕監理官

1 令和元年度予算の執行について

令和元年度当初予算額のうち営繕関係は約27億円であり、震災対策及び庁舎整備等に重

点を置いて予算執行見込額を策定し、令和元年5月16日に各署へ工事予定を通知したとこ

ろである。

なお、署務運営に支障が生じないよう、緊急的な修繕については随時対応していく。

2建物の耐震化

建物の耐震化が必要な庁舎（48署）及び宿舎（4寮）については、平成18年度から国税

庁予算及び国士交通省予算により順次整備を行ってきており、令和元年6月現在、残り4

署となっている。

新営庁舎整備予定署（小石川署）以外の対象署は次のとおりである。

（1） 予算措置されているもの（執務開始予定順）

(2) 検討中のもの

-1-

税務署名 現在の状況 執務開始予定 備 考

八王子

(S41年築･経年53年）

工事中

(平成31年1月着工）
R
一

兀。 11．25

八王子市から道路拡幅計画による移

転要請を受け、 「東京地方裁判所八王

子支部跡地」にリース庁舎を建設中

新 宿

(S41年築･経年52年）

工事中

(平成29年11月着工）
R
一

ﾌ画． 12.16 仮庁舎(民間ビル）入居中

税務署名 現在の状況 完成予定 備 考

杉 並

(S41年築･経年52年）
検討中 未定

敷地の大部分が東京都都市計画優先

整備道路に指定されており、移転先に

ついて理財局及び財務局にて検討中



3 国土交通省及び理財局による新営庁舎整備

（1） 予算措置されているもの（完成予定順)

JFI (Private ativeの略） とは、公共施設等の建設、維持管舞

営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法。

(2)要求中、調整中及び検討中のもの

－2－

税務署名
整備

区分
現在の状況 完成予定

入居予定官署等

(下線は管理官署）

ロ 全

泉 橋

(S38年築･経年55年）

合築

(現地）

工事中

(H29年4月着工）
R2．7 狸盗壹､都税事務所

鰍 沢

(S50年築･経年43年）

合築

(別地）
設計中 R4．9

独盗萱、検察、法務、職安
労基 、

、

富士川町（図書館・防災倉庫）

横浜中

(S51年築･経年42年）

合同

(別地）

PFI事業者

設計中

(注）

R5.3

税務署、東審横浜、税関、入管

検察、行政評､保護観、検疫、

職安、防疫、通商､海保、営繕

国道、港湾

、

、

小石川

(S43年築･経年50年）

合築

(別地）
設計中 R5.12

税務署、行政評、営繕、自衛隊、

文京区（清掃事務所、こども園）

税務署名
整備

区分

小

現在の状況 備 考

松
一

戸

(S44年築･経年49年）

単独

(現地）

(別地）

建替要求中

庁舎の老朽･狭あいにより現地建替を要求し

ている。
一

方、松戸市において、松戸駅周辺

の新拠点ゾーン整備基本構想を策定し、市役

所新庁舎建設を計画、区域内に税務署単独庁

舎の建設を並行して検討中

中 野

(S39年築･経年54年）

単独

(別地）
移転調整中

中野区から区役所．サンプラザ地区再整備基

本構想による移転要請を受け、旧警察庁中野

庁舎を大規模改修後、GSセンター新設も含

めて中野署の庁舎移転を理財局が検討中。

整備局では新営事業化が可能か検討中。

口
叩 川

(S46年築･経年47年）

未定

(別地）
移転先検討中

東京都において、品川駅周辺の都市整備計画

の策定を予定しており、品川署の移転先用地

を検討中。



4庁舎大規模改修計画

厳しい財政事情の下、庁舎の新営・建替が一挙に進まない状況にあり、老朽・狭隙庁舎につ

いては、長寿命化を図る必要があることから、国税庁においては、新営と同等の内外観となる

ように改修する「庁舎大規模改修計画（平成30年度～令和10年度)」を策定し、全国規模で計画

的に取り組むこととなった。

当局については、内部事務処理センターに必要なスペースの確保を最優先事項として、計画

に盛り込まれている。

移転調整中庁舎（中野署）以外の対象署は次のとおりである。

○大規模改修計画【当局関係】 （完成予定順）

－3－

税務署名 現在の状況 完成予定 備 考

横浜南

(H8年築･経年23年）
設計中 R3．9 増築（事務処理センター整備）

千葉西

(S52年築･経年42年）
設計中 R3.11 増築（事務処理センター整備）

芝

(S44年築･経年50年）

I■■■■■■ R15年度 庁舎全面改修、増築（次期計画）
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事務運営の概要等

総務部企画課

所掌事務

(1) 国税局の所掌に関する長期的な運営方針に関すること

(2) 国税局の所掌に関する高度情報化への対応に関する事務の総括に関すること

(3) 租税制度の改正に関する意見の取りまとめに関すること

(4)国税局の所掌に関する統計に関する事務の総括に関すること

1

2主な検討課題及び主要事務

（1） 「税務行政の将来像」の実現に向けた取組

税務行政を取り巻く経済・社会の環境が大きく変化する中、引き続き、職場環境の整

備・改善を図りつつ、適正･公平な課税・徴収を実現するには、更なる内部事務の効率

化によって、職員の事務負担を軽減するとともに、外部（調査・徴収）事務量を適切に

確保し、的確な調査・徴収を実施することを通じて、国税庁全体の組織の力を維持・向

上させる必要がある。

そのため、企画課においては、事務系統を横断する次の中長期的課題を関係各課と連

携・協調を図り、三位一体で取り組む。

①内部事務のセンター化の試行等

②データ活用・国税情報システムの高度化

③添付書類も含めたe-Taxの普及に向けた取組

（2） 税制改正意見の提出

適正・公平な課税・徴収、事務の簡素・効率化、納税者利便の向上等のために必要と

認められる局署の第一線における意見の中で、特に重要度及び緊急度の高いものについ

て､局内関係各課の改正意見を取りまとめ､例年3月末を目途に国税庁に提出している。

〔参考〕 税制改正意見提出の提出件数等の推移

－1 －

27

(2015)

28

(2016)

29

(2017）

30

(2018）

令和元

(2019)

2（2020）

計：新規:継続：
、｡●■●■●■e●■Gaae合｡●●●●①●①●●●

変更

庁への提出件数

内主税局提出
●｡●◆◆●心｡◆■①●由■■■■■●■■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■｡●●｡●の｡●｡｡｡●●甲｡●伊｡●｡■●■号■ggggge●eCeDee◆◆●●G●◆◆

内改正実現

66

12
●●●･の合七七七●●b●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■Ⅱ

4

56

8

3

48

10
■DDD9◆●りり●●●争争●◆●争争､●◆争今｡｡申｡●◆●甲◆●◆PDD●●●●■

5

55

10
h■●ggg■gDeee●●e･◆｡◆◆●①●●◆◆●◆●◆◆◆◆◆◆◆◆●◆◆●合･《

2

65

16

3

66 48 16 2

庁において主税局への

申入れ項目を検討中



(3) 統計調査事務

統計調査は、税務行政の運営、税制改正の検討、租税収入の見積り等の基礎資料とす

ることを目的として、局署において毎年実施しており、 「全数調査」 と「標本調査」から

構成されている（参考)。

統計調査の調査結果は、国税庁ホームページを通じて外部に公表している。

また、東京局企画課では、 「民間給与実態統計調査」等の実施に当たり、国税庁企画

課から事務移管を受け、各国税局が行う事務の取りまとめを行っている。

イ全数調査（35種類）

全数調査は、国税で扱う全ての税目の課税状況等を整理したものであり、 「東京国

税局統計情報」として集約されている。

ロ標本調査（3種類）

標本調査は、 「民間給与実態統計調査｣、 「会社標本調査」及び「申告所得税標本調

査」から構成されている。

、

－2－



【参考】

税務統計調査の実施状況

1 全数調査の種類

※平成10年分以降、課税停止されている地価税関係(⑬～⑮)の3種類の統計調査は実施していない。

2標本調査の概要

s作成している統計情報等

-3．

区分
■
■
ｊ
タ
マ兇 ；努統一

三
一■■

口

一

表
↑

区分 税務統一
三
弓一

口

一

表

所
得
税

①申告所得税表

②申告所得金額階級別表

③申告所得種類別表

④源泉所得税表

酒
税

⑰
⑱
⑲
⑳

酒税課税等状況表

酒類免許場数表

酒類製成及び手持高表

酒類販売数量表

法
人
税

資
産
税

V肖
費
税

⑤法人税表

⑥会社表

⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮

相続税表

相続財産価額階級別表

相続財産種類別表

贈与税表

贈与財産価額階級別表

贈与財産種類別表

地価税表

地価税課税価格表

地価税の法人業種別及び資本階

級別表
● ●

⑯消費税表

そ
の
他
間
接
税

徴
収
・
訴
訟
等

⑳たばこ税及びたばこ特別税表

⑳揮発油税及び地方揮発油税表

⑳航空機燃料税表

⑳石油ガス税表

⑳石油石炭税表

⑳印紙税納付額表

⑳電源開発促進税表

⑳国税徴収表

⑳物納表

⑳年賦延納表

⑪国税滞納表

⑫不服審査表

⑳訴訟事件表

②直接国税犯則事件表

⑮間接国税犯則事件表

申

主な調査項目 公表時期(庁）

民間給与実態統計謡査
、
炉
０
ロ
グ宕与所得者数、給与総額、勤続年数等 毎年9月

会社標Z更調査 減価償却費､交際費、寄附金、税額控除等 毎年3月

申告所得税標本調査 所得控除額、源泉税額、扶養人員の内容筆
■
一
０
■
《
凸 毎年2月

作成資料 内 容 提供時期 提供方法 版刷

庁

国税庁統計年報書

民間給与実態統計調査

会社標本調査

申告所得税標本調査

全数調査の調査結果等(全国分）

税務統計から見た民間給与の実態

税務統計から見た法人企業の実態

税務統計から見た申告所得税の実態

毎年6月

毎年9月

毎年3月

毎年2月

HP掲載

HP掲載

HP掲載

HP掲載

局 東京国税局統計情報 全数調査の調査結果等(局分） 毎年7月 HP掲載
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事務運営の概要等

総務部厚生課

1 健康管理事務

職員の健康管理については、生活習慣病対策及び心の健康づくり対策を重点に、診療

所を中心として、各種施策に取り組むこととしている。

（1） 健康診断

国税庁における健康診断の在り方の見直し方針により、平成22年度以降における一

般定期健康診断は、人事院規則に定める対象者及び検査項目に沿って実施することと

されたが、当局においては、引き続き、人事院規則の基準を超える検査項目について、

共済組合の負担で実施することとしている。

また、非常勤職員（希望者）に対する一般定期健康診断についても引き続き実施す

ることとしている。

（2） 生活習慣病対策

生活習慣病に係る被指導区分者が多いことから疾病予防を含め、次の対策を講じて

いる。

イ脳血管疾患及び心臓疾患の発症を防止するため、健康管理医において発症リスク

が高いと認められた職員に対し､健康管理監督者等が健康状態や治療状況を聴取し、

生活習慣改善への取組状況を継続的に監督

ロ生活習慣病関連の指導区分D－1が決定された職員に対し、健康管理監督者等が

定期に治療状況を聴取し、未治療者に対する通院治療を指示

ハ39歳以下の職員のうち、健康診断の結果から、生活習慣病予備群と認められた職

員に対し、局診療所による保健指導を実施

二40歳以上の職員のうち、メタボリックシンドローム及びその予備軍と認められた

職員に対し、共済組合の委託業者による特定保健指導を実施

（3） メンタルヘルス対策

職員自身によるセルフケア支援（相談窓口の設置、精神科医師を講師とした職員研

修、職員セルフケア教材の提供） と、健康管理監督者（統括官等）によるラインケア

（｢職員のメンタルヘルスケア（管理者マニュアル)」の活用、メンタルヘルスLAN

研修、精神科嘱託医による巡回相談等）を二つの柱として、引き続き各種施策を実施

する。

なお、人事院規則の改正により、平成28事務年度から、 「国税庁ス､トレスチェック

制度」が制定され、一次予防（心の不調者の発生防止）を強化するために、職員本人が

-1-



心理的な負担の程度を把握するための検査（ストレスチェック）及びその結果に応じ

て職員本人からの申出による面接指導を年1回（9月）実施している。

また、検査結果を集団ごとに集計・分析し、職場におけるストレス要因を評価して、

職場環境の改善につなげ、ストレス要因そのものの低減に努めている。

〔参考1〕ストレスチェック実施状況

〔参考2〕精神疾患発症者数（新規・再発）

(4) 長時間勤務者に対する面接指導

脳・心臓疾患や精神障害の発症については、脳・心臓疾患や精神障害の発症については、長時間労働との関連性が強いとする医

学的知見を踏まえ、人事院規則の改正により、平成31年4月以降、 lか月当たり超過

勤務時間100時間以上の職員又は2か月から6か月の平均超過勤務時間が80時間を

超える職員及び1か月当たりの超過勤務時間が80時間を超え、かつ､疲労の蓄積が認

められる職員で面接指導を希望する職員について、健康管理医による面接が義務化さ

れたことから、確実に実施する。

(5) 病気療養者の職場復帰支援

病気療養期間を経て職場復帰するまでの各段階における具体的な対応を「職場復帰

マニュアル」 （平成18年6月19日付東局総厚2－38ほか12課合同「職員の職場復帰マ

ニュアルの制定について」事務運営指針）として定め、職場復帰に当たっては、必要に

応じて「試し出勤」の実施や「職場復帰支援委員会」を開催し、事前に受入方針を検討

するなど、職員が円滑に職場復帰できるよう、適切かつ統一的な対応を行っている。

－2－

平成29事務年度 平成30事務年度

対象者 17,759人 17,833人

受検者 15,319人 15,565人

受検率 86.3％ 87.3％

高ストレス者 1,169人 1,241人

医師による面接指導 123人 89人

26年4月

27年3月

～ 27年4月

28年3月

～ 28年4月

29年3月

～

月
月
４
３
年
年
９
０
２
３

～ 30年4月～

31年3月

79人 77人 93人 107人 118人



健康管理面に関する情報の確実な引継

健康管理については、個々の職員ごとに的確な対応を継続して行う必要があること

から、指導区分が付与された職員については、定期人事異動時に、病状、これまでの対

応、経緯等の情報を「健康管理ファイル」により、確実に後任者に引き継ぎ、適切な対

応を行うよう指示している。

(6)

〔参考〕疾患別被指導区分者の状況 (単位:人･％）

(注） 「職員数」は、国税庁へ毎年6月に報告している「定期健康診断等報告書」に基づく。

2共済事務

財務省共済組合（本部長：事務次官）は、本省、財務局、税関、国税庁及び国税局

など35支部から構成されており、東京国税局支部（支部長：局長）は財務省共済組

合内において最大規模の支部である。

〔参考〕組合員数等の状況 (平成31年3月31日現在）

3宿舎事務

（1） 国家公務員宿舎の貸与

平成23年12月に公表された「国家公務員宿舎の削減計画」において、国家公務員

－3－

平成29年3月末

人数 揃靴 構成比

平成30年3月末

人数 揃靴 構成比

平成31年3月末

人数 揃靴 構成比

生活習慣病 4,734 100．8 90.2 4,847 102.3 90.3 4,828 99．6 91．9

精神疾患 337 107.6 6.4 332 98.5 6.2 326 98．1 6.2

そ の 他 178 103.4 3.4 183 102．7 3.5 101 55．1 1．9

合計(①） 5,249

０
９
句
Ｇ
８
《
Ｉ

■
■
■
８
■

101．3

８
０
１

■
■
■
■
■
■
■

100．0 5,362

Ｕ
Ｂ
Ｕ

■
■
８

１
０
■
■
■
■
■

102.2
０
０
＆
日
Ｏ
■
０

100.0 5,255

U U

I O

０
０
白
日
由
■
■

98.0
０
０
日
田
■
巳
■

100.0

職員数(②） 16,030 16, 172 16,373

指導区分割合
(①/②）

32.7 33. 1 32．0

東京国税局支部 財務省共済組合全体 構成比

組合員数 16,288人 76,676人 21.2％

被扶養者数 13,268人 76,455人 17．3%

合計 29,556人 153,131人 19.3％



宿舎は真に公務のため必要な宿舎に限定し、主として福利厚生（生活支援） 目的のも

のは認めないと示され、現在は、財務省理財局長通達に定められた、職務上宿舎への

入居が認められる職員の5類型に基づき貸与している。

(2) 宿舎入居状況

平成31年3月31日現在、当局における宿舎の入居状況は、省庁別宿舎916名(26

宿舎)、合同宿舎等2,325名(151宿舎）で、計3,241名(177宿舎） となっている。

〔参考〕宿舎入居状況 (平成31年3月31日現在）

4診療所の運営

平成27年5月の国税局庁舎移転に伴い､神田税務署庁舎5階から築地新庁舎2階に

移転した。国税局庁舎内に診療所が設置されたことで、職員の利便性が大幅に向上し

ている。

診療所では、外来診察（禁煙外来を含む）のほか、定期健康診断、管理健康診断（指

導区分の更新等)、精密検査、長時間勤務者に対する面接指導、看護職による保健指導

（来所又は巡回形式）等の業務を行っている。

現在、診療所長以下、医療職員19名（ほかにメンタルヘルス科医師5名、非常勤医

療職員1名）及び事務職員として2名（厚生専門官及び共済組合職員各1名）が従事

している。

5 カウンセラー室の運営

カウンセラー室は、職員の不平不満や悩み等の相談に応じ、職員一人一人の心の健康

－4－

区 分 戸数 入居者数 空き戸数

省庁別宿舎

(26宿舎）

世帯宿舎

独身寮

小 計

130

1，120

1，250

98

818

916

32

302

334

合同宿舎等

(151宿舎）

世帯宿舎

独身寮

小 計

1，679

675

2,354

1，660

665

2,325

19

10

29

計

(177宿舎）

世帯宿舎

独身寮

合 計

1，809

1,795

3,604

1，758

1，483

3，241

51

312

363



の保持増進や心が不健康な状態への早期対応を行うことにより、明るい職場環境を醸成

し、勤労意欲の向上及び事務の能率化に貢献することを目的として設置されている。

なお、相談の中には、カウンセラーとしての高度な専門的知識を要する問題や法律の

絡む内容のものも含まれることから、顧問カウンセラーや顧問弁護士による相談を国税

局カウンセラー室等で実施している。

〔参考〕相談体制

－5－

項目 担 当 者 相 談 場 所 相 談 日 等

カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ

部内カウンセラー

(専門官等く3名>）

顧問カウンセラー

(大学教授く1名>）

嘱託カウンセ
ー

フ
凸一

(日本産業カウンセラー協会）

局カウンセラー室
一一一一ｰ一－一‐一一一一一一一一ｰ一一■■一一一一一-一一一一

署会議室等
(巡回方式）

局カウンセラー室

各相談室

(千葉M,鯨､illl,繩､山梨畑

随時
p一ｰー一一一一一ー‐‐－－』■■ーーーーーI■■ 4■■ ，■■ ，■■■■ ｨ■■ 4■■■■■■■■ 1■■－－，■■■■ ，■■■■

午前は集合研修
午後は個別カウンセリング

月2回

予約制（無料）

勤務時間外仕日､祝日を含むウ

予約制（無料）

相
談
法
律 顧問弁護士く2名〉 局カウンセラー室

月2回

予約制（無料）
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『

事務運営の概要等

総務部事務管理第一課

1 基本的な考え方

国税組織で扱う情報は、納税者の権利・義務に直接関わる極めて重要な情報であるこ

とから、情報セキュリティを確保することが極めて重要である。

情報セキュリティ関連規程に定められた事務処理手順の遵守徹底を図るため、研修・

自己点検．監査を実施することで、実効性を確保する。

また、職員ニーズに基づき、事務処理の合理化・効率化を目的としたシステム開発を

実施するとともに、局署の事務運営に支障が生じないようシステムの安定運用を努める。

更に､業務の効率化のため$ ICTを活用した新技術の導入などに積極的に取り組む。

2令和元事務年度における事務運営

(1) 情報セキュリティの確保

情報セキュリティの確保の重要性については、引き続き、会議・研修等の機会を通

じて周知・徹底を図るほか、情報セキュリティ監査については、監査方法を見直し、

効率的に実施する。

また、情報セキュリティ研修については、管理者・コア職員向けの集合研修内容の

見直し、事務管理課職員による署派遣研修の拡大により、不適切事例等の未然防止に

努め、引き続き情報セキュリティを確保する。

（2） 局WANの安定運用

局署の事務運営に支障が生じないよう、局WAN環境の稼働監視・機器リプレース

を的確に実施し、安定運用を行うとともに、障害発生時には、庁局関係部署及び外部

委託業者と連携し、迅速な対応を実施する。

なお､令和元事務年度においては、 9月中旬から局WAN用パソコンのOS更新

(Windows7からWindows lOへ更新）を予定していることから、確実なスケジュール

管理の下、適切に実施する。

（3） データ活用の推進

事務運営や個別事案の検討などの通常業務を行う中で、客観的なデータに基づき、

深度ある検討を行うことができるよう環境を整備し、データを活用することを文化と

して局署に根付かせるため、データ活用の推進・定着に向けた施策に取り組む。

（4） 事務の効率化・高度化

局署のICT支援、RPA※の積極的な活用、新技術の導入などにより、 ICT面か

ら事務効率化・高度化を促進する。

-1-



※RPA(RoboticProcessAutomation)とは、キーボードやマウスを使用して

行っている定型作業をコンピュータにインストールしたソフトウェア（ロボット）

に記憶、代行させることをいう。

また､情報セキュリティの確保に配意しつつ、職員ニーズに基づいたシステム開発

を行い、局署全体の事務処理の合理化・効率化を推進する。

(5) ICT人材育成

局においては、 Office製品やBI ・BAツールなどの操作研修を実施するほか、デ

ータ分析の考え方に関する講話を開催し、 ICTリテラシーの向上を図る。 、

また、署におけるICTリテラシーの向上のため、事務管理課職員を派遣してExcel

研修を実施する。
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事務運営の概要等

総務部事務管理第二課

1基本的な考え方

事務管理センターは、納税者に関する情報を集中管理している非常に重要な施設であ

ることから、高いレベルの情報セキュリティの確保が必要である。

全国システムの運用に当たっては、 ISMS※を的確に運用し、情報セキュリティの維

持・向上に努めるとともに、事務処理手順の遵守を徹底し、正確な運用を実施すること

で、局署の事務運営に支障が生じないよう安定的なオンラインサービスの提供を行う。

※ ISMS (InformationSecurityManagementSystem) とは、保護すべき情報資

産が機密性、完全性及び可用性において適切に管理された状態であることを維持す

るために必要な計画､運用､見直し及び改善を実施するための組織的取組みをいう。

2令和元事務年度における事務運営

（1） 集中管理施設としての情報セキュリティの確保

集中管理施設の運用における情報セキュリティ確保のため、 リスク対策の検討・実

行、各種情報セキュリティ遵守項目に係る遵守状況の定期的な監査及び指導を実施す

る。

また、令和元年11月に予定されているISMS更新審査については、庁参事官と緊

密に連携し、的確に対応する。

(2) KSK、 e-Tax等の全国システムの安定運用

システムの運用に当たっては、局署の事務運営に支障が生じないよう機器・システ

ム等の稼働監視及び各種オペレーションを的確に実施し、安定運用に努めるととも

に、障害発生時には、庁局関係部署及び外部委託業者と緊密に連携し、迅速な対応を

実施する。

特に、確定申告期においては、稼働状況の監視を強化し、障害の未然防止を図ると

ともに障害時の迅速な対応を実施する。

(3) KSKの機器リプレース

令和元年9月中旬からKSK(オープンシステム※）の機器リプレースを予定して

いることから、庁局関係部署と緊密に連携し、的確に対応する。

※認証・運用管理、人事・健康管理・税務相談集計、査察、課税事績検索、業務

管理情報・企画、資料調査‘財産評価、共通番号管理、非課税等、徴収、集中電

話催告

-1-



(4) 局WANパソコンのOS更新への対応

局WANパソコンのOS更新(Windows7からWindowslOへ更新）を、拠点ごとに順

次実施するため、庁局関係部署と協力し、十分に検討した上で作業を実施する。

(5) 免税手続電子化システム導入への対応

令和2年4月の免税手続電子化システムの運用開始に向け、庁局関係部署との連携を強

化し、課題及び進捗の適確な管理の下、関連システムとの連動テストを確実に実施する。

なお、運用に当たっては、システムが24時間365日稼働することから、運用体制を強

化する。
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事務運営の概要等

総務部事務管理第三課

1 基本的な考え方

全国（12国税局（所）及び524署）を対象としたKSK(国税総合管理システム)、

e-TaX(国税電子申告・納税システム）等に係るシステム開発及び運用は、納税者の

権利・義務に直接関わる極めて重要な事務である。

システム開発･運用に当たっては､国税庁参事官の企画・立案・指示の下、開発事務

を遂行するとともに、局署の事務運営に支障が生じないようシステムの安定運用に努め

る。

2令和元事務年度における事務運営

(1) KSK、 e-Tax等の全国システムの開発

令和元事務年度開発案件については、重要開発案件が全て前事務年度からの継続開

発となることから、事務引継ぎ、課題及び進捗の管理を確実に実施し、品質の高いシ

ステム開発を行う。

イ開発局面の充実

開発経緯、本番運用を意識した仕様の検討、設計書の確認を十分に実施する。

ロテスト局面の充実

職員主導の下、外部委託業者との作業分担を明確化することにより、テスト項目

の重複又は漏れを防止し、効率的かつ効果的なテストを実施する。

また、システム間を跨ぐ、テストや外部との連動テストについては、業務横断的な

テスト計画を策定の上、効率的かつ計画的に実施し、テストの充実を図る。

ハ重要開発案件・中長期等案件の管理

納税者等に直接影響する機能開発のうち、特に影響が大きいもの等で、国税庁参

事官が指定する重要開発案件及びこれに準ずる中長期等案件については、各局面で

工程完了会議又は開発品質検討会を開催し、より厳密にシステム開発に係る品質を

管理する。

(2) KSK、 e-Tax等の全国システムの運用

業務システムの運用に当たっては、安定運用に最大限に努めるとともに、障害発生

時には、関係部署間にて情報共有を図り迅速に対応し、局署の事務運営への影響を最

小限に抑える。

また、障害発生原因を分析し、関係部署間にて情報共有することにより、システム

の品質向上及び障害の未然防止を図る。
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3 令和元事務年度における主な開発案件

（1） 重要開発案件 ′

：葵: ：
& 開発概要 : :::z:,

l

KSKシステムを使用するための事務用パソコンの0Sが

WindowslOに移行することから、 当該環境においても、 KSKシ

ステムが継続して使用可能となるようシステム開発を行う。

法定資料、法定外資料、資産蓄積資料及び局独自保有資料な

ど、複数システムにて管理している各種資料情報を資料調査シ

ステムに統合して管理するためのシステム開発を行う。

経費の削減及び業務の効率化・向上を図るため、集中電話催
告システムを徴収業務の基幹システムである徴収システムに

統合するためのシステム開発を行う。

相続税の申告書をe-Taxで提出可能とする。また、受信した

データをKSKへ連携する機能を開発する。

サービス

開始時期
案件名 システム

WindowslO対応 KSK R1．9

資料情報活用の効

率化・高度化
オープン R2． 1

徴収システムへの

集中電話催告シス

テムの追加

オープン R2. 1

相続税申告書の

e-Tax対応

KSK

e－Tax
R1．9

国際観光旅客税の

創設対応
新たに創設された国際観光旅客税について、申告事績等を入

力・管理できるよう開発する。

KSK

e-Tax
R2. 1

消費税軽減税率制

度の実施

KSK

e-Tax
R2.6

OA

KSK

e－Tax

輸出物品販売場の

免税手続電子化
R2.4

(2) 中長期等対応案件

灘灘鍵
識

鍵
騨鐺謡蝉解

議鍵鶴蕊鍵灘議議鍵鍵 議議… 灘号畢………

災害等による期限

延長制度における

延長手続の拡充

KSK

e-Tax
税制改正に応じて、義務化法人の管理に係る修正を行う。

1

R1．7

申告書の電子情報

処理組織による提

出義務者の創設

KSK

e－Tax
税制改正に応じて、義務化法人の管理に係る修正を行う。 R2．3

税務署． 日銀代理店間で書面により行っている手続を、国

税庁、 日銀（及びゆうちよ銀行）間で相互にデータを送受信

することにより行うことができるようシステム開発を行う。

更正の請求書に基づく更正に係る税務署長から請求者への通

知について、請求者の同意を前提として、電子情報処理組織

によることを可能とする。

国税電子申告・納税システム(e-Tax)の対象手続として、

揮発油及び石油ガス税の申告書を追加することで、提出方法

の多様化による納税者利便の向上及び行政事務の効率化を図

る。

年末調整で使用する住宅借入金等特別控除申告書につい

て、電子的に交付することを可能とすることに伴う、所要の

開発を行う。

国税還付金支払手

続のペーパレス化
KSK R2.6

更正の請求に基づ

く更正に係る通知

書の電子化

KSK

e－Tax
R2， 1

揮発油税及び石油

ガス税の電子申告

利用開始

KSK

オープン

e－Tax

R2．6

KSK

オープン

e－Tax

住借証明書の電子

交付
R2，9

調査支援機能の強

化

海外子会社情報等に係るDBを拡充・一元化する。また、

当該データのDLを可能とする。

KSK

オープン
R3．3

｡
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事務運営の概要等

総務部税務相談室

1 税務相談室の所掌事務

（1）税務相談室

税務相談室は､税務一般に関する相談及び苦情に関する事務をつかさどる(省令462条)。

（2） 電話相談センター

税務相談室には、相談事案や苦情事案を集中的に処理する電話相談センターが置か

れ(庁訓令2条六）、電話で寄せられる一般相談等を集中的に処理することで相談事務等

の効率化を図るとともに、電話相談による署の内部事務の中断を排除し、もって署の

内部事務の効率化を図ることとしている。

税務相談事務等の基本

税務相談事務

国税当局が行う税務相談は、申告納税制度の下で、 「納税者の自発的な納税義務の

履行を実現するための納税環境整備の一環」として行っているものである。申告件数

が増加傾向にある中で、納税者サービスを適切に提供するとともに、事務の効率化を

図るため、申告・納税等に際して真に手助けが必要な者を中心に対応していくことを

基本として、対応すべき税務相談の範囲を整理し、相談体制を明確化している。

なお、電話相談センターの相談事務に当たっては、①税務相談への的確な対応、②

事務の効率化の推進及び③納税者サービスの充実等の統一的な基本方針に基づき、相

談事務を的確に実施する（庁事務運営指針） 。

イー般相談の受理

国税に関する制度や法令等の解釈・適用についての情報提供及び手続案内などの

技術的助言にとどまるもの（※「一般相談｣）については、電話相談センターにお

いて集中的に対応する。

ロ個別照会の受理

内容が申告又は納税に直結しており、複雑で具体的書類や事実関係を確認する必

要があるなど、電話での応答が困難なもので、権限ある当局が責任を持って回答す

べきもの（｢個別照会｣）については、税務署において面接により対応する。

※一般相談とは、具体的には、次の(ｲ)又は(ﾛ)に該当するものをいう （東京局事務運営指針)。

（ｲ） 一般的な相談

各税の制度や手続に関して、国税庁ホームページの「税務手続の案内」や窓口に備え付けの各
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種手引等によりワンポイントアドバイスで説明できるもの

（ﾛ） 専門的知識を要する相談

法令適用等に関する判断に各税目の専門的な知識を要する相談で「一般的な相談」以外のもの

(2) 苦情等処理事務

納税者等の権利・利益の保護及び税務行政に対する信頼確保のためには、納税者等

から寄せられた苦情等について、納税者等の視点に立って適切に対応することが不可

欠であり、また、納税者等からの苦情等には、事務処理の改善につながるヒントが含

まれることもある。

このため、 日頃から苦情等の処理の重要性を十分認識した上で、寄せられた苦情等

について的確、誠実かつ迅速な対応に努める（庁事務運営指針） 。

（注） 苦情等とは、納税者等から寄せられた国税当局の事務その他税務一般に関する不平・不満及び

困りごとをいう。

3電話相談の受理体制

署の代表電話番号に架けられた電話は、電話相談センターに設置する自動音声応答装

置によって、①電話相談センターが対応するもの、②所轄署が対応するもの､③消費税

軽減税率電話相談センターが対応するものの3つに振り分けられる。

なお、確定申告期は、簡易な質問に対応するため外部オペレーター（個人課税課）が

設置される。

【電話相談フロー】

璽》
、

'…鴬……：

識
：

：
：

：

：
■

■

：

：
■

：

：
●

；

ミ ン ：
；
食

;駒…量……；

兄金Iこ閏する一般的な

兇務署からのお尋ねや
当薔素翰の§鐸§威禾翰率帯I|塵

「2」を選択 「S」を選択

葛…1
； 受 ；
も:儲俄……….…wwv号,密

斤得税

頁泉徴収

ﾖ爵売魚・賂

(注） 電話相談センターが受電した電話相談のうち「個別照会」及び「個別情報に関す

る問合せ（署からの発送文書、具体的な還付金の振込時期、滞納事案の納付相談に

閏する問合せなど、納税者情報等を参照して回答するもの)」については、税務署に

転送する。
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4相談件数等

（1） 相談件数等
(単位：件）

（注） 括弧書きは、全国の相談件数に占める東京局の相談件数の割合を示す。

【参考】 平成30年度において、東京局全体5,197,924本の電話を着電しており，そ
のうち、電話相談センターには1,408,655本(27. 1%)、署には2,833, 150本

（54.5%)、確定申告電話相談センター等には956, 119本(18.4%)の電話が
着電している。

(2) 相談の多い項目（平成30年度）
(単位：件）

－3－

平成29年度

相談件数
構成比

平成30年度

相談件数
構成比

対前年比

所得税
(24.0%）

566,018 34.3％

(25.5%）

586,643 36.5％ 103.6％

源泉所得税
(32.4%）

174,242 10.6％

(31.5%)

182，041 11.3% 104.5％

資産税
(32.2%）

311,600 18.9％

(30.5%)

290,788 18.1％ 93.3％

法人税
(46.1%)

102,350 6.2％

(45.7%）

92,538 5.8％ 90.4％

消費税
(37.9%）

52,328 3.2％

(35.9%）

53,202 3.3％ 101.7％

印紙税他
(34.2%）

55，591 3.4％

(32.2%）

52,333 3.3％ 94. 1％

そ の他
(32.8%）

388,843 23.6％

(31.8%)

349,275 21.7％ 89.8％

合計
(29.6%）

1,650,972 100.0％

(29.5%）

1,606,820 100.0％ 97.3％

第1位
件数

第2位
件数

第3位
件数

所得税 申告義務･手続等 150,290 医療費控除 67,443 住宅借入金等特別控除 54,431

源泉所得税 年末調整 78,425 非居住者･租税条約 25,536 現物給与等 21,908

資
産
税

相続･贈与等

譲渡，山林

申告義務・手続等(相続税）

申告義務･手続等

38,807

26,559

土地等･家屋(財産評価）

取得費，譲渡費用

19,357

20,953

申告義務・手続等(贈与税）

居住用財産の譲渡･特例

15, 154

20,509

法人税 申告義務,手続等 19,274 減価償却．繰延賀産 101267 申告割書訪 7,685

間
接
税

消費税

印紙税

淵税･免税，不課税

過誤納等

9,929

20,899

繩措置

婚の所属

6,423

16, 157

納税識者

課税･非課税

5,561

11,583

そ の 他 相識内・署の所在地 41,351 地方税 33, 118 納税証明 28, 129



税務相談室の沿革

昭24． 8 国税庁に苦情相談所を新設（監督官・監察官等が担当）

5

大阪局に国税庁苦情相談所支所を新設

東京・関信を除く各局に国税庁苦情相談所支所を設置

苦情相談事務を協議団が所掌(協議官が担当:各局に苦情相談所支所を併置）

苦情相談所を税務相談所に名称変更(協議団支部に税務相談所支所を併置）

東京局税務相談所でテレホン相談開始（41.2大阪局、 43．1名古屋局）

協議団の審判所への組織替えに伴い、各局総務部に「税務相談室」を設置

24．12

251

26． 7

36． 3

40． 2

45． 5

税務相談官が新設され、主要な税務署にも派遣（常駐）

東京局の主要署8署に税務相談室の分室を設置（全局で42分室）

タックスアンサー（電話によるコンピュータ自動回答）を導入

タックスアンサーのファクシミリサービスを開始

インターネットサービスを開始

全局の税務相談室のテレホン相談及び分室を順次廃止

上野合同庁舎に電話相談センターを開設（対象署： 7署）

東京局の局相談室の面接相談を廃止（他局も順次廃止）

東京局の局相談室のテレホン相談及び24分室を廃止

電話相談センター対象署を全署に拡大（全局）

（神田センター・上野センターでの運用開始）

タックスアンサー（電話・ファクシミリ）のサービス終了

神田庁舎耐震工事開始

上野センターが神田庁舎へ移転

テレビ電話相談の試行開始（東京上野署、浅草署）

神田庁舎耐震工事終了

庁ホームページでチャットボットによる税務相談の試行運用開始（予定）

48． 7

621

平4． 6

9． 1

18．11

19． 7

20． 10

20．11

21．11

29． 10

30．10

30．12

31． 3

令2． 1
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事務運営の概要等

課税第一部審理課

1 基本的な考え方

審理課は、課税処理の統一性・透明性の確保の要請を踏まえ、法令の適用に関する事

務に関して多角的な観点から検討を加え、一元的で効率的な審理体制の強化を目的とし

て、局署の複雑困難事案に係る審理事務について、関係各課及び局署審理専門官等との緊

密な連携・協調体制の下、効果的かつ効率的な事務運営を行う。

2事前照会事務

（1） 事前照会事案については、事案の発生後早期に方向性を明確化するとともに、局内

関係課や庁審理室との連絡・協議を密にし、情報を随時共有することで、正確かつ迅

速な処理を行う。

（2） 文書回答手続については、局外への広報活動及び職員への利用促進の意識付けを積

極的に行うとともに、文書回答手続を利用していない事前照会事案に対し利用勧奨を

行うことで、その利用促進を図る。

3不服申立事務

（1） 再調査請求事案については、大型事案を中心に臨署指導を積極的に実施するととも

に、モデルスケジュール表を活用した進行管理の徹底により適正かつ迅速な処理を行

ア

ブ。

(2) 直接審査請求事案については、臨署指導を積極的に実施するとともに、事務が集中

するときには、担当ラインを超えて課内の事務量を平準化することにより、答弁書の

期限内提出を厳守する。

4争訟見込み事案に対する支援事務

（1） 「争訟見込み事案に対する支援等に係る事務処理手続について（事務運営指針)」に

定める支援を実施するほか、①特定の争点・事項についての照会や理由附記の文案審

査などにも積極的に対応、②法曹審理官のノウハウを活用し、調査中の証拠の評価や

私法上の取扱いなどの相談にも積極的に対応、③局調査事案について、支援対象に一

定金額以上の重加算税賦課事案を追加、④局調査事案について、随時、各課の審理専

門官等とショートミーティングを実施などにより、争訟見込み事案に対する早期関与

と的確な支援を実施する。

-1-



1

(2) 法曹審理官による実例を交えた講話を実施し、局・署の職員の能力の向上を図る。

5その他

局内関係課室の審理担当者が一堂に会し、各課室にまたがる広範な審

議及び情報の共有化を図る場として、審理協議会を適切に運営していく。

各課室にまたがる広範な審理
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上の問題の協

．
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事務運営の概要等

課税第一部機動課

1 基本的な考え方

機動課は、資産課税課との連絡協調体制の下、各署における複雑困難事案等の発生状

況及び調査の進捗状況等を的確に把握し、署からの派遣要請を踏まえて、相続税事案を

中心に、 「署では対応が困難な真に調査が必要な事案」に係る調査支援を行う。

また、調査経験の浅い職員（調査事務経験3年未満の者）に対しては、調査技法等の

レベルアップが図られるよう積極的に同行指導を実施する。

令和元事務年度の事務運営

(1) 派遣方針

機動課職員の派遣は、富裕層への対応を強化するため、相続税事案（原則、総遺産

価額3億円以上）を中心に、 「署では対応が困難な真に調査が必要な事案等」に対する

調査支援を主目的として、下表のとおり年3回実施する。

(2) 調査経験の浅い職員等に対する支援

調査経験の浅い職員に対する支援を強化するため、派遣開始時期を7月中旬とし、

専科・専攻税法研修受講前の職員に対する指導を充実させる。

また、調査パフォーマンスの向上を図るため、調査経験の浅い職員に対する指導に

2

加え、派遣先署における事務系統間交流者等への指導を実施する。

○年間派遣スケジュール
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事務運営の概要等

課税第一部資産評価官

土地評価審議会

土地評価審議会は、相続税法第26条の2の規定等により、土地の評価にド

国税局長がその意見を求めたものについて調査審議することを目的として、

開催している。

〔参考〕

○審議事項

①都県庁所在都市の最高標準宅地の評価基準額

②都県の用途別主要標準地の評価基準額及び借地権の価額

③農業投資価格

○委員（定員：20名、任期：平成29年10月1日～令和元年9月30日）

土地の評価に関

○

する事項で

を目的として、毎年5月に

－4－

区分 氏 名 職 名

学識経験者

梅田 圭

井上 隆

西尾昇治

白田佳子

西山由美

西村 新

杉田慶
一

西川弘典

岩谷 眞

稲野邉 俊

坂本圭 一

持田文男

須藤正敏

みずほ信託銀行株式会社常務執行役員

一般社団法人日本経済団体連合会常務理事

東京商工会議所常務理事

筑波学院大学経営情報学部客員教授

明治学院大学経済学部教授

東京税理士会会長

千葉県税理士会会長

一般社団法人不動産協会税制委員会委員長

一般財団法人日本不動産研究所常勤監事

公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会副会長

一般社団法人神奈川県不動産鑑定士協会会長

一般社団法人神奈川県農業会議会長

東京都農業協同組合中央会会長

地方公共団体

の職員

佐藤智秀

尾塔美貴江

今泉光幸

鈴木康之

東京都総務局行政部長

神奈川県政策局自治振興部長

千葉県総務部長

山梨県総務部長

関係行政機関

の職員

倉林健
一

一

一
目

－

ﾉコ 直哉

馬場敏郎

関東財務局管財第二部長

関東農政局経営・事業支援部長

関東森林管理局計画保全部長



事務運営の概要等

課税第一部国税訟務官室

1 基本的な考え方

国税訟務官室は、国税の課税処分等について提起された取消訴訟や損害賠償請求訴訟

等における訴訟事務を通じて、適正・公平な課税の実現と税務行政への信頼を確保する

ことを目的とし、的確な訴訟遂行に努める。

2訴訟事務関係

（1） 事実関係の正確な把握及び的確な訴訟遂行

課税関係の訴訟事務においては、事実関係の正確な把握が極めて重要であることか

ら、新たに発生した訴訟事件については、原処分担当部署と連携を密にして速やかに

原処分等の内容を検討し、訴訟遂行上必要と認められる場合は積極的に補完調査を実

施するなどして証拠を収集し、的確な訴訟遂行に努める。

（2） 主張の充実

海外取引等を含む複雑かつ困難な租税回避事件等については、原処分担当部署を含

む関係部署と綿密な打合せを行うほか、大学教授等の専門家を積極的に活用し、主張

の更なる充実を図る°

（3）最近の訴訟事務を取り巻く環境への的確な対応

訴訟事務を取り巻く環境は、近年、①国際課税や租税回避事件など事件の大型化・

複雑化、②相手側訴訟代理人の専門化、③審理の迅速化の各傾向が継続している。

よって、争訟見込み事案に対する支援などの機会を通じて、引き続き原処分段階か

ら関係部署との緊密な連携を図るとともに、法務当局との連携の強化や、 コアとなる

人材の育成のための計画的な登用にも配意する。

3争訟見込み事案に対する支援

争訟見込み事案については、課税第一部審理課及び調査第一部調査審理課からの支援

要請などを受けて、支援班を中心に、調査の早い段階から関与し、事実確認や証拠等の

収集・保全等について訴訟対応の観点から的確な支援を行う。

4判決情報のフィードバック

勝訴判決を積み重ねて税務行政への信頼を確保していくためには、適時・的確な訴訟

遂行はもとより、課税処分等が訴訟に耐え得るものであることが重要であることに鑑み、

署職員等に対し次に掲げる判決情報を積極的に提供するとともに、その有効活用等を働

きかけていく。

－5－



(1) 判決速報

判決において示された裁判所の判断等を調査現場などの課税実務において早期にか

つ効果的に活用することができるよう、事実関係、判決要旨を簡記した判決速報を作

成し、原則、判決後1か月以内に「東京国税局ポータルサイト共通ライブラリ」に掲載

する。

(2) 調査に生かす判決情報

判決において示された裁判所の判断を基に、法令解釈や調査手続、証拠の収集・保

全など、実務において参考となる事項を判決情報として作成し、 「東京国税局ポータル

サイト共通ライブラリ」に掲載する。

(3) 署の職場研修等への当室職員の講師派遣

上記(1)及び(2)の情報の有効活用と原処分調査への審理支援を目的として、署の要請

に応じて当室職員を職場研修等の講師として派遣しており、引き続き、積極的な活用

を署に働きかける。

－6－



事務運営の概要等

課税第一部資料調査第一課

1 基本的な考え方

複雑、困難、広域、複数税目などの観点から、署では十分な調査を行うことができないと

認められるいわゆる調査困難事案等について、関係者を一体的に捉えた深度ある調査を実施

するとともに、それらに関する調査技法の開発に努める。

令和元事務年度の事務運営

調査事務の充実

調査の実施に当たっては、調査困難事案等を的確に選定した上で、重点課題である国際

化・富裕層・消費税・無申告事案について優先的かつ積極的に着手・処理する。

また、法令等に基づき適正に調査手続きを履行し、円滑に調査を実施するとともに、的

確な進行管理の下、事案に応じた適切な調査体制を編成するなど、コストパフォーマンス

を意識した調査を効果的かつ効率的に実施する。

なお、調査審理においては、客観性を十分に確保した上で、課税の統一性・適法性の確

保及び適正な課税の観点から､審理専門官等が調査着手前（準備調査）あるいは着手後早

期の段階から事案に関与することで、課税要件の充足性を確保するとともに必要な証拠の

収集・保全を的確に行う。

人材育成

当課経験の浅い職員の調査能力の向上を図るため、定期的な机上研修と担当班を中心と

したOJTによる指導を実施するとともに、選定事務に際しては、各種資料の分析・検討

方法等の指導により調査事案の組成手法等を習得させる。

また、署職員の調査能力の向上を図るため、短期併任の受入れ及び局署合同事案調査等

の機会を活用し、OJT及び各種研修を積極的に実施する。

2

(1)

(2)

－7－
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調査事績(平成31年3月末現在）

1基幹事案

※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。

(参考）

※⑫は基幹事案の本税 源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。

基幹｡関連事案合計2

※3年平均欄の｢基幹1件当たり中央値｣は､過去3年間の処理事績に係る中央値を記載している。

(参考）

⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨、⑬は、基幹・関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。
⑪は基幹・関連合計した追徴税額が'千万円未満の事案の件数を示す。
⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。

※
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事務
年度

恥

年度 恥

計画

件数

① 件

着手
件数

着手
割合

② 件 ③ ％

増差
所得

不正

発見
割合

不正

発見

件数

更更

修正

割合
修正
件数

処理

割合
●

処理

件数

④ 件⑤％⑥件⑦％⑧件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

単独
29

30

1

2

(2)
11

(3)
12

(2)
15

(3)
15

136.4

125.0

13

12

118.2

100.0

12

12

92.3

100.0

7

5

53.8

41.7

2,928

1,949

675

332

853

1,151

局署合同
29

30

3

4

(O)
22

(0）
20

(O)
20

(O)
21

90.9

105.0

20

21

90.9

105.0

19

21

95.0

100．0

14

17

70.0

81.0

832

1,225

750

681

382

577

合計
29

30

5

6

(2)
33

(3)
32

(2)
35

（3）蕊
3戯

106.1
。
』
金
零
◇
■
や
ザ
■
ｅ
◇
会
零
￥
《
疑
韓
５
”

。

‐

：

４

：

。

。

●

や
・
撫
・
２

鰹
・
毒
１
“
鐸
舞
Ｉ

■

『

■

Ｊ

Ｐ

Ｑ

凸

ｑ

Ｂ

争

虹

。

｝
、
一
》
寺
一
一
■
Ｆ
一
■
一
《
』
一
一
一
一

33

i蕊1蕊蕊躍

100.0

"IW"I

31

33

93.9

100.0

21

22

63.6

66.7

3,760

3,174

1,425

1,013

1,235

1,728

3年平均 7
32 35 109.4 31 96.9 28 90.3 19 61.3 2,897 1,882 1,204

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
100.0% 102.9%

ポイント

+3.1 106.5%

ポイント

+6.2 117.9%

ポイント

+9.7 115.8%

ポイント

+5.4 109.6％ 53.8％ 143.5％

上記合計の
うち国際化
富裕層

29

30

9

10

(2)
8

(2)
10

(2)
8

(2)
10

100.0

100.0

7

10

87.5

100.0

5

10

71.4

100.0

2

4

28.6

40.0

2,308

1,749

133

181

548

1,059

対前年比
(10/9又は10-9)

11
125.0％ 125.0%

ポイント

±0.0 142.9％

ポイント

+12.5 200.0%

ポイント

+28.6 200.0%

ポイント

+11.4 75.8％ 136.1% 193.2%

事務
年度

N、

年度 NQ

処理

件数

6 －

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円 ⑭百万円

単独
29

30

1

2

23

32

18

32

78.3

100．0

11

15

47.8

46.9

3,226

2,930.

248

244

928

723

71

60

1,308

1,370

4

ー

30.8

ー

101

114

45

59

局署合同
29

30

3

4

30

31

29

29

96.7

93.5

18

24

60.0

77.4

941

1,365

47

65

800

757

40

36

405

620

11

8

55.0

38.1

20

30

9

24

合計
29

30

5

6

53

63

47

61

88.7

ト ′ ‘ ． ‐ ． ‘

;いい968

29

39

54.7

．"･ ･ . . . 曾 写 . ;.｡

"町619;

4,167

4,295

126

:壌:義

3雁

1,728

1,480

52
子
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。
『
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Ｐ

6 $ 凸 牛 ■ - ■

4 C 0 h U U ▲ b －

Q■ ■ ■ ■ ■ L 争 』 ■
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６

①

】
■■

1,713

1,990

15

這簔茎雛

45.5

蕊撒24魁

52

鼎 11; : #ﾊﾙW&‘･I姫

詮淨:60:／

17
手

心

ゴ

、

腸

心
琴29

3年平均※ 7
54 48

6

88.9 28 5L9 3,578

溌
一
５
．

桐
．
》
》
◇
巾
。
－
ヨ
・
ロ
ロ
二
二
｛

《
。
、
》
”
、
口
ロ
ロ
ロ
ロ
ー

〉
①
』
眠
ク
幸
、
年
◇
羊
蛎
夕
毎
毎
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●

■ 6 4 △ b b e 争 ● - 』 ■ｮ ③

郷罐:7砥 1,623 i廷篝12毒
報鮮”; : ; ;
謹榊38.7：

; ::琴琴毒さ
蕊斑52； 二23

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
116.7％ 127.1％

ポイント

1 1 ＋7.9 139.3％

:ドミ ,ポイント
？ ｡ ･ , 胃 。 , ｡

: : :＋10．0 120.0％ 3:0%： 66.8％ 1職63:4％ 122.6％ §66:7％

■ ｡ ■ ■

; ::I :▲：

承都ソ侭
6 4

，
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： :韮《 ＃.: : ？ ： 輔
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上記合計の
うち国際化
富裕層

29

30

9

10

7

10

5

10

71.4

100.0

2

4

28.6

40.0

2,308

1,749

330

175

133

181

19

18

548

1,059

3

1

42.9

10．0

78

106

12

34

対前年比
(10/9又は10-9)

11
142.9％ 200.0％

ポイント

+28.6 200.0％

ポイント

+11．4 75.8％ 53.0％ 136.1％ 94.7％ 193.2％ 33.3％

ポイント

▲32．9 135.9％ 283.3％



、

課税第一部資料調査第一調
0

3基幹･関連･連携事案合計
菫位

關關『々 戴灘
処理 更

件数 修正

件数 割合

側慨更

船慨更

不正

発見

件数

不正

発見

割合

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

増差
所得

追徴
税額

不正

所得

度NC① 件②件③％④件⑤％⑥百万円⑦百万円⑧百万円⑨百万円⑩百万円

27 22 815 15 556 3322 256 1021 79 1332

32 32 1000 15 469 2930 244 723 60 1370

36 35 972 23 639 1032 52 883 44 430

41 39 951 31 756 1580 75 923 44 688

22 81．5 55．6 3322 1021

2930 723

883

580 923

4354 1904

4510 1646

56 88．9 52．4 3712 2292 74

3年平均対比
（6/7又は6-7）

、 ン

126.8％ ＋8.4 71.8％ 67.6％

(参考）

※⑩は基幹・関連・連携事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨は基幹・関連・連携合計した所得金額（⑥、⑧）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。

4消費税
(単位:件,百万円）

※①は基幹・関連・連携事案の件数の合計を示すも
②、⑤は基幹・関連・連携事案の消費税及び各加算税の合計を示す。
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上記合計の
うち国際化
富裕層

29

30

9

10

7

10

5

10

71.4

100.0

2

4

28.6

40.0

2,308

1,749

330

175

133

181

19

18

対前年比
(10/9又は10-9)

11
142.9% 200.0%

ポイント

+28.6 200.0%

ポイント

+11.4 75.8％ 53.0% 136.1% 9467%

事務
年度

Nu

年度 NO.

調査
件数

①件

差
額
増
税 内固有

1件
当たり

②百万円 ③百万円 ④百万円

不正

税額 内固有
1件
当たり

⑤百万円 ⑥百万円 ⑦百万円

単独
29

30

1

2

14

12

305

28

222

19

22

2

92

13

74

11

7

1

局署合同
29

30

3

4

23

28

114

259

66

140

5

9

76

175

58

135

3

6

合計
29

30

5

6

37

40

419

287

288

159

l1

7

168

188

132

146

5

5

3年平均 7
35 351 214 10 174 134 5

3年平均対比
(6/7）

8
114.3% 81.8％ 74.3％ 70.0％ 108.0％ 109.0% 100．0%



事務運営の概要等

課税第一部資料調査第二課

1 基本的な考え方

複雑、困難、広域、複数税目などの観点から、署では十分な調査を行うことができな

いと認められる調査困難事案や、近年の社会・経済情勢の変化や新たな取引手法等にも着

目した多額の課税上の問題が想定される事案､税制や法的仕組みを利用した租税回避等が

見込まれる課税困難事案について、関係者を一体的に捉えた深度ある調査を実施する。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 調査事務の充実

引き続き、相続税事案等の富裕層事案のうち、大口・悪質な調査困難事案や課税困

難事案に重点を置き、関係者を一体的に捉えた深度ある調査を実施する｡

また、調査パフォーマンスの最大化に向け、選定、準備調査、進行管理の各段階で

その精度を向上させる。このため、事案組成部署との連携などにより調査困難事案の

選定や独自選定における事前の資料情報の充実など選定精度の向上に取り組むととも

に、調査展開に応じた検討会の実施、事案ごとメリハリのある事務量投下など、調査

マネジメントをより充実させる。

（2） 調査審理の充実

当課の担当する事案は、社会的注目を集める事案、課税関係が複雑で課税処理が困

難な事案が多いことから、調査審理の充実に努める。特に、課税困難事案や争訟が見

込まれる事案の調査に当たっては、審理専門官の早期関与や調査着手前から審理部署

等との連携により、法令面からの検討、争訟を見据えた証拠の収集と保全などを充実

させる。

3人材育成等

資料調査課の実査官としての経験が少ない者や、若手実査官の中には調査経験が十分

でない者も見られることから、課全体で職員の調査能力及び審理能力の向上に努める。

このため、実地調査等を通じたOJTによる調査手法の習得、調査情報等の共有、事案

検討会の充実などに取り組む。

また、職員が持てる能力を十分に発揮できるよう、職場環境の整備に努める。
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調査事績(平成31年3月末現在）

万卜L

※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。

(参考）

※⑫は基幹事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。

基幹･関連事案合計2

※3年平均欄の｢基幹1件当たり中央値｣は､過去3年間の処理事績に係る中央値を記載している。

(参考）

⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨、⑬は、基幹・関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。
⑪は基幹・関連合計した追徴税額が'千万円未満の事案の件数を示す。
⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数（(1)④）で除した値を示す。
⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。

※
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事務
年度

No.

年度 NO.

計画

件数

① 件

着手

件数
着手
割合

② 件 ③ ％

処理

件数
処理

割合

更

修正

件数

更
修正

割合

不正

発見

件数

不正

発見

割合

増差
所得

④ 件 ⑤％⑥件⑦％⑧件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

単独
29

30

1

2

(4)
62

(4)
62

(4)
57

(4)
52

91.9

83.9

33

25

53.2

琵蕊加
蕊
3：

27

23

81.8

92.0

5

3

15.2

12.0

5,400

7,784

474

1,496

1,534

2,762

局署合同
29

30

3

4

25

24

26

28

104.0

116.7

26

27

104.0

112.5

21

27

80.8

100．0

7

2

26.9

7.4

3,571

2,372

1,530

364

1,198

633

合計
29

30

5

6

(4)
87

(4)
86

(4)
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マ

ザ

師

■
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が

、
・
・
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■
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ｑ
ｑ
■
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3,395
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■
■
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■
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溌溌賎癖 58 87.9 20 30.3 13,733 4,304 5,898
3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
100.0% 94.1％

塞溌:蕊溌fソト

蕪農奮獄8 78.8％

誉進灘墜f
-p‘ 。:。 ？ 。.･: ？:｡:｡:奄・ら9壱一?2■ :日ﾛ｡・・ ヨ ？角

#准議6謹 86.2％

ポイント

+8.3 25.0%

ポイント

▲20．7 74.0% 43.2％ 57.6％

上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

9

10

(3)
76

(4)
66

71

57

93.4

86.4

47

34

61.8

51.5

38

33

80.9

97.1

8

4

17.0

11.8

5,892

7,964

652

1,536

1,670

2,850

対前年比
(10/9又は10-9)

1l
86.8％ 80.3％

ポイント

▲7．0 72.3％

ポイント

▲10.3 86.8％

ポイント

+16.2 50.0％

ポイント

▲5．2 135.2％ 235.6％ 170.7%

事務
年度

Ⅲ

年度 恥

処理

件数

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円 ⑭百万円

単独
29

30

1

2

40

33

34

31

85.0

93.9

5

8

12．5

24.2

6,704

7,921

203

317

474

1,609

14

64

2,310

2,820

16

6

48.5

24.0

70

113

11

37

局署合同
29

30

3

4

26

27

21

27

80.8

100．0

7

2

26.9

織織砿蕊

3,571

2,372

137

88

1,530

364

59

13

1,198

633

14

14

53.8

51.9

46

23

7

7

合計
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30

5

6
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58

83.3
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上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

9

10

47

34

38

33

80.9

97.1

8

4

17．0

11．8

5,892

7,964

125

234

652

1,536

14

45

1,670

2,850

25

12

53.2

35.3

36 1 8

27

1

1
184

対前年比
(10/9又は10-9)

11
72.3％ 86.8％

ポイント

+16．2 50.0％

ポイント

▲5．2 135.2％ 187.2％ 235.6％ 321.4％ 170.7％ 48.0％

｜ ポイント

｜
’ ▲17．9 233

’
1

､3%’ 337.5％



言:： “… 二料調杏第二語

3基幹･関連･連携事案合計
(単位:件､百万円）

目目 事務

年度 処理 更
件数 修正畠E 襄貰 睾貰 増差 基幹 不正 基幹 追徴

NC 件数 割合 件数 害'1合 所得 1件 所得 1件 税額
当たり 当たり

凋査態様 年度NC① 件②件③％④件⑤％⑥百万円⑦百万円⑧百万円⑨百万円⑩百万円

項目項目

処理

件数

徽慨更

船慨更

不正

発見

件数

不正

発見

割合

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

増差
所得

追徴
税額
追徴
税額

不正

所得

不正

所得

調査態様調査態様

38 86．4 114 6731 474

２
’
４
’
｜
｜
・
・

46 95．8 1704

27 84．4 21．9 3605 1530 59

2515 414

2004

80 97．6 18．3 10589 2118

81 91.0 23．6 14511 4329 66

3年平均対比
（6/7又は6-7

(参考）

⑩は基幹・関連・連携事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨は基幹・関連・連携合計した所得金額（⑥、⑧）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。

※

－13－

上記合計の
うち国際化
富裕層

29

30

9

10

47

34

38

33

80.9

97.1

8

4

17.0

11.8

5,892

7,964

125

234

652

1,536

14

45

対前年比
(10/9又は10-9)

11
72.3％ 86.8％

ポイント

+16.2 50.0%

ポイント

▲5．2 135.2% 187.2% 235.6％ 321.4%



事務運営の概要等

課税第一部資料調査第三課

1 基本的な考え方

金融商品の発達や経済活動の広域化・多様化・ ICT化の進展に対応し、資料情報の充

実を図るため、他の資料情報部署及び調査（企画）部署との連携・協調を一層推進させる

とともに、資料源開発に当たっては、全国的・全税目的な視野に立った開発を基本としつ

つ、局内ニーズにも的確に対応する。

また、重点課題を主眼に情報収集を行うとともに、各課の施策等に活用できるよう、収

集した情報に保有情報等を付加した上で、様々な観点から分析・検討を行い、早期に提供

する。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 資料情報収集の充実等

業や官公庁に対し協力依頼により収集した取引

履歴や各種情報などの大量データを検討・分析し、真に有効な資料せんを作成する。

また、収集したデータは、新料調システムに格納し、局署職員が閲覧し調査に活用す

るとともに、査察部等の組成部署に提供し有効な活用を図る。

(2) 人材育成

当課で蓄積された資料情報収集技術の伝承のため、 30事務年度に試行的に実施した自

他局の開発特官及び資料部門と共同事案で、大量データの収集と分析などに関し技術の

向上が認められたため、件数を拡大して実施する。
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耒税号 調査第三計

○資料情報収集事績(令和元年6月末現在(見込)）

％、枚.－百万拝

－15－

進捗状況

計画

件数

着手件数

着手
割合

終了件数

終了

割合

①件 ②件 ③％ ④件 ⑤％

収集事績

活用効果の高い資料

計
重要

資料
各課
連絡

蓄積
その他

⑥枚 ⑦枚 ⑧枚 ⑨枚

活用事績

活用

件数
資料端緒
増差所得 1件

当たり

⑩件 ⑪百万円 ⑫百万円

29 1 40 38 95.0 38 100.0 2,698 533 2,165 75,823,695 15 58 4

30 2 32 29 90.6 29 100.0 2,378 403 1,975 108,462,027 70 1,312 19

5年

平均
3 34.4 33.2 96.5 33.0 100.6 2,028 466 1,306 73,731,075 63 1,105 18

5年平均

対比
4

％

93.0

％

87.3

ﾍﾟｲﾝﾄ

▲5．9

％

87.9

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲0．6

％

117.3

％

86.6

％

151.2

％

147.1

％

111.1

％

118.7

％

103.9



事務運営の概要等

課税第一部資料調査第四課

1 基本的な考え方

国際化事案のうち、真に資料調査課が調査すべき事案、すなわち、複雑、困難、広域、

多税目などの観点から、署では十分な調査を行うことができないと認められる課税困難事

案等について、深度ある調査を実施する。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 調査事務の充実

事案組成に当たっては、国際統実等の企画部署と緊密に連絡協調し、国際的租税回避

スキーム事案、外国人富裕層事案及び外国人派遣社員等調査事案など、真に局で対応す

べき事案を発掘・組成する。

特に、調査に当たっては、当課の持つ国際課税に関する知識・ノウハウを活用して、

関係する個人・法人（外国法人、組合及び信託を含む｡）を一体的に捉え、複数の税目か

ら分析・検討し、深度ある調査を実施する。

（2） 税制改正意見の提出

調査等において国際的租税回避スキーム等の解明を行った結果、現行法令では是正が

できない事例を把握した場合は、引き続き税制改正意見を積極的に提出する。

（3） 国際的租税回避スキーム事案に対応した調査体制

国際的租税回避スキーム事案に対応するためには、国際課税に関する知識や経験の他

に、複数税目からの分析が必要なことから、調査部、査察部等からの交流者を積極的に

配置する。

3 人材育成

署及び他局からの短期併任を引き続き受け入れ、局特別調査（単独調査）事案に同行さ

せることにより、新たな知識や国際化事案の調査技法等を習得させる。
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言 一四弓

調査事績(平成31年3月末現在）

1基幹事案

※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。

※⑫は基幹事案の本税､源泉所得税､消費税及び各加算税の合計を示す。

2基幹･関連事案合計

※⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。

⑦、⑨、⑬は、基幹？関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。

⑪は基幹・関連合計した追徴税額が1千万円未満の事案の件数を示す。

⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。

⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。
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事務
年度

No.

年度 No.

計画
件数

①件

着手
件数

着手
割合

②件③％

増差
所得

不正

発見

割合

正
見
数

不
発
件

更更

修正

割合
修正

件数

処理

割合

処理

件数

④件⑤％⑥件⑦％⑧件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

単
独

’

’

企

外

画

国．

事

ヘ

案

事

計

案

29

30

29

30

29

30

1

2

3

4

5

6

(1)
11

(2)
17

8

4

(1)
19

(2)
21

(1)
13

(2)
15

3

4

(1)
16

(2)
19

118．2

88.2

37.5

100．0

84.2

90．5

7

9

2

1

9

10

63.6

52.9

25．0

25．0

47.4

47．6

6

9

2

1

8

10

85．7

100．0

100.0

100．0

88．9

100．0

■■■■

ー

一

q■■■■

ー

一

－

1■■■■

ー

一

1■■■■

ー

23,208

1,532

430

1,235

23，638

2,767

ー

■■■■

ー

4■■■■

1■■■■

ー

4,790

88

160

▲19

4,950

69

合
同

’

’

企

外

画

国

事

人

案

事

計

案

29

30

29

30

29

30

7

8

9

10

11

12

■■■■

(1)
1

ー

■■■■

ー

(1)
1

1■■■■

(1)
1

1

1

1

(1)
2

■■■■

100.0

一

一

一

200.0

ー

ー

1

1

1

1

ー

■■■■

ー

一

1■■■■

100.0

■■■■

ー

1

1

1

1

一

一

100．0

100．0

100．0

100．0

ー

ー

ー

一

q■■■■

ー

1■■■■

一

ー

一

一

一

一

一

10

584

10

584

一

1■■■■

一

一

一

ー

1■■■■

ー

7

163

7

163

エキスノくツツ
開発調査

29

30

13

14

(1)
6

3

(1)
5

3

83．3

100.0

2

1

33．3

33．3

2

1

100．0

100．0

■■■■

一

ー

－

91

29

一

一

40

7

合計
29

30

15

16

(2)
25

(3)
25

(2)
22

黙蕊毒
88.0

裳謹96麹

12

嫁: ;錘: I : :弾:: :
垂萎謀12；

48.0

I毒漣8:0￥

11

12

91．7

100．0

一

ー

一

一

23,739

3,380

一

一

4,997

239

3年平均 17 23 28 蕊難遜
卯
。
”

C ｳ

C T C 17 撫鑿z3霊 12 70．6 － ■■■■

10,520 ー

2,333
3年平均対比
(16/17又は16-17）

18
108.7％ 85.7％

謡蕊ポ祁難卜

翌窒廻5通 70.6％

識薙髪膿

蔓盗認5 100.0％

ポイント

+29．4 ■■■■ 一 32.1％ ー 10.2％

事務
年度

Nu

年度 Nu

処理

件数

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円

単
独

’

’

企

外

画事

国ノ

案

事

計

案

29

30

29

30

29

30

1

2

3

4

5

6

8

22

4

4

12

26

6

17

3

1

9

18

75.0

77.3

75.0

25.0

75.0

69.2

■■■■

3

一

ー

■■■■

3

ー

13．6

ー

I■■■

一

11．5

詮23穆偲

2,042

458

1,235

23,666

3,277

3,315

227

229

1,235

2,630

328

■■■■

366

■■■■

－

ー

366

ー

41

ー

一

■■■■

37

抄

へ

申 凸 ■

4 劉韮

547

170

326

4,981

873

3

2

1

■■■■

4

2

42.9

22.2

50.0

一

44.4

20.0

20

35

85

326

20

51

合
同

’

’

企

外

画

国

事

人

案

事

計

案

29

30

29

30

29

30

7

8

9

10

11

12

ー

一

1

1

1

1

一

ー

1

1

1

1

一

一

100．0

100．0

100．0

100．0

ー

q■■■

ー

ー

ー

q■■■

■■■■ 一

一 一

ー

10

I■■■ 584

1■■■

10

■■■■ 584

ー

1■■■

10

584

10

584

ー

q■■■

ー

ー

ー

ー

ー

q■■■

q■■■

ー

一

－

ー

一

7

163

7

163

■■■■

ー

1

■■■■

1

ー

一

ー

100．0

q■■■

100．0

q■■■

ー

ー

7

163

7

163

エキスパッツ
開発調査

29

30

13

14

2

1

2

1

100．0

100．0

一

ー ー

91

29

46

29

ー

一

一

ー

40

7

1

1

50.0

100．0

20

7

合計
29

30

15

16

15

28

12

20

80.0

71る4

一

3

q■■■

23,767

107

1

1

1 3,890

1,981

324．

一

366

ー

31

5,028

1,043

6

､ 3

50.0

2560

15

51

3年平均※ 17 23 14 60.9 ● ､｡ー

’
一 ’ 10,561 621 ー ー

2,352 11 647 6

3年平均対比

(16/17又は16-17)
18
121．7％ 142.9％

ポイント

+10．5 皆増
｜

皆増’ 36.8％ 52.2％ 皆増 皆増 44.3％ 27.3％

ポイント

▲39．7 ゞ850.0％



3基幹･関連･連携事案合計

只目

更 不正 ÷

発 ’件 一イNo Ⅲ件鶴二 数 害,｣合 Pイ守 こ

41

年度NC①件②件③ o4 ⑥＝ ロロ⑰＝ ⑧＝ ロロ。＝ ⑩＝ ロ

÷

処理 不正 一 ． 追徴
件数 L正 正 発 1件 一イ 1件 税額件数 害合 数 害'｣合 Pイ守 こ

項目項目

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

徽慨更

舶慨更

不正

発見
件数

不正

発見
割合

増差
所得

追徴
税額

正得
不所

調査態様調査態様

23348 3335 8 484611．1
企画事案

1908 212 36623 18 78．3 13．0 675

75．0 458 229 170
外国人事案

32625．0 1235 235

29
13 10 76．9 7．7 23806 2645 : 5016

11．1 3143 314 366 100130 27 19 70．4

企画事案

100．0 10
外国人事案

100．0 584 584

100．0 10 10

100．0

29 13
40100．0

1000 ■■■■ 29 29

16 81．3 3907 1992 5063

29 21 72．4 10．3 3756 313 366 1 171

2364

49．5

※⑩は基幹・関連・連携事案の本税、源泉所得税､消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨は基幹・関連・連携合計した所得金額（⑥、⑧）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。

4消費税
(単位:件、百万円）

※①は基幹・関連・連携事案の件数の合計を示す。
②、⑤は基幹・関連・連携事案の消費税の合計を示す。
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3年平均 17 24 15 62．5 1 4.2 10，608 624 3 0.2

3年平均対比
(16/17又は16-17）

18
120.8％ 140．0％

ポイント

+9．9 300.0％

ポイント

､2 35．4％ 50.2％ 12,200.0％ 15,250.0％

事務
年度

No．

年度 No．

調査
件数

①1 件

差
額
増
税 内固有

1件
当たり

②百万円 ③百万円 ④百万円

不正

税額 内固有
1件
当たり

⑤百万円 ⑥百万円 ⑦百万円

単
独

’

企画事案

ﾀ1 国人事

計一

案

29

･30

29

30

29

30

1

2

3

4

5

6

4

12

1

3

5

15

22

129

ー

ー

22

129

12

136

1■■■■

I■■■■

12

136

6

11

■■■■

■■■■

4

9

1

1

一

－

1

1

－

一

－

－

－

一

0．3

0．1

一

一

0．2

0．1

〈
ロ

企画事案
29

30

7

8

一

I■■■■

－

一

Ⅱ■■■■

一

一

ー

一

－

一

一

一

1■■■■

同 ’
夕I 国 ヘ事

計

案

29

30

29

30

9

10

11

12

I■■■■

I■■■■

一

I■■■■

一

一

I■■■■

1■■■■

－

－

Ⅱ■■■■

－

ー

ー

■■■■

一

一

I■■■■

一

ー

1■■■■

－

ー

ー

■■■■

一

－
６

エキスノく

開多皆調
空
査

29

30

13

14

ー

－

I■■■■

－

4■■■■

ー

一

一

一

1■■■■

ー

一

一

計〈ロ
29

30

15

16

5

15

22

129

12

136

4

9

1

1 1■■■■

0．2

0．1

3年平均 17
5 19 12 4 0．3 一 0．1

3句三亙Iz均対.上上
(16／17）

18
300．0％ 678．9％ 1，133．3％ 215．0％ 333．3％ 一 100．0％



事務運営の概要等

課税第一部統括国税実査官

基本的な考え方

統括国税実査官は、重要事案の管理を行う。

重要事案の管理は､’

1

’
｜その関係者を含めて一体的にとらえて対象にして､関係各部門及

び関係各局署と緊密な連携を図りながら継続的に管理する特別体制をとり、 これらの者

に係る資料情報の積極的な集積に努めて課税上の問題点を抽出し、その問題点の徹底解

明を行うなどにより充実した調査を実施して適正かつ公平な課税の実現を図ることを目

的とする。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 調査事務

3年1巡サイクルの3年目にあたる令和元事務年度は、 3年に1回の選定年度であ

ることから、調査事務量と選定事務量の配分に配意しつつ、前年に引き続き調査事務

の充実を図ることとし、国際化及び富裕層への対応並びに課税困難事案への対応を的

確に図ることとする。

特に、社会的注目度の高い納税者への調査においては、税務に係る自発的なコンブ

ライアンスの向上に取り組むこととする。

また、調査効率面において、費用対効果を意識した事務運営に取り組むこととし、

調査件数を含む調査事務量の最適化、及び管理事務量の最適化を図ることとする。

(2) 選定事務

上記のとおり、令和元事務年度は、 3年一巡方式の事案選定年度であり、選定の重

要性に鑑み、重要事案の管理に資する事案を確実に選定することとし、そのための措

置として、調査事案の的確な進捗管理により所要の選定事務量を確実に確保するとと

もに、資料情報の確実な収集、課税上の問題点の的確かつ確実な把握により選定事務

の質の向上を図ることとする。
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【参考】

調査事績(平成31年3月末現在）

1基幹事案

※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。

(参考）

※⑫は基幹事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。

2基幹･関連事案合計

※3年平均欄の｢基幹1件当たり中央値｣は､過去3年間の処理事績に係る中央値を記載している。

(参考）

⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨、⑬は、基幹・関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑪は基幹・関連合計した追徴税額が'千万円未満の事案の件数を示す。
⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。

※

－22－

事務
年度

No.

年度 Nn

計画

件数

① 件

着手

件数
着手
割合

② 件 ③ ％

増差
所得

不正

発見

割合

不正

発見

件数

更更

修正
割合

修正

件数

処理

割合

処理

件数

④ 件⑤％⑥件⑦％⑧件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

単独
29

30

1

2

(O)
4

(1)
9

(0）
3

(1)
7

75.0

77.8

1■■■

3

■■■■■b

33.3

ー

3

一

100.0

一

2

一

66.7

ー

1,345

一

1,224

一

261

局署合同
29

30

3

4

ー

一

一

ー

一

q■■■■

一

1■■■

ー

ー

ー

1■■■

一

ー

ー

｡■■■

－

ー

一

ー

一

ー

1■■■

一

合計
29

30

5

6

ー

4

(1)
9

ー

3

(1)
7

75.0

77.8

ー

3

ー

33.3

1■■■

3

－

100.0

ー

2

ー

66.7

ー

1,345

一

1,224

ー

261

3年平均 7
5 5 100.0 2 40.0 2 100.0 一 ー

157 10 35

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
180.0% 140.0%

ポイント

▲22．2 150.0%

ポイント

▲6．7 150.0%

ポイント

±0．0 皆増 皆増 856.7％ 12240.0% 745.7％

上記合計の
うち国際化
富裕層

29

30

9

10

(0）
一

(1)
9

(0）
一

(1)
7

－

77.8

一

3

一

33.3

ー

3

■B■■■

100.0

－

2

一

66.7

1■■■

1,345

ー

1,224

一

261

対前年比
(10/9又は10-9)

11
皆増 皆増

ポイント

皆増 皆増

ポイント

皆増 皆増

ポイント

皆増 皆増

ポイント

皆増 皆増 皆増 皆増

事務
年度

NQ

年度 No.

処理

件数

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円 ⑭百万円

単独
29

30

1

2

一

11

ー

11

■■■■

100．0

ー

3

一

27.3

■■■■

2,933

ー

978

ー

1,234

Ⅱ■■■

411

－

682

■■■

一

■■■■

ー

ー

227

ー

186

局署合同
29

30

3

4

ー

■■■■

－

ー

■■■■

－

ー

一

一

1■■■

■■■■

一

I■■■

ー

ー

ー

－

1■■■

一

一

ー

ー

■■■

ー

一

一

ー

ー

合計
29

30

5

6

ー

11

ー

11

q■■■

100．0

ー

3

■■■■

27.3

ー

2,933

ー

978

■■■■

1,234

■■■■

411

ー

682

一

ー

■■■■

一

一

227

ー

186

3年平均※ 7
20 18 90.0 2 10．0 1,088

’
544 165 83 305 － ー 153 138

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
55.0％ 61.1％

ポイント

+10．0 150.0％

ポイント

+17．3 269.

｜

6%’ 179.8％ 747.9％ 495.2％ 223.6％ ー ー 148.4％ 134.8％

上記合計の
うち国際化

富裕層

29

30

9

10

■■■■

10

ー

10

q■■■

100．0

0

2

ー

20.0

ー

｜
I

一

l

ー

2,922 ’ 974 1,224

－

408

－

676

■■■■

1■■■

ー

■■■■

ー

225

ー

186

対前年比
(10/9又は10-9)

11
皆増 皆増 皆増 皆増 皆増

’

皆増皆増 皆増 皆増 皆増 一 ー 皆増 皆増



=“ “…－立B統括国税実査官(重要

3基幹･関連･連携事案合計
単位

処理 更 更 不正 不正 増差 基幹 不正 基幹 追徴
件数鱈葛舂濯蕊所得 ‘件 所得 ‘件 税額

当たり 当たり

徽慨更

船慨更

不正

発見

割合

不正

発見

件数

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

増差
所得

追徴
税額

不正

所得

項目項目

調査態様調査態様

2933 1234

11 27．3 2933 1234

8．7 1 174 16520 87.0
ホイン

＋18．6 249.8％
3年平均対比
（6/7又は6-7）

(参考）

※⑩は基幹・関連・連携事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨は基幹・関連・連携合計した所得金額（⑥、⑧）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。

4消費税
(単位:件,百万円）

※①は基幹・関連・連携事案の件数の合計を示す。
②、⑤は基幹・関連・連携事案の消費税及び各加算税の合計を示す。

－23－

上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

9

10

－

10

ー

10

ー

100.0

－

2

ー

20.0

一

2,922

ー

974

ー

1,224

一

408

対前年比
(10/9又は10-9)

11
皆増 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増

事務
年度

NO

年度 NO

調査
件数

①件

差
額
増
税 内固有

1件
当たり

②百万円 ③百万円 ④百万円

不正

税額 内固有
1件
当たり

⑤百万円 ⑥百万円 ⑦百万円

単独
29

30

1

2

1■■■■

3

Ⅱ■■■■

3

ー

1■■■■

ー

1

ー

1

ー

ー

ー

ー

局署合同
29

30

3

4

ー

一

I■■■■

Ⅱ■■■■

一

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

－

■■■■■

合計
29

30

5

6

一

3

一

3

1■■■■

一

一

1

一

1

ー ー

4

1

－ ’ －

3年平均 7
5 ▲1 6 一 6 I■■■■ 1

3年平均対比
(6/7）

8
60.0％ 呰増 皆減 呰増 16.7% 一 呰減



事務運営の概要等

課税第一部統括国税実査官（情報担当）

1 基本的な考え方

一義的な資料情報の活用では選定されないような課税上の問題が伏在する事案を的確

に選定するため、局署における調査上有効なあらゆる情報等を集約し、経常的かつ継続

的に分析・検討を行う。

また、特に注視する必要があると認められる事案を個別管理し、調査に向けた情報の

付加を行った上、課税上の問題点が顕在化したものから調査企画を行い､調査担当部署

に確実に引き継ぐ。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 調査企画事案及び情報の提供

局内関係各部課との連絡協調体制の充実を図るとともに、事案組成の早期段階から

調査担当部署と協議することで、付加すべき情報や引継ぎ時期などのニーズを把握し

効率的かつ効果的な調査企画を行う。

なお、じ後の事案組成に資するため、引継事案の着手状況を的確に把握する。

（2） プロジェクト型調査企画への取組

取引系列等に着目し、連鎖・波及効果の観点から関係者を一体的に捉えた深度ある

調査を実施する必要がある事案（プロジェクト型調査企画事案）を個別管理し、局内

関係各部課と共同して計画的かつ効果的な調査企画に取り組む。

（3） 人材育成

企画事務経験の浅い職員に対して、OJTによる指導を実施し、より高度な調査企

画手法を習得させる。

また、署において企画事務等を担当する職員を短期併任として受け入れ、調査企画

技法や金融機関調査技法等を習得させる。

－24－



課税第一部統括国税実査官（情報）

1 調査企画等の状況について（平成31年3月末現在）

(1) 調査企画事務の実施状況 (単位：件）

(注）情報提供とは、見込不正所得金額2,000万円未満を示す。

(2) 調査企画事案の引継先 (単位：件）

(注）総件数の外書きは、引継先が未確定の件数を示す。

(3) 調査企画事案に係る調査事績

「増差所得」欄及び「増差税額」欄の上段は、不正に係るものを示す。

「増差所得」欄は、消費税追徴税額及び源泉所得税追徴税額に係るものは含まない。

「増差税額」欄は、本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を示す。

28事務年度の「着手件数」欄及び「処理件数」欄の上段は、引継先での格下処理を示す。

30事務年度の調査中9件のうち、概況連絡せん等3件(不正増差所得282百万円)を受けている。

１
２
３
４
５

ｊ注ぐ

(4) プロジェクト事案への取組状況
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事務運営の概要等

課税第一部統括国税実査官（国際担当）

1 基本的な考え方

統括国税実査官（国際担当）は、個人や企業の国境を越えた多様な経済行動を背景と

する経済社会の国際化の進展に的確に対応し､各国の税制の差異や租税条約の違いなど

を巧みに利用して租税負担を軽減する国際的租税回避スキーム事案及び国際取引等が複

雑で解明に高度な調査技法を要する事案（以下「スキーム事案等」 という｡）に対する適

正な課税の実現を図るため、スキーム事案等に関する情報収集、分析、実態解明及び調

査の企画を専門的かつ組織横断的に実施する。

2令和元事務年度の事務運営

（1） スキーム事案等の調査企画

国際取引連絡せん及び各種資料情報の分析等を基に、スキーム事案等の事案組成に

取り組み、調査企画事案として組成したものを調査実施部署に引き継ぐ。

調査事案の企画に当たっては、調査実施部署への円滑な引継ぎのため、企画作業に

おける適宜の段階から、企画内容について調査実施部署及びその関係部署と協議・調

整を行う。

(2) CRS情報の有効活用

平成30年9月末に受領したCRS情報について、調査企画の質の向上に資する有効

な情報源として、申告事績や他の資料情報と組み合わせた分析等に積極的に活用して

いく。

また、CRS情報の有効活用にはデータの質が重要であることから、人物特定作

業や外国税務当局へのフィードバックといった観点からのデータの質の向上のための

取組を継続する。
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課税第一部統括国税実査官(国際）

1 調査企画等の状況について(平成31年3月末現在）

(1)調査企画事務の実施状況
(単位：件）

…

区分
調査企画

計画件数 管騨僻蕊磁討諦諏詞萄壷|湾
:: ﾆﾆﾆ :

::

調霊団霜報提供｜ 格下げ事務年度

一
／ 三一〆28 （全期） 25 ７142 ６ 136 104

一一

一=~レー29 （全期） 163 26 12622 196 33 11

65 52 20 2930 28 1q
上U 13 ３

(2)調杳企画事案の引継先 (単位：件）

怠悪､曜芝
．

他F 局麓|卿
課一

料調

一
茜
云

諜
恥
重

課二

料調

二
奎
云

課
統

査察部総件数 資産 調査部法人

28 （全期） 25 6 1 一 ’ 一 一 － ’ 4
旬

乙 2 1 一 ２9

26 8 2 1 1 1229 （全期） 3

外一
30

20 3 1 - | - - | 2 1 6 1 1 1 4 1 1 一 | 3

(注）外書きは、引継先が未確定の件数を示す。

(3)調杳作画事案に係る調査事績

鶏項目 増差: :妻

所得二劃

着手

件数

処理

件数

増差

税額

調査企画

引継件数 ！
着手

割合

処理

割合

1 件

当たり

1件

当たり蕊 角･針f視
四 Jザ

事務年度鍵 ①‐;:：件|②‘ ：件'＠三r%|@ :#件|⑤遥"%|⑥蕊百亨万円|⑦;噌百:労円|⑧ﾐ ﾐ ﾐ百万円'｡百万円

2，262

＄958 1 10, 271
281 1q

上U

25 24 1 96.0 22 88．028
1.394 63

281 20 121 ９
26 23 88．5 14 1 53.829

2．341 167 1, 169 84

0 0 0 0
20 13 65．0 5 25.030

1，452 290 263 53

｢増差所得」柵及び「増差税額」柵の上段は、不正に係るものを示す。

｢増差所得」柵は、消費税追徴税額及び源泉所得税追徴税額に係るものは含まない。

｢増差税額」柵は、本悦、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を示す。

(注） 1

2

3

nワ

ー乙I－



事務運営の概要等

課税第一部統括国税実査官（富裕層担当）

1 基本的な考え方

統括国税実査官（富裕層担当）は、いわゆる富裕層の資産運用等が多様化・国際化

していることを踏まえ、富裕層のうち特に重点的に管理すべき富裕層（以下「重点管

理富裕層」 という｡）に対する適正な課税の実現を図るため、重点管理富裕層に係る管

理及び調査企画を実施する。

なお、重点管理富裕層の管理及び調査企画に当たっては、資産運用の多様化・国際

化の進展を踏まえ、非事業性所得を的確に把握するとともに、将来の相続税の適正課

税を含めた資産課税の観点から中長期的な管理を局署・事務系統横断的に行い、課税

上の問題を把握した場合には、全税目横断的な調査を的確に企画・実施する。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 重点管理富裕層の適切な管理及び調査企画

重点管理富裕層及びその関係者を一体的に管理するとともに、局内の重点管理富

裕層プロジェクトチーム（以下「富裕層PT」という。）において関係部署と情報を

共有し、各種資料情報を効率的に集積した上で損益・貸借両面からの多角的な分析

を行うことにより、継続的かつ重点的な管理及び的確な調査を企画・実施する。

また、調査実施部署に対しては､企画内容の確実な引継及び実地調査への同行等

の調査支援を積極的に実施する。

（2） 重点管理富裕層に対する実質的な接触割合の引上げ

実地調査により接触する以外の重点管理富裕層について、財産債務調書及び国外

財産調書等を活用した文書照会によって、実質的な接触割合の引上げを図る。

3富裕層に関する管理.,調査企画等のノウハウの開発及び共有

上位富裕層を含む富裕層全体の適切な管理及び調査企画に係るノウハウの開発に努

めるとともに、局問のブロック別情報交換会や課税戦略作業部会(富裕層PT)等の会

議を通じて、全国の富裕層事務担当者及び局内の上位富裕層担当特官とノウハウを共

有する。
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課税第一部統括国税実査官（富裕層）

1 調杳作画等の状況について（平成31年3月末現在）

(1) 調査企画事務の実施状況
(単位：件）

鄙日

蕊:欝
窯:藍

－’調査企画

計画件数
検討中

小計

選定件数 処理済“ 率圭:驚維謹謬鍛

小識「調査企画1蒲報嘉農丁司群ﾘヂ情報収集|: 1企画中

／ 1/|r28(全期） 18 18 10 3 5

一一一|／言一29(全期） 18 49 0 49 20 8
1､1

乙1

0130 ワワ
白白 54 10 10 44 23 I 17

(2) 調杳企画事案の引継先 (単位：件）

魚譲零＃
。 ： .､霊、 曵

課二 課二

料調 ：統実

； ;f

毒

調査部査察部

" 雛 | i ：

総合

特官
一
調

諏
坏
岬
科

課一

重要
総件数 他局

28(全期） 10 3 11 4 2 Ⅱ ■一一 一

29(全期） 20 -3 3 211 11

外1
30 ７ -| 11 1 2 1

22

(注）外書きは、引継先が未確定の件数を示す。

(3) 調査企画事案に係る調査事績
(単位：件、％、百万円）

調査企画

引継件数

着手

件数
_L－LL聖

鷺
凸
斬

処
割
一
Ｊ

１
１
雨

理
数
一

処
件
一帯
④

■藷1 ℃』〃■N》

⑥百万円|⑦看芳肩
藤'三蝋？
…踊普⑧百万円'○言示

| ､着手口
型≦f劃全二
件|@ %膿…麗雫 ②① “…件

外2
828 10 100.0 81 100.0

5.922 740 1.511 189

|‐
4 1

29 20 18 90．0 151 75．0
1,226 82 691 46

｜

30
、n

色色 91 40.9 3 13．6
498 166 78 26

（注)1. 「着手件数」欄の外書きは、情報提供(又は格下げ)として処理したものを示す。

2． 「増差所得」欄及び「増差税額」柵の上段は、不正に係るものを示す。

3． 「増差所得」柵は、消費税追徴税額及び源泉所得税追徴税額に係るものは含まなし｛。

4． 「増差税額」柵は、本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を示す。

(4)実質的な接触割合の向上（お尋ね文書の送付）

○財産債務調書 （噸位：仲） ○国外財産調書 (lii位：件）

’
胃

"、一晩目
、
、

、

那庭年度 、

､i、硬目

息慰息､4
回稗
|ゞ要枕討｜蕪通なし|自主修正

発送 米回縛 発送
9鐸|…-蕊蔚r潅蔑tT匿澁 未回答

" ‐'’ 191 」 一
〆 ／|／ﾚペﾚ一一シ〆

29 ワ1
－』 1 29

外7
251 」’ 24

9 1 8
外430 38

30 1863 Oワ
律』

１
１
ワ
』
ｑ
Ｗ

ｐ
、
０
〃

亀
も
１

勺

了

邸Ｉ 本取組は、 2”満年度から1%l姑した。

「発送」 1Mlの'二段(外川:き)は、醤で解Iﾘlして発送背略した件数を示す。

「禰略」 ｛iﾘ'1の. | 冒峻は、 ‘J11 Ifの11F提,' '1を示す。

(注)1.本取組は、 30事務年度から開始した。

2． 「発送」棚の上段(外書き)は､署で解明して発送省略した件数を示す。

(5) 重点管理富裕層に係るCRS情報
(単位：人、件）

~河＝～ 、

‐~~---争冬些二（:
茜～～島芦÷圭一 CRS該当人数 CRS該当口座

重点管理富裕層

(関係個人・法人含む）

39 118

190 746

(注)1

2

CRSデータ(追加分を含む726,994件)から重点管理富裕層管理対象者を抽出した。

各棡の上段は、 口座名義が関係法人のものを示す。
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事務運営の概要等

課税第一部統括国税実査官（消費税等担当）

1基本的な考え方

統括国税実査官（消費税等担当）は、消費税固有の非違に係る事案が多様化している

ことを踏まえ、社会・経済の動向や情勢を的確に捉え、関係部署との円滑かつ緊密な連

携・協調により、消費税の観点からの情報分析及び調査企画等を専門的かつ組織横断的

に実施する。

また、調査実施部署で実施する消費税調査事務の質的・量的な充実を図るために、消

費税に関する調査手法・情報分析手法を含めたノウハウの開発・共有を行う。

2令和元事務年度の事務運営

（1）プロジェクト事案に対する調査支援等

前事務年度のプロジェクトにより先行調査を実施してきた消費税不正還付PT事案

の調査着手前に、先行調査で把握した情報や調査における留意事項に関しての研修等

を実施するとともに、可能な範囲で同行調査及び知的支援を行う。

（2）情報収集・分析及び調査企画等

消費税の課税上の問題がある事案の抽出をするため、事務系統横断的な観点から各

種情報の集約及び整理を行う。

また､集約･整理した情報を基に､調査企画の要否を判断するため､必要に応じて、

関係部署（他局及び関係行政機関を含む｡） と情報交換・協議の上、深度ある情報収集

及び分析を行う。

なお、調査企画事案として組成したものについては、他税目に係る問題点の有無と

併せて、調査実施部署等へ円滑な引継を行う。

（3） 調査結果等の分析

調査実施部署へ引き継いだ調査企画事案の調査結果等については、情報を集約し、

内容を分析するため、定期的に調査実施部署の調査進歩状況等を確認し、取引の実態

を早期に把握の上、新たな調査手法や情報分析手法の開発に努める。

（4） ノウハウの開発・共有等

調査企画を行った事案に限らず、消費税全般に関する調査事例を集約・分析し、新

たな調査手法及び情報分析手法の開発に努めるとともに、当該手法を開発した場合に

は、 自局内関係部署及び他局の消費税担当統実官等と共有する。
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課税第一部統括国税実査官(消費税等）

1 調杳企画等の状況について(平成31年3月末現在）

(1)調杳作画事務の実施状況 (単位：件）

、J停分
●､､、

事務年度、､、、

調査企画

計画件数 管卑件数｜ 検討中
｛ ｜ 小計晴覇坂訴面甲

処理済 ；‘"蝋擬亨 "……
小計 ｜|調査企画||情報提供1格下I 憲

1530 10 5 4 1 10 6 3 1

(2)調査企画事案の引継先
(単位：件）

忌怠､辱 卜■薑憂鰯毒1蕊|:鴬
蹄

識

鐇

鑪

串

： : : : 1

法人；
#

設 禺

調査部一
調
課
料

総件数 個人’1¥'資産 査察部 他局

外2 外1 外1
30

4 1 1 1

(注）外書きは、引継先が未確定の件数を示す。

(3)調杳作画事案に係る調査事績

蕊

項目
着手

件数

"； 増差

, 所得

調査企画

引継件数

処理

件数

差
額
増
税1件

当たり

燕 着手

割合

処理

割合

1件

当たり” 享蕊
事務年度

副者

①′ 件|②：崎件I③義籍繋％|④ 件|⑤蝿．｡、 ％|⑥琴百万円|⑦'も㈱百万円|⑧ー百万円|⑨百万円

ワ
ー 50．030 4 25．01

250 250 111 111

１
１
ワ
』
Ｑ
〕

ｊ注ぐ ｢増差所得」棚及び「増差税額」柵の上段は、不正に係るものを示す。

｢増差所得」柵は、消費税追徴税額及び源泉所得税追徴税額に係るものは含まない

｢増差税額」柵は、本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を示す。
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事務運営の概要等

課税第一部統括国税実査官（電子商取引担当）

1 基本的な考え方

全国一体運営を行う電子商取引専門調査チーム（以下「電商チーム」 という｡）の東ブロ

ック基幹局（西ブロックは大阪局） として、経済取引の国際化、多様化及び広域化に伴い

急速に拡大する電子商取引事業者を的確に把握するため、電子商取引の先端領域において

活動している事業者及び電子商取引関連事業者等に対する資料源開発及び実態解明を含む

実地調査等を専門的かつ組織横断的に実施する。

なお、電子商取引に対する適正な課税を図るため、実地調査等により把握した調査手法

や各種ノウハウ等は局署職員へ積極的に提供し、職員全体の能力向上に努める。

2令和元事務年度の事務運営

（1）最先端分野への取組

電子商取引は移り変わりが早いため、ニーズの高い情報を収集した際には、早期に資

料化を実施し、関係各課へ提供していく。

(2) 全国電商チームー体運営の推進

全国規模の資料源開発及び実地調査等を実施する場合には、局の垣根を越えて相互に

短期併任を行うなど、適宜協力して事務に従事する。

また、 「東西ブロック合同情報交換会」等を開催して各局電商チームの取組状況等につ

いて情報共有を促進する。

(3) デジタルフォレンジックの活用

新たに導入した機

器を積極的に活用し、課税第一部・課税第二部が行う実地調査を積極的に支援する。
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一
再
』
一 儲第一 ﾛ｣肥国税実査官(電藍

1調査事績(平成31年3月末現在）

※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。
b

※⑫は基幹事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。

⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨、⑬は、基幹・関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑪は基幹・関連合計した追徴税額が1千万円未満の事案の件数を示す。
⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数（(1)④）で除した値を示す。
⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。
3年平均欄の｢基幹1件当たり中央値｣は、過去3年間の処理事績に係る中央値を記載している。

※

(3) 基幹・関連・連携事案合計
堂ｲゥ

難
戦
・
恥

項目

処理

件数
更
慨
蝋

更
慨
船

不正

発見

件数

不正

発見

割合

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

差
得
増
所

追徴
税額

不正

所得

調査態様
年度N① 件○件③ ／○件○ ／'○百万円○百ア円'○百万円○百万

］3 ］2 923 9 692 1 298 37 ］97 25 80
6 6 1000 4 667 1362 227 1044 174 517

13 12 923 9 692 298 37 197 25 80

6 6 1000 4 667 1362 227 1044 174 517

10 9 900 6 600 287 41 124 18 88

5 600ツ 667／ 100 667ツ 67 4746ツ 5537リ 8419ツ 9667ツ 5875ツ

ヨ連連携事案の本税源泉所信税 ィ肖費税及ひ各加算税のへ＋どテす
○⑨は基幹門連連携ハ＋しプEjT侍全額（⑥⑧）を基幹の久理件数((1)④)て吟し

25
－

174

80

517

2開発事績(平成31年3月末現在）
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事務
年度

N、

年度 NO

計画
件数

① 件

着手
件数

着手
割合

② 件 ③ ％

処理

件数
処理

割合

更
修正

件数

更
修正

割合

不正

発見

件数

不正

発見

割合

増差
所得

④ 件⑤％⑥件⑦％ ⑧ 件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

局署合同
29

30

1

2

8

10

11

11

137．5

110．0

8

6

100.0

60.0

7

6

87.5

100．0

4

4

50.0

66.7

172

1,362

70

1,044

54

517

合計
29

30

3

4

ー

8
ー

10

ー

11
ー

11

137.5

110．0

8

6

100.0

60.0

7

6

87.5

100．0

4

4

50.0

66．7

172

1,362

70

1,044

54

517

3年平均 5 8 10 125．0 7 87.5 7 100.0 4 57．1 241 78 43

3年平均対比
(4/5又は4-5）

6
125.0％ 110．0％

ポイント

▲15．0 85.7％

ポイント

▲27．5 85.7％

ポイント

±0．0 100.0％

ポイント

+9.6 565.1％ 1,338.5％ 1,202.3％

事務
年度

Nq

年度 No.

処理

件数

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円 ⑭百万円

局署合同
29

30

1

2

13

6

12

6

92.3

100.0

9

4

69.2

66.7

298

1,362

37

227

197

1,044

25

174

80

517

4

3

50.0

50.0

10

86

10

26

合計
29

30

3

4

13

6

12

6

92.3

100.0

9

4

69.2

66.7

298

1,362

37

227

197

1,044

25

174

80

517

4

3

50.0

50.0

10

86

10

26

3年平均，※ 5
10 9 90.0 6 60.0 287 41 124 18 88 4 57.1 13 10

3年平均対比
(4/5又は4-5）

6
60.0% 66.7％

ポイント

+10.0 66.7％

ポイント

+6.7 474.6％ 553.7％ 841.9% 966.7％ 587.5％ 75.0％

ポイント

▲7.1 661.5％ 260.0%

事務
年度

No.

年度 N】．

計画

件数

①件

着手
件数 着手
割合

②件③％

処理

件数 処理
割合

④件⑤％

重要

資料

⑥枚

資金
資料

⑦枚

各課
連絡
せん

⑧枚

その他

資料

⑨ 枚

総枚数

⑩ 枚

開発

日数

⑪人日

1件当たり

総枚数
開発

日数

⑫ 枚 ⑬人日

実調開発．
協力依頼

29

30

1

2

40

35

31

31

77.5

88.6

14 35.0

11
’
31.4

ー

ー

一 一

ー 3

32,644

421,265

32,644

421,268

208.8

220.3

2,332

38,297

14.9

20.0

3年平均 3 46 41 89.1

､

47.822 ■■■■ 18 ー

121,037 121,055 464.3 4,884 19．5

3年平均対比

(2/3又は2-3）
4
76.1％ 75.6％

ポイント

▲0.5

ポイント

50.0％▲16.4 ー 皆減 皆増 348.0％ 348.0％ 47.4％ 784.1％ 102.8％



次目

｢課濡二蔀司
(ページ）

〔参考（課税共涌)〕

1 局・署課税部門の忘員・……・ ・…・ ・ ・…・ ・ ・……・ ・…． ．…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
ザ

2署課税部門における調査状況…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・…・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…

3令和元事務年度主な機能別職員の広域揮営等の状況・ ・ ・ ・ ・ ・…・…・ ・ ・ ・

１
２
３

〔参考（課総)〕

1 資料収集枚数等の推移． ．…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・…・…・ ・…・ ・ ・…・ ・

2総合調査特官の調査事績の推移・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ･…・り

3開発調査特官の資料源開発事績の推移･…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・……・…・…・ ・ ・

4法宗監査事績の推移・ ・ ・……・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ， ． ・ ・ ・…． ．…． ．……・ ・ ・ ・ ．

ｇ
佃
川
枢

〔参考（審理)〕

1 審理課の事務所掌（局審理関係部署との関係） ・ ・…・ ・ ・…・ ・ ・…・ ・…
巳

2不服申立て・事前照会等の件数の推移・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・……・…・…・ ・ ・…

３
４
１
１

〔参考（個人)〕

1 事務運営の推移等・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ･ ・ ・ ・……． ．…・…・…・ ・…・ ・ ・ ・

2課税事績の推移・…． ．…･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・……・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・……・ ・ ・ ・…
牟

3調査事績（調査態様別）の推移・ ・ ・…・ ・…・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・…・…

５
６
８

１
１
１

〔参考（資産)〕

1 事務運営の推移等．

2課税事績の推移・ ・ ・

3調査事績の推移・ ・ ・

19

20

21

■ ｡

● ● ■ ■ ● ■ ｡ □ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● 1■ q■ ■ ■

〔参考（機動)〕

1 機動課職員の年間派遣状況等

2相続税の調査事績・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

3 同行指導事績・ ・ ・ ・…・…・ ・ ・

23

23

23

｡ I■ ■ ■ 4■ ● ●

● ●

■ 1■

〔参考（訟務官室)〕

○訴訟事件件数の推移 24

目-1



参考（課税共通）－1

1 局・署課税部門の定員
(1) 国税局 (単位：人）

(2) 税務署 (単位：人）

-1-

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

課税部合計 656 667 704 712 ‘ 727 779 785 793 805 815 824 826

監理事務（主管課）

課税総括課

企画調整官

個人課税課

資産課税課

資産評価官

法人課税課

216

49

■■■■

38

31

9

47

16

26

204

35

■■■■

38

31

9

49

16

26

235

35

1

38

31

9

79

16

26

227

33

1

36

30

9

76

16

26

228

33

1

36

30

9

76

16

27

275

39

1

46

34

10

92

24

29

274

38

1

46

34

10

92

24

29

277

38

1

46

34

10

92

27

29

286

38

1

46

34

10

93

34

30

287

38

1

46

34

10

93

34

31

292

38

1

46

34

10

93

39

31

294

38

1

46

34

10

93

40

32

審理事務

審理課

訟務官室

雲萎三91

36

55

90

36

54

△ 4 b ▲①▲ら L ■

燕91髪

37

54

93

39

54

.． ． ： 6 ＋鼎： ； 二号？ ：：：9霊： ． ：： ．』 ’ 1

識蝿劔041＃
識綱?黙鍛識辮淵･ ; ; ::

44

60

r l 』 申 q 寺 ● 1 つ ■ ■ぜ

109藻

44

65

I職W109塁

44

65

1091 『

44

65

津 ご 』 。 H 『 , . ・ ・ジ

1,101

44

66

b b

1 10：

44

66

煮三109{ f

44

65

109

44

65

調査等事務 349

142

52

44

19

27

44

1

一

一

■■■■

27

16

18

110

53

29

28

8

21

6

373

; ,147

52

44

19

32

60

1

10

6

一

27

16

18

112

55

29

28

8

22

6

378

148

53

44

19

32

＃61

1

10

6

ー

28

16

118

115

56

29

30

8

22

6

392

154

56

47

， 19

32

63

1

10

6

■■■■

30

16

;18

121

56

35

30

8

22

6

・
ｑ
ｑ 395

4

59

46

18

31

64：

1

10

7

ー

30

16

唖18

123

56

35

32

､ ; . .

8

22

6

395

143

54

45

19．

25

i ,82
1 ・ 0 ，

1K

19

15

ー

30

17

,湾# 18

116

50

35

31

8

22

6

402

146，

54

45

19

28

:86

1

19

19．

ー

30

17

; 118

116

50

35

31

8

22

6

407

146

54

45

19

28

88

1

19

21

ー

30

17

116

50

35

31

8

25

6

409；

146

54

45

19

28

88

1

19

21

ー

30

17

18

118

49

35

34

8

25

6

418

145

53

45

19

28

97

1

19

30

q■■■

30

17

23

114

48

32

34

8

25

6

423

144

52

45

19

28

110

1

19

33

6

30

21

23

111

45

32

34

8

21

6

423

144

52

45

19

28

110

1

19

33

6

30

21

23

109

45

35

29

8

23

6

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年|令和元年

課税部門

’

総合調査

所得税等

資産税

法人税等(源泉．間接諸税を含む）

資料情報関係
｜
胤

一一
＃

|開発調査

その他（酒税担当者）

9.218 7,959

81 81

2.865 2.489

1．157 1，087

4.709 4.078

296 112

254 70

42 42

110 112

7,975

84

2,506

1,084

4,080

111

72

39

114

7.993

84

2.500

1．098

4．069

125

86

39

117

8,010

84

2.507

1． 110

4,064

125

86

39

120

7.895 7.900 7.938 7，971

84 84 84 84

2,466 2．471 2.493 2,518

1，097 1．093 1，108

’
1

’ 1， 114

4.003 4．006 4.003 3,996

125 127 128 134

86 88 89 95

39 39 ’ 39 39

120 ’ 119 122 125

8.080 8， 129 ’ 8， 176

84 84 84

2.575 2,584 2.596

1， 119 1， 124 1， 132

4．041 4.072 4,099

133 137

ﾛ

｜
’

137

85

48

i

’

85

52

’

｜

I

85

52

128

１

９ 128 128
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平成30事務年度 主な機能別職員の広域運営等の状況3

○は広域中

2括弧害の署名は、広域運営における中心署

3 「情報技術専門官（個人） 」欄の○は、特官（電子商取引担当）と同様の広域運営による先端分野に係る調査等を担当
4特調部門等の個人は特調部門、法人は調査筆頭部門

5 「評価専門官」欄の◎は評価専門官の配置署、括弧害の署名は指定署

6麹町署の特別調査情報官1名は、全管広域運営によって、署所管連結グループに対する調査を担当
7 「審理専門官」欄の※は、審理専門官の複数配置署

8麹町署の法人国際官1名及び源泉国際官1名は、全管広域運営によって、情報の収集・分析及びそれらに基づく調査事
案の企画、調査手法の開発等を担当

9 「機動官（個人） 」欄の括弧害の署名は連絡署。なお、○は広域運営（6ブロック：世田谷署、北沢署、玉川署、渋谷
署）による国際取引に関する機動調査事務を担当

10機動官（資産）の○は配置署

－3－

署名等

区分 総 合 調 査

特 官

総合調査 調査企画

開発調査

特 官

機動担当

開発調査

特 官

特官（広域）

個 人 資 産 法 人 源 泉

特別調査

担当特官

法 人

特 官

上位富裕層担当

個 人

特 官

電子商取引担当

個 人

資 料

情 報

部 門
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ロ
ツ
ク
・

１

千葉東

千葉南

千葉西

銚 子

市 川

船 橋

館 山

木更津

松 戸

佐 原

茂 原

成 田

東 金

柏

◎

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(成田）

◎

（市川）

(千葉東）

(千葉東）

◎

(成田）

(千葉東）

◎

(成田）

(松戸）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(柏）

◎

(市川）

(千葉東）

(千葉東）

(柏）

(柏）

(千葉東）

(柏）

(柏）

◎

◎

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(麹町）

(麹町）

（麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

,(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(成田）

(成田）

(成田）

(千葉東）

(千葉東）

(成田）

(成田）

(千葉東）

◎

(千葉東）

(成田）
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麹 町

神 田

小石川

本 郷

豊 島

板 橋

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(京橋）

(京橋）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(豊島）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(麹町）

(麹町)．

(麹町）

(渋谷）

(渋谷）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

３
ブ
ロ
ッ
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東京上野

浅 草

王 子

荒 川

足 立

西新井

葛 飾

◎

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

◎

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(浅草）

◎

(浅草）

(浅草）

(浅草）

(浅草）

(浅草）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(豊島）

(豊島）

◎

(足立）

◎

◎

(東京上野）

(豊島）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(麹町）

(浅草）

◎

(浅草）

(浅草）

(浅草）

(浅草）

(浅草）

Ｆ

４
，
ブ
ロ
ッ
ク

日本橋

京 橋

本 所

向 島

江東西

江．東東

江戸川北

江戸川南

(京橋）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(京橋）

◎

(浅草）

(浅草）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(麹町）

(麹町）

(麹町)，

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(京橋）

◎

(葛飾）

(葛飾）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(麹町）

(麹町）

(東京上野）

(東京上野）

(葛飾）

(葛飾）

(葛飾）

(葛飾）

◎

(本所）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

〈芝）

(麻布）

(麻布）

(渋谷）

(渋谷）

(麻布）

(麻布）

(麻布）

(麻布）

◎

◎

(日本橋）

(日本橋）

(日本橋）

(日本橋）

(京橋）

(京橋）

５
ブ
ロ
ッ
ク

芝

麻 布

ロ

川口ロ．

荏 原

大 森

雪 谷

蒲 田

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(品川）

(品川）

◎

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

◎

(品川）

◎

(品川）

(芝）

(芝）

(芝）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(麻布）

◎

(目黒）

(目黒）

(雪谷）

◎

(雪谷）

◎

(品川）

(蒲田）

◎

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(麻布）

◎

(麻布）

(麻布）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

◎

◎

(麻布）

(麻布）

(芝）

(芝）

(芝）



平成30事務年度主な機能別職員の広域運営等の状況3

◎は広域中

2括弧害の署名は、広域運営における中心署

3 「情報技術専門官（個人） 」欄の○は、特官（電子商取引担当） と同様の広域運営による先端分野に係る調査等を担当
4特調部門等の個人は特調部門、法人は調査筆頭部門

5 「評価専門官」欄の◎は評価専門官の配置署、括弧害の署名は指定署
6麹町署の特別調査情報官1名は、全管広域運営によって、署所管連結グループに対する調査を担当

7 「審理専門官」欄の※は、審理専門官の複数配置署

8麹町署の法人国際官1名及び源泉国際官1名は、全管広域運営によって、情報の収集・分析及びそれらに基づく調査事
案の企画、調査手法の開発等を担当

9 「機動官（個人） 」欄の括弧害の署名は連絡署。なお、○は広域運営（6ブロック：世田谷署、北沢署、玉川署、渋谷
署）による国際取引に関する機動調査事務を担当
10機動官（資産）の○は配置署

－4－

署名等

区分 総 合 調 査

特 官

総合調査 調査企画

開発調査

特 官

機動担当

開発調査

特 官

特官（広域）

個 人 資 産 法 人 源 泉

特別調査

担当特官

法 人

特 官

上位富裕層担当

個 人

特 官

睡子商取引担当

個 人

資 料

情 報

部 門

６
ブ
ロ
ッ
ク

目 黒

世田谷

北 沢

玉 川

渋 谷

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

◎
も

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川)

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(世田谷）

◎

◎

(渋谷）

(世田谷）

◎

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

◎

(世田谷）

◎

(世田谷）

(世田谷）

◎

◎

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

◎

７
ブ
ロ
ッ
ク

四 谷

新 宿

中 野

杉 並

荻 窪

練馬東

練馬西

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(杉並）

◎

(練馬東）

(新宿）

◎

(新宿）

◎

(杉並）

◎

(練馬東）

◎

(練馬東）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

. (新宿）

◎

(新宿）

(世田谷）

(世田谷）

(新宿）

(新宿）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

８
ブ
ロ
ッ
ク

八王子

立 川

武蔵野

青 梅

武蔵府中

町 田

日 野

東村山

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

◎

(立川）

(八王子）

(八王子）

◎

◎

◎

(立川）

(武蔵野）

◎

(八王子）

(立川）

◎

(八王子）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

９

ブ
ロ
ッ
ク

鶴 見

横浜中

保土ケ谷

横浜南

神奈川

戸 塚

緑

川崎南

川崎北

川崎西

横須賀

平 塚

鎌 倉

藤 沢

小田原

相模原

厚 木

大 和

(川崎北）

◎．

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

◎

(川崎北）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

(川崎北）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(川崎北）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

◎

(川崎北）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

(川崎北）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(横浜中）

◎

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜南）

(川崎北）

◎

(鎌倉）

◎

◎

(平塚）

(大和）

(大和）

◎

(神奈川）

(保土ケ谷）

◎

◎

◎

(藤沢）

(神奈川）

(川崎北）

◎

(川崎北）

(横浜南）

◎

(藤沢）

◎

(平塚）

(町田）

(大和）

◎

◎

(川崎北）

(藤沢）

◎

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

◎

(川崎北）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

(川崎北）

仰
ブ
ロ
ッ
ク

甲 府

山 梨

大 月

鰍 沢

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

(八王子）

(八王子）

(八王子）

(八王子）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）



3平成30事務年度主な機能別職員の広域運営等の状況

◎は広域ヰ

2括弧害の署名は、広域運営における中心署

3 「情報技術専門官（個人） 」欄の○は、特官（電子商取引担当）と同様の広域運営による先端分野に係る調査等を担当
4特調部門等の個人は特調部門、法人は調査筆頭部門

5 「評価専門官」欄の◎は評価専門官の配置署、括弧害の署名は指定署

6麹町署の特別調査情報官1名は、全管広域運営によって、署所管連結グループに対する調査を担当
7 「審理専門官」欄の※は、審理専門官の複数配置署

8麹町署の法人国際官1名及び源泉国際官1名は、全管広域運営によって、情報の収集・分析及びそれらに基づく調査事
案の企画、調査手法の開発等を担当

9 「機動官（個人） 」欄の括弧害の署名は連絡署。なお、○は広域運営（6ブロック：世田谷署､北沢署、玉川署､渋谷
署）による国際取引に関する機動調査事務を担当

10機動官（資産）の○は配置署

－5－

署名等

区分 特調部門等
(広域）

個 人 法 人

情報技術専門官

個 人 法 人

国 際 税 務 専 門 官

個 人 資 産 法 人 源 泉

審理専門官

個 人 資 産

特別記帳

指導官

プ
ロ
ツ
ク

ー

千葉東

千葉南

千葉西

銚‘ 子

市 川

船 橋

館 山

木更津

松 戸

佐 原

茂 原

成 田

東 金

柏

◎

(市川）

◎

(木更津）

◎

(銚子）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

◎

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

◎

(千葉東）

(千葉東)

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

◎

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

(市川）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

。※

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

◎

(市川）

(千葉東）

(千葉東）

(市川）

(千葉東）

(千葉東）

(市川）

(千葉東）

(市川）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(市川）

。※

(市川）

(千葉東）

(千葉東）

(市川）

(市川）

(千葉東）

(市川）

(千葉東）

(市川）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

２
ブ
ロ
ッ
ク

麹 町

神 田

小石川

本 郷

豊 島

板 橋

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

◎

(豊島）

(神田）

◎

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

◎

(麹町）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(渋谷）

(渋谷）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

。※

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

◎

(豊島）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

３
ブ
ロ
ッ
ク

東京上野

浅 草

王 子

荒 川

足 立

西新井

葛 飾

(葛飾）

(葛飾）

◎

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

◎

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(麹町）

(麹町）

(新宿）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(芝）

(芝）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

◎

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

。※

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

◎

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

◎

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

４
ブ
ロ
ッ
ク

日本橋

京 橋

本 所

向 島

江東西

江東東

江戸川北

江戸川南

(京橋）

◎

(葛飾）

(葛飾）

(京橋）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

５
ブ
ロ
ッ
ク

芝

麻 布

ロ

川口ロ

荏 原

大 森

雪 谷

蒲 田

(京橋）

(京橋）

◎

(品川）

(品川）

（品川）

(品川）

(麻布）

◎

(麻布）

(麻布）

(麻布）

(麻布）
9 *

(麻布）

(玉川）

(玉川）

(玉川）

(玉川）

(玉川）

◎

(芝）

(渋谷）

（ 受容）

（ 陽谷）

(渋谷）

(渋谷）

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

◎

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(芝）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

(杉並）



3平成30事務年度主な機能別職員の広域運営等の状況

◎は広域中

2括弧害の署名は、広域運営における中心署

3 「情報技術専門官（個人） 」欄の○は、特官（電子商取引担当）と同様の広域運営による先端分野に係る調査等を担当
4特調部門等の個人は特調部門、法人は調査筆頭部門

5 「評価専門官」欄の◎は評価専門官の配置署、括弧害の署名は指定署

6麹町署の特別調査情報官1名は、全管広域運営によって、署所管連結グループに対する調査を担当

7 「審理専門官」欄の※は、審理専門官の複数配置署

8麹町署の法人国際官1名及び源泉国際官1名は、全管広域運営によって、情報の収集．分析及びそれらに基づく調査事
案の企画、調査手法の開発等を担当

9 「機動官（個人） 」欄の括弧害の署名は連絡署。なお、○は広域運営（6ブロック：世田谷署、北沢署、玉川署、渋谷
署）による国際取引に関する機動調査事務を担当
10機動官（資産）の○は配置署

－6－

署名等

区分 特調部門等
(広域）

個 人 法 人

情報技術専門官

個 人 法 人

国 際 税 務 専 門 官

個 人 資 産 法 人 源 泉

審理専門官

個 人 資 産

特別記帳

指導官

６
ブ
ロ
ッ
ク

目 黒

世田谷

北 沢

玉 川

渋 谷

○（品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

◎

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(玉川）

(玉川）

◎

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

◎

(渋谷）

(渋谷）

.(渋谷）

(渋谷）

◎

(渋谷）

(渋谷）

（ 農谷）

(渋谷）

◎

◎

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(世田谷）

◎

(世田谷）

(世田谷）

(世田谷）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

７
ブ
ロ
ッ
ク

四 谷

新 宿

中 野

杉 並

荻 窪

練馬東

練馬西

◎

◎

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

◎

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(四谷）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

。※

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

。※

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(杉並）

(杉並）

(杉並）

◎

(杉並）

(杉並）

(杉並）

８
ブ
ロ
ッ
ク

八王子

立 川

武蔵野

青 梅

武蔵府中

町 田

日 野

東村山

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

。※

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

。※

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

９
ロブ
ツ
ク

鶴 見

横浜中

保土ケ谷

横浜南

神奈川

戸 塚

緑

川崎南

川崎北

川崎西

横須賀

平 塚

鎌 倉

藤 沢

小田原

相模原

厚 木

大 和

◎

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

◎

(藤沢）

◎

(藤沢）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

◎

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(神奈川）

◎

(横浜中）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(神奈川）

(神奈川）

(神奈川）

(神奈川）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(神奈川）

(神奈川）

(神奈川）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

。※

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

◎

(川崎北）

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

◎

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

(横浜中）

。※

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

。※

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

(藤沢）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

㈹
ブ
ロ
ッ
ク

甲 府

山 梨

大 月

鰍 沢

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

◎

(甲府）

(甲府）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）



平成30事務年度 主な機能別職員の広域運営等の状況3

2括弧害の署名は、広域運営における中心署

3 「情報技術専門官（個人） 」欄の○は、特官（電子商取引担当）と同様の広域運営による先端分野に係る調査等を担当
4特調部門等の個人は特調部門、法人は調査筆頭部門

5 「評価専門官」欄の◎は評価専門官の配置署、括弧害の署名は指定署

6麹町署の特別調査情報官1名は、全管広域運営によって、署所管連結グループに対する調査を担当

7 「審理専門官」欄の※は、審理専門官の複数配置署

8麹町署の法人国際官1名及び源泉国際官1名は、全管広域運営によって、情報の収集・分析及びそれらに基づく調査事
案の企画、調査手法の開発等を担当

9 「機動官（個人） 」欄の括弧害の署名は連絡署。なお、○は広域運営（6ブロック：世田谷署、北沢署、玉川署、渋谷
署）による国際取引に関する機動調査事務を担当

10機動官（資産）の○は配置署

－7－

署名等

区分 評 価

専門官

特別調査

情報官

酒 類

指導官

機動官

個 人 資 産

機 動 調 査 官

（ 法 人 課 税 ）

一 般 機動担当部門 特 命 担 当

酒類調査

センター

(広･広域）

プ
ロ
ツ
ク

ー

千葉東

千葉南

千葉西

銚 子

市 川

船 橋

館 山

木更津

松 戸

佐 原

茂 原

成 田

東 金

柏

． ◎

◎

(千葉東）

(成田）

◎

(千葉東）

(千葉南）

(千葉南）

(市川）

(成田）

(千葉南）

◎

(成田）

(市川）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(成田）

(松戸）

(松戸）

(千葉東）

(千葉東）

◎

(成田）

(千葉東）

◎

(成田）

(松戸）

◎

◎

(千葉東）

(東金）

◎

(市川）

(千葉南）

(千葉南）

◎

(成田）

(東金）

◎

◎

(松戸）

◎

(千葉東）

○(千葉東）

(千葉東）

○(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

○(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

○(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

◎

(木更津）

◎

(銚子）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町｡,麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

◎

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

(千葉東）

２
ブ
ロ
ッ
ク

麹 町

神 田

小石川

本 郷

豊 島

板 橋

(神田）

◎

(足立）

(足立）

(四谷）

(四谷）

◎

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(神田）

◎

(東京上野）

(東京上野）

◎

(豊島）

◎

(麹町）

(豊島）

(豊島）

◎

◎

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(神田）

◎

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

◎

(麹町・麻布・渋谷・新宿)

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

◎

(豊島）

３
ブ
ロ
ッ
ク

東京上野

浅 草

王 子

荒 川

足 立

西新井

葛 飾

(足立）

(足立）

(足立）

(足立）

◎

(足立）

(江戸川北）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

(麹町）

◎

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

(東京上野）

◎

(東京上野）

(東京上野）

(足立）

◎

（足立）

◎

O(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

（ 農谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(神田）

（神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

４
ブ
ロ
ッ
ク

日本橋

京 橋

本 所

向 島

江東西

江東東

江戸川北

江戸川南

(神田）

(神田）

(江戸川北）

(江戸川北）

(江戸川北）

(江戸川北）

◎

(江戸川北）

(京橋）

◎

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(京橋）

(神田）

(神田)

(東京上野）

(東京上野）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(京橋）

◎

(葛飾）

(葛飾）

◎

(江東西）

◎

(江戸川北）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

O（渋谷）

(渋谷）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

<神田）

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島)

(豊島）

(豊島）

(豊島）

５
ブ
ロ
ッ
ク

芝

麻 布

ロ

川口ロ

荏 原

大 森

雪 谷

蒲 田

(神田）

(神田）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(目黒）

(品川）

(品川）

◎

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(神田）

(神田）

◎

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

◎

◎
、

◎

(品川）

(麻布）

(麻布）

(芝）

(渋谷）

○（渋谷）

(渋谷）

（ 農谷）

（ 農谷）

(渋谷）

○（渋谷）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(麹町･麻布・渋谷.･新宿）

◎

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）



平成30事務年度主な機能別職員の広域運営等の状況3

〕lま □ ■■

2括弧害の署名は、広域運営における中心署

3 「情報技術専門官（個人） 」欄の○は、特官（電子商取引担当）と同様の広域運営による先端分野に係る調査等を担当
4特調部門等の個人は特調部門、法人は調査筆頭部門

5 「評価専門官」欄の◎は評価専門官の配置署、括弧害の署名は指定署

6麹町署の特別調査情報官1名は、全管広域運営によって、署所管連結グループに対する調査を担当
7 「審理専門官」欄の※は、審理専門官の複数配置署

8麹町署の法人国際官1名及び源泉国際官1名は、全管広域運営によって、情報の収集・分析及びそれらに基づく調査事
案の企画、調査手法の開発等を担当

9 「機動官（個人） 」欄の括弧書の署名は連絡署。なお、○は広域運営（6ブロック：世田谷署、北沢署、玉川署、渋谷
署）による国際取引に関する機動調査事務を担当
10機動官（資産）の○は配置署

－8－

署名等

区分 評 価

専門官

特別調査

情報官

酒 類

指導官

機動官

個 人 資 産

機 動 調 査 官

（ 法 人 課 税 ）
｡■■■■ 般 機動担当部門 特 命 担 当

酒類調査

センター

(広･広域）

６
ブ
ロ
ッ
ク

目 黒

世田谷

北 沢

玉 川

渋 ・谷

◎

◎

(世田谷）

(世田谷）

(神田）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

○（渋谷）

◎

(世田谷）

(世田谷）

◎

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

◎

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

７
ブ
ロ
ッ
ク

四 谷

新 宿

中 野

杉 並

荻 窪

練馬東

練馬西

◎

(四谷）

(四谷）

(世田谷）

(世田谷）

(四谷）

(四谷）

(新宿）

◎

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(新宿）

◎

(杉並）

◎

(杉並）

◎

(練馬東）

(渋谷）

(渋谷）

○（渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(渋谷）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

◎

(麹町･麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

８
ブ
ロ
ッ
ク

八王子

立 川

武蔵野

青 梅

武蔵府中

町 田

日 野

東村山

◎

(武蔵府中）

(武蔵府中）

(八王子）

◎

(八王子）

(八王子）

(武蔵府中）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(立川）

◎

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

◎

◎

(立川）

◎

(八王子）

(武蔵府中）

◎

○（立川）

◎

○（立川）

(立川）

O（立川）

(立川）

(立川）

○（立川）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田） ．

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布一渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(豊島）

(豊

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

(豊島）

９

ブ
ロ
ッ
ク

鶴 見

横浜中

保土ケ谷

横浜南

神奈川

戸 塚

緑

川崎南

川崎北

川崎西

横須賀

平 塚

鎌 倉

藤 沢

小田原

相模原

厚 木

大 和

(川崎北）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

◎

(川崎北）

(藤沢）

(厚木）

(藤沢）

◎

(厚木）

(厚木）

◎

(藤沢）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(品川）

(川崎北）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(川崎北）

(横浜中）

(川崎北）

(川崎北）

◎

(川崎北）

, （横浜中）

(厚木）

(横浜中）

(厚木）

(厚木）

(厚木）

◎

(厚木）

(神奈川）

◎

(横浜中）

◎

◎

(横浜南）

◎

◎

◎

(川崎北）

(錬倉）

◎

◎

◎

(平塚）

◎

(平塚）

(相模原）

(横浜中）

◎

(横浜中）

○(横浜中）

○(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

○(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

O(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

（神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布。 受谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町Q麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布・渋谷？新宿）

(横浜中）

◎

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

(横浜中）

㈹
ブ
ロ
ッ
ク

甲 府

山 梨

大 月

鰍 沢

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

(新宿）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）

(立川）

(立川）

(立川）

(立川）

◎

(甲府）

(甲府）

(神田）

(神田）

(神田）

(神田）

(麹町・麻布・渋谷・新宿）

(麹町・麻布。 農谷・新宿）

(麹町・麻布。 農谷・新宿）

(麹町・麻布。 農谷・新宿）

◎

(甲府）

(甲府）

(甲府）



参考（課総） －1

○資料収集枚数等の推移

(千枚）
（人）

300500.000

450,000 従事人員従事人員

250■■■■■■■■■ロ■■■■■■ ■■.■．■■■．‐■■．■■ロ■pqp■pqppp ロ■ﾛ,■■ロ■pqp■pqpqpq■■■■■■■■■ロ■■■■■■ ■■.■．■■■．‐■■．■■ロ■pqp■pqppp ロ■ﾛ,■■ロ■pqp■pqpqpq

400,000
去定外資料の収集枚数去定外資料の収集枚数

31,29

繍云鱗I23936C
350,000

議飯107曇29〔 200

ディスク等による収集枚ディスク等による収集枚
113,83〔113,83〔

光ディスク等による収集枚

300,00 0
2麹”

;－
”””

野鶴群野鶴群

61.47561,475 1 171,06661,4751 171,06671,066
65.26565.265

記

72”9

記

72”9

記

72”9

免議 銭
J J J J ｣ +

6頚98

免議 銭
J J J J ｣ +

6頚98

､二 "幾通

露麹熟

6醗塊
』 黙想? 培靜弱,』

駄 難 贈職
.J向 A 史 群+ ＃

蕊
甥

》
霊
》
霊識24a”624a”624a”6

250,000 150認難

〆 認Z認Z 8J
”9J幻 琴

群
向

200,000

産
遮
蕊
認

離瀧2m‘”77Z“177Z

/麺7“／
■

100

型
一
一
》
三蕊

41.32841.328

蕊蛭150，00 0 ……一

一一

“66

Z
』ノ

壁

灘灘

…37.113

〆

",1ル ヂ盤＞ 竺
牌里牌里

100,000

蕊蕊
50

菖二
“7

二二畷
“〃ず

法定調書の提出枚85唖
鞍 驚譲蕊蕊

50,000
■癖ﾛ■2“i瀞〔 282,65 8383 36,“顔裂02（

＃

0 0
18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

(事務年度）

(注）平成30事務年度は､平成30年7月～12月の実績である。

【平成20年以降新設された法定調書】 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

r

r

①名義人受領の株式等の譲渡の対価の調書

②上場証券投資信託の償還金等の支払調書

③金地金等の譲渡の対価の支払調書

④外国親会社等が国内の役員等に
供与等をした経済的利益に関する調書

⑤教育資金管理契約の終了に関する調書

⑥国外財産調書

⑦非課税口座年間取引報告書

⑧国外証券移管等調書

⑨結婚･子育て資金契約の終了に関する調書

⑩財産債務調書

⑪未成年者口座年間取引報告霊

⑰保険契約等の異動に関する調書

一
1 l

i l
q I

q I

ﾄｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰｰ◆

▲

●

F 可

一

T

●

〒

，－…---◆

▲
ー
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○総合調査特官の調査事績の推移

嚇
州
（
難
誌
）
’
㈹

ｰ

‐

処理事案件数は基幹事案の件数を示し、処理件数は基幹・関連・連携を含めた件数を示す。
増差所得金額及び不正所得金額は、所得税、相続・贈与税、法人税に係る調査事績である。
追徴税額は、所得税、相続・贈与税、法人税、消費税、源泉所得税及び印紙税の追徴本税額及び加算税額等を含む。
更．修正割合及び不正発見割合は、処理件数に占める更・修正件数又は不正発見件数の割合を示す。
複数税目割合は、処理事案件数に占める複数税目処理事案の件数の割合を示す。
30事務年度は、平成31年3月末現在の事績を示す。

１
２
３
４
５
６

ｊ注ぐ

処理

事案
件数
処理

件数

調査

総日数 口
増差所得金額
－

所得税
相続
贈与税

法人税

不正所得金額

所得税
相続 ｡●

贈与税
法人税

追徴
税額

更.修

正割合
不正発

見割合
複数税
目割合

処理事案件数1件当たり

増差所
得金額

不正所

得金額
追徴
税額

件 件 人日 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％ ％ 千円 千円 千円

21 86 444 13,340 15,035 2, 195 1,271 11,569 9,269 524 178 8,566 3,885 86．9 28.6 95.3 174,828 107,774 45, 177

22 86 364 12,888 11,517 3,581 2,283 5,653 5,821 1,724 66 4,031 4,387 74.2 35．2 66.3 133，921 67,685 51,013

23 88 376 12,639 11,757 2,658 1,906 7， 193 5，726 792 557 4,376 3,857 79.5 34.0 67．0 133,599 65,063 43，833

24 66 306 10,365 7,344 2, 107 1,085 4, 152 4,053 636 212 3,205 2,655 87.6 30． 1 72.7 111,281 61,409 40,223

25 79 301 10,021 6,964 2,273 619 4,072 3,345 974 19 2,352 2,236 77． 1 21．6 67．1 88，150 42,345 28,302

26 81 288 9,782 9,588 2,084 1，379 6,124 4,747 1，000 66 3，681 3,201 81．3 30．9 79.0 118,374 58，607 39,517

27 84 370 10,234 9,777 2,453 858 6,466 3,146 635 29 2,482 3,400 82.4 22.4 78.6 116,390 37,453 40,475

28 89 339 11,994 11,478 2,632 620 8,226 2,013 539 24 1，450 2，851 77．6 16．5 75.3 128,964 22，616 32,031

29 103 372 9，752 8,781 4,053 915 3,813 3,289 598 80 2,611 3,099 84． 1 22．3 77．6 85,255 31,940 30，092

30 66 239 6,356 8, 145 3，297 1,287 3,560 3,310 929 88 2,292 2,586 83．7 19．7 78．8 123,413 50, 166 39， 194



s 開発調査特官の資料源開発事績の推移
嚇
州
（
鰡
議
）
ｌ
“

ｌ
］
」
１

(注） 平成30事務年度は、平成30年7月～12月の実績である。

連絡せんには、調査情報連絡せんを含む。

稼働日数の状況

総稼働
日数

開発調査
事 務
割合

処理件数の状況

開発調査
件 数

特定事案 法定藍杳

開発事案区分

調査同行

事 案
協力依頼
事 案

共同開発

事 案 1連絡事案’
その他の
資料源
開発事案

試行
調査

資料収集の状況
●

活用効果の高い資料

重要資料 資金資料 連絡せん 小計

蓄積
その他

合計

20

人日

13．494.9

人日

10．611．5

％

78．6

件

403

件

9

件

91

件

248

件

55

件 件

ー

件

54

枚

3,212

枚

725

枚

5,744

枚

9，681

枚

186,668

枚

196，349

21 13,447．9 10,554.9 78．5 366 1 81 229 35 20 － 19 3，120 25 8,452 11．597 148,236 159,833

22 13，367．2 10.252．9 76．7 351 3 72 218 43 15 一 29 2,419 67 8,924 11，410 250,095 261，505

23 13，857．2 10，453．6 75．4 372 一 65 260 42 5 ー 10 1.369 472 4.920 6,761 409,905 416,666

24 13，770．5 10.450.7 75．9 361 12 119 113 91 26 一 5 2,208 30 6,240 8,478 556,713 565,191

25 13，590.6 10，024．8 73.8 340 ー 122 118 92 8 ー 6 2,609 28 8,158 10，795 429,125 439,920

26 13．782．6 10，316．3 74．9 356 － 124 112 119 1 2 1,247 18 8,203 9．468 3,219,548 3,229,016

27 13.761．6 10．320．0 75．0 360 q■■■■ 99 161 98 2 ■■■■■

1,266 5 9, 171 10,442 1,106,986 1，117，428

28 13．860． 1 10，334．6 74.6 368 ー 88 - 153 122 5 一 784 9 6,720 7,513 15,907,416 15,914,929

29 15,660.8 11.794.6 75．3 386 ー 77 172 125 12 ー

1,030 6 7,066 8,102 16,651,222 16,659,324

30 8,324.2 6, 154．5 73.9 165 ー 46 88 27 4
Ⅱ■■■■ 619 0 2,587 3,206 954,066 957.272



4法定監査事績の推移
嚇
姉
（
鰡
議
）
ｌ
心

ｰ

心．

(注） 1平成30事務年度は、平成30年7月～平成30年12月の実績である。
2平成24事務年度からは、監査事務体系の見直しを行い、簡易監査を廃止した。

実地監査

件数 非違件数 非違割合

収集枚数

法定調書

1件当たり

法定外資料

1件当たり
計

簡易監査

件数 非違件数 非違割合

収集枚数

法定調書 法定外資料 計

21

件

391

件

328

％

83.9

枚

32,092

枚

82．1

枚

53,336

枚

136.4

枚

85,428

件

136

件

123

％

90.4

枚

1，529

枚

0

枚

1,529

22 455 418 91．9 23,467 51．6 53,360 117．3 76,827 212 206 97.2 2,549 178 2,727

23 850 775 91.2 42,553 50. 1 169,667 199.6 212,220 221 219 99． 1 3,355 23 3,378

24

25

26

27

28

29

30

807

818

806

799

998

952

658

735

751

696

664

770

719

237

91. 1

91．8

86.4

83． 1

77.2

75.5

36.0

56,591

71,616

41,824

59,171

103,340

33，585

5, 171

70.1

87．6

51．9

74． 1

103.5

35.3

7.9

51，535

55，634

132，221

4,938,435

997,367

301，303

67,640

63.9

68.0

164.0

6,180.8

999.4

316.5

102.8

108,126

127,250

174,045

4,997,606

1,100,707

334,888

72,811



嚇
州
（
蝋
侭
）
’
一

調査の指導･監督

（調査審理）
事前照会

参考

1世麺 寄牝

訟務官室

ｰ

唖

･所得班

･資産班

･法人班

･国際班
･査察班

・支援班
(争訟見込支援）

事前照会等担当
･組織再編及び再建支援
等の事前照会

王
ゴ"Ⅱ三局事案等担当1"li賑妄毒

旦原処分のための調査審理(調査審理依頼
のあるものに限る測迩:三歳削りI猟鷺鑿曼］

〃局事案等担当I！ i I
(文案指導･合議課）

『字一宇一一帝一一胃一一中＝ー‐亨漂宇一亨一一一写字一宇一キー1

1蝉蕊鶏蕊舞奎’
1の支援を実施： ↑ ; : " “ ： 『 1
0 ‘ ． ： 1
8，■■,■■,■■－，■■－1■■,■■,■■,■■,■■,■■,■■I■■‘■■,■■I■■,■■■■,■■,■■■■,■■,■■‘■■－－1■､－－0

■ § § 局間支援担当§::§三℃ごl l#

Q他局における原処分のための調査審理
(支援要請のあるものに限る｡）:土; : ‐ : ; ≦ ､ f

署

局

他
局 他局事案

個人課税課

資産課税課

法人課税課

個人課税課
資産課税課
法人課税課

消費税課
(印紙税のみ）

消費税課

不服審査担当
(局事案等担当）

〆邑

zｾ

f

Q争訟見込み事案に
おける原処分のだめ

の調査審理壹三室室:i : j

三三三言言三三



参考(審理)－2

○不服申立て。事前照会等の件数の推移

【不服申立て等の発生件数】

（件）

1500 ｜ 直接審査請求
主

胃
再調査の請求｡異議申立

、

再調査の請求｡異言睡
一
唖
一器1200 ハブ

､ﾐご空ｿ"9、、
－

巧
９
９
７
巧
９
９
７
”
垂
”
垂
”
垂

l:9l:94

900 8 '一一一一一一一

m8
6酒

"g Fﾃ可TTT一

6酒

蒟9 Fﾃ可TTT一639
蕊575
⑪咄 色 , ､

600 1 ．182

,007n識「艤:「1,007

灘
1 ,077 一誼~一

920
訴訟事件

ifF
訴訟 住」

1 0

629
300 619

66

－

I。-浬口星Lr_芝1－

１０
２９
５

107

_LX_
95肥

一 3暁
今

例
↑ －54で 牢 …… 唖……Z

0

21 22 23 24 25 26 27 、 28 29 30（年度）

(参考） 不服申立制度の改正により、平成28年4月以降の処分に対する不服申立ては、審査請求と再調査の請求の選択制とされた。

【事前照会等の発生件数】

600<件）
死7

’ ｜

事前照会組織再編･再建支援 電話照会等 文書回答5り3
鐙
一

500
ｈ

ｒ

５３せＩ５173
39／39／ 380380127

400

L」 陰「 、
．
Ⅱ
玲
紳
魂
醜
軸
蝕
撫
蹄 血ハ哩

370102 3“‘
3/23/23/2

l I 28卒28‘120
(304ノ(304ノγ

300 97144

｜
Ｉ

鐸
閖
ゞ
｜
蕊

岬
一
軒
》

唖
一
嬢

－|，′｜ト『:；＃「
132

95

灘

99 QQ
曹曹
QQ
曹曹 8390

HH

②甘

9090
104

200
64 69

898989

灘
11968４４計８

１ 152
86 蕊

蕊6蕊錘
駕鍵舞篝:100

灘 当 障謂
52

72727276

溌

１

い

峰

38

8811 1．万5
8888

60
9178 808072 69 6464

0

21 22 23 24 25 26 27 28 29 （30) (事務年度）
(注） 30事務年度の件数（304件）は5月末現在の件数であり、対前年同月比は107.8％（29事務年度の5月末現在は282件）である。
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参考(個人)－1

○事務運営の推移等

1個人課税部門の総稼働日数､所得税の申告害提出件数及び調査･内部事務量

０
０
０
０
０
０
０
０
０

Ｊ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

日
ｐ
、
Ｄ
Ｏ
Ｄ
Ｄ
ｐ
Ｏ
、

人
心
卯
沁
卵
扣
扣
卯
沁
釦

Ｉ
６
５
５
５
５
５
４
４
４

＝一三弐三三ニーベ 三
‐

、

(千件）

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

０
８
６
４
２
０
８
６
４
２
０

６
５
５
５
５
５
４
４
４
４
４

０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０

１
９
７
５
３
１
９

２
１
１
１
１
１

一~

「雨晉拝罰

妄 鯰魂＝……－…－－心～-……塗……－－
．､一蚕一…"'"鐸…･途

－…雨一一一窪･轌評金一
20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 3016 17 18 19

(注)1 申告件数は､翌年3月末日の数値である。

2調査事務量は､着眼調査(机上)を除く。

2実地調査事務量の推移(各事務年度末現在） rｲ生1
、ロⅡグ

０
０
０
０
０
叩
叩
０

０
０
０
０
０
０
０

０
０
０
０
０
０
０
０
０

５
０
５
０
５
０
５
０
０

４
４
３
３
２
２
１
５
０

（人日）

160，000

140,000

120.000

100．000

80.000

60．000

40.000

20,000

0

‐蒲眼(実地）

‐一般

一特調

=→一調査件数

21 ．991
19－768

芸当 ｢而而1｢雨5丁18.708

17－454

》

19.753
20.950 18．02520.23319.867

23.6661 1 －766

｛
19－416 15．07117.396

2/,ﾌﾉ2
－

2q5p0

一

＝

T論爾h諦催昌一
20. 103

'準一
＝

一余ｦ、 ﾉ84”

→

41.052

JZ5硬

一

54．880

78ノ”
ー

／Z855ノス6ｲ3、

48.800

-〆
/乱5イ

型 圭~<$堅

憶凰關麟
59.298 53.552

53．394

騨騨鱸蕊

55.983
ノa麹

39.552

48.980
49．1 19 48.508

44，910
46.62452306

51 .754
Ⅱ E …』鈴 t謹哉鐸捨

噸驚鰯騨謝繍

灘灘篝
蕊欝生

４

熱
49.9鰯

蕊 #溌麓＃4Z913

職
凱鍾雛

蕊
鯉熱§

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

／～

｜ 計画べｰｽ’
3調査体系､機構及び各種施策の推移

特 別 調 査 一 般 調 査
実
地接

触
体
系

着 眼 調 査 （ 実 地 ． 机 上 ）

’
事後処理(調査）

事 後 処 理
事後処理(行政指導）

屋屋
ニゴヒ
公示廃止

國

雪､畠
」 F

法定調書の国から

地方へのデータ連騰開始

H25 5

扶萎是正恨報等の地方

から国へのデータ運鴨間始

H25 6

］ I
一一ざ注一一

社会保障･税番号制度

の導入

財産債務調書制度

の創設 ！

：一
= 句

医擦撹

明細秘添

H3

函

(事務年度） 16 17 18 19 20 21 22 23 ‘ 24 25 26 27 28 29 30

- 15-
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嚇
姉
（
面
芳
）
１
ｍ

2課税事績の推移

（1） 所得税
(参考）譲渡の有所得者数等

ｰ

③

－

(注） 各翌年3月31日現在の数値である。

申告所得税集計簿（業務管理情報） 確定申告状況報告自

合 計ロ

対前年比 1人当たり 営業等所得者 対前年比 1人当たり 農業所得者 対前年比 1人当たり その他所得者 対前年比 1人当たり

人

員

21

皿
別
一
別
走
路

26

27

28

29

30

人

1,881,208

Ｌ
－
Ｌ
－
Ｌ

849,343

620,789

613．230

1,671,661

1,659,088

1,712,512

1,718,096

1,741,987

1,746,417

96． 1

％

98.3

87.6

99.5

103.6

99.2

103.2

100．3

101.4

100．3

人

314,552

303,672

314,600

321,005

328,667

341;642

353,052

361,934

359,825

363.821

％

88.8

96.5

103.6

102．0

102.4

103.9

103.3

102.5

99.4

101． 1

人

10， 170

， 952

10，741

12，395

11，389

10,161

11，886

13，258

13,521

12，960

％

92.7

107.7

98.1

115.4

91．9

89.2

117．0

111．5

102.0

95.9

人

1,556,486

1,534,719

1,295,448

1,279,830

1，331，605

1,307,285

1,347,574

1,342,904

1，368，641

1,369,636

％

9767

98.6

84.4

98.8

104．0

98.2

103． 1

99.7

101．9

100. 1

総
所
得
金
額
等

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

億円

116,509

116，257

112,855

115, 454

136，032

128,823

138, 112

141, 111

147,085

152,025

％

87.3

99．8

97． 1

102.3

117．8

94．7

107.2

２
’
２

２
’
４

０
－
０

１
－
１

103.4

千円

6，193

6,286

6,963

7， 157

8, 138

7,765

8,065

8,213

8,444

8.705

億円

14,483

柵
研

１
－
１

14，642

15,013

15，721

16，396

16，777

16，990

17,453

％

88.3

96.6

101．7

102.9

102.5

104.7

104.3

102.3

101.3

102.7

千円

4,604

4,607

4,522

4,561

4,568

4.602

4,644

4．635

4,722

4,797

億円

287

343

316

398

355

300

388

467

482

452

％

92.3

119．5

92． 1

125.9

89.2

84.5

129.3

120.3

103.2

93.9

千円

2，822

3,132

2,942

3,210

3．117

2,952

3,264

3,522

3.562

3,489

億円

101，739

101,925

98,313

100,414

120,665

112，802

121，327

123,867

129,614

134, 120

％

87.2

100.2

96.5

102． 1

120.2

93.5

107.6

102． 1

104.6

103．5

千円

6,536

6，641

7,589

7,846

9,062

8,629

9,003

9,224

9,470

9,792

申
告
納
税
額

別
斗
朗
口
羽
一
別
崔
妬
乍
朋
正
”

28

29

30

徳111

9,009

9，062

9, 173

一司一△一一

9,355

10,966

10,904

12,144

12,574

13, 186

13,778

83． 1

％

100．6

101．2

102.0

117.2

99.4

111．4

103.5

104.9

104.5

千円

479

０
－
舶

囎
－
５

580

656

657

709

732

757

789

億円

1，411

1,373

1，397

1.411

1，456

1，501

1,609

1,613

1,615

1,672

％

91．2

97.3

101．7

101.0

103.2

103． 1

107.2

100.3

100．1

103.5

千円

449

452

444

440

443

439

456

446

449

460

億円

12

16

13

20

17

14

22

30

31

26

92.3

％

133.3

81．3

150． 1

88.3

79.0

159.7

136.4

103．1

85.4

千円

118

146

121

157

151

134

183

224

226

202

億円

7,586

7,673

7,763

7,924

9,493

9,390

10,513

10，931

11，540

12，079

％

81．7

101． 1

101．2

102.1

119．8

98.9

112.0

104．0

105.6

104.7

千円

487

500

599

619

713

718

780

814

843

882

譲渡所得 対前年比 1人当たり

人

135,935

149,057

136,895

150.039

312,479

244,635

254,234

199,575

287,229

243,980

％

108.9

109.7

91．8

109．6

208.3

78.3

103.9

78.5

143.9

84.9

億円

12，813

％

67.5

千111

9,426

15， 155 118.3 10, 167

16,058 106.0 11,730

18，349 114．3 12，229

36,886 201．0 11，804

25,206 68.3 10,304

30,387 120.6 11,952

32,777 107.9 16,424

37,031 113．0 12．892

37, 141 100.3 15,223



(2)消費税 嚇
却
（
面
シ
）
１
ｍ

ｰ

へ］

(注）1 各年分は、その年の4月1日から翌年3月31日までに終了した課税期間について、翌年6月30日までの申告（国、地方公共団体等については

翌年9月30日までの申告を含む。 ）又は処理（更正、決定等）の事績である。

2 「申告税額」欄は、地方消費税（譲渡割額）を含まない。

3 「申告税額」欄の「計」欄は、納税申告税額から還付申告税額を控除したものである。

納税申告
対前年比

還付申告
対前年比

計
対前年比

申
告
件
数

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

293，

286，

件

055

936

284,859

275,049

248,682

235,575

230,025

230,373

231，730

234,677

235,496

％

96． 1

97.9

99.3

96.6

90.4

94.7

97.6

100．2

100.6

101．3

100．3

件

198,032

193，008

191，298

184,495

166,740

155,509

150，464

148,687

147，178

146,597

145,245

％

96.3

97.5

99．1

96.4

90.4

93.3

96.8

98.8

99.0

99.6
ヶ '

99.1

件

7,017

7,449

7,972

7,043

6,013

5,557

5,893

6,715

7,304

7,619

7,942

％

99.2

106.2

107.0

88.3

85.4

92.4

106．0

113．9

108．8

104.3

104.2

件

300,072

294,385

292,831

282,092

254,695

241,132

235,918

237,088

239,034

242,296

243,438

％

96．1

98． 1

99.5

96.3

90.3

94.7

97.8

100.5

100.8

101．4

100．5

申
告
税
額

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

百万円

114,656

110, 175

103,764

100,206

95,316

94，393

94，062

131.570

147,320

152,554

153,568

％

97.7

96．1

94.2

96.6

95． 1

99.0

99.6

－－－－－－

139．9

112.0

103.6

100.7

百万円

56,014

53,694

50，114

48,395

46,220

45,620

45, 188

63,145

70, 134

73,268

73,000

％

97.7

95.9

93.3

96.6

95.6

98.7

99.1

139.7

111． 1

104.5

99.6

百万円

10,236

8,638

8,666

6,786

4，441

4,342

5,440

8,743

11, 118

10, 145

11,458

％

130.3

84.4

100.3

78.3

65.4

97.8

125．3

160.7

127.2

91.3●

112.9

百万円

104,420

101,537

95,098

93,420

90,875

90,0

88,622

122,827

136,202

142,408

142,109

％

95.3

97．2

93.7

98.2

97.3

99． 1

98.4

138.6

110．9

104.6

99.8

東京国税局統計書（消費税課税状況）



3調査事績（調査態様別）の推移 嚇
州
（
面
シ
）
ｌ
の

ｰ

“

｜

今事案を含ら

2税額には加算税額を含む。

3着眼調査は実地調査のみである。

4 30事務年度は、 30年7月～31年4月の事績である。

所 得 税

調査件数 調査総日数
調査全年分増差額

所得金額 税額

1件当たり

調査日数 所得金額 税額

重加賦課
割 合

消 費 税

調査件数
同時調査

割合
増差税額

源泉所得税
一
遅
今
ロ

非
割 税額

特

別

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

件

3.679

3 260

3 698

3 408

3 255

3 286

3 586

3 707

4 054

3,746

人日

50．341

45 968

50 038

52 684

52 658

50 906

53 938

55 922

60 639

53.445

百万円

86.629

76 817

75 384

69 893

58 884

63 487

65 677

60 971

101 735

82.244

百万円

22.423

21 565

18 256

15 353

14 369

13 195

15 052

13 432

21 607

16．889

人日■

13．7

14.1

13．5

15．5

16.2

15．5

15．0

15.1

15．0

14．3

千円

23.547

23 563

20 385

20 509

18 090

19 320

18 315

16 447

25 095

21．955

千円

6.095

6 615

4 937

4 505

4 414

4 016

4 197

3 624

5 330

4.509

％

14．8

15．2

12．1

11．1

11．5

8.9

10. 1

10.6

11．4

13．7

件

2.100

1 751

1 966

1 953

1 770

1 988

2 042

2 168

2 220

2.002

％

57．1

53.7

53.2

57.3

54.4

60.5

56.9

58.5

54.8

53.4

百万円

4.787

2 313

2 416

2 119

2 222

1 810

2 789

2 523

2 890

3.378

％ 百万円

一

般

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

10.045

8 816

10 416

9 121

8 669

9 832

9 552

9 667

9 126

7， 163

47.514

43 055

50

48

583

664

49 645

58 464

56 320

56 610

56 306

44.060

81．394

72 596

80 175

60 973

65 781

90 081

91 496

83 870

84 393

74． 110

11．271

10 379

10 203

7 011

7 924

10 880

10 864

10 314

10 780

9． 166

4.7

4.9

4.9

5.3

5.7

5.9

5.9

5.9

6.2

6.9

8．103

8 235

7 697

6 685

7 588

9 162

9 579

8 676

9 248

10．346

1.122

1．177

980

769

914

1． 107

1． 137

1，067口

1．181

1.280

1．7

1.5

1．5

1.3

2.2

3.7

4.5

3.5

4.6

6.9

3.835

3 438

4 138

3 662

3 046

4 380

3 996

4 140

3 790

2．931

38.2

39.0

39.7

40．1

35． 1

44.5

41.8

42.8

41．5

40.9

1．088

1．355

1，515

1． 177

957

1,862

1．805

2．154

2．360

2． 154

着
眼

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

8.254

7 724

7 960

4 437

4 072

5 810

5 817

6 186

5 896

4,359

19．401

20 856

22 096

12 304

13 512

20 066

20 133

20 706

20 017

14． 150

16，578

21 933

20 528

13 394

13 643

35 781

41 206

41 676

33 374

25.495

1. 110

1 935

1 520

1 121

1 278

2 505

2 999

3 159

2 602

2,086

2.4

2.7

2.8

2.8

3.3

3.5

3.5

3.3

3.4

3.2

2.008

2 840

2 579

3 019

3 350

6 158

7 084

6 737

5 660

5.849

135

251

191

253

314

431

516

511

441

479

1■■■■

ー

ー

ー

ー

0.5

0.8

0.5

0.6

0.5

6．147

6 234

6 130

2 858

1 389

2 028

2 026

2 006

2 071

1．626

34.7

2933

34.8

31．7

30.5

34.9

34.8

32.4

35．1

37.3

1．180

1．422

1.306

720

336

646

759

796

776

755

〈
口

計

21

22

23

24

25

26

2.イ

28

29

30

21．978

19 800

22 074

16 966

15 996

18 928

18 955

19 560

19 076

15．268

117.256

109 879

122 717

113 652

115 815

129 436

130 391

133 238

136 962

111.655

184.601

171 346

176 087

144 260

138 308

189 349

198 379

186 517

219 502

181．849

34,804

33 879

29 979

23 485

23 571

26 580

28 916

26 906

34 989

28. 141

5.3

5.5

5.6

6.7

7.2

6.8

6.9

6.8

7.2

7.3

8.399

8 654

7 977

8 503

8 646

10 004

10 466

9 536

11 507

11．910

1,584
1 711

1 358

1 384

1 474

1 404

1 526

1 376

1 834

1，843

3.2

3.2

2.7

3.0

4.8

3.6

4.4

3.9

3.4

7.2

12．082

11 423

12 234

8 473

6 205

、 8 396

8 064

8 314

8 081

6.559

40.0

36.5

39.6

40.8

37.9

44.4

42.5

42.5

42.4

43.0

7，055
5 090

5 237

4 016

3 515

4 318

5 353

5 473

6 026

6,287

2．1

1．7

1.8

2.4

2．1

2.0

1．7

1．7

1.3

1．2

257

247

212

252

261

178

182

134

84

94



参考(資産)－1

事務運営の推移等

【総稼働日数及び内部･外部接触事務量の推移(各事務年度)】

1

(人日）
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鰯
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21 22 23 24

【定員及び相続税･讓渡所得の実地調査日数】
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－相続税調査日数
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塞鶴■狸翻灘灘
21 22 23

※定員には､開発調査特官付(併任)を含む。

【資産課税に係る機構等の変遷】

24 25 26 27 28 29
（事務年度）

《税制改正》
I

－秩弐譲渡努離課税＝末1Ⅸ、引一
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嚇
捌
（
鰯
耐
）
１
ｍ

2課税事績の推移

’
四
つ
Ｉ

(注） 1 相続税は翌年10月末日までに申告又は処理をしたものである。

2贈与税は翌年3月31日現在の事績である。 東京国税局統計。書 贈与税の申告状況表

相 続 税

被相続人数

|弱年比

課税価格

人員
対前年比

金額
対前年比 1人当たり

納付税額

人員
対前年比

金額
対前年比 1人当たり

人 ％ 人 ％ 億円 ％ 千円 人 ％ 億円 ％ 千円

20 15，237 105.0 44.726 103．2 41．346 104.3 92.443 39． 152 103.2 6.027 101.4 15,394

21 14，485 95． 1 42,009 93.9 37,350 90.3 88.910 36.714 93.8 5,343 88.7 14．553

22 16. 147 111．5 46.296 110.2 39.526 105.8 85.377 40.285 109.7 5.472 102.4 13.583

23 16．375 101．4 46.238 99.9 39.923 101.0 86,343 40． 122 99.6 5,756 105.2 14，345

24 17．263 105.4 48．401 104.7 40.435 101.3 83.542 42.003 104.7 5.566 96.7 13．252

25 18. 136 105. 1 50.401 104. 1 44．211 109.3 87.718 43.639 103.9 6.614 118.8 15，156

26 18.608 102.6 50.778 100．7 43.827 99．1 86．311 44.048 100.9 6.500 98.3 14.756

27 32.209 173. 1 84．433 166.3 51．721 118.0 61.257 72.934 165.6 7,601 116．9 10.420

28 32.909 102.2 85.573 101.4 52.833 102. 1 61.740 74.387 102.0 8,132 107.0 10.932

29 34,962 106.2 89.908 105． 1 55.935 105.9 62,214 77,956 104.8 8.689 106.8 11,146

30

1 1 1

1 1 1

集 計 中

贈 与 税

課税件数

対前年比 精算課税

贈与税額

対前年比 1人当たり

件 ％ 件 億円 ％ 千円

73，821 93.3 1．270 448 98.0 606

72.469 98.2 1.294 435 97．1 601

77.915 107.5 1. 140 507 116.5
●

651

88． 118 113.1 1． 135 582 114.7 660

94.833 107.6 1.077 512 88.0 540

107.726 113.6 1.210 711 138.8 660

120,252 111．6 1．130 1，336 188.0 1．111

126,532 105.2 1．156 1.065 79.7 842

123.166 97.3 1．182 859 80.7 698

124.406 101.0 1,359 883 102.8 710

122.082 98．1 1,070 1.378 156.0 1．129



嚇
鮒
（
剛
師
）
ｌ
の

s調査事績の推移

（1） 実地調査事績（相続税）

四
一

局特・査察・総合特官・資産課税課調査担当の事績を含む。

平成21事務年度～23事務年度の調査対象事案は、前々年6月～前年5月までに相続が開始した事案である。
平成24事務年度の調査対象事案は、平成22年6月～12月までに相続が開始した事案である。
平成25事務年度～29事務年度の調査対象事案は、前々年1月～12月までに相続が開始した事案である。
平成30事務年度は、平成30年7月～平成31年3月の実績である。

１
２
３
４
５

ｊ注ぐ

資産税事務処理状況報告書 相続税実地調査事績集計表・検討表

要処理件数

対前年比

処理済件数 調査件数

更．修正割合

調査日数

対前年比

増差課税価格
1件当たり

調査日数 増差課税価格

重加賦課
件 数

重加賦課
割 合

21

件

50,447

％

100.7

件

29,870

件

3,368

％

79.7

人日

44,819

％

98.5

百万円

103,340

人日

13．3

千円

30,683

件

293

％

10．9

22 51,676 102.4 31,404 3,052 77.0 40,326 90.0 97,246 13．2 31，863 232 9.9

23 50,719 98． 1 30,469 3,473 74.0 47，171 117．0 104,009 13．6 29,947 245 9.5

24 52,575 103.7 25,666 2,789 73.2 42， 102 89.3 70,999 15． 1 25,457 205 10．0

25 58,669 111．6 31,065 2,826 75.5 42,740 101．5 80,811 15． 1 28,596 210 9.8

26 60,902 103.8 34，497 3,228 75. 1 45,056 105.4 91, 110 14．0 28,225 240 9.9

27 73,811 121.2 43,418 3, 194 75.2 44,902 99.7 74,514 14． 1 23,329 224 7.0

28 83,868 113．6 53,784 3,227 76.5 45,697 101．8 95,651 14．2 29,641 233 7.2

29 88,745 105.8 63,764 3,350 79.4 46,543 101．9 90,368 13.9 26,976 262 7.8

30 － － －

2,946 85.8 37,354
－

79,929 12．7 27， 131 354 12.0



実地調査事績（譲渡所得）
嚇
州
（
脇
師
）

局特・査察・総合特官・資産課税課調査担当・個人課税の事績を含む。

平成30事務年度は、平成30年7月～平成31年3月の実績である。’
四
四
Ｉ

資 税 務処：:：状況 F告 譲渡所得実地調査事,責集計表・検討表

）個人課税部門職員による譲渡所得調査（上記内害）

調査件数
更．修正割合

調査日数
対前年比

増差所得金額
1件当たり

調査日数 増差所得金額

重加賦課
件 数

重加賦課
割 合

備 考

件 ％ 人日 ％ 百万円 人日 千円 件 ％

21 4,711 74．9 13,998 74.3 49,295 3．0 10,464 65 1．8

22 3,494 72．0 10,323 73.7 33,568 3.0 9,607 38 1．5

23 3,624 70.1 10,662 103．3 27,526 2.9 7,595 43 1.7

24 2,882 70.4 11, 117 104．3 23,632 3.9 8,200 48 2.4

25 2,527 67.4 9,939 89.4 18,115 3.9 7, 169 92 5.4

26 3, 165 71．7 12,459 125．4 26， 199 3.9 8,278 109 4.8

27 3,223 67.8 12,392 99.5 30,246 3.8 9,384 87 2.7

28 3,713 69.0 14, 154 114.2 26,061 3.8 7,019 52 1.4

29 3,472 67.5 13,659 96.5 30,053 3.9 8,656 40 1.2

30 2,341 69.8 8,611
■Ⅱ■■■■

21,075 3．7 9,003 25 1.1

調査件数
披渡調査全件数
に占める割合 更．修正割合

調査日数
対前年比

増差所得金額
1件当たり

調査日数 増差所得金額

重加賦課
件 数

重加賦課
割 合

備 考

件 ％ ％ 人日 ％ 百万円 人日 千円 件 ％

21 2,283 48.5 81.8 7,206 66.0 17,516 3.2 7,672 16 0．9

22 1,680 48. 1 81.9 4,995 69.3 10，882 3.0 6,477 8 0.6

23 1,585 43.7 79.8 5，162 103.3 10，565 3.3 6,666 11 0.9

24 1，280 44.4 81．0 4，841 93.8 8,879 3.8 6,937 4 0.4

25 826 32.7 76.4 3,446 71．2 6,983 4．2 8,454 11 1．7

26 1，529 48.3 78.9 6,246 181．3 11，044 4． 1 7,223 18 1．5

27 1,682 52.2 71．8 6，144 98.4 13，691 3.7 8，140 6 0.4

28 2, 145 57．8 69.8 7,454 121．3 13, 172 3.5 6，141 18 0.8

29 2，109 60.7 65.5 7,308 98.0 17，025 3.5 8,073 14 0．7

30 1，856 79.3 66.9 5,955
－

13,707 3.2 7,385 14 0.8

譲渡所得実地調査事績集計表・検討表



参考（機動）

1機動課職員の年間派遣状況等

華肇一 過’ ’ ’ '0 1 ‘‘ ｜ ], ｜ ‘ ｜ ， ｜ ， ｜ ゞ ｜ ‘ ’9 118 10 12 1 2 3 4 5
月
一、

7 6

E
、

う 、

ヲ、

(1回目派遣･14署） (2回目派遣･19署） (確申派遣） (3回目派遣･18署）
30

ぐ----後期派遣----し前期派遣ぐ 伝

【派遣先署数等】

派遣先署数
(延べ署数）

被指導者数
(延べ人数）

派遣人員
(延べ人員）

ｊ署
網

Ｉ ｊ仏
狐

ｊ人
肥

Ｉ

28

29
声n

o色 57 131

30
(令和元年5月末現在）

51 56 139

(注） ．｢被指導者数｣は､機勅裸職員が派避先料において同行指導を行った調査経験の浅い職員(調査了l端経験3年未満)の人数である。

2相続税の調査事績
(各年6月末現在）

①

調査
完了
件数

②調査日数 ③婆更11列'|数 ④増差課税価格 ⑤増差税額 ⑥重加賦課件数

案
様
事
態

液ノlll

賦課

iい｣合

⑥/①

iII ノノ1 1

舷『州

割合

⑥/③

内

局従11
日数

1件

当たり

②/①

1件

当たり

④/①

要更正

捌合

③/①

1 ｛'|：

当たり

⑤/①

1 日

当たり

④/②

1 日

当たり

⑤/②

1 日

当たり

⑤/②

({'|:） ｊｌ
、
Ｊ

１
３９３Ｌ

(件）

71

（％）

84.5

ｊＢ
ハ
ｂ

く
（
ｂｌ

ｊ１
３
１
６
千
３

ｉ
、
分３８６２

（千I【I）

31,945

（千円）

1,926

（千円）

561,420

Ｊ１
７

１
ｑ
〕４＆３山

（千111）

6,684

(千円）

403

岬
、

ｊ％
９
Ｉ
１１

（％）

14．1自己 84

28 支援 119 1,334.4 1 381.9 11．2 99 83.2 〕,057,897 25,697 2,292 368,696 3,098 276
1戸

10 12．6 15．2

詑

顛

躯

隼

踊

計

画

〃

八

坂

毎

（
ｘ
ｖ

声
Ⅲ
『

》
ア
４ "341合計 13，4 ０

，

６２
１
１４７

，
七

才
５203 2;”7.7:I＃1;72駁6 170 83,Z83,Z 2＆282 251;12｡3:､I, 214､7252;105 930,116

配

華

115 1.923.1 1,894．3 87.8 3,608,81816．7 101 31,381 1,877 1,140,502 9,917 593 11 9．6 10．0

29 169 2,088.7 527.9 12．4 146 86.4 6,337,698 37,501 3,034 1,103,557 6,530 528 38
nnF

44．｡ 26.0

4,0,18""221:"合計合計 ";946,516,
~ r蛸ﾆ蕊簿,516靴う' 錘:: 撫“| :2,蝉： 。

3氏023 2,4羽284 247 87.0 2,244,059
９
ゞ
５５ ３垣

●

７Ｉ 19．871902 蕊:鯉

78 1,257.1自己 1,241.9 15．9 76 97.4 2,714,423 34,800 2,186 783,700 10,047 631 12 15．4 15．8

30

(平成31年3月末現在）

支援 186 2，222．7 544.3 12．0 175 94．1 6,933,784 37，278 3,120 1,041,987 5,602 469
n句弓

學0．1 獅44

蝋繊|懲職”｢§，

ゾハ歩鐸

、岬態、

２、

52 7
戸戸

DC6;915

h

ｌＰ
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３
『

１４
目

■

１

軍

（
叩
叩
哩

》
（
×
〕
蕊

も●

Ｉ６４６４３ 251 ３
角
２２

』津も刃半.
画pl〃 2”5$264 9,648ぅ207 ８７０

ｙ

２７95鯏 1,825鯵68？

3同行指導事績
(各年6jl末現在）

~~~、~
事務年

区分

臨宅調査 その他 ’へ三上
ロ Ijl金融機関調査

慶一～
(M） ： （ 1．1 ） (Iill） ： （ 1 1 ） ( Ipl） ( ’ 1 ） １

７０１５

Ｊ

ｌ

く
２
１
９
７

内

､

28
219 ； 191．0 l37 i lO7､8

nFF

Ijびり 211．9
I

内179

1058
29

〕60 i 316．2 506l92 i 136．4 〕16．8 769.4

５８６５８

４
３
５
７

１１口

3(）
(平Ij剛1年3ﾉl末現在） 260 ： 239．9 178 ： 137．5 300 191 ．1

(注1） 「合I汁｣lMのIﾉ､l沸きは､f1IlMl応溶記錨IFの作)灯11数を承1－。
(注2） 「その他｣は、准肺洲在‘11:､争点盤理表、 1K'聯磁料作IjR等")脂騨lijI殿・ I |数を示す‐

－23－



参考（訟務官室）

○訴訟事件件数の推移

堅年ｲ斤和
牛・％●

◇

【係属・終結件数等】 (各年度3月末現在、単位：件・％）

（ ）内は、構成比である。

－24－

所得税 法人税
相続税

贈与税
消費税 その他 合計

21 55 23 4 －

6 88

22 48 26 l1 1 9 95

23 51 30 19 1 7 108

24 48 35 13 2 9 107

25 41 21 18 2 8 90

26 28 23 9 1 5 66

27 28 14 10 3 6 61

28 32 9 9 1 4 55

29 21 1l 5 4 9 50

30 18 17 12 4 3 54

対前年度比

(30/29)
85.7 154.5 240.0 100.0 33.3 108.0

期首

係属

件数

終 結 件 数

取下げ等 却下 棄却 一部敗訴 全部敗訴 合計

期末

係属

件数

敗訴

割合

21
119 13

(14.1)

2

(2.2）

73

(79.3）

2

(2.2）

2

(2.2）

92

(100.0)

115 4.3

22
115 16

(16.8)

－

(0.0)

67

(70.5）

3

(3.2）

9

(9.5）

95

(100.0）

115 12．6

23
'115 3

(2.9）

1

(0.9）

72

(68.6）

10

(9.5）

19

(18.1）

105

(100.0）

118 27.6

24
118 2

(1.7)

12

(10.3)

93

(80.2）

5

(4.3）

4

(3.5）

116

(100.0)

109 7.8

25
109 5

(5.0）

4

(4.0）

80

(80.0）

3

(3.0）

8

(8.0）

100

(100.0)

99 11.0

26
99 2

(2.6）

3

(3.9）

63

(82.9）

1

(1.3)

7

(9.2）

76

(100.0）

89 10．5

27
89 4

(4.8）

4

(4.8）

67

(79.8）

－

(0.0）

9

(10.7)

84

(100.0)

66 10.7

28
66 5

(7.5）

5

(7.5）

56

(83.6）

－

(0.0）

1

(1.5)

67

(100.0)

54 1.5

29
54 4

(8.5）

3

(6.4）

35

(74.5）

1

(2.1)

4

(8.5）

47

(100.0)

57 10.6

30
57 5

(10.0)

4

(8.0)

39

(78.0）

1

(2.0）

1

(2.0）

50

(100.0)

61 4.0
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【統括国税実査官（広域担当)】

1 基本的な考え方． ．…・……・ ・ ・…・ ・…・ ・ ・…・ ・ ・ ・…・ ・……・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

2令和元事務年度の事務琿営・ ・ ・………． .…･ ･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ．…・……． ．…・ ・…
可

（1） 大規模広域管理事案の管理等． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・……・ ・ ・ ・ ・…・ ・…・ ・

（2） 大規模広域管理事案の調査・…・…・…・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・…………・ ・ ・ ・ ・…

3調杳事績…………・…. ．…・ ・……． ．………・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・……

1

1

1

1

2

【統括国税調査官（間接諸税担当)】 ・

1 基本的な考え方・…・…． ．……・ ・ ・…・…・ ・ ・…………・ ・ ・ ・ ． ． ・ ・ ・ ・……

2令和元事務年度の事務運営・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ．…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・……

（1） 印紙税に係る調査事務・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・……． 。…………・ ・ ・…・…・…・
◆

（2） 印紙税以外の間接諸税に係る調査事務・ ・………・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

(3)． 人材育成…・ ・ ・……・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・

3科目別所掌場数等． ．……・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・

●

4調杳事績・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ．…・…・………・…・ ・…・…・…． ．…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ．
〃

5短期併任･ ･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
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３
３
４
４
４

【資料調査課】

1 基本的な考え方・……・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・…． ．

2調査事務関係・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・…． ．…・ ・

（1） 令和元事務年度の取組方針・……・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ．

(2) 調査熊様． ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・…・ ・ ・ ・ ．

3署職員及び他局資料調査課職員の調査能力の向上等
早

4調査事績（資料調査第一課） ． ．…・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

5調査事績（資料調査第二課） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…． ．…・ ・ ・

6調査事績（資料調査第三課） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

５
５
５
５
５
６
８
Ⅲ
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【酒類業調整官】

1 基本的な考え方・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・…． ． ． ． ．…． ．…． ． ． ． ．…． ． ． ．…． ．…． 、

2令和元事務年度の事務揮営・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ．…．…． ． ． ． ．……

（1） 酒類産業振興のための施策の実施・ ・ ・…・ ・ ・…・…．……． ． ． ．…． ．…． ． ．

(2) 適切な法執行の実施・…・ ・ ・ ･…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…。 ． ． ．…． ． ． ．…．…． ．…． ． ． ． ． ．

(3) 人材育成・ ・ ・ ・ ・ ・……． ．……． ． ． ． ．…． ．…． ． ． ． ．…． ． ．……． ． ． ． ． ． ． ． ． ．

２
２
２
４
６

１
１
１
１
１

【統括国税調査官（酒税担当)】

1 基本的な考え方・ ‘ ・…・ ・……・ ・ ・…．…． ． ． ． ．…． ． ． ． ． ． ． ． ．…． ．…． ． ． ．…

2令和元事務年度の事務運営・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・……．…． ．…． ．

（1） 酒税調杳・ ・ ・ ・ ・…・ ＆ ・ ・ ・…・ ・…・…・ ・ ・ ．…． ． ． ． ． ． ．……．…．…． ． ．…．
夕

(2) 犯則調杳…・ ・ ・…・ ・ ・……・ ・ ・ ・ ． ． ． ． ． ． ． ． ．…． ． ．…．…………． ． ．…．
’

(3) 人材育成・ ・…． ．…・…・…・ ・ ．…． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．…．……． ． ． ．……

７
７
７
７
７

１
１
１
１
１

【鑑定官室】

1 基本的な考え方・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・……・ ・……． ． ．…． ． ． ． ． ． ．…．…．…． 、

2令和元事務年度の事務運営・ ・…・ ・ ・ ・ ． ．……・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・………． ． ．…． ．

（1） 分析・鑑定事務の的確な実施・…・ ・…・…・ ・ ・ ・ ． ． ．…・ ・ ・ ・……． ． ． ． ．…．

（2） 酒類の安全性確保と品質向上への取組･ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・…．…． ． ． ． ． ． ．…

（3） 酒類製造技術指導の的確な実施・ ・ ・ ・ ・…・ ‘ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．…． ． ． ．
も

（4） 酒類業者に対する技術的な支援・ ・ ・…・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…． ．………．…．…

（5） 局主催酒類鑑評会の実施・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 6 ？ ・ ・ ・ ． ．…・ ・ ・ ． ． ． ． ． ． ．…． ．…． ． ． ．…． ． ．

（6） その仙・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ． ．……． ． ． ． ． ． ． ． ． ．…． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．

S鑑定指導幸の事務・…． ．…・ ・ ・ ・ ・…． ．…． ．…． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．…． ． ． ． ． ． ． ． ．…
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９
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９
９
０
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１
１
１
１
１
１
１
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〔参考計表（法人)〕

参考（法人）－1

参考（法人）－2

参考（法人）－3

参考（法人）－4

参考（法人）－5

事務運営の推移等（法人税・消費税関係）

事務運営の推移等（源泉所得税関係） ・ ・

課税事績の推移． ．…． ．……・ ・……・ ・

調査事績（調査態様別）の推移・…･ ･ ･ ・

未納者の推移・源泉実地調査の推移・ ・ ・ ・

22

23

24
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〔参考計表（消費)〕

参考（消費）－1

参考（消費）－2

参考（消費）－3

参考（消費）－4

課税事績の推移（消費税）……

事務運営の推移等（間接諸税関係）

調査事績の推移（印紙税単独調査）

課税事績の推移(間接諸税）…．

７
８
９
０

２
２
２
３

〔参考計表（酒)〕

酒税関係事務運営の目標と取組方針

酒類の製造・販売業免許場数の推移

東京国税局管内の酒税課税等状況表

東京国税局管内の清酒の課税移出数量の推移’東京国税局管内の清酒の課税移出数量の推移（

参考（酒）－1

参考（酒）－2

参考（酒）－3

参考（酒）－4

参考（酒）－5

参考（酒）－6

参考（酒）－7

参考（酒）－8
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２
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■ ■ ● ■ ● ● ● ● ● ｡ ■ ■ ■

■ ● ● ■ ● ■

平成20年度～平成30年度）

東京国税局管内の果実酒の課税移出数量の推移（平成20年度～平成30年度）

酒類小売業免許の付与等件数の推移（平成25事務年度～平成29事務年度）

酒類行政の基本的方向性･ ・ ・ ・ ． ．…． ．…・…・…． ．……

「酒類の公正な取引に関する基準」のポイント ・ ・ ・ ・ ． ．…
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事務運営の概要等

課税第二部統括国税実査官（広域担当）

1 基本的な考え方

統括国税実査官（広域担当） （以下「広域担当統実官」 という｡）は、大規模法人グル

ープ等（おおむね3局5署10法人以上）で、局管轄・事務系統を超えた複雑な金員の流

れ・取引が想定され、グループ全体を捉えた調査が必要と認められる事案及び署の陣容

では調査が困難な事案（法人課税課等要請事案消費税不正還付想定事案等）を大規模

広域管理事案として指定・管理し、深度ある調査を実施する。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 大規模広域管理事案の管理等

大規模広域管理事案として指定した事案については、広域担当統実官主導の下、基

幹署が中心となり調査着手に向けて必要な資料情報の収集等を継続的に行うとともに

その実態把握に努め、調査着手する。

また、中長期的な観点での大規模広域管理事案の掘り起こし及び選定を充実させる

ため、大規模広域管理事案の候補となるグループについても管理対象グループとして

なお、各主管課等から、消費税不正還付事案等の緊急に調査を要する事案について

広域担当統実官に調査要請があった場合には、関係部署と協議し、随時に選定し機動

的に対応する。

(2) 大規模広域管理事案の調査

大規模広域管理事案の基幹署、関係局署と協議の上、調査実施計画を策定し、調査

能力と機動力を発揮して、深度ある調査を実施する。

調査体制については、広域担当統実官主導で署と合同で調査を行う局特別調査（局

署合同調査）及び局署間連携調査により実施する。

また、大規模広域管理事案の構成員等に指定していない関係者についても調査展開

に応じて、随時連携調査を行うこととしている。

なお、各主管課等から要請のあった消費税不正還付事案等の署の陣容では調査が困

難な事案についても、関係部署と協議の上、調査支援等を行う。
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3調査事績(平成31年3月末現在）

（1）基幹事案 (単位:件､百万円）

(2)基幹･関連･連携事案合計

茎EFZE

項目項目

処理

件数

徽擬更

認査態蒙態蒙

3年平均

3年平均対比

（6/7又は6-7）

(単位:件､百万円）

更
慨
船

不正

発見

件数

不正

発見

件数

不正

発見

割合

不正

発見

割合

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

驍
鵺
驍
鵺

追徴
税額
追徴
税額

不正

所得
不正

所得

⑤ 。⑥百万円⑦ 円|⑧百万円

‘891 ,59‘

60．3 3377

(参考〉

(3)消費税
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輔
鞭
・
腕

年度 恥

数
計
件

①件

着手
件数

手
合
着
割

②件③ ％

増差
蔚得

不正

発見

割合

不正

発見

件数

更更
一
上
△
。

修
簔

修正

件数

処理

割合

処理

件数

④ 件⑤％⑥倖⑦％⑧件⑨艶 ⑳百万円 ＠百万円 ⑫百万円

局署合同
29

30

I

2

写
Ｊ
ｇ

7

”
Ｊ
ｄ
Ｂ

寺

（

100.0

100.0

6

3

85.7

42.9

6

3

100.0

100.0

5

3

83.3

100.0

817

595

631

683

365

250

合計
29

30

3

4

一

7
I■■■

”
Ｊ
６

ー

つ

I

一

ワ

イ

100.0

100.0

6

3

85.7

42.9

6

3

100.0

100.0

5

3

83.3

100.0

817

595

631

683

365

250

3年平均 5
7 7 100.0 5 71.4 5 100.0 3 60.0 789 836 218

3年平均対比
(4/5又は4-5)

6
100.0% 100.0M

藷ｲント

i0.0 60.0%

ポイント

▲28．5 60.0%

鳶蒋ﾝ卜

､0 100.0%

篭ｲﾝﾄ

+40.0 75.4％ 81.7% 114.7%

上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

7

8．

7

1

写

I

I

100.0

100．0

7

1

100.0

100．0

3,I56

24

3,156

ー

986

26

986

一

対前年比
(10/9又はI0-9)

9
14.3% 14.3％

２
託
２
（
邪
Ⅷ
〉

ン
・

オ
．
ｎ
Ｕ

環
十
一 14.3%

ポイント

､0 0.鰯 皆減 2.磯 皆減

事務
年度

恥

年度 駒

調査

件数

／
…
凡 ） ＃

凸
一

差
額
増
税 内固有

1件
当たり

②百万霧 ③百万霊 参百万霊

不正

税額 内固有
1件
当たり

⑤百万霊 ⑥百万霊 ⑦言万雲

局署合同
29

30

1

2

72

33

134

149

62

25

2

ｰ

｡

74

67

40

28

1

2

合計
29

30

3

4

､弓

』
，
今

33

134

149

62

25

2

戸
珂
Ｕ

74

67

40

28

1

ツ
ー

3年平均 5
54 154 65 3 69 15 1

3年平均対比
6
61.1% 96.8％ 38.磯 166.7畷 97.1% 186.7M 200.0%



事務運営の概要等

課税第二部統括国税調査官（間接諸税担当）

1 基本的な考え方

統括国税調査官（間接諸税担当）は、局長が指定する間接諸税の製造場等に対する調

査事務並びに間接諸税に係る犯則事件の調査及び処分を所掌している。

調査事務については、各税目の特性に配意して調査優先度の高い法人等を選定し､調

査を実施する。また、 査、他局・調査部・署と

の連携調査や情報交換等を積極的に行い、効果的・効率的な調査を実施する。

2令和元事務年度の事務運営

（1） 印紙税に係る調査事務

を重点的に調査対象とする。

このほか、

象として、

なお、 オ

、

を調査対

深度ある調査を実施する。

接触率及び納税コンブライアンスの維持． 向上を図るため､■■■■■■
調査を行うなど、効果的･効率的■■■■調査や

な調査の実施にも配意する。

(2) 印紙税以外の間接諸税に係る調査事務

国際観光旅客税（平成31年1月7日施行）については、制度の早期定着を図るとと

もに、

■■■調査等(行政指導を含イ
その他の間接諸税については、

(行政指導を含む｡）を実施する。

を総合勘案して選定を

行い、深度ある調査を実施する。

なお、揮発油税と石油石炭税との同時調査を行うことなどにより、効率的な調査の

実施に配意する。

(3) 人材育成

間接諸税の調査手法等を継承する観点から、OJTによる人材育成に配意する。

また、印紙税及び揮発油税の局間併任調査や、署職員の諸税調査部門への短期併任

による調査を計画的に実施する。

－3－



鶉税： 部,， 品 兄訓 三

3税目別所掌場数等(平成30事務年度）

1号指定今印紙税：原則、資本金50億円以上の法人

印紙税以外の間接諸税：原則、年税額5,000万円以上の製造場

ただし、たばこ税、石油石炭税及び国際観光旅客税については全製造場

2号指定→1号指定に準ずる製造場等で、局統括国税調査官による調査が必要と認められるもの

4調査事績(平成31年S月末現在）

（1）印紙税

(2)印紙税以外の間接諸税

5短期併任(平成30事務年度）

税目

ノ、

＝費税等部門職員

－4－

税 目 者数 場数計
1号指定 2号指定

印 紙 税①

者

993

場

1．052

場

866

場

186

たぱこ税等 19 63 25 38

揮発油税等 29 43 32 11

航空機燃料税 10 13 11 2

石油ガス税 37 75 35 40

石油石炭税 22 28 12 16

電源開発促進税 2 2 2 0

国際観光旅客税 79 79 0 79

印紙税以外の間接諸税計② 198 303 117 186

調査
計画

場数

① 場

調査事績

調査場数

着手
内繰越
処理

調査日数

(処理済）

非違

場数

非違

税額

② 場 ③ 場 ④ 場 ⑤ 日 ⑥ 場⑦千円

分 析

計画対比

着手 処理

違
見
合

非
発
割

非違1場

当たりの

税額

⑧ ％ ⑨ ％ ⑩ ％⑪千円

29 1 102 90 2 63 1,802 58 348,953 88.2 61.8 92.1 6,016

30 2 105 103 2 62 1,722 57 461,510 98.1 59.0 91.9 8,097

前年対比
(2/1又は2-1)

3
102.9％ 114.4% 100.0％ 98.4％ 95.6％ 98.3％ 132.3%

ﾎﾟｲﾝﾄ

+9.9

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲2．8

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲0．2 134.6％

5年平均 4 97.8 91.4 1.8 53.2 1,455.0 478 306,204 93.5 54.4 89.8 6,406

5年平均対比

(2/4又は2-4）
5
107.4% 112．7% 111.1% 116．5% 118．4% 119．2% 150.7%

ﾎﾟｲﾝﾄ

+4.6

ポイント

＋4.6

ポイント

+2.1 126.4%

調査
計画

場数

① 場

調査事績

調査場数

着手
内繰越
処理

調査日数

(処理済）

非違

場数

非違

税額

② 場 ③ 場 ④ 場 ⑤ 日 ⑥ 場 ⑦千円

分 析

計画対比

着手 処理

非違

発見

割合

非違1場

当たりの

税額

⑧ ％ ⑨ ％ ⑩ ％⑪千円

29 6 36 31 0 20 184 1 323,457 86.1 55.6 5.0 323,457

30 7 38 25 1 14 112 2 66,769 65.8 36.8 14.3 33,385

前年対比
(7/6又は7-6）

8
105.6% 80.6% 一 70.0% 60.9％ 200.0％ 20.6％

ﾍﾟｲﾝﾄ

▲20．3

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲18．8

ﾎﾟｲﾝﾄ

+9.3 10．3%

5年平均 9 35.6 25.6 0.6 18.4 219.0 1．6 114,455 71.9 51.7 8.7 71,534

5年平均対比

(7/9又は7-9）
10
106.7% 97.7％ 166.7% 76.1% 51.1% 125.0% 58.3％

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲6.1

ﾎﾟｲﾝﾄ

▲14.9

ﾎﾟｲﾝﾄ

＋5.6 46.7％

印紙税

併任受

揮発油税等庁指定連携調査

併任受

局諸税調査職員

(局間併任調査）

30．9．3～30．9． 14

5局（所）5名

30． 11．26～30． 12．7

2局2名

31． 1．21～31．2． 1

2局2名

31． 1．21～31．2． 1

2署2名



事務運営の概要等

課税第二部：資料調査課

1 基本的な考え方

資料調査課は、複雑、困難、広域、複数税目などの観点から、高度の調査技法、機動力及び

多くの調査日数を要し､署では十分な調査を行うことができないと認められる事案(調査困難

事案､課税困難事案に区分）について、関係者を一体的に捉えた深度ある調査を実施するとと

もに、それらに関する調査技法の開発に努める。

①調査困難事案

大口・悪質な非違が想定される事案

②課税困難事案

消費税不正還付想定事案、先端分野・租税回避スキーム等

2調査事務関係

（1）令和元事務年度の取組方針

基本的な考え方に示したとおり、調査困難事案と課税困難事案について、関係者を一体

的に捉えた深度ある調査を実施する。

特に、消費税不正還付想定事案に積極的に取り組む。

(2)調査態様

調査実施に当たっては、①局員だけで調査を実施する局特別調査(単独調査）と、②局主

導で署と合同で調査を実施する局特別調査（局署合同調査）のいずれかによるが、

原則として、

・ 資料調査第一課及び資料調査第三課は、単独調査

・ 資料調査第二課は、局署合同調査

を実施する。

なお、資料調査第三課は、主に公益法人及び国際化事案の調査を担当する。

3署職員及び他局資料調査課職員の調査能力の向上等

署職員及び他局資料調査課職員を資料調査課に短期併任し、これらの職員に対して高度な

調査技法の習得と調査意欲の向上を図る。

－5－
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4調査事績(平成31年3月末現在）

※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。

(参考）

※⑫は基幹事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。

(2) 基幹･関連事案合計

※3年平均欄の｢基幹1件当たり中央値｣は､過去3年間の処理事績に係る中央値を記載している。

(参考）

※⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税､消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨、⑬は、基幹・関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑪は基幹・関連合計した追徴税額が'千万円未満の事案の件数を示す。
⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。
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事務
年度

NO.

年度 Nn

計画
件数

① 件

着手
件数

着手
割合

② 件 ③ ％

増差
所得

不正

発見

割合

不正

発見

件数

更更
修正
割合

修正

件数

処理

割合

処理

件数

④ 件⑤％⑥件⑦％⑧件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

単独
29

30

1

2

(1)
18

19

(1)
17

17

94.4

89.5

13

14

72.2

73.7

13

14

100.0

100.0

8

12

61.5

85.7

2,307

2,088

1,521

2,085

994

1,626

局署合同
29

30

3

4

一

ー

－

1

ー

ー

ー

1

ー

1■■■

ー

1

一

100.0

I■■■■

1

ー

100．0

一

133

ー

143

ー

59

合計
29

30

5

6

(1)
18

一

19

(1)
17

ー

18

94.4

94.7

13

15

72.2

78.9

13

15

100．0

100．0

8

13

61.5

86.7

2,307

2,221

1,521

2,228

994

1,685

3年平均 7
19 14 73.7 13 68.4 12 92.3 10 76.9 2,007 1,739 934

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
100.0% 128.6%

ポイント

+21.0 115.4%

ポイント

+10.5 125.0%

ポイント

+7.7 130.0％

ポイント

+9.8 110.7% 128.1% 180.4%

上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

9

10

11

5

9

5

81.8

100.0

8

5

72.7

100.0

8

5

100.0

100.0

4

3

50.0

60.0

477

189

326

134

222

427

対前年比
(10/9又は10-9)

11
45.5％ 55.6％

ポイント

+18.2 62.5％

ポイント

+27.3 62.5％

ポイント
■

0.0 75.0％

ポイント

+10.0 39.6％ 41.1% 192.3%

事務
年度

Nn

年度 Nn

処理

件数

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円 ⑭百万円

単独
29

30

1

2

47

34

43

32

91.5

94.1

24

22

51.1

64.7

3,341

2,446

257

175

2,047

2,269

157

162

1,566

1,800

2

ー

15．4

ー

120

129

76

84

局署合同
29

30

3

4

ー

1

■■■■

1

ー

100．0

ー

1

一

100.0

ー

133

ー

133

Ⅱ■■■

143

ー

143

一

59

一

■■■■

ー

ー

ー

59

－

59

合計
29

30

5

6

47

35

43

33

91.5

94.3

24

23

51.1

65.7

3,341

2,579

257

172

2,047

2,412

157

161

1,566

1,859

2

ー

15.4

ー

120

124

76

80

3年平均※ 7
36 30 83.3 22 61.1 2,611 201 2,117 163 1,520 2 17.7 117 75

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
97.2％ 110.0％

ポイント

＋11．0 104.5％

ポイント

+4.6 98.8％ 85.6％ 113.9％ 98.8％ 122.3％ 皆減 皆減 106％ 106.7％

上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

9

10

10

6

8

5

80.0

83.3

4

3

40．0

50.0

477

189

60

38

326

134

41

27

222

430

2

■■■

25.0

ー

28

86

21

53

対前年比
(10/9又はl0-9)

11
60.0％ 62.5％

ポイント

+3.3 75.0％

ポイント

+10．0 39.6％ 63.3％ 41.1％ 65.9％ 193.7％ 皆減 皆減 307.1％ 252.4％
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(3)基幹･関連･連携事案合計
単位

事務

年度
項目項目

処理

件数
更
慨
徽

更
慨
雛

不正

発見

件数

不正

発見

件数

不正

発見

割合

不正

発見

割合

基幹

1件
当たり

基幹

1件
当たり

基幹

1件
当たり

基幹

1件
当たり

基幹

1件
当たり

増差
所得
増差
所得

追徴
税額
追徴
税額

不正

所得

不正

所得
NO

調査態様調査態様
年度N○ 件○件○ ／○件○ ／○百万円○百万円○百万円○百万円○百万円

29 1
62 57 919 35 565 3829 295 2527 194 1704

30 2
43 40 930 27 628 2836 203 2546 182 1927

29 3

30 4
1 1 1000 1 1000 133 133 143 143 59

29 5
62 57 919 35 565 3829 295 2527 194 1704

30 6 44 41 932 28 636 2969 198 2689 179 1986

均 7
50 42 840 28 560 3510 270 2514 193 1691

寸芳 ＠ 880％ 976％ 92 1000ツ 76 846ツ 733％ 1070ツ 926ツ 1175％

57 91．9 56．5 3829 2527 194

40 93.0 2546

一■ ー

100.0 143

57 91．9 2527

41 93．2 2969 2689

50 56.0 3510 2514 193
ポイント

＋7.6 84.6％ 107.0％ 92.6％

単独

局署合同

合計

3年平均対比
6/7又は6-7）

(参考）

※⑩は基幹・関連・連携事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨は基幹・関連・連携合計した所得金額（⑥、⑧）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。

(4) 消費税

※①は基幹・関連・連携事案の件数の合計を示す。
②、⑤は基幹・関連・連携事案の消費税及び各加算税の合計を示す。
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上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

9

10

10

6

8

5

80.0

83.3

4

3

40.0

50.0

477

189

60

38

326

134

41

27

22?■■■■■■
430■■■■■■

対前年比
(10/9又は10-9)

11
60.0% 62.5％

ポイント

+3.3 75.0%

ポイント

+10．0 39.6％ 63.3％ 41.1% 65.9％ m■■■193.7

事務
年度

NO.

年度 恥

調査
件数

①件

差
額
増
税 内固有

1件
当たり

②百万円 ③百万円 ④百万円

不正

税額 内固有
1件
当たり

⑤百万円 ⑥百万円 ⑦百万円

単独
29

30

1

2

42

31

396

537

225

427

9

17

155

246

46

149

4

8

局署合同
29

30

3

4

Ⅱ■■■■

1

一

14

－

一

一

14

1■■■■

14

ー

一

ー

14

合計
29

30

5

6

42

32

396

551

225

427

9

17

155

260

46

149

4

8

3年平均 7
28 622 425 22 402 270 14

3年平均対比
(6/7）

8
114.3% 88.6％ 100.5% 77.3％ 64.7％ 55.2％ 57.1％
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5調査事績(平成31年3月末現在）
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※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。

(参考）

※⑫は基幹事案の本税、源泉所得税 消費税及び各加算税の合計を示す。

(2) 基幹･関連事案合計

※3年平均欄の｢基幹1件当たり中央値｣は､過去3年間の処理事績に係る中央値を記載している。

(参考）

⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨、⑬は、基幹・関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑪は基幹･関連合計した追徴税額が'千万円未満の事案の件数を示す。
⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。

※
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事務
年度

Nq

年度 恥

計画

件数

① 件

着手
件数

着手
割合

② 件 ③ ％

処理

件数
処理

割合

更

修正

件数

更

修正

割合

不正

発見

件数

不正

発見

割合

増差
所得

④ 件⑤％⑥件⑦％⑧件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

局署合同
29

30

1

2

73

73

67

70

91.8

95.9

59

65

80.8

89.0

57

63

96.6

96.9

54

57

91.5

87.7

4,849

9,444

4,996

9,562

2,248

6,152

合計
29

30

3

4

73

73

67

70

91.8

95.9

59

65

80.8

89.0

57

63

96.6

96.9

54

57

91.5

87.7

4,849

9,444

4,996

9,562

2,248

6,152

3年平均 5
73 65 89.0 62 84.9 59 95.2 55 88.7 4,408 4,532 2,045

3年平均対比
(4/5又は4-5）

6
100.0% 107.7%

ポイント

+6.9 104.8%

ポイント

+4.1 106.8%

ポイント

+1.7 103.6%

ポイント

▲1．0 214.2% 211.0% 300.8%

上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

7

8

30

36

27

33

90.0

91.7

23

32

76.7

88.9

23

31

100.0

96.9

21

26

91.3

81.3

1,788

3,853

1,815

3,860

952

3,075

対前年比
(8/7又は8-7）

9
120.0% 122.2%

ポイント

+1.7 139.1%

ポイント

+12.2 134.8％

ボイント

▲3．1 123.8％

ボイント

▲10．0 215.5％ 212.7% 323.0%

事務
年度

Nd

年度 Nn

処理

件数

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円 ⑭百万円

局署合同
29

30

1

2

105

129

100

125

95.2

96.9

88

107

83.8

82.9

6,215

12,452

105

192

6,182

12,359

105

190

2,687

7,310

8

7

13.6

10.8

46

112

33

66

合計
29

30

3

4

105

129

100

125

95.2

96.9

88

107

83.8

82.9

6,215

12,452

105

192

6 2

12,359

105

190

2,687

7,310

8

7

13.6

10.8

46

112

33

66

3年平均※ 5
98 92 93.9 82 83.7 5,504 89 5,516 89 2,451 17 28.0 40 26

3年平均対比
(4/5又は4-5）

6
131.6% 135.9%

ポイント

+3.0 130.5%

ポイント

▲0.8 226.2％ 215.7% 224.1% 213.5% 298.2％ 40.4%

ポイント

▲17.2 280.0％ 253.8％

上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

7

8

32

62

32

60

100.0

96.8

28

50

87.5

80.6

2,172

4,895

94

153

2,189

4,843

95

151

1,065

3,530

2

6

8.7

18.8

46 1 26

llO| 42

対前年比
(8/7又は8-7）

9
193.8% 187.5%

ポイント

▲3．2 178.6%

ポイント

▲6．9 225.4％ 162.8% 221.2% 158.9% 331.5% 300.0％

ポイント

+10.1 239．

’

'%| 161.5%
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(3)基幹･関連･連携事案合計
嘩位:件､百万円

此
１
２
３
４

難
戦
肋
度
９
０
９
０

犀
‐
２
３
２
３

同

十

娃
慨
一
ｐ

△
口

捗
函
者

△
口

査凋

項目項目

調査態様調査態様

3年干均

3年平均対比

4/5又は4-5）

処理

件数
更
慨
徽

更
慨
徽

更
概
論

更
概
論

不正

発見

件数

不正

発見

件数

不正

発見

割合

不正

発見

割合

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

増差
所得
増差
所得

追徴
税額
追徴
税額

不正

所得

不正

所得

件 件③ ん④件⑤ 。⑥百万円⑦ 円⑧百万円⑨ ,’

124 95．4 6894 117

142 97．3 82．2 13574

124 95．4

107 94．7 81．4 6162 5958 96
ホイント

132.7％ ＋2.6

ポイント

＋0.8 220.3％ 218.2％ 208.1％

(参考）
●

※⑩は基幹・関連・連携事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨は基幹・関連・連携合計した所得金額（⑥、⑧）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。

(4) 消費税
牛、 万卜L

I

※①は基幹・関連・連携事案の件数の合計を示す。
②、⑤は基幹・関連・連携事案の消費税及び各加算税の合計を示す。
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上記合計の
うち国際化
富裕層

29

30

7

8

32

68

32

66

100.0

97.1

28

54

87.5

79.4

2,172

5,320

94

166

2,189

4,949

95

155

対前年比
(8/7又は8-7）

9
212.5% 206.3%

ポイント

▲2．9 192.9%

ボｲﾝﾄ

▲8.1 244.9％ 176.6% 226.1% 163.2%

事務
年度

NO

年度 Nu

調査
件数

①件

差
額
増
税 内固有

1件
当たり

②百万円 ③百万円 ④百万円

不正

税額 内固有
1件
当たり

⑤百万円 ⑥百万円 ⑦百万円

局署合同
29

30

1

2

107

120

483

1,226

47

136

5

10

326

747

21

51

3

6

合計
29

30

3

4

107

120

483

1,226

47

136

5

10

326

747

ー

51

3

6

3年平均 5
100 421 188 4 281 15 3

3年平均対比
(4/5）

6
120.0% 291.2% 72.3％ 250,0% 265.8％ 340.0％ 200.0%
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6調査事績(平成31年3月末現在）

※括弧書は､前事務年度からの繰越事案件数を内書で示す。

(参考）

※⑫は基幹事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。

(2)基幹･関連事案合計

※3年平均欄の｢基幹1件当たり中央値｣は､過去3年間の処理事績に係る中央値を記載している。

⑩は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨、⑬は、基幹・関連合計した所得金額（⑥、⑧）及び追徴税額（⑩）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示すb
⑪は基幹・関連合計した追徴税額が'千万円未満の事案の件数を示す。
⑫は少額是正件数（⑪）を基幹の処理件数((1)@)で除した値を示す。
⑭は基幹・関連事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計金額を基幹1件当たりとした場合の中央値を示す。

※

－10－

事務
年度

NQ

年度 Nn

計画

件数

① 件

着手
件数

着手
割合

② 件 ③ ％

▲増差
所得

不正

発見

割合

不正

発見

件数

更更

修正

割合
修正
件数

処理

割合

処理

件数

④ 件 ⑤％⑥件⑦％⑧件⑨％ ⑩百万円 ⑪百万円 ⑫百万円

単独
29

30

1

2

(1)
17

17

(1)
17

16

100.0

94.1

14

11

82.4

64.7

13

l1

92.9

100.0

4

7

28.6

63.6

3,721

2,103

173

1,189

1,874

646

局署合同
29

30

3

4

1

1■■■■

1

一

100.0

一

1

ー

100

Ⅱ■■■■

1

一

100.0

ー

■■■■

ー

1■■■■

－

5

ー

1■■■■

ー

1

ー

合計
29

30

5

6

(1)
18

17

(1)
18

16

100.0

94.1

15

11

83.3

64‘7

14

11

93.3

100.0

4

7

26.7

63.6

3,726

2,103

173

1,189

1,875

646

3年平均 7 19 19 100．0 13 68.4 12 、 92．3 6 46.2 2,669 780 1,126

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
89.5％ 84.2％

’ポイント

▲5．9 84.6％

ポイント

▲3．7 91.7％

ポイント

+7.7 116.7%

ポイント

+17.4 78.8％ 152.4% 57.4％

上記合計の
うち国際化
富裕層

29

30

9

10

9

9

9

9

10060

100.0

7

8

77.8

88.9

6

8

85.7

100.0

2

6

28.6

75.0

2,296

1,701

145

1,125

773

539

対前年比
(10/9又は10-9)

11
100.0% 100.0%

ポイント

±0'､0 114.3％

ポイント

+11.1 133.3％

ポイント

+14.3 300.0%

ポイント

+46.4 74.1％ 775.9％ 69.7％

事務
年度

Nu

年度 NO

処理

件数

①件②件③％④件⑤％ ⑥百万円 ⑦百万円 ⑧百万円 ⑨百万円 ⑩百万円 ⑪件 ⑫％ ⑬百万円 ⑭百万円

単独
29

30

1

2

29

20

28

20

96.6

100.0

16

13

55.2

65.0

3,987

3,480

285

316

570

2,507

41

228

2,057

.1,040

1

1

7.1

9.1

147

95

84

57

局署合同
29

30

3

4

3

4■■■

3

ー

100

ー

1

ー

33

ー

16

■■■

16

ー

10

ー

10

ー

2

ー

1

一

100

ー

2

ー

2

。■■■

合計
29

30

5
－

6

32

20

31

20

96.9

100．0

17

13

53.1

65.0

4,003

3,480

267

316

580

2,507

39

228

2,059

1,040

2

1

13.3

9.1

137

95

75

57

3年平均※ 7
・ 28 25 89.3 14 50.0 3,632 279 1,010 78 1,396 1 7.7 107 68

3年平均対比
(6/7又は6-7）

8
71.4% 80.0％

ポイント

+10．7 92.9％

ポイント

+15.0 95.8％ 113.3％ 248.2％ 292.3％ 74.5％ 100.0％

ポイント

+1.4 88.8％ 83.8％

上記合計の
うち国際化

富裕層

29

30

9

10

12

16

’

11 1 91.7

16

｜

I 100．0

4

11

33.3

68.8

2,306

2,138

329

267

357

1,461

51

183

848

622

1

■■■■

14．3
’
’ 121

ー I
6

78

75

52

対前年比
(10/9又は10-9)

11
133.3％ 145.5％|轍 275.0％

ポイント

+35.5 92.7％ 81.2％ 409.2％ 358.8％ 73.3％ 皆減 皆減 ’ 64.5％ 69.3％



(3)基幹･関連･連携事案合計
(単位:件､百万円

事務

年度 処理 更

件数 修正傷E悪妻貰 増差 基幹 不正 基幹 追徴
NC 件数 害'1合 件数 割合 所得 1件 所ｲ号 1件 税額

当たり 当たり

年度NC① 件②件③％④件⑤％⑥百万円⑦百万円⑧百万円⑨百万円⑩百万円

処理

件数

側慨更側慨更

船慨更船慨更

不正

発見

件数

不正

発見

件数

不正

発見

割合

不正

発見

割合

基幹
1件
当たり

基幹
1件
当たり

増差
所得

増差
所得

基幹

1件
当たり

基幹

1件
当たり

追徴
税額
追徴
税額

不正

所得

不正

所得

33 32 97．0 60．6 4122 704 50

3642 2622 238

４
｜
｜
’

26 3642 2622 238

29 90．6 53．1 3729 1 105 85

3年平均対比
（6/7又は6-7）

ポイント

＋12．3 97.7％ 237.3％ 280.0％

(参考）

※⑩は基幹・関連・連携事案の本税、源泉所得税、消費税及び各加算税の合計を示す。
⑦、⑨は基幹・関連・連携合計した所得金額（⑥、⑧）を基幹の処理件数((1)④)で除した値を示す。

(4) 消費税

※①は基幹・関連・連携事案の件数の合計を示す。
②、⑤は基幹・関連・連携事案の消費税及び各加算税の合計を示す。

0
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上記合計の

うち国際化
富裕層

29

30

9

10

12

19

11

19

91.7

100.0

4

12

33.3

63.2

2,306

2,193

329

274

357

1,470

51

184

対前年比
(10/9又は10-9)

11
158.3% 172.7%

ポイント

＋8.3 300.0%

ポイント

+29.9 95.1% 83.3％ 411.8% 360.8%

事務
年度

NO.

年度 NO.

調査
件数

①件

差
額
増
税 内固有

1件

当たり

②百万円 ③百万円 ④百万円

不正

税額 内固有
1件
当たり

⑤百万円 ⑥百万円 ⑦百万円

単独
29

30

1

2

28

11

548

8

443

ー

20

1

25

6

10

一

0.9

0.5

局署合同
29

30

3

4

ー

ー

一

一

ー

ー

ー

ー

ー

1■■■■

ー

－

一

一

合計
29

30

5

6

28

11

548

8

443

I■■■■

20

1

25

6

10

ー

0.9

0.5

3年平均 7
25 222 160 9 21 4 0.8

3年平均対比
(6/7) ，

8
44.0％ 3.6％ 皆減 11.1% 28.6％ 呰減 62.5％



事務運営の概要等

課税第二部酒類業調整官

1 基本的な考え方

酒類業調整官（局及び署派遣5署）は、国税庁の任務である酒類業の健全な発達のため、

①酒類産業振興のための施策の実施、②酒類の公正な取引環境の整備に関する施策としての

酒類の取引状況等実態調査、③酒類の表示の適正化に向けた調査・指導等の産業行政事務を

主に行っている。

特に、産業行政事務を進めるに当たり、酒類業界のニーズや業界の抱える課題を的確に把

握し、有益な情報等について酒類業者に向けて随時発信するなど酒類業全体の振興に関する

取組を積極的に推進するとともに、庁局署の情報の共有化を徹底する。

また、各種施策の実施に当たっては平成30事務年度に国税庁から示された「酒類行政の

基本的方向性」に基づき、政府全体の取組の方向性も踏まえつつ、消費者の酒類に対する嗜

好の変化などの社会的変化や地方創生の視点から管内の酒類業の特色にも配意することとし、

関係省庁等が実施する各種施策の情報等の把握にも努めながら、必要に応じて関係省庁等と

連携してより効果的な施策を実施するほか、酒類業界に対して顔の見える行政となるよう、

国税組織の強みである組織力を活かした取組を実施する。

令和元事務年度の事務運営

酒類産業振興のための施策の実施

①酒類産業振興策への取組

「酒類行政の基本的方向性」を踏まえ、次のような施策にスケジュール感をもって取

り組む。

イ局幹部と酒類業組合役員等との懇談会等の開催

ロ料飲店業者等を対象とした酒セミナー及び流通業者、一般消費者等を対象とした地

理的表示「山梨」ワインシンポジウムの開催

※令和元事務年度は地理的表示「北海道」と共同開催を予定している．

ハ酒造組合等主催イベントへの後援と局幹部の出席

2

－ (1)

【参考:平成30事務年度の実績】

○懇談会等

開催日 懇談会名 当方出席者 先方出席者

酒造組合会長4名

ほか

鑑評会受賞者20名

闇

局長、総務部長、課税

二部長、酒類監理官、

鑑定官室長ほか2名
10.30(火崎鴛寶溺篁墓臺言との懇談会
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○当局主催イベント

○当局後援イベント

-13－

開催日 懇談会名 当方出席者

■
Ｄ
Ｐ
■
ｐ
●
◆
与
る

。
●
寺
の
●
●
伊
伊
各
Ｇ
Ｇ
Ｇ

先方出席者

2.28(木）
山梨県ワイン酒造組合役員との懇談会：局長、酒類監理官、

(山梨県ワイン酒造組合会議室） i鑑定官室長ほか5名
｡

●

ワイン酒造組合会

ほか8名

長

5.20(月）
千葉県若手清酒製造者との意見交換会：局長、酒類監理官、

（千葉県酒造組合会議室） ：鑑定官室長ほか5名
千葉県酒造組合青年

醸友会会長ほか8名

開催日

●
●
ゆ
●
●
●
●
●
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｂ
Ｇ
●
●
●
、
の

イベント名

》
Ｇ
ｅ
ｅ
●
■
●
Ｇ

早
各
Ｄ
Ｄ
Ｇ
●
●
●
■
■
■
■
■
■

概要等

9. 14(金）
酒セミナーin浅草

(浅草ビューホテル）

①
巳
■
号
●
。
。
Ｂ
●
●
●
●
。
●
●
●
●
●
●
●
●
●
■
■
●
■
■
■
白
白
■
●
■
■
■
①
■
■
ｑ
■
ご
●
○
争
甲
①
の
●
●
。
●
●
合
色
色
●

対象

内容

●
●
●
●

浅草近郊の料飲店の従業員（約50名）

地理的表示、 日本産酒類の知識等の向上と訪

日外国人へのお酒の勧め方等の習得を目的とし

たセミナー、きき酒

10.9(火）

■
●
●
●
●
●
凸
申
中

色

色

●

●

色

白

●

i酒セミナーin千葉

！ （三井ガーデンホテル）
●
守
口
●
●
凸
●
●
合
●
ゆ
■
■
■
由

申
申
申
甲
甲
。
■
●
甲
甲
申
由
早
○
早
甲
。
●
●
ｅ
ｅ
Ｄ
ｂ
Ｄ
Ｃ
Ｇ
ｅ
。
ｅ
Ｃ
Ｄ
Ｇ
Ｄ
■
由
●
●
、
■
■
、
ｂ
ｅ

ｂ
ｂ
ｂ
Ｇ
由
匿
曲

対象

内容

●
●

●
●

千葉県内のホテル等の従業員（約50名）

地理的表示、 日本産酒類の知識等の向上と訪

日外国人へのお酒の勧め方等の習得を目的とし

たセミナー、きき酒

12.20(木）

召
■
■
■
■
り
ゆ
■
早
甲
勺
。
。
早
早
甲
旬
争
●
。
早
早
●
●
●
●
●
。
●
●
●
■
●
●
Ｄ
Ｇ
Ｃ
由
申
申
申
の
⑧

申
守
●
。
①
甲
。
●
●
。
●
●
●

山梨ワインセミナー

(ベルクラシック甲府）

■
ｂ
Ｄ
Ｄ
■
■
■
■
■
心
■
■
■
■
■
母
■
■
■
■
■
Ｂ
ｅ
Ｇ
与
り
■
ｅ
ｅ
ｅ
●
●
ｅ
●
●
●
●
●
●
●
■
由
早
■
■
■
■
■
■
■
車
甲
○
勺
●
◆
“

対象：山梨県内のぶどう農家、農協職員（約50名）

内容：地理的表示、高品質醸造用ぶどうの安定確保内容

の必要性を理解してもらうことを目的としたセ

ミナー、きき酒

3.9(士）
酒セミナーin新宿

(玄海本店）

1対象：老舗料理店の経営者（約30名）

:内容：地理的表示、 日本産酒類の知識等の向上と訪
早
早
●
早
●
早
●
早
早
の

早
●
①
早
●
●
●
●

日外国人へのお酒の勧め方等の習得を目的とし
●

！ たセミナー、きき酒

3．21

(木・祝）

寺
ｅ
③
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ

●
●
ｅ
Ｄ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
Ｂ
Ｇ
ｅ
ｅ
ｅ
Ｑ
Ｑ
Ｑ
ｅ
ｂ
ｂ
Ｂ
Ｂ
Ｑ
●
■
■
●
●
■
■
ｑ
●
●
ｅ
ｇ
ｅ
ｅ
●
●
Ｃ
Ｇ
。
●
●
合
申
由
由
由
申
白
白
申
由
■
甲
申
甲
一

地理的表示「山梨」ワイン

シンポジウム

(THEGRAND

HALL (港区))

●
●
色
由
色
色
Ｃ
Ｄ
Ｃ
●
●
●
白
白
■
■

対象：流通業者、一般消費者等（約400名）

:内容：局長による主催者挨拶
■

早
早
ゆ
や
の
、
。
③
●
ｏ
Ｇ
ｅ
。
●
●
企
、
由
由
●
■
■
■
■
■
■
■
の
町
早
ｐ
Ｕ
ｅ
Ｄ
Ｂ
Ｇ
ｅ
ｅ
●
Ｇ
ｅ
ｅ
舎

蛯原健介教授による基調講演

有識者によるパネルディスカッション

GIYamanashiワインテイスティング

3.28(木）
酒セミナーin横浜 I

P

(ホテルニューグランド）

口
Ｇ
Ｂ
■
■
合
■
■
■
■
■
母
■
■
ｐ
甲
■
ゆ
ｐ
ｅ
Ｇ
Ｄ
ｅ
■
●
ｅ
ｅ
ｅ
Ｑ
ｅ
Ｂ
■
合
Ｇ
■
■
■
■
■
■
■
■
甲
■
ｐ
Ｕ
■
■
早
巳
■
■
■
■
Ｂ
Ｇ
■

対象：神奈川県内のホテル・料飲店等の従業員(約50名）

内容：地理的表示、 日本産酒類の知識等の向上と訪

日外国人へのお酒の勧め方等の習得を目的とし
たセミナー、きき酒

開催日 イベント名 主催 局幹部挨拶

有

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
巴
■
■
■
■
■
■

有

Uggqeee中
■

■

■

■

■

■

由

■

⑧
■
■
■
申
⑧
の
●

東京都酒造組合
■●●､●DDDgggggdg●･◆●｡①①｡｡◆も包凸●●■●■b■●。■■■合G●●◆凸◆●●●●●由●●●●●■■■■■■■■■■■■■■■①■申■■■①■申■■■凸争や●●｡■■■■q■geDe●｡｡①●｡｡●●･●●｡g

山梨県酒造組合
｡

●

■

■

■

■

■●■■■■■■

●

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
巳
■
■
■
■
■
●
■
■
■
■
の
画
■
■
●
■
■
巳
■
■
■
■
■
■
の
■
■
■
■

◆●●◆◆◆

武蔵の國の酒祭り）15(土9
、●◆･◆●①●■白白■■■■■■■■■■■■■■■ごp■巴■■寺■■■■■●○阜母の争●◆○○今｡●○●●◆●●･●●●●eeDDgge●egD●e●DC●･●●●◆◆●◆今｡◆由●●■●■■■●■P＝=■由■■由■■■■■■■■■■■■■■■■■－-○○ののら争争旬争争争●｡●●｡｡ゆり=｡●●eee●●●◆･◆･･●◆●●●①七●●■口令●七色●台●●a色●■

■

の

｡

■

名水が育む｢山梨の日本酒･本格焼酎｣で乾杯！
■●■■の■■■巴■■巳■阜母弓●争○争●●争○●●●●●■｡■■g■■■■早い｡qeegの今●●●●、●●･◆｡●｡●●●●”■“eGeeDeGeeC●｡◆CG①●①もむ七台■舗凸…■■､｡●●由●①CCG色白

有日本蒸留酒酒造組合東京支部

■

■

■

■

■■■■●■●●■の●●■｡■①●

■

母

■

■

■

■

■

巳

■

･

■■■e■■■■■■■､●①●●●由由●●●■●■■■■■■■■■■■■■◆①●●bb令●●■■■旬■■■■■■●●合■■■■■■■■■■■■■■■■■争●申争①の①①①の●｡｡｡｡｡■●●■■●■■■■■■■e■■eeの今･●｡●●●●｡◆◆◆◆●◆◆●◆･●①①●◆●◆●●●●●●■

■
ｇ
ｑ
●
ｏ
ｅ
Ｑ
ｅ

10. 5(金) :名水が育3

10. 19(金) !焼酎甲懇

10.25(木) ; とりどり

焼酎甲類
･･･.｡｡.･･･････…….…｡．.．…････････。。．…．。。．

10.25(木）

体験フェス
．･･･.･･･．．.｡..．…"…..．.......…..｡.．..｡｡.｡.....｡................…｡.…････････…｡。･･･････････････････..･･･.....．….．.･･･..．．..･･.…...…･…｡｡.．;.．...｡…．.?........･･･････.．.･････････

： とりどりの美酒を楽しむ会 ；千葉県酒類業懇話会 ： ｾﾚﾓﾆｰなし
.｡｡:．.。.．..…...............…....…….….....…......｡....｡..................…..…….....….｡….…...............…..........................….…….….....……｡.……..............､2...........…...................….….............….....….｡..…

:千葉県未成年者飲酒防止キャンペーン ：千葉県酒類業懇話会 ； ｾﾚﾓﾆｰなし

：山梨県未成年者飲酒防止キャンペーン ；山梨県小売酒販組合連合会： 有

ｊ
》
ｊ

木
一
木

く
》
く

５
》
５

２
》
２

０
》
０

１
皿
１



②日本産酒類の輸出環境の整備

平成29年11月に決定された「総合的なTPP等関連政策大綱」や、令和元年●月に

決定された「未来投資戦略2019」等を踏まえ、酒類業組合等の取組への支援や輸出に取

り組む事業者のニーズに応じた支援等を行うとともに、関係省庁やジェトロ等との連携

を密にしつつ、次の施策に取り組む。

イ 「東京国税局管内地域日本産酒類輸出促進連絡会議］及び「都県レベルの分科会」

の開催

ロ訪日外国人向けの効果的な施策への取組

③酒類の地理的表示の周知等

地理的表示制度の更なる認知度向上を図ることにより、ブランド価値を高める。更に

当局においては、地理的表示「山梨」の認知度向上に積極的に取り組む。

また、 日本国内での需要振興や海外への輸出振興策について、酒類業調整官と酒類指

導官が連携して酒類業組合等の取組を支援する。

イホテル、料飲店等を対象とした酒セミナーの開催

ロ地理的表示「山梨」ワインシンポジウムの開催（地理的表示「北海道」 と共同開催

予定｡）

④鑑定官室等との連携

酒類製造者が抱える技術的な課題を把握した場合や、経験の浅い新規参入者など基礎

的な技術基盤の維持・向上が必要と考えられる酒類製造者に対しては、専門的な知識を

有する鑑定官室及び酒類総研と連携して速やかな解決を図る。

(2)適切な法執行の実施

①酒類の公正な取引環境の整備

イ酒類業者に対する周知・啓発

酒類業者に対して、 「酒類の公正な取引に関する基準」 （平成29年6月施行、以下

「基準」 という。 ）及び「酒類に関する公正な取引のための指針」の周知･啓発を行

い、これらの遵守のための指導等を通じ、公正な取引環境の整備に向けた酒類業者の

自主的な取組を推進する。
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開催日 イベント名 主催 局幹部挨拶

1l. 3(土）

●
ｐ
ｇ
ｅ
■
■
暑
巳
■
●
■
■

■
■
伊
伊
●
の
●
●
■
画

山梨ヌーボーまつり 山梨県ワイン酒造組合 有

3.22(金） 名水仕込みの山梨の日本酒・新酒蔵開き 山梨県酒造組合

■
■
■
。
●
●
●
●
●
●
①
●
●

●
◆
●
甲
。
。
●
●

有

4.10(水）

ｅ
Ｇ
Ｇ
Ｃ
Ｇ
Ｃ
Ｃ
Ｇ

●
●
●
●
●
●
色
白
●
●
■
●
《

神奈川県未成年者飲酒防止キャンペーン

▽
。
●
●
●
●
●
●
●
●
●
Ｃ
ｃ
Ｄ
Ｃ
由

Ｃ
Ｃ
Ｄ
①
●

神奈川県小売酒販組合連合会

■
●
●
白
白
血
色
●
●
●
●
由
■
由
■
白

”
曲
■
■
町

有

4.13(土）

》
●
●
●
■
由
■
■
由
由
由
■
■
由
申
由
■
■
申
●
④

一都三県・蔵元との交流会

■
●
■
由
由
申
■
■
■
曲
由
■
■
■
■
■
ｐ
ｃ
ｃ
●
●

日本酒造組合中央会東京支部等

■
■
■
■
■
●
■
■
暑
ｐ
ｇ
等
●
ｑ
■
■
■
Ｃ
ｅ
Ｇ
ａ

有



ロ酒類の取引状況等実態調査

酒類の取引状況等実態調査については、当局は平成30事務年度においても、基準に

違反していると認められた酒類業者に対し「指示」を行っており、引き続き、価格動

向やこれまでに把握した情報等を踏まえ、市場に大きな影響を与える取引を行ってい

ると認められる大手酒類業者及び廉売等の情報のある業者を優先的に選定する｡

調査に当たっては､価格の形成に至る背景にも着目するなど深度ある調査を実施す

るとともに、 「指示」を行った酒類業者に対するフオローアップ調査も適切に実施す

る。

なお、基準に違反すると思料される場合には、 「指示」を見据え、周辺の酒類業者

の酒類事業に与える影響の程度を確認するなどの調査を実施する。

また、局間連携調査の実施に当たっては、当局は大規模酒類業者が集中することか

らその取りまとめ局として、関係局等と的確な協議、調整を行うなど、効果的・効率

的な調査に努める。

○取引状況等実態調査の状況 （各年3月末現在）

※平成29事務年度においては、平成30年5月及び6月に計3件「指示｣を行っている。

酒類の表示の適正化に向けた調査・指導等

酒類の容器等の表示について、酒類の表示事項確認調査を実施し、誤り等を把握した

場合には改善指導を行う。

なお、平成30年10月30日から適用開始となった果実酒等の製法品質表示基準に関

して、酒類製造者等から相談を受けた場合には、引き続き丁寧に対応する。

また、令和2年4月から適用開始となる食品表示基準などの新たな表示制度が円滑に

実施されるよう、酒類製造者等に対し制度の周知等に努める。

②
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調査

計画

者数

①

調査喜
ｑ
■
■
０

奇
計 漬

調査

者数
処理

割合

非違

者数

② ③(②/①） ④ ⑤(④/②） ⑥

29

酒類業調鑿官

酒類指導官
一
一
一
一

ロ

1

2

3

者

18

22

40

者

5

15

20

％

27．8

68．2

50．0

者

3

4

7

％

60．0

26．7

35．0

者

0

0

0

30

酒類業調整官

酒類指導官
一
一
一
一

口

4

5

6

22

4，

26

8

1

9

36．4

25．0

34．6

8

0

8

100.0

0.0

88．9

2

0

2

前
年
対
比

酒類業調整官

酒類指導官
一
一
一
一

口

7

8

9

％

122．2

18．2

65．0

％

160．0

6.7

45．0

ﾎﾟｲﾝﾄ

＋8．6

▲43．2

▲15．4

％

266．7

0．0

114．3

ﾎﾟｲﾝﾄ

＋40

▲26．7

＋53．9

者

＋2

0

＋2



③酒類業組合等に対する適切な指導

酒類業組合等に対しては、運営の適正性の確保並びに団体機能及び活動の強化・充実

を図る観点から、その自主的な活動を基本としつつ､必要な助言･支援を行うとともに、

適切に指導する。

○酒類業組合の状況（局所管組合を本書、署所管組合をカッコ書）

④消費税転嫁対策特別措置法に基づく調査等

酒類業者における転嫁拒否等の行為や転嫁阻害表示に係る実態把握に努めるととも

に、違反行為については「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を

阻害する行為の是正等に関する特別措置法」に基づき厳正に対処する。

(3) 人材育成

酒類の取引状況等実態調査及び酒類の表示事項確認調査においては､経験の浅い酒類指

導官付職員の同行指導について積極的に実施する。
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千葉県 東京都 神奈川県 山梨県

製 造 ･千葉県酒造組合 ･東京都酒造組合連合会

･東京都酒造組合

(東京七島酒造組合）

℃神奈川県酒造組合 ･山梨県酒造組合

･山梨県ワイン酒造組合

卸 売 ･千葉県卸酒販組合 ･東京都卸売酒販組合 ･神奈川県卸売酒販組合 ･山梨県卸酒販組合

4 、
＝

元 ･千葉県小売酒販組合

連合会

(税務署所管14組合）

･東京小売酒販組合 ･神奈川県小売酒販組合

連合会

･横浜小売酒販組合

･川崎小売酒販組合

･神奈川県央小売酒販組合

(税務署所管6組合）

･山梨県小売酒販組合

連合会

(税務署所管5組合）



事務運営の概要等

課税第二部統括国税調査官（酒税担当）

1 基本的な考え方

統括国税調査官（酒税担当）は、局長が指定する酒類製造場等に対する酒税調査事務を行

っている。

酒税調査に当たっては、鑑定官室との連携を図り、酒類に関する技術的に高度な問題等に

ついては独立行政法人酒類総合研究所との連携にも配意して実施するほか、酒類業調整官又

は酒類指導官が実施する酒類の表示事項確認調査との連携を図る。

また、酒税実務経験の浅い職員に対する計画的な指導育成の観点から、酒税調査への同行

指導にも十分に配意する。

2令和元事務年度の事務運営

（1）酒税調査

酒税調査については、現行のグループ区分の下、酒類製造者の管理の充実を図り、調査

必要度の高い酒類製造者を優先的に選定するとともに、的確な進行管理を行い、効果的・

効率的に深度ある調査を実施する。

なお、隠蔽又は仮装の端緒を把握した場合には、必要に応じて取引先に対する反面調査

を実施し、その事実が認められた場合には重加算税を賦課するなど厳正に対処する。

また、大規模酒類製造者については、国税局連携調査対象者として一元的な納税者管理

を行い、他の国税局と適切に連携しつつ、当局が取りまとめ局等となり、関係各局をリー

ドしながら調査を進め、当局及び関係各局の非違事項を速やかに集約した上で本社指導を

実施する。

(2)犯則調査

酒税調査の際に、酒類等の無免許製造に係る端緒を把握した場合など、犯則調査を実施

する必要があるときには、国税通則法第74条の8の規定を踏まえ､犯則嫌疑者等に対し犯

則事件の調査であることを明確に伝えた上で実施する。

（3）人材育成

経験の浅い酒類指導官付職員に対する同行指導については､統括国税調査官(酒税担当）

への長期併任（4週間）及び短期併任（2週間）により、引き続き効果的に実施する。
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事務運営の概要等

課税第二部鑑定官室

1 基本的な考え方

鑑定官室は、間接国税の適正かつ公平な賦課の実現、及び酒類業の健全な発達の促進

を図るため、関係各課部門及び独立行政法人酒類総合研究所（以下「酒類総研」という。）

との緊密な連携の下、①間接国税課税物件の分析・鑑定、②酒類業の発達・改善に関す

る技術的事務、③酒類の品質・安全性の確保に関する技術的事務を行っている。

令和元事務年度の事務運営

分析・鑑定事務の的確な実施

酒類、自動車ガソリン等間接国税課税物件の分析・鑑定事務については、引き

続き関係各課部門と密接に連携を取りつつ、また酒類総研とも必要に応じて連携

し、高い信頼性の確保に努め、迅速かつ的確に実施する。

特に、酒類の製造方法が多様化している現状を踏まえ、新製品等、機動的に対

応する必要があるものについては、関係各課と連携して成分及び製造方法に関す

る効率的な情報収集に努め､的確な分析鑑定事務を実施する。

さらに、酒税・揮発油税調査や製造免許に係る現場確認等における技術的事項

2

(1)

に関し、主務課の事務を支援する。

○平成30事務年度分析・鑑定状況（令和元年6月4日現在）
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区分 項 目 ノ点数

酒税関係 課税・犯則判定物件
■■■■画■■■■卑章■■函■勺■勺｡●等■勺･…知●…●“●●●●●eeeeeGeeeeeeGGGC●G■、色色合■■■■■■■■■由■由■合■■■由り■■■由■■の申■の申●■｡○早早●●①｡●巳●“g■D■■｡｡■■■Gee■egCee■gCGg■CeGeee■ebeC●eccの●●CcCCc●●■

全国市販酒類調査
■巳辱卿■再■p■●勺｡｡｡■●●や●争蜘goGo●令●●色色①●●･●CCCCee●●GG畦GB合■■■■■■■■■■■■■■凹早巳已間”■■■｡■■■■｡■巴巳■p③争●｡e、●●q●①●●◆●●●O令●●●■●令●●｡■a●agDG■■■■■■■■■■■■■白白■■■■■■■■

期限付免許者が製造した酒類の品質審査

小 計

3

214

183

400

揮発油税関係 課税・犯則判定物件
■■■■■●■■■■■■■■■■●■●。●●の｡●｡●●e●●の●●●◇･申◆q eeegeg0g ggggge●●●●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●“■一●争●の｡●●｡●｡｡｡？●●■■●■●｡p●●｡●｡p●DOD●0b●0,●b●□●●●●●●■令■●合●■■曲■■■■宙■ご■｡●■■■ご■■■■■■■●●■■■■の■

自動車ガソリン性状調査

小 計

449
■■■■■■■由■■■■由由ご■■■■■■■■■⑧■与■■■｡■pBp●｡■■唖eeDee●●｡｡●●●●●●●“①●●●●■

16

465

合 計 865



(2) 酒類の安全性確保と品質向上への取組

酒類の生産から消費まで全ての段階における酒類の安全性の確保と品質水準の向上

を図るため、酒税課及び酒類総研とも連携し適切な事務の実施に努める。

また、引き続き酒類の放射性物質の分析を実施し、結果を継続的に公表するととも

に、輸出用酒類に係る分析については、酒税課及び酒類総研と連携して、迅速な処理

に努める。

O平成30事務年度放射性物質の分析状況（令和元年6月4日現在）

(3) 酒類製造技術指導の的確な実施

全国市販酒類調査の結果等を踏まえつつ、実施効果の検証を的確に行い、計画的か

つ効果的な事務の実施に努める。特に、酒類製造者のアルコール等の分析の精確さや

酒類の安全性を確保するために必要な指導については、確実に実施する。

(4) 酒類業者に対する技術的な支援

酒類業界や地域の公設試験研究機関等との連携を強化し、地域の風土と技術を活か

した技術支援等を推進する。また、酒類業者の抱える技術的課題を的確に把握し、速

やかな解決が図れるよう、酒類製造者の技術力の強化に対する適切な支援を行う。

○平成30事務年度技術指導／技術相談件数（令和元年6月4日現在）

(5) 局主催酒類鑑評会の実施

酒造技術基盤強化と管内で自醸された酒類に対する認知度の向上を図り、もって酒
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内容
C

ノ点数

全国市販酒類調査 36

輸出用酒類の証明書関係 49

合 計 85

区分 指導 相談

清酒
■■｡｡●●●､●●◆●■●●●｡●●●●■■”●●gggggggg●●■□■■□●口曲■■□●●●･･■●●●由■■■■■■■■■■■■■■■■の■●■●■■●■■■■■■■■■頓■■■■｡●●●①の⑧■■■■■■■■■①■■

焼酎
■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■四■■■■■■■■■■qee○○・■○○●｡◆◆｡｡◆◆甲●●pDqe■pqgeeeec●◆◆●◆◆●①●･●bb●●口■、■■gGeGGG◆｡◆①もも●■b■■■■■■■

ビール・発泡酒
■■■■｡｡■■■■●■■p●DDpD●Dpge●■●●●･●99G･●･･●◆●●◆◆◆●◆◆①◆◆◆も●■■■■●●■■■■GGCc由●●■●■■■七■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■●●■■■■■■■■■■■■●●●.

果実酒・甘味果実酒
白色■●●●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■巴争の●●争の傘争の◆争りり●●｡■DDG■G③、③③◆●◆◆GD｡●●0●■｡■■■ggeeGGddG舎◆●●OG、■■0■■●●･◆●cc●●q

ブランデー

19

０
》
２

５
》
０

82

20
巴｡｡甲争ゆ■･申申申申の早の●｡●■■■｡●●●D■■巳■”、■GI

13
e●｡●｡●･◆●●◆ooCGg●●●■■■DBgggb■日日■、■■I

９
》
０

区分 指導 相談

その他の醸造酒
■■由由由●由白白●■■■■■■■■■■■坤■申■■■申●■■■■●■■■■■■■■■■○年e●甲①｡･｡早早｡争争●”り■■P■早■巳已早○句｡･■●早申｡｡●｡●◆｡｡｡？●GCCGgBDDD9D■D9gUDeF5B■5■■｡■”･

リキュール
p●●●●●●●●●●●■●■■■eegee心●･Ce●◆●●も●●●●●●■gae…■合●一・●｡●●色色●●●七七●■■■■■凸■■G●合①●●●DC●●●●●■●■●●●●｡■●■■■■■■■●■b■■■■■■
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類業の健全な発達に資することを目的として、酒類鑑評会を開催する。これまでと同

様に、清酒（ﾛ今醸部門、純米吟醸部門、燗酒部門及び純米燗酒部門)、本格焼酎及びビー

ル等を対象として開催することを予定している。

また、酒類鑑評会における英文賞状の授与及び審査結果の英文ホームページによる

公表については引き続き取り組む。

○平成30年酒類鑑評会の出品・入賞状況

／

○令和元年酒類鑑評会の日程（案）

(6) その他

酒税関係職員育成のため、各種実務研修等の開催に協力する。

3鑑定指導室の事務

鑑定指導室は当局鑑定官室に所属しているが、その事務運営は国税庁課税部鑑定企画

官の総括の下で行っている。

主要事務は、清酒製造状況等調査､全国市販酒類調査等の全国的な調査の集計･解析、

酒税及び揮発油税等関係の分析技術の検討・開発、各国税局鑑定官室が行う分析・鑑定

事務の管理点検、その他鑑定企画官の指示する事務である。

なお、鑑定指導室は平成28年3月に北区滝野川から大手町合同庁舎3号館（庁舎移転
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部門 出品場数 入賞場数

清酒

ﾛ今醸
由●●●色●●由●●申由■■●由白白の由■■■●●●■由■●色色血色色●由由由由由由●亜■■■●●■●■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■旬●●伊●｡■●●甲●●■①甲“｡○伊

純米ﾛ今醸

燗酒

純米燗酒

29

33

26

37

11

13

10

14

本格焼酎 11 4

ピール・発泡酒 20

審査等 期 日 場 所

審査
9月24日（火）、25日（水）

及び27日（金）
東京国税局9階鑑定官室

製造技術研究会

(関係者への公開）
10月29日 （火）

ノ

東京国税局4階第7～9会議室

表彰式 10月29日 （火） 東京国税局1階第10会議室B



前の当局鑑定官室、千代田区大手町1－3－3）に仮移転したが、令和3年2月に「林

野庁関東森林管理局東京事務所」 （江東区東陽6－12－1）へ再度移転する予定である

○移転スケジュール

1

-21-

既
済

平成30年4月関東財務局へ入居申請

6月入居承認

令和元年5月概算要求

予
定

令和2年6月内装工事着工

令和3年2月工事完了・移転

3月3号館退去期限



参考（法人） －1 事務運営の推移等
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計画ベース9.1 9．1

【納税者管理体制】

一

鍵§鍵議鍵鍵

実況区分('2琴薊# " ）I 重点管理対象法人(16事務～）
鵠『

1実地調査】

卜
」
詞
Ｆ
ト
ー

§
《調査体

鍵同:時調査鍼％
重点項目調査〈12事務～）

《施策の 実施》

優先度の高い施策(14事務～24事務）箸独自施策(11事綴～）
／

|癖辮衆 重点課題(22事務毒）

着眼点有効法人(19事務～26事務）※着眼点有効(消費)法人(22事務～）

＃
麟騒一 新選定ｼｽﾃﾑ抽出法人(22事務～）※27事務からﾘｽﾄ還元＃

書面照会調査等(実地調査保留法人） （昭58事務～）

【実地調査以外I

’'一…"……’ ｜ 面接調査 ｜
【その他】

○機動官の設置(42） ○公益法人担当部門の設置(13～17）

○優良申告法人制度の導入(43） ○新書面添付制度の運用(14）

○特別管理部門の設置(47） ○調査指導部門の設置(15～16）

○署特別国税調査官の設置(49) Oe-Taxの導入(16）

○申告害封入事務の外部委託(53） ○指導育成委員会の設置(17）
○前期多額更正法人等の指導(57～11） ○登記事項情報のMT収集開始(17）

○局法人税課PTの創設(58～1 1） ○準備調査表兼調査経過書制定(18）
○機構改革(3） ○指導育成カードの制定(18）

○国際調査情報官の設置(3） ○公益法人担当特官の設置(18）

○調査指導特官の設置(4～14） ． ○着眼点有効法人による選定(19）
○機械化調査情報官の設置(8） ○国際､ IT､調査･伝承担当特官の設置(20）
○特別調査情報官の設置(9） ○内部事務一元化の全署実施(21）
○KSKシステムの東京局一局拡大(9） ○法人調査選定会議の導入(21）

○調査筆頭部門の位置付けの明確化(13:○リード役の設置(21）

○KSKシステムの全国拡大(13） ○重点課題の策定(22）

|琴塞中期的取組癖’

○新選定システムを活用した調査選定(22）

○局調査選字PTの創設(23～24）

○シニアアドバイザーの設置(局)(23）

○調査技能を有する職員(匠)の指名(23～26）

○誤編てつ確認作業(23）

○連結担当特官の設置(24）

○改正通則法の施行(24）

○消費税調査専担者の設置(25）

○特別管理部門と調査筆頭部門の統合･拡大(26）

○伝承SAの設置(署)(27）

○海外取引重点調査担当者の設置(29）

○特別調査担当特官の設置(30）

○高階級法人調査専担部門の設置(30）
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参考（法人） －2
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農 未納整理実地調査

国瞭担当特官の股置

調査担当の広域運営

毎外取引重点調査担当者の設置



○課税事績の推移等

嚇
柵
（
路
シ
）
‐
の

荊
註
細
論
Ｓ
蘇
輔１

画
吟
Ｉ

(注)1 調査部所管法人の事績は含まない。

2平成30事務年度については、平成31年3月末の状況である。

、

法人税申告状況集計表その1

－

要申告

法人数

申告

法人数

｢害『苔

有 所 得 申 告

繰欠
控除後 割合

繰欠
控除前 割合

申 告
所得金額

申 告
欠損金額

繰 越
欠損金額

有所得1件
当たりの

所得金額

無所得1件
当たりの

欠損金額

繰欠保有1件
当たりの

繰欠金額

件 件 ％ 件 ％ 件 ％ 百万円 百万円 百万円 千円
凸

千円 千円

21 977,056 840,883 86. 1 204,651 24.3 377,656 44.9 4,493,382 5,845,767 19,562,908 21,734 9,055 32，806

22 975,612 837,703 85.9 200,247 23.9 398,500 47.6 4,608,355 4,436,849 21，340，405 22,730

寺
屯

6,843 35，465

23 970,289 835,917 86.2 204,611 24.5 423,998 50.7 4,954,‘917 4,067,683 21，943，558 23,912 6,328 36,506

24 973,293 838,553 86.2 217，041 25.9 446,616 53.3 5,320,288 3,719,655 20， 183，924 24,237 5,884 34,078

25 979,226 843,289 86． 1 231，323 27.4 459,800 54.5 5,894,716 3,418,420 19,316,792 25，191 5,490 33,088

26 984,057 853,791
●

86.8 247,241 29.0 474,064 55.5 6,377,098 3,898,950 18，818，667 25,398 6，321 32，583

27 993,533 867,697 87.3 263,775 30.4 481,257 55.5 6,946,078 3,380,658 18,686,258 25,673 5，501 32，466

28 1,004,090 882,098 87.9 278,696 31．6 493,654 56.0 7，701，395 3,196,588 23,590,249 27,022 5,206 41，024

29 1,014,525 897,026 88.4 293,391 32.7 507,775 56.6 8,482,591 2,912,845 17,776,019 28,415 4，741 30，967

30 700,898 612,068 87.3 199, 183 32.5 343,673 56. 1 4,7 ， 930 1，891，694 9,775,687 23,432 4,485 24，825

KSK法人；兇申告状況集計表



○調査事績（調査態様別）の推移等

嚇
搬
（
蕗
芳
）
－
心

〆劉剛柵諭（蟄剛粥熱望）Ｓ蘇輔

１
画
、
１

(征） 1 将〃｢背仏人の畢繊を示す。

一去人税jL理状況集計表 の1 ．その22局特・総合・査察事案を除く。

3各数仙はKSKデータによる。

4平成30事務年度は、平成30年7月～平成31年4月の実絞である。

全 税 目

調査日数 調査件数

消 費 税

調査件数
更．修正
割 合
追徴
本税額

法 人 税

調査件数
調査全年分増差額

増差所得 不正所得 追徴本税額

更．修正

割 合
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割 合
重加適用

割 合

1 件当た り
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印 紙 税

非違
割合
税額

同
時

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

Ｊ
一
つ
一

214.763

195．029

220,065

186,428

183.201

181．231

180,415

183,442

183． 161

139.730

Ｊ
一
■
つ

24,575

20.572

24.457

17， 123

16．686

17，940

17．996

18，939

18，931

15．459

{2
年
凸

23.295

-19．448

23.008

16．260

15．983

17．294

17．352

18， 195

18， 176

14．899

％

55.9

57.7

55.8

58.0

56.7

58.4

60.8

61.4

62.6

61．2

百万 ｣●

6.863

6,334

7. 146

5．119

4.539

5.286

7,322

15，354

10．208

8．286

ろ
″
〃
』

一
一

24，571

20.569

24,449

17，113

16．684

17，939

17，988

18．936

18，931

15，457

百万 リ

180,512

221,882

149,270

124,344

93.355

105,997

101．380

111，304

110,815

102.228

百万 ﾕI

81.489

49.606

58,384

44,393

37，102

41，152

42,270

52.230

62,460

49.996

百万 判

32.916

28.082

26.068

22,053

16，516

18．982

17,640

16,870

18．801

17,004

％

74.3

75.2

73.8

75.4

73.9

75.2

76.9

77.2

79.0

79.0

％

21．8

21．2

20.0

18.7

18．9

20.7

22.3

23.5

25.6

24.6

％

16.0

15.2

13.6

13．0

12.7

14.3

14.4

15.7

17.5

17．7

千円

7.347

10，787

6.105

7.266

5,595

5.909

5.636

5.878

5.854

6,614

千円

3,316

2,412

2.388

2,954

2.224

2.294

2,350

2.758

3,299

3,234

千円

1，340

1，365

1．066

1．289

990

1.058

981

891

993

1，100

％

32.8

31．3

30.4

31.0

31.4

31.6

33.7

35.2

36.6

35.5

百万円

5.862

4.384

4,772

3.954

3,957

3.535

3,898

4,218

4．351

4.429

％

8.2

9.3

9.8

10．5

11．9

124

14．2

14．9

14． 1

14．5

百万円

126

120

124

129

110

115

101

124

125

70

重

占
J1、、

21

躯
一
別
壺
型
匡
妬
印
茄
一
”

28

29

30

56.656

44， 112

52.346

38， 109

43,450

48,843

45．349

51．592

51．300

29,733

15．314
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13．307

7,654

8,289

9,774

9.354

｡△.ｰ9 749

10，504

6,303

14．225

10．414
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66.7

64. 1

13．5

13．5

13．1

11．2

12.0

13．6

13．6

14．5

15．1

14.4

6.9

6.4

5.5

5.6

5.7

6.6

6..6

6.9

7.3

’ 7．3

1.852

1，801

1．681

3,244

1.456

1．637

1,428

1，371

1， 156

1,342

357

384

304

858

418

399

420

387

345

452

154

140

138

241

117

138

142

135

123

136

24.2

23.8

22.8

23.6

24.6

26.1

26.1

27．1

2864

27.6

856

573

512

447

489

623

500

571

683

383

6.0

6.2

6.2

7.0

7.8

9．1

10． 1

10．4

9.7

10．4

33

21

22

17

22

21

23

20

21

11

十

〈
ロ
言
口

21

22

23

24

25

26

〃
一
別

29

30

271.419

239． 141

272,411

224,537

226.651

230.074

225.765

235.034

234,461

169,463

39.889

31，777

37.764

24,777

24.975

27,714

27.350

29,688

29.435

21．762

37.520

29,862

35.389

23,415

23,732

26.534

26.276

28.463

28， 187

20,897

53.8

55.7

53．7

56.2

55.4

56.8

58.9

59．6．

60.8

58.9

9.530

8，173

8.827

6，431

5.956

6,443

8,942

17，498

12．598

9，971

39.820

31．599

37，588

24,637

24．965

27,652

27.297

29.637

29,393

21，738

208．751

241,747

171，351

148,749

105.409

121．901

114．674

125,970

122．907

110，655

86,932

53,837

62.372

50,846

40.567

45，031

46， 185

56,375

66,070

52.835

35,268

29,627

27.883

23.866

17，484

20,326

18．962

18．314

20.090

17，860

69.3

69.9

68.6

71．3

70.2

71.2

72.6

73．1

74.6
,

74.7

18．6

18．5

17．6

16．4

16．6

18．2

19．3

20.3

21.9

21．7

12.5

12． 1

10．8

10．7

10．4

11.6

11．8

12.5

13．9

14．7

5,242

7．650

4.559

6.038

4,222

4．408

4，201

4,250

4.182

5,090

2． 183

1，704

1，659

2,064

1,625

1．628

1.692

1.902

2.248

2，431

886

938

742

969

700

735

695

618

683

822

29.5

28.7

27.7

28.8

29．1

29.6

31． 1

32.3

33.7

33.2

6,718

4.957

5,284

4，401

4,446

4．158

4,399

4.788

5,034

4,812

7.3

8.2

8.6

9.4

10．5

11．2

12．8

13．3

12．5

13．3

159

141

146

146

132

136

124

144

147

80



○未糸内者の推移 ○源泉実地調査の推移
嚇
柵

…

1

O1

州
誉
坤
Ｓ
蘇
鋪
・
論
知
珊
苦
蟄
剛
Ｓ
蘇
鋪

１
国
③
Ｉ

ノー＝F得税処理状況集計表その1ノー＝旧特 藍: ヮ兄報告室その1の2

(注） 1
2

平成29事務年度以前は、各年6月末の数値である。

平成30事務年度は、平成31年4月末の数値である。

未納者数 過年分
未納者

超大口

未納者

① 件 ② 件 ③ 件

未納割合

④ ％

21 30，531 9,945 1,455 350

22 27,299 10，236 1，092 2.7

23 28,877 10，672 1，185 2.9

24 32,899 12，988 1，207 3.4

25 27,526 9,473 998 2.8

26 26,214 8,024 975 2．7

27 23,612 7，221 965 2.4

28 21，241 6,089 911 2.2

29 20, 140 5，787 963 2． 1

30 45,233 29,797 1,654 4.6

調査事績

調査件数 非違件数 調査日数 追徴税額

① 件 ② 件 ③ 日 ④百万円

分 析

非違割合
1件当たり

調査日数 追徴税額

⑤ ％ ⑥ 日 ⑦千円

21 2，751 2,395 22,649 7，181 87．1 8.2 2,610

22 2,470 2,133 21，563 6,528 86.4 8.7 2,643

23 2,587 2,222 22,658 6,406 85.9 8.8 2,476

24 1,607 1,416 17,542 5，185 88．1 10．9 3,227

25 1，753 1，526 19，212 3,882 87． 1 11．0 2,214

26 1,908 1，692 19，500 4,556 88.7 10．2 2，388

27 1,872 1，676 19，411 18,849 89.5 10．4 10，069

28 1，898 1，721 19，449 5,056 90.7 10．2 2,664

29 1，851 1，704 19，333 7，101 92．1 10．4 3,836

30 1，411 1，285 14，043 3,914 91．1 _10．0 2,774



嚇
州
○
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剛
一
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鰡
註
側
諭
Ｓ
蘇
輔
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註
）

１
画
『
１

(注） 各年分は、その年の4月1日から翌年3月31日までに終了した課税期間について、翌年6月30日までの申告（国、地方公共団体等については翌年9月30日までの

告を含む。 ）又は処理（更正、決定等）の事績である。

「申告税額」欄は、地方消費税（譲渡割額）を含まない。

「申告税額」欄の「計」欄は、納税申告税額から還付申告税額を控除したものである。

東京国税局統計書（消費税課税状況）

個人

納税申告 還付申告
対前年比

計
対前年比

法人

納税申告 還付申告
対前年比

計
対前年比

申
告
件
数

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

件

293,055

286,936

284,859

275,049

248,682

235,575

230,025

230,373

231，730

234,677

235,496

％

96． 1

97.9

99.3

96.6

90.4

94.7

97.6

100.2

100.6

101．3

100.3

件

198,032

193,008

191,298

184,495

166,740

155,509

150,464

148,687

147，178

146,597

145,245

％

96.3

97.5

99．1

96.4

90.4

93.3

96.8

98.8

99.0

99.6

99. 1

件

7,017

％

99.2

件

300,072

％

96.1

件

577,609

％

99.4

件

176,516

％

98.0

件

49,253

％

102.5

7,449 106.2 294,385 98．1 574,683 99.5 173,421 98.2 50,027 101.6

7,972 107.0 292,831 99.5 569,801 99.2 170,528 98.3 49,860 99.7

7,043 88.3 282,092 96.3 561,368 98.5 167,274 98．1 48,688 97.6

6,013 85.4 254,695 90.3 545,806 97.2 164,886 98.6 46,170 94.8

5,557 92.4 241，132 94.7 538,562 98.7 161,566 98.0 44,769 97.0

5,893 106.0 235,918 97.8 536,099 99.5 159,256 98.6 46，112 103.0

6,715 113．9 237,088 100.5 538,063 100.4 157,285 98.8 50,053 108.5

7,304 108.8 239,034 100.8 541,584 100.7 155,812 99．1 53,509 106.9

7,619 104.3 242,296 101.4 546,816 101.0 153，179 98.3 56，132 104.9

7,942 104.2 243,438 100.5 550,178 100.6 150,984 98.6 59,099 105.3

集 計 中

件

626,862

624,710

619,661

610,056

591,976

583,331

582,211

588,116

595,093

602,948

609,277

％

99.6

99.7

99.2

98.4

97.0

98.5

99.8

101.0

101.2

101．3

101．0

申
告
税
額

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

百万円

114.656

110,175

103，764

100,206

95,316

94,393

94,062

131，570

147,320

152,554

153,568

％

97.7

96. 1

94.2

96.6

95. 1

99.0

99.7

139.9

112.0

103.6

100.7

百万円

56.014

53,694

50， 114

48,395

46,220

45,620

45， 188

63， 145

70， 134

73,268

73,000

％

97.7

95.9

93.3

96.6

95.5

98.7

99． 1

139.7

111. 1

104.5

99.6

百万円

10．236

％

130.3

百万円

104.420

％

95.3

百万円

4.347.435

％

99.7

百万円

79,819

％

99.4

百万円

1,627,215

％

110．1

8,638 84.4 101,537 97.2 4,313,233 99.2 72，167 90.4 1,452,429 89.3

8,666 100.3 95,098 93.7 4,309,355 99.9 62,960 87.2 1,073,665 73.9

6,786 78.3 93,420 98.2 4,325,011 100.4 59,936 95.2 1，214，221 113.1

4，441 65.4 90,875 97.3 4,195,114 97.0 62,666 104.6 1,204,316 99.2

4,342 97.8 90,051 99．1 4,196,439 100.0 62,352 99.5 1,128,974 93.7

5,440 125.3 88,622 98.4 4,275,818 101.9 64,022 102.7 1,229,022 108.9

8,743 160.7 122,827 138.6 6,259,807 146.4 81,572
､

127.4 2,160,825 175.8

11,118 127.2 136,202 110.9 6,919,877 110.5 96,706 118.6 2,134,274 98.8

10，145 91.2 142,408 104.6 7,375,055 106.6 97，181 100.5 2,235,731 104.8

11,458 112.9 142,109 99.8 7,592,168 102.9 98,043 100.9 2,387,961 106.8

集 計 中

百万円

2.720.220

2,860,804

3,235}690

3,110,789

2,990,797

3,067,465

3,046,796

4,098,981

4,785,603

5,139,324

5,204,207

％

94.5

105.2

113．1

96． 1

96． 1

102.6

99.3

134.5

116.8

107.4

101．3



参考(消費)－2事務運営の推移等（間接諸税関係）

【印紙税単独調査】
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（注） 平成30事務年度の「非違割合」及び「調査場数」は、平成31年4月末の数値である。

【印紙税同時処理：法人課税部門】
(％）

30 （事務年度）29

15

鯛
瀧溌鷺鶏: 噌I

.3 i 13．3

－－4==掌二二一・

鴬
一 蔦.噂

ト"i:;12.8 1 Y 13
13

11

一一一●I11
I

三:侭、 8･2""r:$

ﾌ藻塩詮$諏
9

f
I

窮
操
．
１
、
‐
！
僻
坪

７

Ｉ
5

§

蕊
Ｆ
悪
い
４
Ｆ
平
１
９
勺
唾

3

30 （事務年度）21 22 23 24 25 26 27

(注） 平成30事務年度の「同時処理割合」は、平成31年4月末の数値である。

28 29

【印紙税単独調査】
▲ ℃…師 …昭▽卸一

…
鴬

灘 ；

(注）令和元事務年度から、 に変更している。

【印紙税同時処理】

’
ロ… …品マー言型廿玉蝕四 〒守喚一

所得税等調査や法人税等調査の際に実施

【揮発油税・地方揮発油税】

揮発油税関係製造場等に対する
実態確認

揮発油税探聞資料の収集

市販ガソリンの買上げ

【航空機燃料税・石油ガス税】

石油ガス税
実態確認

申告者に対する実地調査
（循環接触）

■■■■から無申告と認められる者への調査

【その他】

○たばこ特別税創設（10） ・国際観光旅客税創設（30）

○自動車重量税廃車還付開始・局集中処理（16）

○たばこ税及びたばこ特別税・全製造場等局所管(13）

○石油石炭税・全製造場等局所管（13）

○局調査部門（間接諸税担当）に監視情報担当者配置(13）

○消費税課|こ諸税第4係創設（30）※監視情報担当は廃止

○調査手続の法定化（24）

○印紙税電子申告開始（16）

○内部事務一元化全署実施（21）

○印紙税納付計器実態確認（1 1 ． 14． 17．20．23．29）

○書式表示申告者への書面照会[中期的取組］ （26．27．28）

○印紙税に係る書面照会（29 .30）

○たばこ税手持品課税（10． 15 ． 18．22 ．30）

○たばこ税（紙巻たばこ三級品）手持品課税（27 ．28．29）

－28－



〔調査事績の推移〕

○印紙税単独調査事績

嚇
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蝿
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蘇
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）

１
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Ｉ

(注） 平成30事務年度は、平成31年4月末の数値である。 間接諸税関係事務事績報告書

事
務
年
度

単 独 調 査 事 績

調査

場数

(場）

処理済

調査日数

(人日）

非違発見場数

(場）

内

3倍等

(場）

不納付等通数

(通）

内

3倍等

(通）

不納付等税額

(千円）

内

3倍等

(千円）

抄

分 析

一
遅
今
口

非
割

(％）

1場当

たり調

査日数

(人日）

非違1場当たり

通数

(通）

税額

(千円）

調査1日当たり

通数

(通）

税額

(千円）

21 723 2,535 640 16 1,686,822 679 591，504 3,530 88．5
･

3.5 2,636 924 665 233

22 579 2,066 533 31 1, 134,898
Q

15，385 389,848 13,555 92． 1 3.6 2, 129 731 549 189

23 983 3,609 874 27 1, 128,001 1，501 516，857 5，777 88．9 3.7 1，291 591 313 143

24 726 3,080 656 19 801，570 4,542 322,619 4,745 90.6 4.2 1,222 492 260 105

25 616 3， 133 546 6 802,074 353 289,441 4,950 88．6 5． 1 1,469 530 256 92

26 609 2,681 543 6 841,389 23 400, 104 356 89.2 4.4 1,550 737 314 149

27 510 2,298 463 5 661,351 160 202,614 368 90.8 4.5 1，424 438 288 88

28 508 2，313 470 4 526,273 12 214,065 178 92．5 4.6 1,120 455 228 93

29 453 1，921 417 4 415,878 10 209,082 99 92．1 4.2 997 501 217 109

30 295 1,349 274 10 372,456 1, 113 154, 109 6,735 92.9 4.6 1，359 562 276 114

法人税等処理状況報告



〔課税事績の推移〕

○間接諸税課税事績の推移

嚇
柵
（
韮
剛
）
ｌ
心
鰡
註
慨
諭
Ｓ
蘇
鋪
（
囲
瀦
那
註
）

(単位：件、百万円）

’
四
○
Ｉ

各年度分は、その年の4月1日から翌年3月31日までの申告又は処理に係る課税事績である。

ただし、印紙税及び国際観光旅客税は上記期間における現金納付分である。

課税人員は、納付税額のあった申告書等の延べ件数である。

「たばこ税及びたばこ特別税」欄は、たばこ税の手持品課税に係る数値を含む。

国際観光旅客税（平成31年1月7日施行）は、平成31年1月分（平成31年3月納付分）が平成30年度の課税『

国内事業者数は79者であるが、 3者は平成31年1月中の運航がないことから、課税人員は76件となっている。

平成30年度は速報値である。

が平成30年度の課税高

(注） 1

２
３
４ として集計されている。

5

たばこ税

たばこ特別税

課税人員 課税高

揮発油税

地方揮発油税

課税人員 課税高

航空機燃料税

課税人員 課税高

石油ガス税

課税人員 課税高

石油石炭税

課税人員 課税高

印紙税

課税人員 課税高

電源開発促進税

課税人員 課税高

国際観光旅客税

課税人員 課税高

21 99 133,618 231 947．131 829 63,307 4,170 7,654 132 459 59,781 117,391 12 108,469
一 －

22 24.948 143.990 237 995.817 895 76,579 4,015 7,359 131 ‐ 445 59,469 114,312 12 115．308 一 －

23 81 138.453 253 941．370 787 51．198 3,917 6.907 125 436 59.273 111，899 12 104,216
－ －

24 86 140.598 227 938.950 786 52,415 3,924 6,583 111 485 60.048 112,083 12 106.281 ー －

25 93 140．205 231 917．474 799 54,539 3.942 6.277 115 531 59,590 111，889 12 105,330
－ ■■■■■■■■■

26 93 132,965 230 916，133 660 54．503 3．981 5.986 141 631 59.905 99.669 12 103．650 － －

27 90 131.785 214 912.213 491 53,054 3,925 5,773 120 636 61，127 98．881 12 101,726
－ －

28 13． 167 122.780 224 908.338 420 52.250 3,875 5．501 120 689 61,798 97．221 12 102.333 I■■■■■■ －

29 13．343 106．201 194 891．079 420 53，120 3,799 5.293 120 692 61，551 96,430 12 104．256 一 ■■■■■■■

30 16.223 105． 146 209 856.007 517 52.965 3,723 4,870 108 663 61.441 93.882 12 104.087 76 700

KSK課税高集計表 東京国税局統計書
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参考(酒） ‐2酒類の製造・販売業免許場数の推移

守

(注)1 製造場数欄には、各製造場における主たる製造品目を場数として計上している。
0

2酒税統計資料より作成した。
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参考(酒)－3東京国税局管内の酒税課税等状況表

。

本表は､各種税額控除後の課税実数である。

全国の数量及び税額は､各国税局が課税したものであり､税関が輸入品について課税したものを含まない。

平成30年度の全国の数量及び税額については､現在国税庁で集計中である。

スピリッツ等には原料用アルコールを含む。

１
２
３
４

ｊ注ぐ

－33－

東京局

課 税 数 量 課 税 額

平成29年度

①

●Ｆ
色
色
●
由
ｑ
ｄ
ｏ

■
■
■
卓
■
■

一由由■■■●■■由■申｡●●①■●●●■■●●●巳■

構成比

平成30年度(速報）

② 構成比

平成29年度

③ 構成比

平成30年度(速報）

④ 構成比

全国

課税数量 課税額

平成29年度

⑤

平成29年度

⑥

東京局のウェイト

29年度

全国比
課税数量

①／⑤

29年度

全国比

課税額

③／⑥

清酒

kl

33,545

％

2.4

％
２2

●
③
●
ｅ
Ｇ
ｅ
ｅ
ｂ
Ｇ
Ｑ
ｅ
Ｄ
Ｇ
ｅ
ｅ
ｅ
ｅ
Ｇ
ｅ
ｅ
Ｃ
Ｄ
●
①
●
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
Ｄ
■
包
■
■
の
■
■
■
■
ひ
■

kI

33.971

百万円

3,867

％

1.7

百万円

3,914

％

1.7

kl

525,349

百万円

60,173

％

6.4

％

6.4

合成清酒 0.7

■
■
占
占
■
■
■
●
●
◆
●
●
●
●
●
●
●
◆
●
●
●
●
由
由
⑧
⑧
■
■
争

9.648 10,587

●
◆
●
●
号
●

●
。
●
●
●
■
■
■
由

■
■
■
■
■
●
●
甲
。
◇
●
●
●
①

0.7 964 0.4 999 0.4 29,319 2,907 32.9 33.2

連続式蒸留
焼酎

や
●
ｅ
等
等
ｅ
Ｇ
ｅ
Ｑ
Ｇ

●

150,399 ：
；
●
巳
与
り
。

10．9 161,885

●
合
●
■
■
由
■
■
■
■
ゆ
ｅ
Ｇ
畢
や
●
巴
畢
与
ｐ
ｅ
ｅ
ｅ

●
。
◆
●
●
◆

10．7 35,497 15．9 38,173 16．4 333,982 78,977 45.0 44.9

単式蒸留
焼酎 11,872 0.9 10,942

？
●
。
●
●
◆
Ｃ
Ｇ
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
色
色
●
申
血
合

卓
⑧
甲
■
■

0.7 2,892 1.3 2,665 1.1 464,188 110,958 2.6 2.6

みりん

●
色
◆
●
色
●
■
●
由
申
由

41,632 ： 3．0
甲
ゆ
ゆ
ゆ
ゆ
●
●
ｅ
●
ｅ

40,392

⑧
卓
■
申
■
⑧
申
甲
●
早
早
中
●
甲
。
●
。
。
。
●
。
●
●
●
●

●
●
●
①

2.7 833 0.4 793 0.3

ヴ リ

101,747 2,035 40.9 40.9

ビ 一 ル 498,395

勺
Ｃ
ｅ
Ｃ
Ｃ
Ｄ
●
、
■
●
■
■
■
■
巴

毎
号
与
り
●
●
●
●
●

●
●
。
●
■
凸

36.1 31.2

由
由
由
●
■
■
ｐ
●
●
●
◆
参
◆
◆
●
号
●
●
●
●
●
■
●
●
由
■
由
■
■

471.472 109,572 49.1 104,041 44.8 2,599,797 570,589 19．2 19．2

果実酒 63,170

■
。
●
。
■
■
■
■
■
■
■
●
●
甲
申
の
●
早
早
早
早
●
甲
。
の
●
●
の
心
一

4.6 4.2

■
白
白
■
■
■
■
■
■
。
●
。
●
●
。
●
●
●
。
●
●
●
●
●
●
●
色
■
由
一

63.474 5,008 2.2 5,017 2.2 120,553 9,472 52.4 52.9

甘味果実酒 982 0.1 1,026

■
由
●
申
。
■
卓
卓
早
。
①
●
●
の
。
●
。
。
①
●
●
◆
。
●
●
の
●
●
の

0.1 119 0.1 122 0.1 3,974 529 24.7 22.5

ウイスキー 3.3

》
●
①
。
●
●
色
色
中
中
●
由
■
■
申
の
■
甲
ゆ
ゅ
や
や
や
●
③
●
◆
●
ｃ
ｃ

46.136 49,959

■
の
合
由
ｂ
色
白
■
■
■
ｂ
曲
■
■
■
■
ｅ
ｅ
ｅ
●
●
晶
尋
●
◆
◆
●
●
。
●

3.3 15,484 6.9 16,834 7.2 143,056 45,024 32.3 34.4

ブランデー 867

●
●
舍
凸
●
●
。
■
■
。
●
ａ
占
占

由
占
由
■
白
白
■
■
■

■
■
■
●
①
●
』

0.1 876

○
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
も
由
■
由
■
も
由
■
■
■
■
■
●
■
■
●
○
二

0.1 337 0.2 341 0.1 4,119 1,570 21.0 21．5

発泡酒 93,677 6.8 5.4

早
●
●
●
早
●
●
●
●
●
色
●
色
●
●
由
■
⑧
■
申
■
申
由
●
の
●
争
今
●

81.484 12,669 5.7 11,000 4.7 688,790 92,638 13．6 13．7

その他の
醸造酒

甲
合
●
●
●
●
●
由

■
■
■
■

58,459 ；
■

●

由

毎

4.2 55,886

甲
①
◆
●
●
の
①
●
■
■
■
■
■
■
甲
■
■
■
や
や
。
●
Ｄ
ｅ
ｃ
Ｃ
Ｃ
Ｇ
Ｇ
合

3.7 4,680 2.1 4,471 1.9 445,588 35,749 13．1 13．1

スピリッツ
等

83,555

■
■
■
■
■
■
争
色
の
争
争
ゆ
。
●
色
●
●

等
●
白
■
■
■
■

巳
■
■
■
●

6.0 157,846 10．4 7,425

ｃ
●
●
Ｄ
Ｃ
色
白
■
士
士
■
■
中
■
■
■
■
■
■
■

６
。
■
凸
■
６
０
■
６

3.3 13,401 5.8 627,457 52,158 13．3 14．2

ﾘキュール 288,872

寺
■
。
●
●
◆
●
●
の
●
■
●
ゆ
●
の
■
色
●

●
◆
●
今
●
●
Ｄ
ｅ
ｃ
ｅ
Ｇ
●

20.9 373,275

一
。
●
Ｇ
Ｏ
Ｏ
◆
●
■
■
■
●
●
■
■
■
■
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参考(酒)－4東京国税局管内の清酒の課税移出数量の推移
（平成20年度～平成30年度）
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【速報値】

(注） 1 KU犯

2 折れ線グラフは､東京局と全国ごとに平成20年度の課税移出数量の合計を100とした場合の推移を表している。

3 酒税統計資料及び各社の移出数量明細書から作成した。

4 年度の下に記載している製造場数は､課税移出数量が0の製造場を除いた場数である(各年度末の免許場数とは異なる)。
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製造場数

(大手含む） 81場 79場 78場 79場 75場 73場 71場 71場 72場 71場 69場



参考(酒)－5東京国税局管内の果実酒の課税移出数量の推移
（平成20年度～平成30年度）

匡．大手課税移出数量
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(注） 1 大手業者とは次の9社をいう。

2 折れ線グラフは､東京局と全国ごとに平成20年度の課税移出数量の合計を100とした場合の推移を表している。

3 酒税統計資料及び各社の移出数量明細書から作成した。

4 年度の下に記載している製造場数は､課税移出数量が0の製造場を除いた場数である(各年度末の免許場数とは異なる)。
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製造場数

（大手含む）
85場 87場 84場 93場 93場 85場 90場 91場 98場 112場 116場



参考(酒)－6酒類小売業免許の付与等件数の推移
（平成25事務年度～平成29事務年度）
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【参考値】

(注） 1 「付与等の件数｣には、「純然たる新規免許付与件数｣のほか、「法人成り等に伴う免許付与件数｣、「移
転許可件数｣並びに｢相続の申告害｣及び｢条件緩和(解除)の申出書｣の処理件数を含む。

2 事務事續を庁が集計した資料から作成した事務年度の計数である｡最新年度については､免許関係事
後処理管理簿から把握した会計年度の計数(速報値)である。
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参考(酒)－7酒類行政の基本的方向性

酒類行政の基本的方向性
…鋒…
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蕊 “‐ ：①内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現誉②酒類業の健全な発達③税理士業務の適正な運営の確保；騨零蕊“
:妻 ” 饗:

＝::: : : ： ::f室:鳶:: :: : : " , ﾙ ﾙ ::辻： L¥:; 澱 ； 患… "

! ；○近年、低アルコール飲料のほか、純米酒、ウイスキー、 ワイン、クラフトビール等も拡大
○酒類の国内市場は量的に飽和し、 ；室：

全体としては縮小傾向 蚕○日本産酒類の海外での評価が高まり、輸出が増加。世界の食市場は今後も拡大見込み
． ：

○価格競争が過度にわたる場合、事 i! i○差別化や海外展開等で成長している事業者も少なくない
業者の体力を弱める ﾕ

： ○異業種やスタートアッブ、更には海外からの参入の動きも見られる
:‘ 軍: i ､ ｡ : ､ : 誰 學 ; 『 》 『 .: .. .難:．萱 . ． : 謀 ! 』． : : ‘ : :: 掌 : ; … 4 : ::: ： *幹 " ゞ

鯛 詞

鞍

国艤…趣……慧腰麓：・非日本食市場への展開
索

･現地輸入･流通業者等の開拓§､事業承継

海外の事蕊誉消費善に分かり:…-艤の鱈“
やすい表示・提案

：原料の確爆・富裕層向け 蕊

鐸鱗驚織識識難総蕊灘辮鰄…慈騨鐸騨溌蕊灘蕊
保藍 (4)公正取引の確保(1)商品の差別化･高付加価値化

･消費者にと って分かりやすい価 ｢酒類の公正な取引に関する

値訴求
:

基準」や「酒類に関する公正

な取引のための指針」の遵守

を通じた公正取引の確保･商品のブランド化（個社、地域、

JAPAN）

･適正な販売管理の確保
農商工連携、異業種連携

従来の枠にとらわれない新たな

価値機軸の展開・訴求

鞠 …串艶' 』毎宰興堕鐇

4.酒類行政の基本的方向性

酒類業の事業所管官庁として蕊酒税の保全と酒類業の健全な発達を図るため、関係省庁・機関等と連携q･協調しつつ、

消費者や酒類産業全体を展望した総合的な視点からざゞ適切な法執行の確保と酒類業の振唄
眉 ~ … 苫 ：:: “

…

展望した総合的な視点から、適切な法執行の確保と酒類業の振興の強化に取り組む

鍵……

○官民の適切な役割分担の下、事業者や業界団体等が創意工夫を発揮して意欲的な取組が行われる
よう、サポートや環境整備に取り組む

○免許

○酒類業組合の監督

○公正取引の確保
・深度ある取引状況等実態調査の実施
・問題ある事業者には厳正に対処

○適正な表示の確保

○品質・安全性の確保

○制度改善や外国政府との交渉等、民間では対応できない課題に適切に取り組む

○中小企業の経営基盤の安定に配意するとともに、酒類製造者の技術力の強化を支援

；

主な具体的取組

…＃
○国際的な情報発信

○ビジネスマッチングの支援

○酒蔵ツーリズムの推進

○政府全体の取組(JETRO･JFOODO等)

の周知と活用促進

○関税や輸入規制の撤廃等の国

際交渉

…；

○地理的表示の普及拡大

○ワインの表示ルールの定着

…

蕊… 魚…#鱗！

○先端技術等の普及の推進

’事業者の指導、相談対応

・鑑評会や研究会等の開催

○放射性物質に閏する安全

性の確認

OHACCPの義務化への対応を

支援

○酒類総合研究所の取組

・先端技術等の研究開発

・醸造技術者の育成

,講師・審査員の派遣

○業界団体の取組(近代化事業等)を

支援

○政府全体の中小企業向け施策の

周知と活用促進

○経営改善等の支援

○資源リサイクルの推進

○20歳未満の者の飲酒防止対策

○アルコール健康障害対策

譲

蕊

○E葹求泡盛の海外輸出プロジェクト」

を踏まえ、沖縄県産酒類を振興
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参考(酒) -S 「酒類の公正な取引に関する基準」のポイント

｢酒類の公正な取引に関する基準」のポイント

【公正な取引の基準（以下「基準｣)】

○酒類業者は、 (1)正当な理由なく、

して販売する取引であって、かつ、

酒類を総販売原価を下回る価格で継続

(2)自己又は他の酒類業者の酒類事業に

相当程度の影響を及ぼすおそれがある取引を行ってはならない。

=（1）と(2)の双方の要件に該当する場合は、 「基準」を遵守していないこ

ととなる。

｢基準」を遵守していない場合の措置は、別紙のとおり。

『正当な理由』とは

季節限定商品でその期間が過ぎたものや、ラベルに汚損がある等の理由で

通常の価格で販売することが困難であると認められる場合をいう。

『継続して販売する』とは

相当期間にわたって繰り返して販売することをいい、例えば、毎週・毎月、

週末や特定の日等に限って、銘柄等を変えて販売する場合であってもこれに

該当する。
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酒類の公正な取引に関する基準を遵守していない場合の措置
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※4罰金刑に処せられた場合、免許を取り消すことができる（酒税法12二、酒税法14=)。
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事務運営の概要等

徴収部管理運営課

1 基本的な考え方

管理運営部門は、正確な事務処理と納税者の立場に立った丁寧かつ適切な応対を行う

必要があるため、客観的な指標を用いたPDCAサイクルに基づく事務運営により効率

化を推進し、事務計画に基づく協働処理体制の下、次の重要な役割を的確に果たすこと

を基本とする。

①納税者基本情報の正確・迅速な処理による課税部門及び徴収部門の支援

②総合窓口における納税者等への親切かつ的確な対応

③次代の礎となる新人の育成

2資料センター関係

局署における法定資料及び法定外資料の分類・送交付事務などの内部事務のうち、資

料センターに集約することで事務の省力化・迅速化等、事務処理の効率化につながる事

務について､千葉及び光が丘資料センターで非常勤職員を効果的に活用して処理を行う。

なお、平成31年1月からは課税総括課が主体となって課税総括課が所掌する税務署事

務処理センターと一体的な運営を行っている。

おって、資料せんの入力業務については、無断再委託事案を受け、従来の外部委託か

ら、 自ら情報セキュリティコントロールが十分可能な方法（内製化）による入力を実施

していく。

3納税表彰事務

納税表彰は、国税について納税思想の高揚、納税施設の普及改善に関して功績顕著

な者を表彰することによって、広く納税思想の高揚等に資することを目的としており、

団体の役員、租税教育関係者及び税務広報関係者を表彰対象者としている。

〔令和元年度納税表彰日程（予定)〕
《参考》 （単位：人）

-1-

選考等 庁上申 表彰式

財務大臣表彰
DO●●●●●●●0℃■■■■■■■■■■■■頓■■■■巳■■■■■●■e■｡●●●●･●◆◆◆◆◆◆◆●守守●●●■■■●旬■■■■●■■■■■■■■■■■■■■画- = 二 号 ▽ 5

国税庁長官表彰
6月中旬 6月28日

日時: 10月28日 （月）

場所：三田共用会議所

国税局長表彰 8月上旬 －

日時: 11月7日 （木）

場所：未定

(前年:KKRホテル東京）

税務署長表彰 8月上旬 － －

平成30年度表彰者数

東京 全国

11 50

20 85

85 341

483 1,697



事務運営の概要等

徴収部納税管理官

1 基本的な考え方

納税管理官は、東京国税局管内の全ての延納申請（相続税・贈与税）及び物納申請（相続

税）の許可・却下等に関する事務を所掌している。

この延納・物納申請の処理に当たっては、関係部署（管理運営課、財務局等） との緊密な

連携・協調を図るほか、定められた事務処理手順を遵守するとともに、的確な進行管理を徹

底し、法定審査期間内（原則3か月以内）における適正かつ円滑な処理を実現する。

（注） 延納・物納申請は、法定審査期間内に処理できない場合、みなす許可となる。

2延納・物納事務の局集中化（試行）

専門的知識を要する延納・物納事務の効率化を図るため、令和元年7月から、署の納税専

門官及び付職員を局納税管理官に併任し、延納・物納申請の全事案を国税局で集中的に処理

する試行を実施するo本試行は、国税庁の方針に基づくもので、 2年間の試行を経て、令和

3事務年度からの本格実施が予定されている。

（注） 平成30事務年度は、申請額2,000万円未満の延納事案について、税務署の納税専

門官が広域運営により処理を行っていた。

3事務の効率化と納税者利便の向上（事前相談の積極的な実施等）

延納・物納申請は、申請時に提出する書類が多く、申請財産の整備等に相当の費用や時間

を要する場合があることから、申請前に個別相談を実施し、納税者が許可要件や整備すべき

事項等を理解することで、補正事項や延長制度の利用が減少し、事後の許可等事務が効率化

する。

また、納税者にとっても、専門的知識を要する延納・物納制度の利用について、申請前に

正確な情報等を得ることは、大変有益であると考えられる。

このため、延納・物納申請前の事前相談（個別相談）を積極的に実施することにより、事

務の効率化や納税者利便の向上を図る。

4専門的な知識･ノウハウの蓄積、継承等

延納・物納事務の処理に当たっては、専門的な知識・ノウハウが必要とされることから、

事務処理マニュアルの作成、処分事績等の蓄積などの施策を実施し、専門的な知識・ノウハ

ウの蓄積、継承及び処理要員の育成に積極的に取り組む。

－2－



事務運営の概要等

徴収部徴収課

1 基本的な考え方

（1）滞納整理の基本の徹底

滞納整理事務においては、滞納処分の執行が滞納者の権利・利益に特に強い影響を

及ぼすことから、滞納整理に当たっては、臨場により現況確認を行い、滞納者個々の

実情を十分に把握した上で、処理方針を決定する。

‘ このため、滞納者との納付折衝に当たっては、現在において滞納国税を納付する意

思を有しているかを確認するとともに、滞納原因、事業概況、収支状況、財産・負債状

況などの基本調査を踏まえて納付能力調査を実施し、その結果、法令・通達に基づき、

猶予すべきものについては適正な猶予を行い、猶予できないものは差押え等の滞納処

分を執行するなど、組織として統一性をもった判断の下、厳正かつ的確な滞納整理事

務を徹底する。

（2） 総体的進行管理の徹底

徴収事務においては、様々な環境変化に適切に対応しつつ、持続的かつ着実に滞納

の整理促進を図っていく必要がある。

また、徴収事務は、①新規発生を含め所掌する滞納事案の全件が処理対象となる、

②単年度で処理が終わらない事案が数多くあるという特性がある。

このため、事務運営においては、 自署の滞納事案全体の処理・展開の進捗状況を管

理するとともに、滞納整理状況等を評価・分析し、その結果を事務計画に反映させた

徴収事務を実施するというPDCAサイクルに則った事務運営（総体的進行管理）を

徹底する。

なお、事務運営に当たっては、事務の効率化を推進し、可能な限り外部事務量を確

保するとともに、限られた事務量を効果的・効率的に活用し、バランスのとれた事務

運営を行う。

2厳正・的確な滞納整理事務の推進

次の事項に留意し、厳正・的確な滞納整理事務の推進に取り組む。

①滞納の未然防止 ④長期事案の整理展開

②新規発生事案の早期着手・展開 ⑤適正な猶予処理及び確実な履行監視

③消費税事案の整理促進 ⑥悪質事案及び処理困難事案の整理展開
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事務運営の概要等

徴収部国税訟務官室

1 基本的な考え方

徴収関係訴訟は、国が被告となる被告訴訟のほかに、滞納処分の一環として国が原告

となって提起する原告訴訟がある。

訴訟は、最終的な租税負担の公平を実現するための手段として、滞納整理上必要不可

欠のものであるとともに、納税者及び第三者の財産並びに権利義務にも直接重大な影響

を与えることから、法務当局等の関係機関と連携を図りつつ、訴訟事務に適切に対応す

る。

なお、①原告訴訟提起の推進、②被告訴訟及び不服申立てへの適切な対応及び③徴収

職員の知識・技法の向上の3点を中心として、事務運営を実施していく。

2具体的な施策

（1） 原告訴訟提起の推進

イ徴収システムを活用した効率的な端緒事案の把握（態様区分の設定等）

ロ局特整（二課審理・評公官、 S1訴訟担当)、徴収課及び署審理特官等との連携及

び情報共有

ハ大口悪質事案、処理困難事案及び長期事案については、原告訴訟提起に向けた検

討会の開催

（2） 被告訴訟及び不服申立てへの適切な対応

イ被告訴訟について、法務当局等との緊密な連携・協調の下、最大限の主張・立証

ロ不服申立てについては、被告訴訟に発展する事案も見受けられることから、事案に応

じ、被告担当、不服担当との一体的運営

（3） 徴収職員の知識・技法の向上

イ 「徴収訟務事務情報」の積極的発信

原告訴訟端緒事案を把握するための情報等の提供及び滞納整理に必要な事例等の紹介

ロ研修講師の派遣（庁・局主催研修、地方局の支援）

ハ証拠収集のための補足調査等における訟務官室職員による同行調査等の支援

-4-



事務運営の概要等

徴収部機動課

〔派遣関係〕

1 基本的な考え方

管理運営課及び徴収課との緊密な連携の下、署の事務の進捗状況等を踏まえて策定し

た派遣計画に基づき、機動課職員の効果的な派遣を実施することにより、①管理運営事

務の適正、円滑な処理、②滞納事案の整理促進、③署徴収職員の能力向上に資する。

2派遣目的

（1） 管理運営担当(25名）

①管理運営事務の適正かつ円滑な処理（不足事務量に対する支援）

②滞納事案の整理促進（滞納整理事務の支援）

（2） 徴収担当（18名）

①滞納事案の整理促進（滞納整理事務の支援）

②徴収事務経験の浅い職員の能力向上（実践的滞納処分研修・同行指導研修）

〔納税コールセンター関係〕

1 基本的な考え方

新規発生滞納事案に対して「集中電話催告システム」を活用した電話催告・文書催告

の手法により、早期かつ大量一括処理を行うことにより、効果的・効率的な滞納整理に

資する。

また、分割納付計画の履行監視や定期催告事務の集中処理により、署徴収部門等の負

担軽減・事務量確保を図り、滞納整理促進を支援する。

2事務内容

オペレーター業務を行う職員（19名）及び非常勤職員（オペレーター43名、事務補助

7名）により、新規発生滞納事案を対象に、電話催告・文書催告を実施（夜間催告や閉

庁日催告を含む｡）するほか、次の事務も併せて実施する。

（1） 督促前納付指導事案の履行監視及び不履行時の電話催告

（2） 申請による換価の猶予許可事案の履行監視及び不履行時の納付計画確認

（3） 電話による期限前納付指導

（4） 電話催告時における振替勧奨

（5） 定期催告書の集中発送（全84署分及び局特別整理部門分）
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事務運営の概要等

徴収部特別整理総括第一課・第二課

1 基本的な考え方

東京局特別整理部門は、滞納が長期化した事案をはじめとする処理困難事案を所掌して

いる中で､本年10月に予定される消費税率の引上げを見据え、次のとおり役割分担を明確

化し滞納整理に取り組むことで、滞納事案全体について更なる整理促進を図る°

2重点事項

（1） 特官グループ

各機能に応じた綿密な調査や高度な徴収技法を要する事案及び納税誠意が認められな

い悪質事案の整理促進

（2） 特整サテライト及び統括官部門

消費税事案及び長期事案等の整理促進

3取組方針

滞納整理に当たっては、特に次の事項に留意して取り組む。

（1） 厳正・的確な滞納整理の実施

滞納処分の執行は、滞納者の権利・利益に特に強い影響を及ぼすことから、臨場を中

心に滞納者個々の実情を十分に把握した上で、納付能力調査や納付指導を行い、法令・

通達に基づいて猶予、差押えなどの処理方針を見極め、厳正・的確に処理する。

（2） 的確な進行管理

滞納整理状況等を的確に分析して、所掌事案全体の着手・処理状況について総体的進

行管理を行うとともに､徴収システムを活用した期日管理などの個別進行管理を徹底し、

所掌事案全体を計画的に処理する。

（3）組織力の活用

個々の事案担当者だけでは対応できない処理困難事案など、滞納事案の態様に応じ、

関係部署と緊密な連携の下、特別整理部門の組織力・専門スキルを活用した滞納整理を

実施する。

-6-



〔参考〕徴収部－1
○平成30年度租税収入状況

1 収入額累計

（億円）

300,000

＝一一一一＝ーｰ一一一一一一一ー一一一■■ー 〔前年対比〕

104.2％
一＝一一一

〔構成比〕

100.0％
一一一一一

、

側

０

〕

合 計
一一一一一一一一一一一

250,000

源泉所得税及
復興特別所得税

108．1％ 34.8％

200,000

‐
Ｌ
ｐ
Ｊ
‐
ｂ
△
ｂ
、
小

口
圭
■
狸
・
段
ロ
ロ
凸
。

ひ
Ｌ
伊
ロ
巳
Ａ
■
■

。

■

■

ロ

ロ

、

中

少

○

円

。

申告所得税及

復興特別所得税

一
色
一
一
』
一
口
一
口
ロ
一
一
口
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
一
口
一
一
一
一
一
一
一
一
一
』
一
一
一

104.3％ 5.1％

150,000

法 人 税 105．7％ 24.4％

相 続 税 103.6％ 3.7％

100,000
蕊露悪蕊露悪罰ご~~~~一号一~~~三一三一

議議
消 費税及
地方消費税

97.5％ 24.7％

50,000

103.4％税酒 0.8％
園

鯛
q■ ＝二二 ニニーニーー■■一一ー■■■■■■ーー
q■ 二二二二三＝■■ーー一一■■一一一■■■■■■■■■■

そ の 他 6.5％106.1％
0

29年度

(H30.5)

30年度

(Rl.5)

2収納済額等（累計）

(単位：億円）

型税収納金整理資金徴収済額報告書、国税収納令轄理管令 命令済額報答

-7-

29年度(H30.5)

収納済額

①

還付金額

②

収入額

③（①－②）

30年度(R1.5)

収納済額

④

還付金額

⑤

収入額

⑥（④一⑤）

開差

収納済額

(④－①）

還付金額

(⑤－②）

収入額

(⑥－③）

前年対比

収納済額

(④/①）

還付金額

(⑤/②）

収入額

(⑥/③）

源泉所得税及
復興特別所得税

102，131 12．982 89.149 110，257 13,848 96.409 8，126 866 7.260 108.0% 106．7％ 108． 1%

申告所得税及
復興特別所得税

14．275 706 13，569 14，847 690 14．157 572 ▲16 588 104.0％ 97.7％ 104．3％

法 人 税 72,819 8,864 63.955 75,947 8,374 67.573 3， 128 ▲490 3,618 104.3% 94.5％ 105.7％

相 続 税 10． 174 239 9．935 10，635 342 10．293 461 103 358 104.5％ 143. 1% 103.6％

消 費税及
地方消費税

105．178 34,898 70．280 106． 121 37．597 68.524 943 2．699 ▲1，756 100．9％ 107．7％ 97.5％

酒 税 2.230 0 2.230 2.306 0 2．306 76’

’
h

Ol

I
76 103．4％ 一

103.4％

そ の 他 18， 156 1．088 17．068 19，023

I

921 18． 102 867 ▲167 1，034 104.8％ 84.7％ 106． 1％

合 計 324.963 58.777 266． 186 339． 136

P

！
I

61,772 277.364 14， 173 2，99

’

51
’

11， 178 104.4％ 105. 1％ 104．2％



〔参考〕徴収部－2
租税滞納整理状況（国税合計）の推移（局署計・各年度最終分）○

(億円）

16．曲0

15．058

《
穴
》

《
ｕ
》
４
Ⅱ
唖
、

唖
一
１
－
諏

獅
素

１
副
一

14.㈹0

12.⑪0

10.000

8.噸

6.“0

その他

法人税

4.噸

申告

所得税

相続税
2．，0

源泉

所得税

）

’

消費税
0

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

（ ）謀は、国税合計に占める消聾税の憐成劉合（％）

各j々の計数において、億111未満を四捨五入している。

２
１
２

１

元
注ぐ

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23. 24 Z5 26 27 28 29 30
（年度）

を示す。

(参考）全国に占める東京局の割合

§ 口
l
I ｜

’ 口 闇
14

52..1 口 を ’
元 ３

一州

4 ５陀 6 7 8 9 10 Ⅷ
｜
坪

12 1句
ﾛ岬 15 1716 18 19 20

旬1

坐I 頤 23 巫 25
句句

屯'26 28 29 30

夕

;M口跡国1A台針
戸

初９
－

句 昂7.0 56．9
毎
ｆ

一

砂

戸

部 昂5．‘1 5 1 ,1 姉2.9 雨3．‘1
ー■、 ■､

可⑪..］f1Ij. ｣ i1 ，7 52.6 品2．8 52．8
－

１

や

】 弓3．5 53．8 同,1.3 局‘1．8 55.‘1
一

ｆ

〆

ｂ

一

切 57. ］ 56．7 ヨ6－局 罰6．8 昂:1．1

消買税 38．3 ﾖ1 ．8 50．316.コ 昂0． 1 51 .6 52．351 ． 1 昂1．‘1 昂0．2 前1.3 昂l〕_6 51 ．5 52- 1 51．651 _(』 51 ．2 ﾖ0．7 50.,1 50． 1 50－9 30．6 51 ．9 53.【 3－－，"一口) ｲ1 月1 ．5 丙⑨ ，1 訓1．9】1 ． ．1

○平成30年度最終分(5月末)の滞納残高は4,623億円で､期首から226億円の減少(期首対比95.3％）

〔税目別減少額〕消費税:45億円、源泉所得税:63億円、相続税:78億円、申告所得税:52億円、法人税のみ増加:9億円

○国税合計は平成10年度以降､21年連続で期首から減少､消費税は平成12年度以降､ 19年連続で期首から減少

○滞納発生割合（税額）の推移（東京局）
（妬）

7．0

－全税目
Ｅ
Ｕ

匡
与

。
。５
｝

６ｓ6－0

一一消費税〆へ~二ﾐミ
5．0

、#‘
、3.3
蝋､"~3.1 3.0

承よくそ弩シ＜
～
4 r 月宇言芳;豊壽～

領泳二堂 …3．2 3．1 3．0 3

n両ふく-……………
2．72．7 フ

i盃壱一、／金～
1.6 1

. .. ……. ."" ". """. . . . . """.."". …. .． ． , － ． ． ． .…．…… ．………….". ”-. . . .. .… .. 1．4 ．ユー4. .. ....….……．

税率5％一腹8％の影響

十0．3P
4．0

3．0

９
饗

測
婆飛

誌
４

－
鞄
一
一

声
Ｚ
と
一

Z6

郭！ 』

／0.6

2．6

2．0

ご§L4

一

恥一

一

岬一
州
一

一

一

恥
一
へ
１
－
麹

、
鈴
１

－
沖1．0

0．90．90．9 0．80．80．7

0．0

7 8 9 】O I1 1Z 13 14 1う 16 17 16 19 m Z1 狸 四 Z4 25 Z6 Z7 Z8 酉 犯（年度）元 Z 3 4
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〔参考〕徴収部－3
○滞納整理事務処理体制（局署の機能分担）

滞納額 所掌担当 事務分担等

／ 、

、

兄
ｄ

ｏ
ｅ
，
。
・
二
０
．
．
．
３
申

埆
Ｌ
”
。

託
』
「
先… 【 局特整】 ……

【総括第一課】

・ 蛎務運営の企画・立案

調盤那務

・ 価樅笹理｡｣F務

・ 関係各部課との洲盤・

資料桁報の収集整理蛎務

・ 研修・監査事務

擁

蕊
■■■ 【特別国税徴収官・特整サテライト・特整部門】

・ 滞納那案の更なる盤理促進

・ 滞納盤理の亜点事項

①特官グループ

各機能に応じた綿密な諏査や商度な徴収技法凌哩且調査や商度な徴収技法を要する班 煮、局特整
サテライト ｜悪蘭堺案の盤珊促進

■■■ ②特稚サテライト ・特整部''1

消批税堺案及び長期事案等の盤理促進

取組方針

厳正・的確な滞納盤理の実施

的確な進行楢:理（総体的進行管理・個別進行楢:理）
組織力・ IF門スキルを活川した滞納整理の実施

態様別事案への対応

的確な辮理1F務の実施

年金保l倹料等の委任への取組

■
叱

： 【総括第二課】

． ． 群珊考1f務

： ． 局、等の評価・換{llrlF

： 務（磐覗案については滞

： 納処分の引継ぎを受けて

ミ 実施）

野…....….….…,,.....…,.‘. ,…….……”

； 【徴収課】

： .軽の徴収事務に|間する

: zIF務管理･指導朧督

’ 癖

".......､鯵....･･･.. ／

【機動課】

・ 署派泄による滞納整理支援

・経験の浅い職員の実地指導

【国税訟務官宝】

・ 局、霧の徴収訴訟事務及び

不服申立てに係る耶務

【署】
一三－1

滞納整理の基本の徹底

総体的進行符理の徹底

厳正・的確な滞納盤理｡1F務の推進

①滞納の未然防止

②新規発生事案の早期耕手・展開

③消獅税率案の盤理促進

①長期事案の整理展開

⑤適正な猶予処理及び確実な履行監視

⑥悪閲二堺案及び処理困難聯案の盤理展開

1

》
》
》
》
》
鱗
職
織
嬢
癖
蟻
騨
鍵
鍵
畷
職
鯵
畷
欝
霞
嘩
６
６
１

池P

【広域特官】…9ブロック

・ 広域主席特官

広域運営事務の総括及びブロック署へ
の指導・助言

・ 特整特官及び広域特官付職員
ブロック署の悪質事案及び処理困難事
案について通年所掌による整理促進

【自署特官．付職員】

・ 自鼎主席特官による|皇I署特官グループの
一元符理

照；
長期訓F案を所掌

１
１

新規発生1F案を所罐稗

蝉

蝉

群

聡

塒

暇

鹸

恥

曲

り

ｂ

Ｔ

下案を所1F

(主蜥特官()～70件、特官及び付職員150件）

卜
平
口
ｔ
ｏ
ｔ■■■

t騨

轤

●

関

い

１

，

１

【広域審理特官・審理専門官】

・ 法令・通達の適用等に|H1する照会対応
・ 具体的理由附記竿の審理
・ 原告訴訟端緒事案や海外IHI迎辨案など
の処理方針の見極め

・ 法的手段を活用した滞納推理の支援
（1局1行出張等）

１

１

１

４

署部門

【部門】

・ 長期担当は、長期即f案を200～250件腱度所唯

（将官。付職員が所'戦する小案以外）

瓢慰撫罰b照閑;騨鮮犠瀞
長期担当が所唯するrlF案以外）

l■■■ 納 税

コール

センター

贈 【広域監査特官】 ･･･4ブロック

瀬 . ブロック将の滞納処分の停止亦後朧査
守 鋸

龍

阜
ｒ

､

【 納税コールセンター 】 “･……”

囮新規発生粥案（燗:官非‘没悩将の消岱悦嗣 囮lIF案を除く。 ）の
地話催告（滞納金袖に応じて、 ルiul'l､ I |は’か月､ ｜ 園3かJ1､■■
■■■は’年間所幸）
不応稗宥に対する夜l lIl催告及び文｢1f惟告

瓶詰による期限前納付指導等の滞納の未然防止

猶予（許111） したりf案のIf行朧祝及び不屈行時の嘔話樅告
一斉文11『催告,IFの発送

■■■

ノ、
一、 ／
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〔参考〕管理運営課
東京国税局管内納税貯蓄組合連合会組織図○

東京

納税貯蓄組合

総連合会

署 連 市区町村連

（ 2 ）（ 2 ）

単位組合

（48） （2，519）

(設立昭和31年5月26日）

神奈川県

納税貯蓄

組合連合会

署 連 市区町村連

（ 8 ）（ 8 ）

単位組合

（531 ）

東
京
国
税
局
管
内
納
税
貯
蓄
組
合
連
合
会

全
国
納
税
貯
蓄
組
合
連
合
会

一

（ 18）

(設立昭和35年7月23日）

、

千葉県

納税貯蓄組合

総連合会

市区町村連署 連 単位組合

（ 14） （ 4）（ 4） （290）

(設立昭和38年2月23日）(設立H召和33年10月7日）

(設立昭和52年6月22日）

山梨県

納税貯蓄組合

総連合会

市区町村連

（ 1 ）（ 1 ）

署 連

（ 4 ）

単位組合

（66）

(設立昭和35年6月9日）

計回回
〈
ロ

(注） 単位組合数は、平成31年3月31日現在である。
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〔参考〕徴収課
○令和元事務年度における署の徴収事務運営の概要

〆 ~、

令和元事務年度の取組方針

滞納の未然防止 ④長期事案の整理展開

新規発生事案の早期着手・展開⑤適正な猶予処理及び確実な履行監視

消費税事案の整理促進 ⑥悪質事案及び処理困難事案の整理展開

①
②
③

、 ノ

…
………宅

総括統括官::及び自署主席特官 広域主席特官
ブロック署の悪質事案及び

処理困難事案の整理展開

の進行管理 ． ：; : ．

自署における滞納整理状況等を分析の上､徴収事務の計画を連携して

企画･立案し､運営 i
－‘j， ､

埠
浄
認

特別整理特官

広域特官付職員

特官

付職員
部門:一般担当 部門:長期担当

新規発生事案及び繰越事

案(特官所掌以外）

長期事案(特官所掌以

外） “鯵罫

長期事案及び新規発生

事案を含む高額事案

悪質事案及び処理困難

事案〔通年所掌〕

込 鐸群 昼 …一"■~

[－－ 」事案の分析(整理区分別9税目別｡税額階層別･業種別･地区別等）
凸 L

⑪]”■窪

〆----一一一.－－－＝＝=－－－＝－＝画一一一一=一一＝＝一一一.-‘－=------~ 一.＝一一一一一一一一＝=一一=－－．ﾛｰｰｰｰｰ.－－－－－，－－－ 、
" ､ グ 、､

｜ 所掌事案に応じた整理目標の設定 ＃ 徴収事務計画の充実
1 1

"
【処理プロセス指標】

①新規発生事案

今1か月以内の着手

3か月以内の実質展開

②繰越事案

一>処理過程(ステップ)別の実質展開

1
〆
苧
輻
蝉
騨
騨
騨

事
務
計
画

職
班
迩
溌
冗
一
謝
溌
窓
轆
蕊
泌
唾
剥
↓
患

１
１

悪質事案及び

処理因難事案
の整理展開鰭

圭
輯
踞
離
搦
淀
両
弼
轡
孟
全
窒
龍
窓
Ｂ
ｒ

、 ノ

耗繋制閥条ゴ弘懸

圖
１
１

I･挙署一体体制による滞納の未然防止施策の実施

I｡徴収部門における既滞納事案の併有滞納に対する納期限前後の納付指導の実施

塞宇品

趣
加

IF

¥

．＃

鰯

句臘
滞
納
錘
寿
理

一

|蕊彗熱鯛l
R ノ

新規発生事案の

早期着手･早期展開

／
、 ｒ

ｋ

新規発生事案の

早期着手･早期展開 悪質事案及び

処理困難事案

の質的支援I １
１

時効接近事案､停止相当事案､承縫手続未了事案､贈与税事案､公売検討事案の計画的な処理

ゞ I 長期事案の着実な整理展開’鶴:w”
砿

州

ｆ
心

I ’適正な猶予処理及び確実な履行監視

〆
吐

、
』

圓
・消費税事案の整理促進

･長期事案の中期的視野

での整理展開

･消費税事案の整理促進

･長期化の防止
･所掌事案全件の着実な

整理展開

’ ’厳正｡的確な滞納整理事務の推進
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組織力の活用

（審理特官･訟務官室･機動課･納税コールセンター･特整徴収課）



〔参考〕国税訟務官室
徴収訟務事案等処理状況表○

平成30事務年度（各年7～6月）の状況

1 原告事案の処理状況

要処理

期首 ： 発生

処理済

処理 ； 取下げ等 § 計
区分 未済

計

内22 内37 ；内59

40 115 ： 155
内13 内41 内54

”26 107 133

内11 内28 内39

49 112

内17 内32

: : 27 93

内20

内22

30
端緒
事案

63 43

内15
29

66 40

内4 内11 内15

20 63

内皿； §:内15 内26
， 33 : 66

内12 内1 内13 内2
30

83
－qoq＝■

訟務
事案

47 8
FF

OO 28
鄙~.~~‘~'~~....

20‘

内14 内8 内22 ４
攪
蕊

内
‐
↑
ゞ
・
一

29
99 66 13 79

… J h も

９
札
７

内
岬
内

内21内12 内5内15 内20 内1
30

"…娑笹t…"…

29

法務
事案

26 47 73 55 10 65 ８
川
６

岬

輔

２

内21

90

内14 内12 内0 内12 内9

24 66 63 1 64

７

岬

咄

６

１
坪
明
．
１

５
岬
３

内踊内》０５《２１内内

５

３

５

６

５
２
１
１
Ｔ

内
訓
》
内

内14 内0 内14 内6

内5

30

29

係属
事案

２

》

９

７
型
７

６
四
０

５
皿
６

3 59 13

内8 内2 内10

2 62 17

内40 i内75

103 1 280

内34 内82

99劇 302

内115

383

内116

401

内52 内34 内86

221 i 70 291

内49 “舞封内27 内76

1251 43 298

内29
30

合計 92

内40
29

103

注1 内書は、本案事件を表す。

注2 「端緒事案」 とは、局署から原告訴訟端緒事案として報告があった事案。

「訟務事案」 とは、局署から訴訟提起依頼書の提出があった事案。

「法務事案」 とは、法務局へ訴訟提起依頼した事案。

被告事案の処理状況2

(単位：件）

区分 期首 発生 要処理 処理済 未済

30 13 9 22 16 6

’ 29雫’ 。 ”"

3 不服事案の処理状況

（1） 再調査の請求

WQ
LJ 20 33 20 13

(単位：件）

区分 期首 発生 処理済要処理 未済
で

｜’

30

29

“
｜
錦

(）

6

娼
一
的 詞

４
’
１

(2) 審査請求 (単位：件）

区分 期首 発生 処理済要処理 未済

内10
19

内22
30

内32
49

内18
3(）

内14
19

30

内27
32

内32
薯83

９
５
５
１

王
ユ
㎡内
１

９
９
４
９

内
：
唯
“

内10
｡ 16

29

注内書は、始審的審査請求（平成28年4月1日施行）を表す。
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〔参考〕機動課
平成30事務年度の事務実施状況○

1 機動課職員の派遣状況（6月末現在）
(単位:署､人日）

(注) l管理運営事務の内書きは、徴収担当及び納税コールセンター職員の派遣状況を示す。

2確定申告期派遣は2月18日から4月1日。

3徴収事務の内書きは、管理運営担当及び納税コールセンター職員の派遣状況を示す。

2納税コールセンターの催告状況等

（1）催告実施状況
(単位;人､億円、％､ホ・ｲﾝﾄ）

(注） 1 各欄左上の数字は、前年同期比を示す。

2 「催告保留中」は、集計月末現在において催告保留期間中など、催告可能な状態にない事案である。

(2) 催告回数等の状況

【電話催告】 （単位:回､%､ﾎﾟｲﾝﾄ） 【文書催告】 （単位:件､%) 【定期催告】 (単位:件）

(注） 各欄左上の数字は、前年同期比を示す。

(3) 期限前納付指導の状況
(単位:回、％）

(注） 各柵l左上の数字は、前在I三同』り壮上を示す-．
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派遣形態

一般派遣 確定申告期派遣 研修派遣

実署数 日数 実署数 日数 実署数 日数

△
口 計

実署数 日数

管理運営
70 3,993

内

47

内217

967 － 一

内18

70

内217

4,960

徴収
内9

50

内129

2,974
－ － 55 679

内9

67

内129

3,653

催告対象 処理済 処理割合

(②/①）

署返戻 残高 内

納付誓約

外

催告保留中

人員
100.8

259,333

101.7

188, 195

＋0.7

72.6

99.9

28,449

97.5

42,689

100.9

26,627

110.7

16,657

税額
104.8

1,168

104.7

818

△0. 1

70.0

110.2

218

‘97.8

132

98.8

89

113.4

94

架眉罰状況

架電回数 応答回数 応答率
受電回数

95.4

439,149

104.5

128,389

＋2.5

29.2

110.9

52,316

発送件数

102.3

132,780

局署 発送＃
一
↓数

全84署 113,064

局特別整理部門 7,099
ニ
ー
一●

ロ 120,163

架電〉犬況

架電回数 応答回数
受電回数

115．0％

17，742

108．3％

11，478

135．6％

659



〔参考〕特整

1 令和元事務年度特別整理部門の事務処理体制

事務処理体制

特別整理総括課|【定員I姉ら罰

が
い
係
三

流
撒
塁
議
毎

妊
画
鞭
？
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群
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溌

叩

●
龍
箔
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悪
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庶

型
一
画
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剛
”
Ｌ
企
管

嚥
踵
。
《
⑦

必
室
当
沁
津

な
担
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‐

《
《
込
査
謎

一
三
塁
睡
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室
壱

・

１

垂
￥
二

芸
，
基

・
燈

名
壷
型
芝

釦
繩
恥

一
三
捌
係

碇
一
三
蹴
繊

課
Ⅸ
‐
》
！

三
ｐ
Ｃ

二課i【定員3刻斗名】:至

心|審理担当詳;"『 ;壷；
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４
１
，
抄
も
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〆………………:………霜……豆…･……琴………字…~竃字犀”…霞遣
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新規引受専担部門（特整1部門）の廃止
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令和元事務年度は、消費税高額事案を専担で所掌
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出張効率を高めるため、一部の所掌地域を変更
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〔参考〕特整

2処分対象滞納の整理状況
心

（1） 全税目・税額（各事務年度6月末現在）
雪四C

(2) 消費税・税額（各事務年度6月末現在）
(単位:億円、％､ポイント）

(3) 長期事案・税額（各事務年度6月末現在）

3滞納処分免脱罪に係る告発状況
(単位:件）

4諸外国との徴収共助及び情報交換の状況

5年金保険料等の委任状況
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要整理滞納

期首滞納 新規発生 合計

整理済滞納

処理済 停止 合計
整理割合 期末残高 期首増減 期首対比

30 2,324 564 2,888 436 187 623 21.6 2,265 ▲59 97.5

29 2,362 637 2,999 435 240 675 22.5 2,324 ▲38 98.4

前年対比 98.4 88.5 96j3 100.2 77:91 9263 : ！▲069 . ． . , ↑ 97:5

要整理滞納

期首滞納 新規発生 合計

9

整理済滞納

処理済 停止 合計
整理割合 期末残高 期首増減 期首対比

30 682 232 914 171 67 238 26.0 676 ▲6 99.1

29 651 277 928 189 57 246 26．5 682 31 104.8

前年対比 10468 | #838；
ｬ

| !19845 90.5 職刎17?｡5 7

↑

↓

； ：

t

,： ．

：●： ．

姥
■4 6

鮒ムリ05 99言1

要整理滞納

期首滞納 新規発生 合計

整理済滞納

処理済 停止 合計
整理割合 期末残高 期首増減 期首対比

30 1,290 97 1,387 123 98 221 15．9 1,166 ▲124 90.4

29 1,331 106 1,437 107 102 209 14．6 1,228 ▲103 92.3

前年対比 96．9 915
琴ゞ蕊蕊

m伽15心

ワ

、

０

4

6

》

Ｌ

〕

0 ﾔ C

g 5rq

6i必1 洲＃105〃：

･ ■ C q

↓』 ・

十進3 墓報【95:0

会計年庵
区分 東京局 東京局以外 全国計

30 2 10 12

29 2 4 6

28以前 14 43 57

合計 18 57 75

東京局

徴収共助 情報交換 保全共助(被要請）

東京局以外

徴収共助 情報交換 保全共助(被要調）

全国計

徴収共助 情報交換 保全共助(被要謝）

30 17 39 0 6 44 3 23 83 3

29 4 15 0 3 21 1 7 36 1

28以前 8 35 1 0 36 0 8 71 1

合計 29 89 1 9 101 4 38 190 5

東 京 局

厚生年金等 国民年金 合計

東 京 局以外

厚生年金等 国民年金 合計

全国計

厚生年金等 国民年金 合計

30 8 20 28 20 55 75 28 75 103

29 4 ‘ 26 30 19 28 47 23 54 77

28以前 15 32 47 25｜

’
28 53 43 57 100

合計 27 78 105 67 108 175 94 186 280
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I 調査部の概要



1 調査部の使命等

調査部の使命は､大規模法人等の税務コンブライアンスの維持・向上に努めることを

通じて、税務行政全体における適正・公平な課税の実現を図ることにある。

そのため、業界・取引先等への影響が大きい大規模法人等に対し、課税部等と組織的な連

携の強化を図り、全税務的観点で全国的に波及効果の高い調査、大口・悪質な不正計算の把

握を目的とした「深度ある調査」等を行うことを基本とする。

また、 「深度ある調査」等に加えて、大企業との協働関係を築き、 自発的な税務コンブラ

イアンスの維持・向上に導く 「協力的手法」にも重点を置いている。

2調査部の機構

調査部は、調査査察部等の所掌事務の範囲を定める省令に基づき、原則として資本金

1億円以上の内国法人及び外国法人等17,483法人の法人税及び消費税に係る調査事務

を分掌している。調査第一部は、特官室が所掌する超大規模法人及び国際セクションが

所掌する外国法人等を、同第二部から第四部においては、内国法人を業種別に所掌して

いる。

また、令和元事務年度における調査第一部から第四部の定員は1，252人である。

〔参考1〕令和元事務年度調査部所管法人数

(令和元年7月10日現在）

(注）所管法人数は、清算中等245法人を除く。
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〔参考2〕 東京局調査部の立ち位置

東京局調査部の立ち位置
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〔参考3〕調査部の組織図
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3 平成30事務年度の調査事績等（6月末確定）

（1） 平成30事務年度の調査事績 青： 28事務
赤： 29事務
黒： 30事務
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令和元事務年度における調査部事務運営

’ 基本的な考え方

調査部の使命は、大規模法人等の税務コンブライアンスの維持・向上に努めること

を通じて、税務行政全体における適正・公平な課税の実現を図ることにある。

所管法人の国際化、 I､CT化の進展や連結法人の増加など、調査部を取り巻く環境

の変化に適切に対応していくため、 PDCAサイクルに基づく事務運営の見直しを不

断に行いつつ、効率的で質の高い業務を推進していく。また、複雑・困難化する業務に

限られた人員で対処していくため、事務量投入先の選択と集中や組織的な連携の強化

を図るほか、人材育成についても一層配意する。

事務運営の重点事項

調査部の事務運営は、所管法人を含めた全納税者の自発的な納税義務の履行を適正

かつ円滑に実現するため､リスク・ベース・アプローチに基づき、複雑・困難事案等へ

の調査の重点化と協力的手法の活用を効果的に組み合わせて所管法人全体を適切に監

理し、大規模法人等の税務コンブライアンスの維持・向上に努めていく。

イ適正な調査事務運営の推進

適正な調査事務運営を実施していくため、申告誤りの的確な是正に努め、特に、租

税回避行為、海外取引に係る非違、不正取引の把握等、調査事務の重点事項につい

て、 目的意識を明確に持って取り組むとともに、取組状況の適切な検証を行って問

題点の特定・改善を図り、効率的で質の高い調査を一層推進する。

（ｲ）適切な事務計画の策定等

事務計画の策定に当たっては、事務運営の方向性を踏まえ、調査の重点事項に

則したものとする。

計画の実施に当たっては、 メリハリのある調査事務運営の観点から、事案に応

じた適正な調査日数を指令することとし、必要に応じて、機動的、弾力的に計画変

更を行う。

その際、統括官等は、適時に調査先に臨場するなどにより、事案の見極めを適

切に実施し、また、部次長等幹部は、適時・適切に事案の進捗状況を確認し、的確

な進行管理が行われるよう指示する。

（ﾛ）効果的な調査の実施 ．

調査事務においては､調査必要度が高い法人を的確に選定し、事案の状況に応じ

て調査日数の延長．短縮を行うなど部次長等幹部を中心にメリハリのある進行管

理を図り、効果的・効率的な調査の実施に努める。

A組織的・継続的な納税者の管理等

4

(1)

(2)
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リスク・ベース・アプローチに基づく所管法人全体の適切な監理及び適正な事

務量配分を行うため、法人全体のリスク分析を行い、均一性・客観性を確保し、

個々の所管法人の税務リスクを的確に判定することでそのリスクに応じた接触

体系や調査体制等を効果的に選択するとともに、所管法人全体の税務コンブラ

イアンスの状況等を的確に把握することで、中長期的な観点からの納税者管理

の充実を図る。

また、局署を通じた効果的・効率的な法人調査の観点から、所管法人全体を適

切に監理し、実態の把握が不十分な長期未接触法人や小規模法人に対しては､実

‘ 態把握の必要性を踏まえ、投下すべき事務量を的確に見極めた上で短時日の特

定項目調査や文書照会を活用するなどにより適切に管理する。

B連結法人の管理・調査の充実

連結法人については､連結子法人やグループ全体の情報の集約・分析による納

税者管理の充実や効果的な連携調査先の絞り込みを通じて波及効果の高い調査

を推進するとともに、内部事務の集中化・専門化により調査事務量を確保して連

結親法人・子法人の一体的調査を実施し、調査事務の高度化・効率化を図る。

また､今後の更なる連結法人数の増加を見据え、単体法人と連結法人を区分す

ることなく総合的に管理・調査する体制への移行を引き続き実施する。

c調査の企画

調査企画事案について、情報収集、事案組成の段階から調査状況等の管理、調

査結果の分析までを広域情報管理課において一元的に管理し、効果的な調査企

画部署等の運営を図り、調査企画の充実に取り組む。

また､高い波及効果が見込める大型プロジェクト事案等については､継続的な

情報収集･分析を行うほか､新たな切り口からの資料情報の分析や統括官等によ

る署保有情報の収集等を積極的に行い、端緒情報の安定的発掘や組織内外に高

い波及効果を及ぼす事案組成にも積極的に取り組む。

(ﾊ）他部課との連携・協調

効果的・効率的に調査を実施する観点から、関係部署との情報共有を図り、連携

調査を積極的に実施する。

資料情報については､課税部との連携・協調の下、全税務的観点に立った資料

源開発及び有効な資料情報の収集・分析に努める。

国際課税の充実

(ｲ）国際課税分野の体制整備

国際課税分野を含む組織全体のパフォーマンスを最大化させるよう、国際課税

口
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分野に関する横断的なリスク管理の実施、 リスク管理から想定される非違に応じ

た調査又は調査支援の実施、国際課税分野に係る知識・調査技法の伝ぱを推進す

るため、事務量の適正配分など国際課税分野の体制整備を進める。

(ﾛ）海外取引調査の充実

海外取引調査については､新興国・開発途上国の高い経済成長などのグローバ

ルな経済環境の変化等に的確に対応するため、国外送金等調書やCRS (共通報

告基準）による金融口座情報等の情報リソースを効果的に活用し､国際調査課と

調査総括課等が緊密に連携して、調査法人の税務リスク等に応じた国際税務専門

官等の弾力的な運用を図ることなどにより、一層の充実を図る。

国際的租税回避については、課税部等との緊密な連絡・協調を図りつつ、情報

の収集・分析等を行い、事案の発掘・組成に積極的に取り組むとともに、調査に当

たっては、適切な調査体制を編成して深度ある調査を実施する。

また、国境を越えた役務の提供に対する消費税について適正な課税を確保する

ため、国外事業者が行う電気通信利用役務の提供に係る取引の実態把握、事業者

の特定、申告状況等の確認等の観点から、国外事業者等に係る情報の収集・分析及

び事案組成を行うとともに、調査必要度の高い国外事業者に対する調査等を実施

する。

(ﾊ）移転価格税制の適切な執行

国際的な所得移転に対する関心の高まりを踏まえ、移転価格税制の執行に当た

っては、自発的なコンブライアンスの維持・向上の重要性にも配意しつつ、一層適

切に事務を実施する。

移転価格調査の実施に当たっては、移転価格上のリスクが潜在化している法人

の把握に努めるとともに､移転価格上の問題の有無の判断を速やかに行うため､準

備調査の段階から情報の収集･分析に努めるなど､調査の各段階において幹部によ

る進捗管理を徹底し、効果的・効率的な調査の実施に努める。

また､移転価格税制に係る文書化制度が適正かつ円滑に実施されるよう、独立企

業間価格を算定するために必要と認められる書類（ローカルファイル)等の作成状

況を臨場等によって確認し、必要に応じて指導するとともに､収集した書類等をも

とに移転価格リスクを的確に判断するなど効果的に活用する。

更に、一般部門と移転価格専担部署が協働して､中小規模の国外移転所得の問題

がある法人に対応していく。
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ハ協力的手法の活用

大企業の税務に関するコーポレートガバナンスの充実は、納税者における税務調

査対応の負担軽減と国税当局における調査事務量の効率的配分につながるため、税

務コンブライアンスの向上に向けて、適切な対応を行う。

また、申告書の自主点検と税務上の自主監査に関する確認表について、普及・定着

を図るとともに、必要に応じて活用程度の向上を促していく。

二データ活用を基盤とした全国一体運営の推進一

経済活動及び企業活動の広域化・グローバル化・高度情報化の進展など、税務行

政を取り巻く環境の変化を踏まえ、 ICT等を活用した高度な事案組成や調査選定

による調査パフォーマンスの向上や客観的なデータに基づく事務運営の実現に向け

て、積極的にデータの整備・活用に取り組む。

また、税務リスクの分析手法の研究開発・分析体制の整備に努め、分析結果等を

活用した全国一元的な納税者管理を通じて、 リスク･ベース･アプローチの高度化を

図るなど、全国のセンター局としての役割を果たしていく。

ホ人材育成

ICT化、グローバル化等の社会・経済状況の変化に適切に対応するため、高い

専門性を備えた調査能力及び審理能力の向上を図ることが極めて重要であることか

ら、職員個々の調査習熟度やこれまでの経験について的確に把握することで、より

効果的な研修を行い、中長期的かつ計画的な人材育成を図る。

また、高度な専門分野に対応するために、法務・金融専門家による民法等の私法関

係の研修、金融取引及びその計算方法に係る専門的な研修を実施する。

調査部調査経験の浅い職員に対しては、統括官が主体となって当該職員の調査能

力等を的確に把握した上で、総括主査や調査第二部～四部に配置する「実務指導専

門官」及び｢実務指導担当調査官」等による適切な指導(0JT)を実施し育成を図る。
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5局長に対する報告（局長事務報告）

（1） 定例報告

調査部で所管している法人は、我が国経済や各地域をリードする大法人であり、これら

に対する管理及び調査・指導は、社会的影響及び税務行政への影響が大きいことから、毎

月1回程度、次の重要個別事案について局長に報告を行う。

なお、事務運営上、局長に報告を要すると認められるものについても同様とする。

イ著名法人のうち、局長に報告を要すると認められる事案の着手及び結果

ロ特定事案(局長決裁を要する事案及び調査終了した事案のうち特に局長に報告を要す

る事案）の調査事績

ハ調査中の問題事案のうち、局長に報告を要すると認められる事案の調査状況(課税処

分について争訟が見込まれる事案のうち特に重要な事案（以下「特重事案」 という｡）

の調査状況については､特重事案指定後おおむね2か月が経過した場合及び翌事務年度

へ繰り越されることが確実と見込まれた場合に報告する｡）

（2） 臨時報告

各部長が、緊急に局長に報告を要すると認めたものについては、随時報告を行うことと

し、必要に応じ調査第一部長が同席する。

〔参考1〕実地調査等に係る局長決裁基準（東京国税局決裁委任規定から抜粋）

〔参考2〕特重事案の範囲（｢重要個別事案の管理について」事務運営指針から抜粋）

調査中の問題事案のうち特に重要な事案

イ法人税の不正所得見込金額が10億円以上又は増差所得見込金額が100億円以上

ロ消費税の不正追徴見込税額が1億円以上又は非違見込税額が10億円以上

ハ不服申立てへの対応及び訴訟遂行が難航すると予想される事案

二否認の根拠規定の解釈等につき先例的な事案

ホ広く国民の関心を集めている事案
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区 分 基 ギ
ー

堂
一 等

法
人
税

不正所得金額

増差所得金額

還付事案

重加算税対象所得金額が1億円以上の実地調査事案

有所得の増差所得金額が、 1事業年度20億円以上の実地調査事案

還付すべき税額が10億円以一

等の諸申請に基づく処理弓

二の事案(調査事案並びに更正の請求

言）

消
費
税

重加算税の対象と

なる追徴税額

追徴本税

還付事案

重加算税の対象となる追徴税額が2,000万円以上の実地調査事案

本税の追徴税額が4億円以上の実地調査事案

還付すべき税額が10億円以上の事案(実地調査並びに更正の請求

等の諸申請に基づく処理）

共
通 そ の 他

実地調査事案のうち､上記以外のもので特に問題があると認めら

れるもの。



Ⅱ事務運営のうち、

特に説明を要する事説明を要する事項



○事務運営の基本的な考え方
守守

調査部の使命は、大規模法人等の税務コンブライアンスの維持。向上に努めること
を通じて､税務行政全体における適正･公平な課税の実現を図ることにある｡応
調査部の使命は、大規模法人等の税務コンブライアンスの維持。向上に努めること
を通じて､税務行政全体における適正･公平な課税の実現を図ることにある｡応
調宜鄙の1史命は、大規模法人等の祝務コンフライアンスの維持。向上に努める¥こと

を通じて､税務行政全体における適正･公平な課税の実現を図ることにある｡応

蕊
悪f 蕊蕊 …も識一誌.f .. 無器…魚， 渓

薙

無

鐵

没

砥

静

宝

茅

・

蝿

●

●

押
兜
能
生
謹
赴
孟
誰
溌
蝿
鐸

調査部の事務運営は､納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現する
ため､複雑｡困難事案などへの｢調査の重点化｣を基本とするとともに､大法人との
協働関係を築き、自発的な税務コンブライァンスの維持d向上に導く 「協力的手法」
にも重点を置く。 ：;

９
部
Ｈ
蜂
爵
￥
戦
鞄
誹
○
撰
到
洋
鰯
卦

鍵篭

一
一

欝
鷲
＃
蔑
朧
や
仔
創
咄
神
竪
蕊
邊
鴬
鴬
蕃
謬
凄
驚
睦
鴬
農
驚
蕊
驚

端
蕊
闇
＃
蝋
蝿

■
、
屯
“
ｒ
宅
夕
刊
■
宅
．

灘 巳
●
く

Ｐ
ｑ

溌
鍵蕊議

口 鵠醗灌f評琵蒋

…輪

『…轌難＝.…錘:噌L暇難路錘鍔』此¥率鑑謝弗甥…鍔， .g:.…澤斗癖…燦……

夕
塗龍唱……患興鳴･ 嬬暖…鋲一輪戦……蕊f抵 一壼群群W､子一可 q

調査で把握した情報（非違事項、指導内容及びその改善状況、社内のガバナンス状
況等）に、調査以外で把握した情報(各種資料情報､決算・申告内容､業界の景気動
向等）を加味して個々の法人の税務リスクを判定した上で、その判定結果に応じた管
理を行い、それぞれに適した接触体系を選択する手法

i

l

l

缶
咀
曲

顔

：

聯



○協力的手法の活用（コーポレートガバナンスの充実）

綴 大企業の税務コンブライアンスの維持・向上には、 トップマネジメントの積極的な
関与・指導の下、大企業が自ら税務に閏するコーポレートガバナンスを充実させて
いくことが重要かつ効果的であることから、その充実を推進する必要がある。
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○データ活用に係る取組
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全庁的にICT等を活用した業務改革の推進を図っている。調査部においても、分析

ツール等を利用したデータ活用など､データを中心とした調査事務運営を行っていく必
要がある。 ‘ ．
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【取組状況等】
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○国際課税分野の体制整備
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○海外取引調査の充実（税制改正要望）

(1) グローバルに展開するデジタル大企業

(2) クロスボーダー消費税
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事務運営の概要等

査察部査察管理課

1 査察部の概要

（1）査察の使命

査察制度の目的は、税務行政の一環として、悪質な脱税者に対し刑事責任を追及し、そ

の一罰百戒の効果を通じ、適正・公平な課税の実現と申告納税制度の維持に努めることに

ある。

(2)機構

○総務担当

○管理係
査察管理課

(総合調整）

(情報担当）
○研究開発班

○システム開発班

○調査支援班

○情報技術解析室

○研究開発班

○国際情報班

○調査支援班

査察開発課

査察国際課

○庶務担当

○企画班

○情報戦略企画班

○資料管理班

○情報管理班

○調整・庶務担当

○広域班

○広域資料管理班

○広域機動班

○広域資料分析班

○機動係

○連絡調整班

○課税通報班

○特別管理班

査察総括第一課

査察広域課

資料情報課

○情報事務
特別国税査察官

○情報事務
統括国税査察官
（査察第1～17部門）

○庶務担当

○証拠品班

○企画班

○調査機動班

査察総括第二課

(実施担当）

○庶務係

○審理班

○訟務班

査察審理課

○実施事務
統括国税査察官
（査察第21～36部門）

-1-



(3)査察事務の手順
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(4)平成30年度（平成30年4月～平成31年3月）の査察事績

平成30年度の査察着手件数は51件(前年度63件)であり、処理件数は58件(前年度60件)、

そのうち35件（前年度37件）を告発した。

増差税額総額は、57億4,300万円（前年度59億9,800万円）で、告発分1件当たりの増差税

額は、 1億3,700万円（前年度'億100万円）であった。

東京局の全国に占める割合は、着手件数30.7％、処理件数31.9％、告発件数28.9％であ

り、増差税額総額は41.0%を占めている。

〔参考〕着手・処理状況（4月～3月） 〔上段【】書きは東京、下段は全国〕

（単位：件、百万円）

(注） 増差税額には､加算税額を含む。

2令和元年度における査察事務運営

査察制度は､悪質な脱税者に対して刑事責任を追及し､その一罰百戒の効果を通じて適正・

'公平な課税の実現と申告納税制度の維持に資することを目的としている。

この目的を達成するため、査察を取り巻く環境が変化する中にあっても、社会的に非難さ

れるべき悪質な脱税を的確に摘発し検察官に告発できるよう､情報事務と調査事務を通じて、

組織力を発揮した効果的・効率的な事務運営に努めるとともに、重点事案(注)の積極的な立

件・処理に取り組む。

（注）重点事案

（1） 消費税受還付事案・ ・ ・国庫金の詐取ともいえる悪質性の高い行為

（2） 無申告ほ脱事案・ ・ ・ ・申告納税制度の根幹を揺るがす行為

（3） 国際事案・ ・ ・ ・ ・ ・ ・海外取引を利用した悪質・巧妙な不正行為

－3－

着手

件数

処理

件数

告発

件数
告発率

f；差税額

総額
告発分

総額 1件当たり

28
【57】

178

【66】

193

【41】

132

【62.1％】

68.4％

【4,967】

16)106

【3,469】

12，692

【85】

96

29
【63】

174

【60】

163

【37】

113

【61.7％】

69.3％

【5,998】

13,509

【3,752】

10,001

【101】

89

30
【51】

166

【58】

182

【35】

121

【60.3％】

66.5％

【5,743】

13,999

【4,790】

11，176

【137】

92

対前年比

(東京）
81.0％ 96.7％ 94.6％ 95.7％ 127.7％ 135.6％

30年分
対全国比

30.7％ 31.9% 28.9％ 41.0％ 42.9％



参考資料

1 令和元年度検察官・国税査察官合同中央協議会（中央協議会）

（1） 中央協議会の趣旨・目的

中央協議会は、法務省及び国税庁の主催により、全国の検察官と国税査察官が一堂に会

し（法務･検察側：約50名、国税側：約60名)、過去の脱税事件を題材として、調査・捜査

や処理上の問題点等について討議を行い、国税査察官と検察官の能力の向上を図るととも

に、将来の適正な調査・捜査実務に資する目的で開催するものである。

(2)構成員

イ法務省・

ロ検察庁・

ハ国税庁・

ニ国税局・

ホ開催局．

･刑事局長、刑事課長、参事官、検事等

･高検検事長、地検検事正、財政経済担当検事

･長官、調察部長、査察課長、補佐、主査等

･部長、次長、課長、統括官、主査等

･局長、総務部長（参列者）

(3) 開催局

平成29年度以降､東京局・大阪局は3年に1回､名古屋局・関信局は6年に1回の開催。

令和元年度の日程等

日程 令和元年9月5日 （木）～6日（金）

開催局 東京国税局（局庁舎内にて開催）

2
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事務運営の概要等

監督評価官室

1 基本的な考え方

（1） 所掌事務

監督評価官室の所掌事務は、次の2つに区分される。

・ 国税庁の所掌事務の監察に関すること。

・ 実績の評価に関する事務の実施に関すること。

（2） 体制等

イ監督評価官室は、国税庁長官官房総務課に置かれており、また、各局署等を対象

に事務監察を行う派遣監督評価官は、国税庁に属する監督評価官の身分のまま各局

に恒常的に派遣するという体制を採っている。

ロ各派遣が行う監督事務のうち、特別監督及び一般監督については、現行の派遣制

度の下で監督事務のより効果的・効率的な運営を実施するため、全国の派遣監督評

価官室を東西のブロックに分けた合同運営（他派遣との乗り入れ）を、 2年間の試

行を実施した上で、平成29事務年度から本格実施となった。

ハ令和元事務年度における監督事務については､長官特命特別監督及び行政文書等

の事務監察の充実を基本としつつ、ブロック別に計画的一般監督を実施するほか、

新たに発生した課題にも機動的に対応するなど、効果的・効率的な運営に取り組む

こととしている。

このため、特別監督の実地の事務監察及び一般監督について、全国の派遣監督評

価官室を東京派遣室及び大阪派遣室を中心とする東西2ブロックに分けて合同運営

体制により事務を実施する。

二事務監察は、局内各主管課(室)及び署との緊密な連絡を保ちつつ、第三者的かつ

客観的立場で実施し､局署の事務の実施状況を合規性、適正性、能率性等の観点か

ら実地に調査・検査して評価し、もって事務運営の改善事項について提言する。

（3） 主な事務の概要

イ監督事務

（ｲ） 長官特命特別監督

長官から命を受けた特定事項について、国税庁内部部局､国税局、税務署等

を対象に実施する。

（ﾛ） 局長要請特別監督

局長から命を受けた特定事項について、局署を対象に実施するが、平成29事

務年度以降においては、局単位で改善が必要で、かつ、必要性・緊急性が特に

-1-



高い課題に限り行うこととし、原則として実施しないこととしている。

（ﾊ） 計画的一般監督

派遣監督評価官室長等の判断で、庁局の事務運営等を客観的見地から検討す

るために、年間を通じて計画的に実施する。

（二） 機動的一般監督

局長から要請があった課題等及び派遣監督評価官室長等の判断で、派遣先局

署の事務改善に資するため、速やかに対応が必要な課題等を把握した場合は、

積極的に実施する。

（ﾎ） 行政文書等の事務監察

公文書等管理法等に基づき､行政文書等の管理について必要事項を定めた国税

庁訓令等に従って、行政文書等が適切に管理され取り扱われているかを確認し

必要な改善を促すために実施する。

ロ実績の評価の実施事務

中央省庁等改革基本法に基づき、国税局が実施する実績の評価の実施事務に必要

な事項の周知及び指導・助言を行う。

令和元事務年度の事務運営

監督事務

令和元事務年度の監督事務のテーマは、次表のとおり。

2

(1)

※過去の特別監督テーマは、 【別紙1】のとおり。

(2) 実績の評価の実施事務

令和元事務年度の実施計画（政策評価懇談会における審議を経た後、財務省ホーム

ページで公表予定であり、具体的な実績目標等は【別紙2】のとおり）及び実施通達

並びに平成30事務年度の評価書（令和元年10月公表予定）の評価結果を踏まえ、事務

－2－

区 分 テ －－ ‐マ 等

特別監督 長官特命 情報共有の現状と課題

一般監督

計画的

機動的

〔全派遣共通〕

行政文書等の管理状況等

〔東ブロック共通〕

再任用職員の能力活用の現状と課題

必要に応じて実施を検討

行政文書等の事務監察
行政文書等の管理及び取扱いの状況について書面審査を

基本とした事務監察を実施



の改善及び納税者利便の向上に資するよう、引き続き必要事項の周知及び指導・助言

を行う。

なお、令和元事務年度に局署で実施する研修は、次表のとおり。

※ LANトレーニングシステムにより実施する。

【参考】平成30事務年度の事務の実施状況

(1) 監督事務

(2) 実績の評価の実施事務

〔参考〕職員への周知・指導の状況

－3－

研修の名称 研修の概要 実施時期

実績の評価

(令和元事務年度実施計画）

令和元事務年度の実績目標等を説明し、併
せて実績の評価事務の概要を理解させるこ
とを目的に実施

令和元年8月
～同年10月

実績の評価

(平成30事務年度実績評価書）

平成30事務年度の実績目標等の達成度に
ついて理解を深め、納税者サービスの向上
や事務の効率化に努めることを目的に実施

令和元年12月
～令和2年1月

区 分
ー

ア ーー 罠マ

特別監督 長官特命 署の相談・窓口事務の現状と課題

一般監督

計画的

機動的
(必要に応じて実施）

〔全派遣共通〕

行政文書等の管理状況等

〔東ブロック共通〕

非常勤職員に係る事務運営の現状と課題

①広域運営対象署事案における事務手続

②災害対応マニュアル

行政文書等の事務監察 書面審査を基本とした事務監察

区 分 公表等の年月日

平成30事務年度の実施計画 平成30年8月31日公表

平成30事務年度の実施通達 平成30年9月21日発遣

平成29事務年度の評価書 平成30年10月31日公表

区分 内容等 少 も

研 修
LANトレーニングシステムによる研修（実施計画、評価書）

税務大学校東京研修所普通科生を対象とする講義

情報提供

監督評価官室情報「INFO」の発行（年5回）

｢税務署についてのアンケート」実施等について局WAN

テロップへの掲載

PDCAサイクルにつき、局WANテロップへの掲載



別紙1

東京派遣監督評価官室

特別監督事項等の年度別テーマ

－5－

事
務
年
度

長 官 特 命
計画的一般監督（東ブロック共通テーマ）

〔局 長 要 請〕

元 ○情報共有の現状と課題 ○再任用職員の能力活用の現状と課題

30 ○署の相談・窓口事務の現状と課題 ○非常勤職員に係る事務運営の現状と課題

29
○署の統括国税調査（徴収）官の管理事務

の現状と課題
○広報事務の現状と課題

28 ○署の資料情報事務の現状と課題
〔 ワークライフバランスに関する職員の

意識と今後の課題〕

27

○署の統括国税調査官・審理専門官（審理

担当者を含む)による調査審理の現状と課

題

〔税務署に対する外部評価の現状と課題

(開かれた税務署に向けた環境づくりに

ついて） 〕

26 ○署の調査事務運営の現状と今後の在り方

〔署における先端分野に対する取組の現

状と課題 （国際税務専門官及び情報技術

専門官を中心として） 〕

25 ○内部事務一元化の現状と今後の在り方
〔今後の職員構成を踏まえた人材活用の

在り方〕

24 ○事務の集中化の現状と今後の在り方 〔管理運営事務の現状と課題〕

23

○災害等非常時の対応状況の現状と今後

の在り方～通常の勤務体制がとれない状

況となった場合の対応マニュアル作成を

目指して～

〔 署一般調査部門における統括官の現状

と今後の在り方〕

22 ○課税内部事務の現状と今後の在り方
〔 マネジメントの現状と課題～円滑な事

務運営の推進に向けて～ 〕



平成30事務年度実績目標等の体系図

実
績
目
標
（
大
）

（実績目標(大） 1）

内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収

【B】

漫茱の健全

龍達の促追

rA1

卍埋士茉務α

訂正な揮営の確侭

（実績目標｛

適正な調査。

及び納税老

【』

（実績目標(小)1-S)

適正な調査。徴収等の実施

及び納税者の権利救済

【A】

I｣､)1-S)

徴収等の実施

の権利救済

‘】

実
績
目
標
（
小
）

、

(実績目標(小）1－1） (実績目標(小）1－4）(実績目標(小）1－2）(実績目標（小）1－2）

税務行政の適正な執行

【A】

納税者サービスの充実

【B】

ビスの充実

}】

納税者サー

【E

国際化への取組

【A】 ‐
1

－9

1

(業績目標1-2-1）

広報・広聴

活動等の充実

【A】

(業績目標1-2-2）

相談等への

適切な対応

【s】

(業績目標1-2-3）

電子申告等ICT
を活用した申告・
納税の推進

【B】

(業績目標1-3-1）
適正申告の実現
及び的確な調査。
行政指導の実施

【A】

(業績目標1-3-2）
期限内収納の実現

及び滞納の整理
促進への取組

【s】

(業績目標1-3-3）

不服申立て

への取組

【s】

業
績
目
標

問合せや相談に対して迅

速かつ的確に対応すると

ともに、納税者の満足度

が向上するよう努めま

す。

国民各層・納税者の方々の

視点に立った情報の提供に

努めるとともに、租税の役

割、納税意識の重要性や税

務行政についての理解・協

力を求めます。

また、国民各層・納税者の

方々の意見・要望等を聴取

し事務の改善に努めます。

電子申告等ICTを活用

した申告・納税の推進を

図ることにより、申告・

納税の際の納税者の負担

を軽減し、納税者の満足

度を高めます。

適正申告の実現に努める

とともに、申告が適正で

ないと認められる納税者

に対しては、的確な調

査・行政指導を実施する

ことにより誤りを是正し

ます。

期限内収納の実現に努め

るとともに、期限内に納

付を行わない納税者に対

して滞納処分を執行する

などにより徴収します。

不服申立てに適正・迅速

に対応し、納税者の正当

な権利利益の救済を図り

ます。

聖
澆
㈹

(注） 【 】は、直近の「平成29事務年度の評定結果」である（評定は、 「S+｣、 「S｣、 「A｣、 「B｣、 「C」の5段階)。
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事務運営の概要等

東京派遣国税庁監察官室

1 基本的な考え方

（1） 所掌事務

東京国税局及び東京国税不服審判所の職員の行為について､服務上の適否を調査し、

非行の防止及び発見並びに処理を行う。

また、職務に関連する犯罪があると思料される場合には、捜査を行い、必要な措置

を採り、もって綱紀を維持し､公正な税務行政の運営に資することを任務としている。

（2）機構定員

国税庁監察官は、国税庁から各局へ派遣する「派遣制度」を採っており、東京派遣

国税庁監察官室には39人が派遣されている。

また、監察事務をより機能的に実施するため、総括班、監察班（7班）及び総務担

当という班編成を敷いている。

首席監察官一次席監察官一主任監察官(10)－監察官(14)－監察官補(10)－主任(3)

※上記のほか、平成26事務年度から、短時間勤務の再任用職員の監察官補（2名）が派

遣されている。

(3) 事務運営

監察官事務の運営に当たっては、基本理念である「非行の根絶」に向け、 「非行の未

然防止と早期発見」に重点を置いて実施することとし、非行が発生した場合には、組

織一体となって迅速かつ的確な処理を行い、綱紀の厳正な保持に努める。

このため、監察官及び監察官補は、その任務を十分認識して、局署及び関係機関と

緊密な連絡・協調を図りながら、監察官事務の組織的かつ効果的な運営を図る。

2巡察

監察官等が数次にわたって局署の各部署を巡回して監察し、次の.とおり実施する。

（1） 巡察事務

局署の幹部職員と緊密な接触を図り、幹部職員の非行の未然防止に関する意識付け

や身上把握の充実及び事務管理の徹底を要請するとともに、非行の実態及び非行に関

する情報･風評等についての情報交換や､個々の職員の問題についての対応策を協議、

指導する。

（2）予防講話

イ監察官による予防講話

非行の未然防止の徹底を図るため、事務年度当初に署幹部職員を対象とした予防
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講話を実施するとともに、事務年度上半期の早い時期に署の全職員を対象として、

パワーポイントの活用や職員に自ら考えさせる討議方式により、実効性のある予防

講話を実施する。

また、局職員についても、全職員を対象に年2回「局内予防講話」を実施するほ

か、各部課（室）で行われる会議･研修等での予防講話依頼があった場合は、積極

的に対応する。

更に、局署の非常勤職員についても、全非常勤職員を対象にパワーポイントを活

用するなどして、予防講話を実施する。

ロ局署幹部による予防講話

非行の未然防止は、監督者の本来の責務であることを自覚させるため、特に署に

あっては、署長・副署長に対し、全職員を対象とした予防講話の複数回実施や署内

研修等の機会あるごとに注意喚起を行うよう指導するとともに、監察官室において

は、そのための資料や情報を提供する。

ハ司法機関による予防講話

年2回（定期人事異動後及び確定申告終了後の早い時期)、管内警察署に講師派遣

を依頼し、一般犯罪講話・交通講話を実施するよう要請する。

(3) 資料情報の収集

有効な資料情報は、非行の「早期発見及び未然防止策」 として極めて重要であるこ

とから、各種の資料収集や局署等からの潜在非行の情報収集などに努める。

なお、巡察事務や部外情報等により非行情報を把握した場合は、情報管理を徹底し

た上で、関係簿書類の調査及び聞き込み等の適切な方法によって、資料解明調査等を

速やかに実施し、非行監察等の要否を検討する。

3非行監察及び犯罪捜査

非行監察は、職員の非行容疑について、その全てを調査し、証拠の裏付けを行い、非

行事実の有無を確認するとともに、その非行事実が懲戒事由に該当すると認められる場

合には、行政上の措置を採るための意見具申を行う。

犯罪捜査は、職員の非行容疑が財務省設置法第27条第1項各号に掲げる犯罪（職務に

関する犯罪等）に該当すると認められる場合に、必要な刑事上の措置を採るための捜査

を行い、事件を検察官に送致することを目的として行う。

なお、職務関連以外の非行事案（一般非行事案）については、考査課と緊密な連携と

協調を図りつつ対応する。
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4部内及び関係機関との緊密な連絡・協力等

（1） 緊密な関係の構築

関係機関に対しては､税務行政及び監察制度に対する理解を深めてもらうとともに、

信頼関係の更なる確立と、より一層の連絡・協力体制の維持・発展に努める。

〔参考〕

・ 検察庁関係…東京地方検察庁､横浜地方検察庁、千葉地方検察庁、甲府地方検

察庁

・ 警視庁関係…警視庁

所轄警察署（102署）

・ 県警関係…神奈川、千葉、山梨各県警本部

所轄警察署（105署：神奈川県54署、千葉県39署、山梨県12署）

非行事案の検討

非行事案について、動機、発生原因、身上把握等の状況、予防講話の効果、非行の

未然防止ができなかった理由等を確認し、非行の未然防止策を検討する。

また､検討事項については巡察事務等に適切に反映させるとともに､必要に応じて、

(2)

関係部署に改善意見を伝える。
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事務運営の概要等

税務大学校東京研修所

1 基本的な考え方

税務大学校は、国税庁の所掌事務に従事するために必要な研修を行う国税庁の施設等

機関であり、その地方研修所である東京研修所においては、若手職員を対象とする研修

である「普通科｣、 「中等科」及び「専攻税法研修」を中心とし、併せて職員の能力．資

質の向上を図るための「地方短期研修」及び税理士法第8条に規定する指定研修（通信

研修）である「会計学」並びに「国際課税’」等の通信研修8コースを実施している。

なお、普通科においては、令和元年度より税務職員採用試験に加え、障害者を対象と

した選考による新規採用者が研修を行っている。

〔参考〕令和元年度「普通科第79期生」の概要

(注）普通科第79期生の人員は、 6月12日時点のものである。

なお、上記かつこ書きは、障害者を対象とした選考による新規採用者（7月1日付

採用者1名を含む｡）を示す6

2普通科における確定申告期実地研修

普通科研修期間中に税務署の確定申告期における業務を実際に経験させることにより、

税務職員としての自覚を高めさせ、当初配置後の実務への円滑な移行を図ることを目的

として、平成30年度(普通科第78期)は、 2月28日 （木）～3月15日 （金）に実施し

ており、令和元年度（普通科第79期）も、同様の期間で実施することとしている。
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男性

(1)精神障害者

(2)身体障害者

154

(17）

(7)

40

(2)

(3)

58

(6)

(2)

6

(1)

(0）

258

(26）

(12)

女性

(1)精神障害者

(2)身体障害者

85

(2)

(0）

20

(1)

(0）

30

(1)

(0）

5

(0）

(0）

140

(4)

(0）

計

(1)精神障害者

(2)身体障害者

239

(19)

(7)

60

(3)

(3)

88

(7)

(2)

1l

(1)

(0）

398

(30）

(12）



〔参考〕平成30年度「確定申告期実地研修」の概要

(注） 研修実施署のうち、下線の署については、税務大学校和光校舎及び税務大学校

関東信越研修所の学寮から研修実施署へ通勤した。

令和元年度に実施する主な研修

令和元年度に東京研修所において実施する主な研修は、次のとおりである。

3

(注） 上記令和元年度の人員は、 6月12日時点のものである。
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研修対象者 373名

研修期間 平成31年2月28日 （木）～3月15日 （金）までの12日間

研修実施署

(29署）

千葉東、千葉南、千葉西、市川、船橋、松戸、成田、柏、芝、品川、
新宿、江東西、江東東、 目黒、渋谷、杉並、荻窪、豊島、王子、荒川、
板橋 、

惠杜山
足立、西新井、葛飾、江戸川北、江戸川南､立』1､武蔵府中 、

種類 期 間
人員

平成
30年度
令和
元年度

普通科（第79期） 31． 4． 3 （水） ～ 2． 3．26 （木） （226日間） 373 398

中等科（第6期） 31． 4．11 （木） ～ 1． 6．25 （火） （48日間） 214 319

専攻税法研修（第10期） 1． 8．21 （水）～1． 9． 19 （木） （21日間） 295 386

審理（特別）研修
1.10.28 （月）

2． 6． 4 （木）

～

～

1.10.31 (木）

2． 6． 5 （金） （最大6日間）
12 57

通
信
研
修

会計学

国際課税I

国際課税Ⅱ

審理I

審理Ⅱ

窓口英語I

窓口英語Ⅱ

韓国語I

中国語I

1． 7． 5 （金） ～ 2． 1． 9 （木）

1． 8．22 （木） ～ 2． 1．29 （水）

1． 8．22(木） ～ 2． 5．29 （金）

1． 8．22 （木）～2． 5． 1（金）

1． 8．22 （木） ～ 2． 6． 5 （金）

1． 7． 4 （木）～1．12．20 （金）

’ 1． 8．22 （木）～2. 1.31 (金）

1． 7． 4 （木） ～ 2． 1．23 （木）

1． 7． 4 （木） ～ 2． 1．23 （木）

23

33

217

69

197

36

17

30

36

28

31

247

84

206

57

35

32

65


